


 

 

序文 

 

 政府開発援助においては、1975 年以来個別プロジェクトの事後評価を実施しており、そ

の対象を拡大させてきました。また、2003 年に改訂された「ODA 大綱」においても「評価

の充実」と題して「ODA の成果を測定･分析し、客観的に判断すべく、専門的知識を有する

第三者による評価を充実させる」と明記されています。 

 海外投融資制度に関しても、より客観的な立場から事業の成果を分析し、今後の類似事

業等に活用できる教訓・提言の抽出を目的として、既往海外投融資事業の事後評価を外部

評価者に委託しました。本報告書にはその評価結果が記載されています。 

 本評価から導き出された教訓・提言は、国際協力機構内外の関係者と共有し、事業や制

度の改善に向けて活用していく所存です。 

 終わりに、本評価にご協力とご支援を頂いた多数の関係者の皆様に対し、心より感謝申

しあげます。 

 

2010 年 10 月 

独立行政法人 国際協力機構 

理事 黒田 篤郎 

 

 



 

 

本評価結果の位置づけ 

 

 本報告書は、より客観性のある立場で評価を実施するために、外部評価者に委託した結

果を取り纏めたものです。本報告書に示されているさまざまな見解・提言等は必ずしも国

際協力機構の統一的な公式見解ではありません。 

また、アクセスが可能な範囲の資料を踏まえての意見であり、必ずしも全ての情報を踏

まえての総合的な評価とはいえない可能性もあります。 

今次の評価対象となった個々の事業は、実施時点での本邦・海外の経済状況や各種政策

等を反映して計画・実施されたもので、現在の国際的な標準である評価基準（収益性など）

を一律に適用することが当初の事業目的と必ずしも整合しない場合もありますが、今後の

投融資事業への考察を導くため、（現在の標準的な基準に基づき）評価・検討したもので

す。 

 なお、本報告書を国際協力機構のウェブサイトに掲載するにあたり、体裁面の微修正等

を行うことがあります。 

本報告書に記載されている内容は、国際協力機構の許可なく、転載できません。 
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別添資料 個別評価結果概要

巻末 案件別事後評価:海外投融資事業 評価結果票
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要約 

１．海外投融資の事後評価の背景及び目的 

国際協力機構（JICA）の海外投融資制度は、2001 年の「特殊法人等整理合理化計画」に

より廃止されたが、昨今開発途上国における民間活動の促進等がもたらす経済成長が貧困

削減にとって重要であるという認識が国際社会の議論でも高まっていること等からその再

開が決定された。 

また、2010 年 6 月 18 日閣議決定された「新成長戦略」では、「21 世紀日本の復活に向け

た 21 の国家戦略プロジェクト」のひとつである「パッケージ型インフラ海外展開」の支援

方策として海外投融資の再開を図ることが明記されている。 

その際、「既往の金融機関では対応できない開発効果の高い案件に対応するため、過去の

実施事業の成功例・失敗例等を十分研究・評価し、リスク審査・管理体制を構築した上で

再開を図る」とされている。 

これらを踏まえ、本報告書は経済協力開発機構（OECD）の DAC5 項目（「妥当性」、「効

率性」、「有効性」、「インパクト1」、｢持続性｣）に加え、「JICA の収支」及び「アディショナ

リティ」（JICA が支援を行うことによる追加的な効果2）を含めた７つの評価項目から海外

投融資事業の事後評価を行ったものである。 

 

２．事後評価の概要 

本評価対象事業は、海外投融資事業全体の財務評価及び個別案件に対する評価の 2 側面

で行われた。全体の財務評価については、海外投融資の収支について全件を対象に実施し

た（出資 31 件、融資 656 件、合計 687 件）。また、個別評価については、2010 年 3 月時点

で全ての残高がある案件（出資 14 件、融資 2 件）及び既に残高はないが過去のデータ収集

が可能な案件（出資 15 件）について、DAC5 項目、「JICA の収支」及び「アディショナリ

ティ」に基づき評価した（出資 29 件、融資 2 件、合計 31 件）。 

 

３．海外投融資事業全体の財務評価 

海外投融資事業の JICA 収支上の評価を行うため、過去の海外投融資事業を出資及び融資

                                                  
1 DAC5 項目のうち、「インパクト」は、長期的な効果の発現であることから「有効性」に含めて評価を行っている。但

し、分析については、「有効性」と「インパクト」をそれぞれ行っている。 
2 ①財務的リスク軽減策、②非財務的リスク軽減策、③開発効果の向上、④民間資金の動員、⑤環境社会配慮の担保か

らなる。 
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に分類し、事業全体の分析を行った。 

 

図表 1 海外投融資収支総括表： 
 IRR3 備考 

出資（31 件） 1.48％ 2010 年 3 月末時点の収支*はプラス 767 億円（①）。 

*収支＝配当収入＋元本等回収額＋簿価残高4－出資実行

額 

融資（656 件） 4.47％ 2010 年 3 月末時点の元利入金額と融資実行額の差額累計

はプラス 670 億円（②）。元本償却した事業は 3 件 19 億

円で全体の償却率は 0.72％5。 

 

出融資加重平均 2.32％ 上記①・②の合計額はプラス 1,438 億円。 

 

事業全体ではプラスの 1,438 億円、うち出資 767 億円、融資 670 億円となっている6。ま

た、出資の IRR は 1.48％、融資の IRR は 4.47％、加重平均で 2.32％と計算され、低位なが

ら一応の成果が見られ、融資においても実行総額 2,666 億円に対し、貸付金償却率 0.72％と

相応に評価できる。 

 

４．事後評価調査対象の個別事業評価項目別集計 

31 件の事業について評価項目に則り評価した結果の集計が次の表である。 

 
図表 2 個別事業評価項目別集計表7： 
評価項目 妥当性 ％ 効率性 ％ 有効性 ％ 持続性 ％ JICAの収支 ％ アディショナリティ ％

高 30 96.8% 9 30.0% 14 46.7% 12 41.4% 13 41.9% 30 96.8%

中 1 3.2% 10 33.3% 7 23.3% 6 20.7% - -

低 0 0.0% 11 36.7% 9 30.0% 11 37.9% 18 58.1% 1 3.2%

計 31 100 30 100 30 100 29 100 31 100 31 100

 

集計表によれば、「妥当性」及び「アディショナリティ」の評価が特に高く、次に開発へ

の貢献を表す「有効性（インパクト）」が 7 割（「高」及び「中」の合計）となっている。「効

                                                  
3 IRR（Internal Rate of Return）はキャッシュフローに基づく内部収益率である。 
4 現在残高のある事業は、純資産法を用いた 2010 年 3 月末時点の貸借対照表計上額で保有株式を現金化したとの仮定を

おいて収支及び IRR を算出している。 
5 数字は元本償却した事業数 3 件 19 億円を JICA の過去の融資事業全体の 2,666 億円（656 件）で除した数字。 
6 四捨五入の関係で単純合計は全体合計に一致していない。 
7 「インパクト」は長期的な効果の発現であることから「有効性」に含め評価している。また、事業によっては資料不

足のため評価できなかった項目があるため計が異なっている。 
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率性」は、「高」、「中」、「低」、それぞれほぼ同じ割合に分かれ、「持続性」が低いものが 4

割弱、また、「JICA の収支」の面からは JICA に損失がある（あった）ものが約 6 割あった。 

個別事業の評価からは、JICA の長年にわたる開発途上国での開発経験が出融資を通じて

開発効果をもたらしていると認められる。援助実施機関である JICA が支援ツールのひとつ

として海外投融資を行うことにより、途上国における事業に対して安定的な資金が供給さ

れ、事業の収益変動リスク等を軽減するとともに、民間企業の活動を促進させつつ相手国

の貧困削減や経済発展に貢献しているといえる。 

ただ、過去の海外投融資においては、十分な管理手続きが行われず償却に至った事業8や

インフレや為替変動等により当初計画通りに実施できなかった事業などがある。そのよう

な事例からは将来に活かせる教訓を得ることで、より有効な制度・仕組みへと改善し、変

更していくことが望まれる。 

  

５．教訓 

 個別事業の評価結果から導かれた主な教訓は以下の通りである。 

(１)出融資横断的事項に関する教訓 

①新規性の高い事業への積極的な関与 

国際的に意義のあるパイオニア性の高いモデルケース事業へ関与することはその後の類

似ファンド立ち上げを促すデモンストレーション効果があり重要である。＜炭素基金事業

からの教訓＞ 

②相手国政府からの支援取り付け 

許認可手続き等において現地政府及び現地側カウンターパートの協力や支援を受けられ

る体制ができていることが事業をスムーズに遂行する上で重要である。＜中国における工

業団地建設運営事業からの教訓＞ 

③返済資金の安定性確保 

収支予測が不透明な場合、出資の比率を大きくしておくことが望ましい。＜シンガポー

ルにおけるエチレン等製造合弁事業からの教訓＞ 

                                                  
8 事例としては、中国養鰻事業（債権償却済のため本評価対象外）があげられる。 
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④他の日本政府関係機関との関係明確化 

鉱物資源開発事業への出資のように（注：1974 年に金属鉱業事業団（現：石油天然ガス・

金属鉱物資源機構）の探鉱事業に対する出資制度が設立された）、当該事業において、他の

日本政府機関も参画する可能性がある場合には、事前審査時に類似事業を行う政府機関と

の間で業務内容や対象範囲等を明確にしておく必要がある。＜鉱物資源開発事業からの教

訓＞ 

 

(２)対象分野に関する教訓 

①気候変動分野への対応 

開発途上国等の再生可能エネルギー事業等のモデル事業への投資のように、経済協力上

かつ環境政策上意義があり、世界的に新しい事業への出資は望ましい。＜炭素基金事業か

らの教訓＞ 

②対象国の天然資源を活用した産業育成 

相手国の天然資源を活用した産業育成は、未利用資源の有効活用、安定的な原料調達、

地元経済への波及効果等の観点から海外投融資事業の対象として重要である。＜バングラ

デシュにおける肥料製造合弁事業からの教訓＞  

 

(３)出資に関する教訓 

・JICA 海外投融資の出資先からの退出計画の明確化 

現在明確なルールのない JICA の投融資事業に係る退出計画について具体的な考え方（達

成基準、個別事業の収支の観点、JICA 全体のポートフォリオの観点等）を検討することが

資金の有効活用の点からも重要である。＜アセアン諸国における開発投資事業等からの教

訓＞ 

 

(４)融資に関する教訓 

・融資における運営体制の構築 

債権者と株主は立場が異なるため、JICA が両者の性格を並存することは必ずしもこのま

しいことでないところ、本件では特段問題となっていないものの、内部で融資部門と投資

部門の部署を別にする等、適切な体制を構築する余地もあったと考えられる。＜中国にお
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ける工業団地開発合弁事業からの教訓＞9 

 

(５)事業類型に関する教訓 

①商品協定への対応 

商品協定と同様の事業を実施するのであれば、主要生産国、消費国の参加を制度上の必

要条件とし、かつ、価格見直し等生産国と消費国との利害対立事項については事前にルー

ルを明確化し、意思決定方法を定めておく必要がある。なお、介入資金の調達には借入依

存を避け、安定的な財政資金が必要。但し、商品協定のような市場リスクを取る事業につ

いては非採択とすることも一案である。＜国際錫協定等からの教訓＞ 

②民間ファンドへの出資時の審査事項 

1）ファンドマネジャーの能力確認 

ファンドマネジャーの評価や経費管理等を適切に行っていくことが必要である。＜イン

ドにおける地方企業育成基金事業からの教訓＞ 

2）民間ファンドへの出資時のサブプロジェクト選定基準及び積みあがり状況の確認 

当該ファンドが今後、どのような基準で投資先のサブプロジェクトを選定するのか、選

定基準を確認する必要がある。ファンド設立計画段階から目標達成のために対象事業やセ

クター別に該当する投資見込み先をピックアップしたロングリストを作成すべきである。

＜インドにおける地方企業育成基金事業からの教訓＞ 

3）ファンド関連費用の適正水準確認 

ファンドマネジャーの固定費用や案件形成費用が全体のファンド総額に対して適正水準

にあるか確認する必要がある。＜アジア諸国におけるインフラ開発投資事業からの教訓＞ 

4）ファンドからの退出戦略の確認 

当該ファンドが投資先のサブプロジェクトからの退出する際の退出計画（特に、不採算

な事業で事業主である中核出資企業による買取が必ずしも実現しない場合もあるため、サ

ブプロジェクトへの出資時これを担保する条項を入れること、及びその実行可能性も確認）

を予め確認しておく必要がある。＜メキシコにおける環境基金事業からの教訓＞ 

 

                                                  
9 但し、中国における工業団地開発合弁事業のケースでは、JICA は出資及び融資の両方を行っていたが、融資について

は、株主からの保証を取得していたため、この懸念は顕在化していない。しかしながら、債権者と株主の立場の利益

相反は一般的な懸念としてあげられるため、ここに記載するものである。 
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(６)リスクコントロールに関する教訓 

過去の海外投融資事業で発現したリスク要因及びリスク管理の教訓は以下のとおり。 

①カントリーリスク（政情不安等） 

コントロール不可能な面もあるが、相手国のみならず周辺国の政情も含めたリスク認識

が必要である。＜カンボジアおける穀物生産・販売事業等からの教訓＞ 

②経済変動リスク（急激なインフレや為替変動等） 

コントロールは困難なものもあるが、事業実施にあたっては、ストレステストの導入等

により需要変動や為替・商品市況のリスク分析を慎重に行い、多様なリスク管理手法の導

入（為替ヘッジ、商品先物ヘッジ、外貨建出融資等）を図ることが求められる。＜インド

ネシアにおける水力発電・アルミニウム製錬合弁事業等からの教訓＞ 

③事業管理リスク（事業期間・事業費の増加増額、資金管理、ファンドマネジメント等） 

例えば継続的なモニタリング体制を確立しておくことにより借入人が事業実施主体でな

くとも、JICA が毎年確実に実施事業の現状把握が可能となる。＜中国における工業用水事

業からの教訓＞ 

また、事業全体の円滑な運営及びリスクコントロールそれぞれの観点から、安定的な事

業継続には資本・技術両面で全面的に協力する中核企業の存在が重要である。＜ブラジル

における製鉄合弁事業等からの教訓＞ 

 

(７)事業類型別の教訓 

それぞれの評価事業を類型化し、今後の制度設計のための教訓を導いた。これらの教訓

は今後の海外投融資制度の改善及び企画立案に活かしていくことが期待される。 

①ナショナルプロジェクト10 

ナショナルプロジェクトは、日本政府と相手国政府との共同事業であり、引続き必要に

応じ制度を継続すべきである。過去の事業においては、コントロール不可能な経済変動等

によりやむを得ず償却せざるを得なかったものもあるが、相手国にとっては貧困の削減、

雇用の増加、経済成長への貢献等、日本にとっては一次産品の安定供給、資源確保等の当

時の政策等の下で成果をあげた。今後については、途上国の開発を主体とし、かつ日本の

援助計画や政府開発援助（ODA）重点分野との整合性をより一層重視していくことが重要

                                                  
10 相手国政府の要請に基づく経済開発効果が大きい事業であって、日本の資源確保・産業立地等の観点から必要と認め

られ、日本産業界からも支持・協力の下に行われる出資事業。閣議了解等政府の意思決定を経ている。 
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である（後述の⑤で言及するインフラの輸出なども、政府の関与がある場合、新たなナシ

ョナルプロジェクトという整理をすることも可能であろう。）。 

②商品協定11 

市場変動リスクが高く、関係者間、国家間の意見調整等の負担も大きく、制度上も財政

的な安定性がより一層求められること等から新たな海外投融資の対象外とすることも一案

である。 

③ファンド12 

多くの機関等からの資金調達により相応の規模の事業が支援できることやプロのファン

ドマネジャーによるきめ細かいマネジメントが実現されることで大きな効果をもたらすも

のと考えられることから制度的には継続されるべきものである。但し、ファンドマネジャ

ーの評価や運営経費の適切な管理等が求められる。 

④融資13 

出資との制度・機能の違いをよく整理したうえで事業の遂行に有効な手法のひとつとし

て継続すべきである。但し、融資対象事業のうち、探鉱事業については同様の業務を行う

政府機関が別途存在することから対象分野から外すことが効率性等の観点から望ましい。 

また、中長期的には通貨については円建て以外の米ドル、ユーロなどハードカレンシー

による融資制度の導入を検討し、金利については固定金利とともに変動金利の融資制度の

導入を検討していくことが重要である。 

⑤一般プロジェクト14 

一般プロジェクト事業への出資については、公的機関が行う出資の意義（安定資金によ

る民間補完や民間資金の呼び水効果、対相手国政府との交渉上の優位性、日本政府の関与

の明確化等）を踏まえ、途上国の開発に貢献する事業に対して継続していくべきである。 

また、一般プロジェクトの事業であるインフラ整備（発電所、工業団地建設）や各種産

業育成事業は開発効果も大きく、日本の運営ノウハウや技術移転が活かせることから制度

を継続すべきである。 

                                                  
11 開発途上国の一次産品の価格安定を目的として、個別商品協定の緩衝在庫等に融資するための「共通基金」に対する

出資事業。「一次産品総合計画（IPC: Integrated Program for Commodities）」（1976 年第 4 回 UNCTAD ナイロビ総会に

て採択）に基づき対象品目等が決められている。 
12 JICA からファンドへ出資を行い、ファンドを通じた出融資により開発途上国の中小企業や特定セクターの企業等を振

興し、幅広い経済開発効果を実現するもの。 
13 海外投融資業務のうち貸付により経済開発効果を実現するもの。なお、対象業種は、探鉱事業、農林水産業、開発事

業の準備調査・試験的実施、民活インフラ事業となっている。 
14 本文上記①～④以外の民間企業が開発途上国にて実施する建設、運営、製造等の事業で、相手国へ経済開発効果をも

たらすもの。 
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但し、事業のカバー領域が広いので個別事業の審査には多くの専門性が求められ、リス

ク分析も多様なものとなることから、十分に留意する必要がある。 

⑥その他15 

鉱物資源開発事業に関しては、探鉱事業に対する融資と同様、支援機能を持つ政府機関

が別途存在することから新たな海外投融資の対象外とすることも一案である。 

 

６．総括 

(１)今後の制度設計への示唆 

今後の制度設計の検討のために評価結果を管理、財務、対象分野の点から再整理してみ

ると図表 3 のようにまとめられる。 

 

図表 3 今後の制度設計への示唆： 

項目 教訓番号16 内 容 
（1）－② 相手国政府からの支援取り付け 
（1）－④ 他の日本政府関係機関との関係 
（4） 融資における運営体制の構築 
（5）－② 
 

民間ファンドへの出資時の審査事項： 
ファンドマネジャーの能力確認等 

（6）－① カントリーリスク： 
相手国のみならず周辺国の政情も含めたリスク認識 

（6）－② 経済変動リスク： 
多様なリスク管理手法の導入（為替ヘッジ、商品先物ヘッジ、

外貨建出融資等） 

管理 

（6）－③ 
 

事業管理リスク： 
継続的なモニタリング体制の確立や中核企業の存在 

（1）－③ 返済資金の安定性確保 
（3） JICA 海外投融資の出資先からの退出計画の明確化 財務 
（1）－① 新規性の高い事業への積極的な関与 
（2）－① 気候変動分野への対応 
（2）－② 対象国の天然資源を活用した産業育成 
（5）－① 商品協定への対応：事前ルールの明確化 
（7）－① ナショナルプロジェクト： 

日本の援助政策や ODA 重点分野との整合性を一層重視し制

度継続 

対象分野 

（7）－② 
 

商品協定： 
市場変動リスクの高い商品協定は対象外とすることも一案 

                                                  
15 本文上記①～⑤以外のものであり、本評価では、鉱物資源開発事業が該当する。 
16 それぞれの番号はページⅲからの 5.教訓の項目に合致している。 
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（7）－③ ファンド：制度継続 

（7）－④ 融資：制度継続（探鉱事業を除く。） 
（7）－⑤ 一般プロジェクト：制度継続 
（7）－⑥ その他： 

鉱物資源開発のように同様の業務を行う政府機関が別途存

在するものは見直しを検討 
 

 今後の海外投融資再開に向けた制度設計にあたり、管理面についての教訓からは、政府

関係機関である JICA に対し期待される相手国政府や日本の他の政府関係機関との交渉や

調整等を実施するといった対外的な管理体制及び JICA 組織内の海外投融資事業に対する

実施体制（審査、モニタリング体制等）と個別事業のリスク管理といった内部管理体制の

拡充等が求められる。 

 財務面からは、海外投融資は政府資金を活用する制度であることから安定的な収益管理

と効率的な資金管理が求められ、また、市場における民間企業の持続的な事業遂行が達成

されたとき等の事業からの資金退出に係る計画の明確化といった財務管理のあり方の検討

が必要である。 

 対象分野に関しては、新規性の高い事業や気候変動分野といった国際的に意義のある事

業及び日本の援助政策や ODA 重点分野と整合する事業への重点的関与を進めるべきであ

り、制度的にはナショナルプロジェクト、ファンド、融資（探鉱事業を除く。）、一般プロ

ジェクトについては継続していくことが望ましい。 

 これらの中でも特にリスク管理、退出計画の明確化及び対象分野の重点化については改

善テーマとして重要である。 

 

(２)重要な改善テーマ 

①リスク管理について 

海外投融資は開発途上国の開発に貢献する民間事業に対する支援であるが、相手国での

知見不足から来る情報量の不足や、民間のみでは政策・制度変更リスクへの対応が困難な

場合等、公的支援が必要とされる状況は多い。個別評価においても、JICA のアディショナ

リティとしてこのような公的支援に対する評価は高かった。そのため JICA の持つ途上国で

の様々なネットワークや支援実績、また他の ODA スキームと組み合わせた総合的な支援の

実現等が期待されている。 
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但し、新制度（海外投融資制度の再開）に向けて、従来のような制度要件（融資におけ

る銀行保証）のみに縛られるセキュリティ・パッケージ型ではなく、民間との連携がスム

ーズに進むよう必要に応じて柔軟な対応が速やかに取れるようなある程度 JICA側がリスク

を取る制度の構築が期待される。また、リスクを取るにあたっては、評価結果にもあるよ

うにリスクをコントロールする先物取引や為替予約の導入、外貨による出融資といった

様々な管理手法の導入が必須となる。 

 

②退出計画の明確化について 

一方で、開発効果のみならず収益性の観点から、持続性のある民間企業への支援が重要

である。但し、民間企業のみで市場原理に則って事業が遂行できる状況になったときには、

速やかに官側が退出することが必要である。海外投融資の役割は、長期的には民間企業が

持続可能となる事業遂行のための支援（事業の立ち上がり期や投下資本の回収に長期を要

する事業の安定資金の供給等）であることから市場を歪めることがないよう留意する必要

がある。そのためにも新制度では、教訓で指摘したように出資の退出計画（達成基準、個

別事業の収支の観点、JICA 全体のポートフォリオの観点等）の制定が求められる。 

 

③対象分野の重点化について 

日本の ODA の重点分野である17、貧困削減、地球的規模の問題への取組（気候変動対策

等）、持続的成長（インフラ等生活・経済成長の基盤整備、産業振興）といったもので開発

効果が高いものが対象分野として想定される。 

なお、JICA からの聞き取りによれば、国際潮流等を踏まえ、貧困削減ではマイクロファ

イナンス機関への出資や BOP ビジネス18への出融資、気候変動対策では省エネルギー対策

ファンドへの出資、インフラ整備事業では貧困層を対象として上下水道事業への出融資や

経済成長の基盤となる電力事業などを検討している。検討内容は開発効果が幅広く裨益す

るとともに開発途上国の経済社会の持続的成長に寄与し、かつ日本の知見、経験が活かせ

JICA のアディショナリティも発揮できるものと思われる。 

ただ、評価結果にも記載したように、探鉱や鉱物資源開発については支援機能を持つ政

                                                  
17 「ODA 大綱」（2003 年 8 月）より 
18 主として、途上国の低所得階層（年収 3,000 ドル以下、全世界の人口の約 7 割、40 億人）を対象とした持続可能な、

現地での様々な社会課題（水、生活必需品・サービスの提供、貧困削減等）の解決に資することが期待されるビジネ

ス（2010 年 7 月、「BOP ビジネスへの政策的支援の方向性と具体的取組」経済産業省資料より）。 
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府関係機関が他に存在していること、商品協定については市場変動リスクが著しく高いこ

と等から新たな海外投融資の対象外とすることも一案である。 

 

以上のように JICA の海外投融資機能は ODA のツールとしての意義が高く、適切な運営

のもとで制度の拡充が求められているといえる。 

事後評価結果からも言えるように海外投融資スキームのアディショナリティは高いこと

から、今までの JICA の経験・専門性を活かした体制の下で、同スキームを日本の有効な

ODA ツールのひとつとして開発事業に活用していくことが期待される。 

以  上 





 

第１章 海外投融資の事後評価の背景及び目的 

１．背景 

国際協力機構（JICA）の海外投融資制度は、2001 年の「特殊法人等整理合理化計画」に

より廃止されたが、昨今開発途上国における民間活動の促進等がもたらす経済成長が貧困

削減にとって重要であるという認識が国際社会の議論でも高まっていること等からその再

開が 2009 年 6 月の第 22 回海外経済協力会議にて決定された。 

また、2010 年 6 月 18 日閣議決定された「新成長戦略」では、「21 世紀日本の復活に向け

た 21 の国家戦略プロジェクト」のひとつである「パッケージ型インフラ海外展開」に対す

る民間企業の取組を支援する方策として海外投融資の再開を図ることが明記されている。 

その際、「既往の金融機関では対応できない開発効果の高い案件に対応するため、過去の

実施事業の成功例・失敗例等を十分研究・評価し、リスク審査・管理体制を構築した上で

再開を図る」とされている。 

本評価は、以上の背景を踏まえ JICA が行った海外投融資事業につき第三者による事後評

価を行い、その評価結果を制度再開に向けた適切なスキーム構築の一助とするものである。 

 

２．目的 

本評価は次の成果を達成することを目的としたものである。 

（１） 国民への説明責任を果たすために、事業の成果を評価すること。 

（２） 相手国民間セクター及び JICA による事業改善を図るために、評価結果を基に提

言・教訓を導き出すこと。 

（３） 上記（1）（2）の結果に基づき、海外投融資事業に関する提言・教訓を取りまとめ

ること。 
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コラム 
海外投融資とは 
（国際協力機構海外投融資業務は、特殊法人等整理合理化計画（平成 13 年 12 月

閣議決定）により、「廃止することとし、14 年度以降は、13 年度末までに承諾済の案

件又はそれらと継続的な性格を有する案件に限り出融資を行う。」と記載した上で、

以下の概要が JICA ホームページに記載されている。） 
 
海外投融資が支える民間企業の途上国事業。 

国際協力機構が行う海外経済協力業務に、民間活動支援を通じた経済協力を

行う海外投融資業務があります。民間企業が開発途上国でさまざまな事業を行う

ことは、開発途上国の経済を活発化させ雇用を創出し、ひいては人々の生活向上

に結びつく経済効果をもたらします。同時に、外貨獲得や技術移転などの効果も

期待できます。但し、開発途上国での事業は高いリスクや低い収益見込みといっ

た障壁のため、民間金融機関からの融資が受けにくい状況にあります。 
 

海外投融資業務は、このような状況下で途上国において事業を行おうとする民

間企業を「出資」と「融資」という 2 つの資金面から支えるものであり、民間活動支

援とも呼ばれています。 
 
対象 
海外投融資では以下の業種について貸付けを行っています。 
・探鉱事業 
・農林水産業 
・開発事業の準備調査、試験的実施 
・民活インフラ事業 

 
出資 
海外投融資業務では、全業種を対象としていますが民間ベースでは実施が困難な

経済協力性の高い事業に対して出資を行っています。 
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第２章 事後評価の概要 

１．評価対象事業19 

本報告書では個別事業評価から導かれる評価結果から海外投融資事業全体の評価を行っ

ている。 

本評価対象事業は、海外投融資事業全体の財務評価及び個別案件に対する評価の 2 側面

で行われた。全体の財務評価については、海外投融資の収支について全件を対象に実施し

た（出資 31 件、融資 656 件、合計 687 件）。また、個別評価については、2010 年 3 月時点

で全ての残高がある案件（出資 14 件、融資 2 件）及び既に残高はないが過去のデータ収集

が可能な案件（出資 15 件）について、DAC5 項目（「妥当性」、「効率性」、「有効性」、「イ

ンパクト」、「持続性」）、「JICA の収支」及び「アディショナリティ」に基づき評価した（出

資 29 件、融資 2 件、合計 31 件）。 

 

                                                  
19 旧 JICA の開発投融資事業は、今回の制度設計の対象外であるため、本評価作業の対象外とする。 
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図表 2-1：個別評価事業リスト20： 

番号 国名 事業名

1-1 開発途上国全般 鉱物資源開発事業（残高なし出融資）

1-2 カンボジア カンボジアにおける穀物生産・販売事業（残高なし出資案件）

1-3 錫輸出国（主に開
発途上国）

国際錫協定（残高なし出資案件）

1-4 イラン イランにおける石油化学製造合弁事業（残高なし出資案件）

1-5 メキシコ メキシコにおける鋳鍛鋼製造合弁事業（残高なし出資案件）

1-6 メキシコ メキシコにおける大径鋼管製造合弁事業（残高なし出資案件）

1-7 ブラジル ブラジルにおける製鉄合弁事業（残高あり出資案件）

1-8 インドネシア
インドネシアにおける水力発電・アルミニウム製錬合弁事業（残高あり出資案
件）

1-9 シンガポール シンガポールにおけるエチレン等製造合弁事業（残高あり出資案件）

1-10 サウジアラビア サウジアラビアにおける石油化学製品製造合弁事業（残高あり出資案件）

1-11 サウジアラビア サウジアラビアにおけるメタノール製造合弁事業（残高あり出資案件）

1-12 バングラデシュ バングラデシュにおける肥料製造合弁事業（残高あり出資案件）

1-13 開発途上国全般 国際連合大学私費留学生育英資金貸与事業（残高あり出資案件）

1-14 ベトナム ベトナムにおける工業団地建設運営事業（残高あり融資案件）

2-1 天然ゴム輸出国で
ある全開発途上国

天然ゴム輸出途上国におけるゴム緩衝在庫拠出事業（残高なし出資案件）

2-2 アセアン諸国 アセアン諸国における開発投資事業（残高なし出資案件）

2-3 中国 中国におけるホテル建設運営事業（残高なし出資案件）

2-4 全開発途上国 国際協力プロジェクト推進事業（残高なし出資案件）

2-5 インドネシア インドネシアにおける輸出振興施設建設・運営事業（残高なし出融資案件）

2-6 中国 中国における工業団地開発合弁事業（残高なし出融資案件）

2-7 パキスタン パキスタンにおける火力発電所建設事業（残高なし出資案件）

2-8 中国 中国における金融センタービル建設運営事業（残高なし出資案件）

2-9 アジア諸国 アジア諸国におけるインフラ開発投資事業（残高なし出資案件）

2-10 ブラジル ブラジルにおける紙パルプ資源開発事業（残高あり出資案件）

2-11 ブラジル ブラジルにおけるアルミナ・アルミニウム製造合弁事業（残高あり出資案件）

2-12 メキシコ メキシコにおける環境基金事業（残高あり出資案件）

2-13 インド インドにおける地方企業育成基金事業（残高あり出資案件）

2-14 インドネシア インドネシアにおけるパルプ製造事業（残高あり出資案件）

2-15 全開発途上国及び
移行経済国

炭素基金事業（残高あり出資案件）

2-16 タイ タイにおける中小企業再建・育成ファンド事業（残高あり出資案件）

2-17 中国 中国における工業用水事業（残高あり融資案件）  
 

２．手法 

JICA から提供される既存資料の分析及び該当企業等への聞き取り調査等（現地調査は行

                                                  
20 番号は巻末の案件別事後評価：海外投融資事業評価結果票の番号に合致している。 
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わない。）を通じて評価を実施する。 

評価手法としては、1991 年に経済協力開発機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）が

提唱した評価 5 項目（「妥当性」、「効率性」、「有効性」、「インパクト」、｢持続性｣）の基本

的考え方を活用しつつ、「JICA の収支」及び「アディショナリティ」の視点からも海外投融

資事業の評価を行う。本評価における項目別の基本的定義は以下のとおりである。 

 

図表 2-2：評価項目： 
項 目 内 容 

妥当性(Relevance) 事業の目標が、受益者のニーズと合致しているか、事業実施国内

の政策や日本の政策と整合性はあるか、ニーズや優先度は高いか

等、「事業の正当性」を問う視点。事業の必要性を検証する。 
 

効率性(Efficiency) 事業資源の有効活用という観点から、事業のための費用や期間

（インプット）と事業効果を発現させる産出物（アウトプット）

の関係を検証する視点。インプット（事業費及び事業期間）の計

画と実績の比較を行い、対計画比の達成状況を検証する。 
 

有効性(Effectiveness) 事業の実施が効果的であり、ターゲット・グループへ便益がもた

らされているかを検証する視点。 
 

インパクト(Impact) 事業の実施によりもたらされる長期的効果や間接的波及効果を

検証する視点。 
 

持続性(Sustainability) 事業実施体における運営や維持管理において、体制、技術、財務

能力を検証する視点。 
 

JICA の収支 出融資による JICA の利益または損失の状況等を検証する視点。

 
アディショナリティ JICA が支援を行うことによる追加的な効果（①財務的リスク軽

減策、②非財務的リスク軽減策、③開発効果の向上、④民間資金

の動員、⑤環境社会配慮の担保）を検証する視点。 

 
 

これらの項目に基づいた評価を個別事業毎に実施した。 

 

３．作業工程 

2010 年 4 月から 9 月の間に、資料整理収集・分析、個別評価票による事業評価、該当企

業等に対する聞き取り調査等を行い、個別評価結果等に基づく事後評価報告書を取りまと

めた。 
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４．評価の制約 

本評価では、JICA から提供される既存資料の分析及び該当企業等への聞き取り調査等に

基づいて実施された。しかし、特に既存資料の分析に関しては、半世紀程度前に計画及び

実施された事業もあり、資料の散逸、当時の関係者の不在等の制約要因があった。また、

時間的、資源的な制約から現地調査を行うことができなかったため、現在の状況の実査や

現地関係者からの聞き取り調査等が行えず、既存資料等の補足情報の入手や確認に制約が

あった。 

 

５．評価概要 

 JICA の海外投融資事業全体の分析からは、事業への出融資を通じた安定的資金の供給が

個々の事業の収益変動リスク等を軽減し、民間企業活動が促進されたことによって事業の

開発効果が見られた。また、海外投融資の活用を通じて、これら民間資金の動員を呼び込

む「呼び水効果」や「デモンストレーション効果」が多く見られ、さらには、相手国政府

との対話チャンネル確保も当該民間事業を成立させる上で有効に機能したことがわかる。

このような直接的効果のみならず、海外投融資を活用した民間事業を通じて、当該国の雇

用促進や外貨獲得、技術移転等を通じた経済成長にも一定の貢献も見られた。さらに、こ

れら事業は、相手国政府の政策に合致しており、相手国が必要としていた開発ニーズを的

確に捉えたものであったことが示されている。これに加え、日本政府資金を活用した海外

投融資の実行に際しては、開発援助政策や資源確保等といった日本の政策にも整合した形

で実施されていたといえる。 

 

一方で、過去の海外投融資においては、十分な管理手続きが行われず償却に至った事業

（中国養鰻事業（債権償却済のため本事業評価の対象外）21）、国際協力を目的としたが結果

的に出資金の多くが毀損したファンド型事業、インフレや為替変動等により当初計画通り

                                                  
21 JICA からのヒアリングによれば以下の通り。 

この事業は、中国広東省において、地域経済の発展を目的として養鰻場を建設・運営し、中国民間企業に 1,050 百万

円の貸付を行ったもの。本事業の貸付実行においては、営業部門が保証状の取得を含む必要な事務チェックを行う体

制となっており、営業部門の処理を独立的にチェックする体制が整っていなかった。結果として独立的なチェックの

ないまま貸付実行を行ったため、保証状が無いまま融資を行い、貸倒れを招いている。融資全額償却済み。 
なお、再発防止策として、事務処理面で、営業部門による貸付実行前のチェック事務を債権管理担当部が独立して実

施するダブルチェック体制を確立済み。また、営業部門による債権保全措置に係る審査結果を営業部門とは独立して

確認する牽制部門（審査部）を設けた。現在の審査部は、信用リスク、環境配慮などの面から、海外投融資案件をチ

ェックする機能を持つ。 
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に実施できなかった事業などがある。そのような事例からは将来に活かせる教訓を得るこ

とで、より有効な制度・仕組みへと改善し、変更していくことが望まれる。 

 

６．海外投融資事業全体の財務評価 

海外投融資事業全体の財務分析として、過去の海外投融資事業を出資及び融資に分類し、

事業全体の分析を行った。 

 

図表 2-3 海外投融資収支総括表： 
 IRR22 備考 

出資（31 件） 1.48％ 2010 年 3 月末時点の収支（注）はプラス 767 億円（①）。 

融資（656 件） 4.47％ 
2010 年 3 月末時点の元利入金額と融資 
実行額の差額累計はプラス 670 億円（②）。元本償却した

事業は 3 件 19 億円で全体の償却率は 0.72％23。 
出融資加重平均 2.32％ 上記①及び②の合計額はプラス 1,438 億円。 

（注）収支＝配当収入＋元本等回収額＋簿価残高24－出資実行額

 

 事業全体ではプラスの 1,438 億円、うち出資 767 億円、融資 670 億円となっている25。ま

た、出資の IRR は 1.48％、融資の IRR は 4.47％、加重平均で 2.32％と計算された。 

なお、参考として、1966 年 10 月から 2010 年 3 月まで毎月の 10 年国債利回りの平均値は

4.94％と計算された26。 

 

(１)出資 

出資については処分済 17 件を含め 31 件について、その合計出資額に対する IRR 及び暫

定的な収支を試算してみると、図表 2-4 のとおり、IRR は 1.48％であり、暫定収支プラス

767 億円となる。全体的にみると決して収益性は高いとは言えないものの損益的にはプラス

となっており、一応の成果が認められる。 

 

 

 

                                                  
22 IRR（Internal Rate of Return）はキャッシュフローに基づく内部収益率である。 
23 数字は元本償却した事業数 3 件 19 億円を JICA の過去の融資事業全体 2,666 億円（656 件）で除した数字。 
24 現在残高のある事業は、純資産法を用いた 2010 年 3 月末時点の貸借対照表計上額で保有株式を現金化したとの仮定を

おいて収支及び IRR を算出している。 
25 四捨五入の関係で単純合計は全体合計に一致していない。 
26 出所：IMF 国別データ。なお、データの制約のため 1966 年 10 月から試算した。 
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図表 2-4 出資事業の試算（2010 年 3 月末）： 
項 目 金額（百万円）、％ 

① 出資額（Cash out） -205,718 

② 出資回収額（Cash in） 91,712 

③ 配当金（Cash in） 71,995 

④（②+③）（Cash in total） 163,707 

⑤（①+④）（元本 Cash flow） -42,010 

⑥ 評価額（元本） 118,748 

⑦ （⑤+⑥） 海外投融資暫定損益 76,738 
IRR 1.48％ 

 

収益性が高くない点については、海外投融資事業の対象となっている事業が相手国の経

済成長に貢献する目的を重視する一方、リスクが高く、収益が発生するまでに長期を有す

ることから、民間企業だけでは事業実施が難しいものである点を考慮すべきである。 

実際、出資についてみると、既に残高のない事業では 17 件のうち 13 件について出資額

の回収が出来なかった。また、現在残高のある事業では、14 件のうち 9 件で資産評価後に

収益を計上すると見込まれているが、残り 5 件は損失計上の見込みである27。 

 

(２)融資 

図表 2-5 のとおり、融資事業については、実行した 656 件のうち現在残高を有するものが

2 件（2010 年 3 月末）であり、また元本償却を行ったものは 3 件、19 億円であった（図表

2-6）。実行額総計に対する貸付金償却率をみると 0.716％と計算される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
27 但し、炭素基金事業については排出権の市場売却価格が現在と同水準以上であれば、2012 年末までに問題なく出資金

の回収が見込める。 

図表 2-5 融資事業の分析 
項 目 金額（億円）、％

①承諾額 3,022

②実行額（656 件） 2,666

③元本入金額 2,608

④融資残高（2 件） 26

⑤元本償却損（3 件） 19

⑥貸付金償却額（⑤/②） 0.716％
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なお、参考として、図表 2-7 のとおり、政府系金融機関である旧国民生活金融公庫の平成

18 年度の償却率は 0.43％、旧中小企業金融公庫の平成 19 年度の償却率 0.98％である28。但

し、他機関の数字は前年度末の融資残高に対する年度中償却額になっており、単年度ベー

スであることから単純に比較することはできない。 

 

 

 

 

 

 (３)海外投融資事業全体の財務評価と今後の課題 

海外投融資は、日本国内や先進各国に比べリスクの高い地域での事業の実施に対する出

融資であり、かつ相手国の経済成長のための開発的目的も有することから、JICA の収支上

の観点からは、回収も長期に亘り採算性は厳しくならざるを得ない点もある。このような

状況の中で、本評価を通じて、総合的には出融資ともに相応の成果を収めており、海外投

融資事業全体で見れば、総収支がマイナスであることや事業全体として財務面で失敗して

いるといった状況はないといえる。 

但し、財務面でのリスクコントロールについて、JICA は当該案件の事前審査時に事業者

側収支計画を査定し、事業費及び事業期間についての変動想定を行っているが、相手国が

開発途上国であることから想定以上のリスク変動が起こり、期待された結果が得られなか

ったケースも散見された。また、リスクの想定は行っていても、例えば為替スワップなど

のリスクヘッジの手段が、制度上の問題等もあり十分に実施できなかったため JICA の収支

へ負の影響を及ぼしたことも考えられる。 

今後については、審査体制のより一層の充実やリスクヘッジ手法の多様化が望まれる。 

                                                  
28 出所：財政制度等審議会財政投融資分科会資料 

図表 2-6 元本償却案件： 

案 件 名 元本償却額

（億円） 
東カリマンタン森林開発事業（1964 年承諾） 1 

パラグアイ搾油事業（第 4 次）（1976 年承諾） 7 

広東省柏塘養鰻事業（第 1 次）（1994 年承諾） 11 

合計 19 

図表 2-7 他機関の貸付金償却率（単年度ベース）： 
機 関 名 貸付金償却率 年度 

日本政策金融公庫・中小企業事業

（旧中小企業金融公庫） 
0.98％ 平成 19 年度 

日本政策金融公庫・国民生活事業

（旧国民生活金融公庫） 
0.43％ 平成 18 年度 
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第３章 事業別評価の結果 
１．海外投融資事後評価の評価基準 

個別事業評価を行った 31件の事例について、DAC5項目に基づく評価結果を 3段階（「高」、

「中」、「低」）で、「JICA の収支」及び「アディショナリティ」については 2 段階（「高」、

「低」）で評価した29。その基準については以下のようになっている。 

 

図表 3-1 海外投融資事後評価 ＜評価基準＞： 

妥当性 

高 開発政策、開発ニーズ、日本の政策と十分に合致しており、投融資スキー

ムの活用の意義も相応に認められるもの。 

中 開発政策、開発ニーズ、日本の政策と一部合致しない点があり、投融資ス

キームの活用の意義は相応には認められないもの。 

低 開発政策、開発ニーズ、日本の政策と合致しない点があり、投融資スキー

ムの活用の意義も認められないもの。 
効率性    

 
対計画比（目安） 高：100%以下、中：100%超 150%以下、 
  低：150%超 

全体の事業費及び事業期間ともに［ほぼ計画通り／計画内に納まってい

る］。 高 
事業費：高 
事業期間：高 全体の[事業費／事業期間]については計画を［若干／大幅に］上回っている

ものの、計画の変更が妥当であると考えられるもの。 
全体の［事業費／事業期間］の一方については［ほぼ計画通り／計画内に

納まった］ものの、他方が計画を［若干／大幅に30］上回ったもの。 中 
事業費、事業期間ともに計画を（若干）上回ったもの。 
全体の[事業費／事業期間]の一方については計画を［若干／大幅に］上回り、

かつ他方が［若干／大幅に］上回ったもの。 
低 

事業費：低 
事業期間：低 全体の事業費／事業期間ともに計画を大幅に上回ったもの。 
＊なお、ファンドの効率性については、投資件数についても判断根拠とする。 
有効性（インパクト） 
 

対目標値（目安） 高：80%以上、中：50%以上 80%未満、 
  低：50%未満 

高 概ね計画通りの効果発現が見られたもの。 
中 一定の効果発現が見られたもの。 
低 効果発現は計画と比して限定的であったもの。 

＊なお、ファンドの有効性については、出融資の回収率（IRR 及び ROI）及び出融資案件の状況を考慮す

る。 
持続性 

高 事業の維持管理について、体制、技術、財務状況ともに問題ないもの。 

中 事業の維持管理について、体制／技術／財務状況にひとつでも軽度な問題

があるもの。 

                                                  
29 「インパクト」については「有効性」に含めて評価している。 
30 〔若干／大幅〕の使い分けについては、100％超 125％以下の場合「若干上回った」、125％超 150％以下の場合「上回

った」、150％超の場合「大幅に上回った」とする。 
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低 事業の維持管理について、体制／技術／財務状況にひとつでも重大な問題

があるもの。 
なお、ファンドの持続性については、ファンド投資先企業のモニタリング実施状況、ファ

ンドの運営体制、技術面のチェック体制、審査及び収益面でのチェック体制、ファンドの

収益・財務状況、運営状況を評価する。 
JICA の収支 

高 JICA に収益がある／あったもの。 
低 JICA に損失がある／あったもの。 

アディショナリティ 
高 JICA が支援することによるアディショナリティがあるもの。 
低 JICA が支援することによるアディショナリティがないもの。 

 

また、個別評価結果の概要については別添資料に整理している。 

 

２．事後評価調査対象の個別事業評価項目別集計 

評価項目別の評価結果の分布を集計すると以下のようになった。 

 

図表 3-2 個別事業評価項目別集計表31： 

評価項目 妥当性 ％ 効率性 ％ 有効性 ％ 持続性 ％ JICAの収支 ％ アディショナリティ ％

高 30 96.8% 9 30.0% 14 46.7% 12 41.4% 13 41.9% 30 96.8%

中 1 3.2% 10 33.3% 7 23.3% 6 20.7% - -

低 0 0.0% 11 36.7% 9 30.0% 11 37.9% 18 58.1% 1 3.2%

計 31 100 30 100 30 100 29 100 31 100 31 100  
 

 集計表からは、「妥当性」及び「アディショナリティ」の評価が特に高く、次に開発への

効果（貢献）を表す「有効性（インパクト）」が 7 割（「高」及び「中」の合計）となって

いる。「効率性」は、「高」、「中」、「低」、それぞれほぼ同じ割合に分かれ、「持続性」が低

いものが 4 割弱、また、「JICA の収支」の面からは JICA に損失がある（あった）ものが約

6 割見られた。それぞれの項目における分析は以下のとおりである。 

 

 

 

                                                  
31 「インパクト」は長期的な効果の発現であることから「有効性」に含め評価している。また、事業によっては資料不

足のため評価できなかった項目があるため計が異なっている。 
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(１)妥当性 

①分析基準 

「妥当性」では、海外投融資の対象案件が当該国の開発ニーズ、開発政策、日本の政策

（開発援助、資源確保等）、海外投融資スキームの出融資判断の要件と整合的かどうかを評

価する。 

②分析結果 

個別事業 31 件のうち、30 件で「妥当性」は高いと評価された。海外投融資事業は日本政

府の資金を活用した業務であるため、相手国の開発政策、開発ニーズとの整合性や日本の

政策との整合性について審査し、その妥当性をチェックしている。ただし、事業計画時に

は「妥当性」が高かったが時代の進展とともに相手国の政策変更があり、評価時に「妥当

性」が低下したものが 1 件32あった。しかし、相手国政府による開発拠点整備政策の変更で

あるため、やむを得ないものと考えられる。全体としては、評価の結果、個別の海外投融

資事業についてみると海外投融資事業の「妥当性」は高いと判断された。 

 

(２)効率性 

①分析基準 

「効率性」では、事業効果を発現させるために必要な産出物（アウトプット）とその達

成のための投入（インプット）を検証する。具体的には、アウトプットが当初計画どおり

に完成しているかどうかを確認した上で、これらアウトプットの達成に至るまでのインプ

ット（事業費及び事業期間）が当初計画の範囲内に収まっているかどうかを評価する。本

評価でいうアウトプットとは、事業効果を発現させるために必要なものであり、例えば、

プロジェクト等においては、出融資先企業が完成させる生産施設があげられ、ファンドに

おいては、投資の実施（件数、投資額等）が考えられる。 

②分析結果 

評価の結果、「高」、「中」、「低」の評価がほぼ同じ割合であり、何れかに評価結果が集中

しているなどの明確な傾向は観察されなかった。また、一部の事業では、アウトプットに

変更がないにもかかわらず、事業費の増加や事業期間の延長によりインプットが計画どお

りに実施されなかったケースが散見された。これに対し、個別評価票からの分析の結果、 

                                                  
32 中国におけるホテル建設運営事業 
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アウトプットについては全体の 7 割が計画を達成していた。 

③アウトプット達成例 

アウトプットの達成例は、以下のとおりである。 

・ 製鉄合弁事業（ブラジル）： 

製鉄所の建設。 

・ 紙パルプ資源開発合弁事業（ブラジル）： 

紙パルプ生産工場の建設及びユーカリの植林地の整備。 

・ アルミニウム製錬合弁事業（インドネシア）： 

アルミニウム製錬工場の建設。 

・ 石油化学及びエチレン等製造合弁事業（シンガポール）： 

石油化学及びエチレン等の工場の建設。 

・ 肥料製造合弁事業（バングラデシュ）： 

天然ガスを原料とする肥料工場の建設。 

・ 工業団地造成事業（ベトナム）： 

工業団地の新規造成。 

④アウトプット達成状況 

対象事業 31 件のうちデータ不足で「効率性」に関する評価ができなかった 1 件を除く 30

件を対象にその内容について分析した結果、アウトプット（施設及び投資の実施等）とイ

ンプット（事業費及び事業期間）のすべてをほぼ計画通り達成できたものが 8 件、アウト

プットのみが達成できたものが 13 件となっている。 

なお、計画通りとならなかった事例としては以下のようなものがある。 

・ 穀物生産・販売事業（カンボジア）： 

政情不安、内戦の勃発により事業は中止となり、アウトプットは達成されなかった。 

・ 石油化学製造合弁事業（イラン）： 

戦争による被害で工事が中止された結果、当初計画の工場建設は完了しなかった。

（注：その後、相手国政府が工事を再開し、工場建設は完了。） 

・ 国際錫協定： 

財政破綻により、事業実施途中から想定されていた在庫調整が行われなかった。 

・ 鋳鍛鋼製造合弁事業／大径鋼管製造合弁事業（メキシコ）： 

当初計画に対し、事業期間及び事業費が超過した。 
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・ 製鉄合弁事業（ブラジル）： 

激しいインフレのため事業費は大幅に増加し、事業期間も若干上回った。 

・ 国際協力プロジェクト推進事業： 

事業費は当初計画を上回っており、投資件数でみるとほぼ計画通りだが投資額でみ

ると計画を下回った。 

・ インフラ開発投資事業（アジア諸国）： 

投資件数･投資額が当初の計画を大幅に下回った。 

・ 中小企業再建・育成ファンド事業（タイ）： 

事業費及び事業期間ともに概ね計画通りであるが、投資件数が計画を大幅に下回っ

た。 

個々の要因はあるものの、主にアウトプットが達成できなかった理由は開発途上国での

事業という状況下、戦争や政策の変更及び急激なインフレ等によるものであり事業の管理

の中では解決困難なものであった。「効率性」については、既述のとおり、「高」、「中」、「低」

の評価がほぼ同じ割合であり、何れかに集中するなどの傾向は見られないが、海外投融資

事業がリスクの高い途上国での事業を出融資の対象とし、JICA が当該リスクをとることを

期待されている性格上、ある程度、やむを得なかったことを示している。 

⑤リスク 

「効率性」に影響を与えるリスク要因としては、為替変動や相手国の許認可手続き、労

務問題や土地収用問題等が考えられるが、事業計画時の詳細な調査や情報収集、また為替

であれば為替予約の導入などにより、事前にある程度事業者側でリスク管理ができるもの

もあると思われる。 

 

(３)有効性 

①分析基準及び分析結果 

「有効性（インパクト）」では、アウトプットを達成した後、それを操業させた結果、ど

のような開発成果を達成できたかを評価する。評価の結果、「有効性（インパクト）」につ

いては約 5 割の事業が「高」評価であり、「中」評価も含めれば 7 割と相応の効果の発現が

認められた。また、「有効性（インパクト）」についても「効率性」と同様に事業が開発途

上国で実施されることによるリスク（政治リスク、経済リスク、社会リスク等）が存在す

るため効果の発現が限定的とならざるを得ないものもあった。 
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②開発成果の達成事例 

具体的には、以下のような開発成果を達成している。 

・ 製鉄合弁事業（ブラジル）： 

現在、現地会社はブラジルの粗鋼生産の 3 割弱の生産能力を有し、国内工業化促進

及び地域開発に貢献している。また、南米最大の鉄鋼会社へ成長している。 

・ 紙パルプ資源開発合弁事業（ブラジル）： 

輸出割合は 9 割以上で同国の輸出に貢献している。 

・ エチレン等製造合弁事業（シンガポール）： 

操業度はほぼ計画通りの 95％を達成し、収益面でも操業 3 年目から黒字転換し、収

益をあげている。 

・ 石油化学製品製造合弁事業（サウジアラビア）： 

生産量は当初計画を上回り、同国の安価な天然資源を利用した強い価格競争力を背

景に十分な収益性を確保している。 

・ 火力発電所建設事業（パキスタン）： 

本事業が同国の発電需要の約 10％を賄っており、増大する電力需要とその安定供給

に寄与するとともに稼働率も約 60％と計画通りの効果をあげている。 

・ 開発投資事業（アセアン諸国）： 

投資事業から JICA 退出後 20 年が経過するが、出資先企業の約 87％が現在も存続す

るように良好なパフォーマンスを示している。 

③効果が限定的であった事例 

具体的には、以下のような事例があげられる。 

・穀物生産・販売事業（カンボジア）： 

内戦の勃発により事業は中止となったため、当初計画された作付面積や生産量、収

益は達成されていなかった。 

・鋳鍛鋼製造合弁事業／大径鋼管製造合弁事業（メキシコ）： 

相手国の債務危機による急激な経済状況の悪化のため完成した設備は低稼働を余儀

なくされ、その後メキシコ政府の民営化政策の下、現地民間企業へ売却されたこと

から開発効果の発現は限定的なものとなった。 

・ホテル建設運営事業（中国）： 

相手国政府の開発政策の変更（開発重点地区の変更）によりホテル稼働率が低下し
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効果の発現が低かった。 

・ 国際錫協定： 

当初は開発途上国経済に影響を与える価格下振れリスクを軽減する為に有効に機能

したが、錫の慢性的な供給過剰があったにもかかわらず、市場介入基準が高めに設

定されており、適正水準での錫価格の安定化を達成したとは言いがたい。 

・環境基金事業（メキシコ）： 

同基金による投資実績 9 社のうち 3 社が清算・解散された。本事業では、投資対象

をメキシコにおける環境ビジネスに限定していたことから幅広く分散投資が行えず、

リスク分散が出来なかったこと及び中堅企業が対象であったため経済危機に対する

耐性が弱く比較的体力のない企業が精算・解散せざるを得なかったこと等も影響し

て、ファンドによる出融資回収率は低かった。 

・インフラ開発投資事業（アジア諸国）： 

アジア通貨・金融危機の影響を受け、アジア諸国の民間セクターのインフラ投資意

欲は著しく減退した結果、投資件数が当初計画を大きく下回るとともに出融資の回

収率は低かった。 

④リスク 

「有効性」に影響を与えるリスク要因としては、内戦などのカントリーリスク、アジア

通貨・金融危機などの経済変動リスクなどが考えられる。ただ、これらについては、当該

案件に対する出融資の事前審査時に情報収集・分析を十分に行うこと以外のリスクヘッジ

方法は限られていたため、個々の事業レベルでコントロールすることには限界があったも

のと思われる。 

 

(４)インパクト 

①分析基準 

「インパクト」は、事業の実施によりもたらされる長期的効果や間接的波及効果の発現

であることから「有効性」に含めて評価を行っているが、分析については、「有効性」と「イ

ンパクト」についてそれぞれ行った。「インパクト」では、想定されたインパクトとその他

正負のインパクトの 2 つにわけて評価分析を行った。想定されたインパクトとは、当該事

業を実施することで発現する長期的効果を指す。相手国における雇用創出、外貨獲得、関

連産業への波及効果、技術移転といった観点から評価を行っている。その他正負のインパ
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クトとは、当該事業により発現する間接的波及効果であり、例として環境社会配慮の観点

があげられる。 

②想定されたインパクトの事例 

想定されたインパクトでは、海外投融資事業全体を通じて、それらの効果は高かった。

具体的には、以下が観察された。33 

・ 製鉄合弁事業（ブラジル）： 

国内基幹産業としてブラジルの産業高度化に寄与し、現地会社が南米最大の鉄鋼会

社に成長した。 

・ 紙パルプ資源開発合弁事業（ブラジル）： 

造林・パルプ製造の振興を通じて、同国の発展に貢献し、安定的な対日パルプ輸出

を実現した。 

・ 水力発電・アルミニウム製錬合弁事業（インドネシア）： 

現在約 2,000 名の現地従業員を有する他、関連産業まで含めれば相当の雇用創出効

果があるものといえる。 

・ エチレン等製造合弁事業（シンガポール）： 

相手国政府主導で本事業完成後、立地地域に 80 社以上の企業進出が実現し、石油化

学クラスター形成の先駆けとなり、同産業の発展へのインパクトは多大であった。 

・ アルミナ・アルミニウム製造合弁事業（ブラジル）： 

現地アルミ地金会社は同国最大のアルミ地金輸出会社に成長し、同国アルミ産業振

興に貢献した。ブラジルのアルミ生産シェアは世界 6 位であり、アルミ地金 22 万ト

ンを日本へ輸出し、さらに同国政府による周辺地域のインフラ整備により、地域の

インフラ整備に間接的に貢献した。 

・ 石油化学製品製造合弁事業（サウジアラビア）： 

サウジアラビアはエチレングリコールの世界最大の、ポリエチレンでは世界 3 位の

供給国となり、同国の工業化促進に貢献した。現地雇用も 1,000 人を超えている。 

・ メタノール製造合弁事業（サウジアラビア）： 

単一のメタノール工場としては世界最大規模となり、同国の工業化促進へ貢献した。

現地雇用も 500 人を超えている。 
                                                  
33 インドネシアにおける水力発電・アルミニウム製錬合弁事業については、鷲見一夫「ODA 援助の現実を考える」（岩

波新書、1989 年刊）で住民移転に係る補償問題が指摘されているが、今回の事後評価調査では当問題は確認されてい

ない。 
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・開発投資事業（アセアン諸国）： 

アセアン地域における産業セクターの付加価値の上昇や証券市場の発展等に寄与し

た。 

・ 肥料製造合弁事業（バングラデシュ）： 

相手国の豊富な天然ガス資源を利用した肥料プラントにより約 600 名の雇用と年間

1 億ドルの外貨獲得を実現している。 

③その他正負のインパクト 

その他正負のインパクトのうち、環境社会面へのインパクトについては、現地調査を行

っていないという制約はあるものの、確認できた資料によれば住民移転や用地取得及び環

境配慮に関して、一部案件において問題が発生したことが報告されている。しかし、何れ

も解決済みと報告されており、また、それら以外は特段の問題はなかったものと解釈でき

る。以下では正負両方のインパクト事例を記載する。 

・パルプ製造事業（インドネシア）： 

環境配慮について、現地事業会社が ISO14001 を取得している。 

・エチレン等製造合弁事業（シンガポール）： 

現地事業会社のホームページ上で生産設備からの CO2 排出量を対外公表している。 

・製鉄合弁事業（ブラジル）： 

現地事業会社が 2000 年に環境保全活動に対して CNI（ブラジル工業連盟）エコロ

ジー賞を受賞した。 

・鉱物資源開発事業： 

鉱山開発で公害問題及びそれに伴い住民移転問題が発生したが、現地事業会社が選

鉱操業の停止や関連施設の改造等により対処済みと報告されている。 

・輸出振興施設建設・運営事業（インドネシア）： 

住民移転・用地取得について、事業途中で隣接地域に居住していた住民との間に立

ち退き問題が発生したが、解決済みと報告されている。 

④リスク 

「インパクト」におけるリスクとは、「有効性」が発現しているのにもかかわらず、それ

ら効果が地域の発展等につながることを阻害しうる要因があげられる。これらには、今回

の評価からは大きな問題は確認できなかったが、実施事業が相手国の環境社会等へ負の影

響を及ぼす公害問題を発生させるようなリスク要因が考えられる。 
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(５)持続性 

①分析基準及び分析結果 

「持続性」では、運営維持管理の体制・技術・財務の 3 つの観点から評価を行っている。

体制、技術、財務のうちひとつでも重大な問題があるものについて「低」と評価した。 

評価の結果、「持続性」は 4 割強が「高」評価である一方、４割弱が「低」評価となった。

これらの「低」と評価された事業は主に財務面で問題がみられ、特に、初期投資費用が何

らかの理由により当初計画を上回り、それに加えて、為替変動等の外的要因が加わった場

合に累積損失が解消できない事業が多かった。他方、体制面や技術面では日本等からの経

営指導や技術移転が相応に進み、現地移転が図られ、「持続性」に寄与している事例がみら

れた。 

②持続性の発現事例 

 以下のような持続性が確認できた。 

・製鉄合弁事業（ブラジル)： 

運営維持管理の体制の点からは、日本側中核企業の継続的な関与の下、事業の現地

化を達成し、半世紀にわたり現地側企業が存続している。技術面からは、事業開始

から 1990年までに日本側中核企業が行った技術指導は 30件、1,500名の派遣に及び、

同国鉄鋼技術水準の向上、安定化に寄与した。また、財務面でも 1991 年の現地事業

会社民営化後は安定した収益を維持している。 

・パルプ製造事業（インドネシア）： 

体制面では、日本側出資会社のうち 1 社が経営面を、また別の 1 社が技術面を支援

している。 

・炭素基金事業： 

体制面で、ファンドの投資先事業についての定期的なモニタリング報告を行ってい

る。 

・石油化学製品製造合弁事業（サウジアラビア）： 

技術面で、日本側の事業協力会社 5 社が 1985 年のピーク時には 166 名の技術者を派

遣するとともに 1983 年から 1984 年には現地要員計 177 名を日本で研修や訓練を行

い、現地従業員への技術移転を行った。 

・工業団地建設運営事業（ベトナム）： 
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技術面で、日本側投資会社による工業団地運営や保守点検に関する教育が適切に実

施されノウハウが現地へ移転された。 

③持続性に問題がみられた事例 

具体的には以下のような事例が散見された。 

・鉱物資源開発事業： 

財務面での問題としては、初期投資額が当初計画を上回ったことに加え、資源価格

の暴落と円高による為替差損の発生があった。 

・国際錫協定： 

緩衝在庫勘定が借入に依存した形になっており、その脆弱性から財政破綻した。 

・鋳鍛鋼製造合弁事業（メキシコ）： 

メキシコ地震等の影響により事業費が当初計画を上回ったものと考えられ、さらに、

相手国政府の経済悪化により受注が減少し、採算が悪化した。 

・ホテル建設運営事業（中国）： 

初期投資額が当初計画を上回ったことに加え、開発重点地域変更等のため単年度損

益が一度も黒字とならず累積損失が増加した。 

・インフラ開発事業（アジア諸国）： 

ファンドマネジメントフィーが収入に比し高く事業収益を圧迫した。 

・輸出振興施設建設・運営事業（インドネシア）： 

アジア通貨・金融危機による為替変動や相手国側大株主の経営破綻、不動産市況低

迷による収益の悪化があった。 

・工業団地開発合弁事業（中国）： 

関税免除措置の撤廃といった外資導入政策変更やアジア通貨・金融危機による内外

経済環境の悪化及び分譲価格の引き下げがあった。 

④リスク 

 「持続性」に及ぼすリスク要因を検討すると、戦争や内戦、相手国政府の政策変更、為

替変動、相手国政府や世界経済の急変、資源関連事業であれば資源市場の変動、ファンド

であればマネジメントフィーといったものが事業収支へ影響を及ぼしている。 

 

(６)JICA の収支 

「JICA の収支」では、JICA のキャッシュアウトに対するキャッシュインについて収益性
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を評価している。 

評価の結果、JICA 収支への影響は約 6 割の事業において未実現のものも含め損失を出し

ている。以下に具体的な事例を記載する。 

・製鉄合弁事業（ブラジル）： 

日本側投資会社から 10 年以上にわたり配当を受け取るとともに、一部売却した株式

についても出資額を上回っている。 

・国際協力プロジェクト推進事業： 

開発支援的側面が重視され、事業の収益性との両立が困難だった（JICA 出資金の約

四分の三が毀損）。 

なお、海外投融資全体の財務評価については、第 2 章 6 に記載している。 

上記のとおり、個々の事業で見た場合、「JICA の収支」がマイナスとなっている事業も存

在するが、海外投融資事業全体で見た場合、既述のとおり、JICA 全体の収支はプラスとな

っており、事業全体で赤字を出しているといった状況はない。 

 

(７)アディショナリティ 

JICA の「アディショナリティ」とは、JICA 支援により得られる追加的効果を意味し、具

体的には評価項目の定義に記載したように、①財務的リスク軽減策、②非財務的リスク軽

減策、③開発効果の向上、④民間資金の動員、⑤環境社会配慮の担保、からなっている。 

JICA の「アディショナリティ」は評価対象事業の 9 割を超えるものが「高」評価であっ

た。これらをまとめると図表 3-3 のとおりとなっている。 

 

図表 3-3 アディショナリティの内容： 
項 目 

 
内 容 

①財務的リスク軽減策 ・ JICA 出資による安定資金の供給 
・ 為替変動等による事業継続困難時の緊急的追加出資 

②非財務的リスク軽減策 ・ 相手国の政策変更リスク軽減 
・ 相手国の事情に精通し、豊富なネットワーク等が事業遂

行上活用可能 
・ 事業運営時の相手国政府との困難な問題の交渉時等に

JICA が事業に関与していることで事業の実現、遂行に貢

献 
③開発効果の向上 ・ 経済危機の発生や相手国の制度変更等により、期待され

た開発効果の発現に影響が出たときにＳＡＰＩ（案件実
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施支援調査）を行い、追加的な支援を実施 
・ 社会インフラ事業への参画 

④民間資金の動員 ・ JICA 出資による量的補完 
・ 政府機関が出資することによる民間側の安心感の醸成 

⑤環境社会配慮の担保 ・ JICA の審査機能が相手国における事業の環境社会への

影響をチェック 
 

なお、「アディショナリティ」の項目からみると特に、①財務的リスクの軽減策、及び④

民間資金の動員が多くの事業で確認されている。それぞれの事例は、以下のとおりである。 

①財務的リスク軽減策 

・水力発電・アルミニウム製錬合弁事業（インドネシア）： 

為替変動による緊急支援実施時において、長期安定資金の供給なしには事業の継続

が困難であったが、海外投融資による出資を通じて事業が継続された。 

②非財務的リスク軽減策 

・肥料製造合弁事業（バングラデシュ）： 

日本政府の援助実施機関である JICA が事業に参画することで相手国政府の原料供

給停止政策を現地日本大使館の支援の下で変更することができた。 

③開発効果の向上 

・工業用水事業（中国）： 

工業用水供給という社会インフラ整備事業のため収益性は高くないが、海外投融資

による融資により同国地方政府が日中協力事業として全面的なコミットをした結果、

開発効果を向上させることができた。 

④民間資金の動員 

・火力発電所建設事業（パキスタン）： 

JICA 出資が民間出資の呼び水となり、民間出資割合が増えたことで JICA からの出

資予定額が減少した。 

⑤環境社会配慮の担保 

・工業団地建設運営事業（ベトナム）： 

海外投融資による融資を活用することにより、JICA マスタープランの中核的事業と

して周辺インフラ整備とも連携し、相手国政府と計画段階から環境社会配慮を含む

調整を十分に図ることができた。 
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第４章 教訓 

１．事後評価から得られた主要な教訓 

教訓は、将来または実施中の類似事業に対する提案のことであり、汎用的なものである。

個別事業から導かれた教訓のポイントは以下である。 

 

(１)出融資横断的事項に関する教訓 

①新規性の高い事業への積極的な関与 

国際的に意義のあるパイオニア性の高いモデルケース事業へ政府関係機関として JICAが

関与することはその後の類似ファンド立ち上げを促すデモンストレーション効果があり重

要である。＜炭素基金事業からの教訓＞ 

②相手国政府からの支援取り付け 

許認可手続き等において現地政府及び現地側カウンターパートの協力や支援を受けられ

る体制ができていることが事業をスムーズに遂行する上で重要である。この教訓は、特に

工業団地やビル建設など不動産関連、IPP 発電事業などインフラ分野、当該国政府から原燃

料の供給を受ける案件において、特に観察されている。＜中国における工業団地建設運営

事業からの教訓＞ 

③返済資金の安定性確保 

収支予測が不透明な場合、出資の比率を大きくしておくことが望ましい。＜シンガポー

ルにおけるエチレン等製造合弁事業からの教訓＞ 

④他の日本政府関係機関との関係明確化 

鉱物資源開発事業への出資のように（注：1974 年に金属鉱業事業団（現：石油天然ガス・

金属鉱物資源機構）の探鉱事業に対する出資制度が設立された）、当該事業において、他の

日本政府機関も参画する可能性がある場合には、事前審査時に類似事業を行う政府機関と

の間で業務内容や対象範囲等を明確にしておく必要がある。＜鉱物資源開発事業からの教

訓＞ 

 

(２)対象分野に関する教訓 

①気候変動分野への対応 

開発途上国等の再生可能エネルギー事業等のモデル事業への投資のように、経済協力上

かつ環境政策上意義があり、世界的に新しい事業への出資は望ましい。＜炭素基金事業か
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らの教訓＞ 

②対象国の天然資源を活用した産業育成 

相手国の天然資源を活用した産業育成は、未利用資源の有効活用、安定的な原料調達、

地元経済への波及効果等の観点から海外投融資事業の対象として重要である。＜バングラ

デシュにおける肥料製造合弁事業からの教訓＞ 

 

(３)出資に関する教訓 

・JICA 海外投融資の出資先からの退出計画の明確化 

現在明確なルールのない JICA の投融資事業に係る退出計画について具体的な考え方（達

成基準、個別事業の収支の観点、JICA 全体のポートフォリオの観点等）を検討することが

資金の有効活用の点からも重要である。民間ファンドへの出資事業においては、事前審査

時に当該ファンドの退出計画に関する情報収集・分析を十分に行うことが重要である。＜

アセアン諸国における開発投資事業、国際協力プロジェクト推進事業、パキスタンにおけ

る火力発電所建設事業、アジア諸国におけるインフラ開発事業からの教訓＞ 

 

(４)融資に関する教訓 

・融資における運営体制の構築 

債権者と株主は立場が異なるため、JICA が両者の性格を並存することは必ずしもこのま

しいことでないところ、本件では特段問題となっていないものの、内部で融資部門と投資

部門の部署を別にする等、適切な体制を構築する余地もあったと考えられる。＜中国にお

ける工業団地開発合弁事業からの教訓＞34 

 

(５)事業類型に関する教訓 

①商品協定への対応 

商品協定と同様の事業を実施するのであれば、主要生産国、消費国の参加を制度上の必

要条件とし、かつ、価格見直し等生産国と消費国との利害対立事項については事前にルー

ルを明確化し、意思決定方法を定めておく必要がある。なお、介入資金の調達には借入依 

存を避け、安定的な財政資金が必要。但し、商品協定のような市場リスクを取る事業につ

                                                  
34 但し、中国における工業団地開発合弁事業のケースでは、JICA は出資及び融資の両方を行っていたが、融資について

は、株主からの保証を取得していたため、この懸念は顕在化していない。しかしながら、債権者と株主の立場の利益

相反は一般的な懸念としてあげられるため、ここに記載するものである。 
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いては非採択とすることも一案である。＜国際錫協定、天然ゴム輸出途上国におけるゴム

緩衝在庫拠出事業からの教訓＞ 

②民間ファンドへの出資時の審査事項 

1）ファンドマネジャーの能力確認 

ファンドマネジャーの評価や経費管理等を適切に行っていくことが必要である。＜イン

ドにおける地方企業育成基金事業からの教訓＞ 

2）民間ファンドへの出資時のサブプロジェクト選定基準及び積みあがり状況の確認 

当該ファンドが今後、どのような基準で投資先のサブプロジェクトを選定するのか、選

定基準を確認する必要がある。ファンド設立計画段階から目標達成のために対象事業やセ

クター別に該当する投資見込み先をピックアップしたロングリストを作成すべきである。

＜インドにおける地方企業育成基金事業からの教訓＞ 

3）ファンド関連費用の適正水準確認 

ファンドマネジャーの固定費用や案件形成費用が全体のファンド総額に対して適正水準

にあるか確認する必要がある。＜アジア諸国におけるインフラ開発投資事業からの教訓＞ 

4）ファンドからの退出戦略の確認 

当該ファンドが投資先のサブプロジェクトからの退出する際の退出計画（特に、不採算

な事業で事業主である中核出資企業による買い取りが必ずしも実現しない場合もあるため、

サブプロジェクトへの出資時これを担保する条項を入れること、及びその実行可能性も確

認）を予め確認しておく必要がある。＜メキシコにおける環境基金事業からの教訓＞ 

 

(６)リスクコントロールに関する教訓 

過去の海外投融資事業で発現したリスク要因としては、カントリーリスク（政情不安等）、

経済変動リスク（急激なインフレ、アジア通貨・金融危機等）、為替リスク（急激な円高に

よる円建て債務の拡大等）、市場リスク（一次産品市場価格の変動等）、事業管理リスク（工

事費の増加、工事期間の延長、事業運営管理、モニタリングの未実施、資金管理、ファン

ドマネジメント等）、需要見通し（生産物の需要動向や稼働率の見通し）、といった点が個

別事業の評価結果から抽出された。 

 これらリスクを管理するために以下のような点が教訓として導かれた。 
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①カントリーリスク 

コントロール不可能な面もあるが、相手国のみならず周辺国の政情も含めたリスク認識

が必要である。＜カンボジアおける穀物生産・販売事業、イランにおける石油化学製造合

弁事業からの教訓＞ 

②経済変動リスク 

コントロールは困難なものもあるが、事業実施にあたっては、ストレステストの導入等

により需要変動や為替・商品市況のリスク分析を慎重に行い、多様なリスク管理手法の導

入（為替ヘッジ、商品先物ヘッジ、外貨建出融資等）を図ることが求められる。リスクヘ

ッジの手法が導入されていれば損失を軽減することができた可能性がある事業がいくつか

あった。＜メキシコにおける鋳鍛鋼製造合弁事業、メキシコにおける大径鋼管製造合弁事

業、インドネシアにおける水力発電・アルミニウム製錬合弁事業、シンガポールにおける

エチレン等製造合弁事業、中国におけるホテル建設運営事業からの教訓＞ 

③事業管理リスク 

例えば継続的なモニタリング体制を確立しておくことにより借入人が事業実施主体でな

くとも、JICA が毎年確実に実施事業の現状把握が可能となる。＜中国における工業用水事

業からの教訓＞ 

また、事業全体の円滑な運営及びリスクコントロールそれぞれの観点から、安定的な事

業継続には資本・技術両面で全面的に協力する中核企業の存在が重要である。＜ブラジル

における製鉄合弁事業、インドネシアにおける紙パルプ事業、ベトナムにおける工業団地

造成事業からの教訓＞ 

 

２．事業類型別の検討 

(１)事業類型別の評価分析 

海外投融資の個別評価事業について、その事業類型を分類し、それぞれにつき評価分析

を行うとともに今後の制度設計のための教訓を導いた。 

なお、事業類型は以下の 6 類型に分類できる。 
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図表 4-1 事業類型： 

事業類型 説明 

①ナショナルプロジェクト 

相手国政府の要請に基づく経済開発効果が大きい事

業であって、日本の資源確保・産業立地等の観点から

必要と認められ、日本産業界からも支持・協力の下に

行われる出資事業。閣議了解等政府の意思決定を経て

いる。 
 

②商品協定 

開発途上国の一次産品の価格安定を目的として、個別

商品協定の緩衝在庫等に融資するための「共通基金」

に対する出資事業。「一次産品総合計画（IPC:Integrated 
Program for Commodities）」（1976年第 4回UNCTADナ

イロビ総会にて採択）に基づき対象品目等が決められ

ている。 
 

③ファンド 

JICA からファンドへ出資を行い、ファンドを通じた出

融資により開発途上国の中小企業や特定セクターの

企業等を振興し、幅広い経済開発効果を実現するも

の。 
 

④融資 

海外投融資業務のうち貸付により経済開発効果を実

現するもの。なお、対象業種は、探鉱事業、農林水産

業、開発事業の準備調査・試験的実施、民活インフラ

事業となっている。 
 

⑤一般プロジェクト 

上記①～④以外の民間企業が開発途上国にて実施す

る建設、運営、製造等の事業で、相手国へ経済開発効

果をもたらすもの。 
 

⑥その他 上記以外のもの（鉱物資源開発事業） 

 

本評価が対象とする個別 31 件について上記の分類を適用すれば以下のように整理できる。 
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図表 4-2 事業類型別評価事業分類35： 

番号 事業類型 事業名

1-4 ナショナルプロジェクト イランにおける石油化学製造合弁事業（残高なし出資案件）

1-5 ナショナルプロジェクト メキシコにおける鋳鍛鋼製造合弁事業（残高なし出資案件）

1-6 ナショナルプロジェクト メキシコにおける大径鋼管製造合弁事業（残高なし出資案件）

1-7 ナショナルプロジェクト ブラジルにおける製鉄合弁事業（残高あり出資案件）

1-8 ナショナルプロジェクト
インドネシアにおける水力発電・アルミニウム製錬合弁事業（残高あり出資案
件）

1-9 ナショナルプロジェクト シンガポールにおけるエチレン等製造合弁事業（残高あり出資案件）

1-10 ナショナルプロジェクト サウジアラビアにおける石油化学製品製造合弁事業（残高あり出資案件）

1-11 ナショナルプロジェクト サウジアラビアにおけるメタノール製造合弁事業（残高あり出資案件）

2-10 ナショナルプロジェクト ブラジルにおける紙パルプ資源開発事業（残高あり出資案件）

2-11 ナショナルプロジェクト ブラジルにおけるアルミナ・アルミニウム製造合弁事業（残高あり出資案件）

1-3 商品協定 国際錫協定（残高なし出資案件）

2-1 商品協定 天然ゴム輸出途上国におけるゴム緩衝在庫拠出事業（残高なし出資案件）

1-13 ファンド 国際連合大学私費留学生育英資金貸与事業（残高あり出資案件）

2-2 ファンド アセアン諸国における開発投資事業（残高なし出資案件）

2-4 ファンド 国際協力プロジェクト推進事業（残高なし出資案件）

2-9 ファンド アジア諸国におけるインフラ開発投資事業（残高なし出資案件）

2-12 ファンド メキシコにおける環境基金事業（残高あり出資案件）

2-13 ファンド インドにおける地方企業育成基金事業（残高あり出資案件）

2-15 ファンド 炭素基金事業（残高あり出資案件）

2-16 ファンド タイにおける中小企業再建・育成ファンド事業（残高あり出資案件）

1-14 融資 ベトナムにおける工業団地建設運営事業（残高あり融資案件）

2-17 融資 中国における工業用水事業（残高あり融資案件）

1-2 一般プロジェクト カンボジアにおける穀物生産・販売事業（残高なし出資案件）

1-12 一般プロジェクト バングラデシュにおける肥料製造合弁事業（残高あり出資案件）

2-3 一般プロジェクト 中国におけるホテル建設運営事業（残高なし出資案件）

2-5 一般プロジェクト インドネシアにおける輸出振興施設建設・運営事業（残高なし出融資案件）

2-6 一般プロジェクト 中国における工業団地開発合弁事業（残高なし出融資案件）

2-7 一般プロジェクト パキスタンにおける火力発電所建設事業（残高なし出資案件）

2-8 一般プロジェクト 中国における金融センタービル建設運営事業（残高なし出資案件）

2-14 一般プロジェクト インドネシアにおけるパルプ製造事業（残高あり出資案件）

1-1 その他 鉱物資源開発事業（残高なし出融資案件）  

 

事業類型の観点から事業全体の検討を行うにあたり、評価項目（「妥当性」、「効率性」、

「有効性（インパクト）36」、｢持続性｣、「JICA の収支」、「アディショナリティ」）から見た

傾向を分析する。なお、データの制約により事業によってはすべての項目の評価ができな

かったため合計が一致していないものもある。 

                                                  
35 番号は巻末の案件別事後評価海外投融資事業評価結果票の番号に合致している。 
36 「インパクト」は長期的な効果の発現であることから「有効性」に含め評価している。 
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①ナショナルプロジェクト 

図表 4-3 ナショナルプロジェクトの評価分析： 

評価項目 妥当性 ％ 効率性 ％ 有効性 ％ 持続性 ％ JICAの収支 ％ アディショナリティ ％

高 10 100.0% 3 30.0% 6 66.7% 5 62.5% 6 60.0% 10 100.0%

中 0 0.0% 3 30.0% 1 11.1% 2 25.0% - -

低 0 0.0% 4 40.0% 2 22.2% 1 12.5% 4 40.0% 0 0.0%

計 10 100 10 100 9 100 8 100 10 100 10 100  

「妥当性」、「アディショナリティ」はすべて「高」評価であり、また「有効性（インパ

クト）」と「持続性」も総じて高かった。「効率性」については各評価ほぼ同じ割合であっ

た。なお、JICA へ利益をもたらしている事業は 6 割あった。ナショナルプロジェクトとし

て認定された案件は、日本及び相手国政府の支援を背景に実施されたものであること、ま

た、中核企業の中長期にわたる強力なリーダーシップの存在が大きく作用していると思わ

れる。 

 

②商品協定 

図表 4-4 商品協定の評価分析： 

評価項目 妥当性 ％ 効率性 ％ 有効性 ％ 持続性 ％ JICAの収支 ％ アディショナリティ ％

高 2 100.0% 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0%

中 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% - -

低 0 0.0% 1 50.0% 1 50.0% 2 100.0% 2 100.0% 1 50.0%

計 2 100 2 100 2 100 2 100 2 100 2 100  

「妥当性」は 2 事業とも「高」評価であるが、事業によっては「有効性（インパクト）」

が得られないものもあった。「持続性」は 2 事業とも低く、「JICA の収支」では 2 件とも損

失を出していた。また、「アディショナリティ」が認められない事業もあった。「有効性（イ

ンパクト）」及び「持続性」については、国際市況の変動そのものをコントロールすること

が不可能であること、及び国際錫協定に見られるように、商品協定の制度設計によっては、

主要生産国・消費国の参加がどの程度確保されるかという問題や、価格見直しなど、生産

国・消費国の利害が対立する事項については意見の調整が難航し、素早い対応が困難にな

るといった問題をどうしても抱え込んだという点が大きかった。 
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③ファンド 

図表 4-5 ファンドの評価分析： 

評価項目 妥当性 ％ 効率性 ％ 有効性 ％ 持続性 ％ JICAの収支 ％ アディショナリティ ％

高 8 100.0% 1 12.5% 2 25.0% 3 37.5% 3 37.5% 8 100.0%

中 0 0.0% 4 50.0% 2 25.0% 2 25.0% - -

低 0 0.0% 3 37.5% 4 50.0% 3 37.5% 5 62.5% 0 0.0%

計 8 100 8 100 8 100 8 100 8 100 8 100  

「妥当性」はすべて「高」評価で「アディショナリティ」も高かった。「有効性（インパ

クト）」は半数が低く、「持続性」は「高」、「中」、「低」、ほぼ同じ割合であった。「JICA の

収支」へは約 4 割の事業がプラスに寄与していた。「効率性」が「低」評価のものは、ファ

ンドそのものへの潜在的ニーズはあっても、当該ファンドが投資するサブプロジェクトを

質量の面で十分に積み上げられなかったことなどが要因としてあげられる。 

 

④融資 

図表 4-6 融資の評価分析： 

評価項目 妥当性 ％ 効率性 ％ 有効性 ％ 持続性 ％ JICAの収支 ％ アディショナリティ ％

高 2 100.0% 2 100.0% 2 100.0% 2 100.0% 2 100.0% 2 100.0%

中 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% - -

低 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

計 2 100 2 100 2 100 2 100 2 100 2 100  

残高を有している融資事業 2 件ともにすべての項目で「高」評価であった。 

 

⑤一般プロジェクト 

図表 4-7 一般プロジェクトの評価分析： 

評価項目 妥当性 ％ 効率性 ％ 有効性 ％ 持続性 ％ JICAの収支 ％ アディショナリティ ％

高 7 87.5% 3 42.9% 3 37.5% 2 25.0% 2 25.0% 8 100.0%

中 1 12.5% 2 28.6% 3 37.5% 2 25.0% - -

低 0 0.0% 2 28.6% 2 25.0% 4 50.0% 6 75.0% 0 0.0%

計 8 100 7 100 8 100 8 100 8 100 8 100  
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「妥当性」はほとんどで「高」、「アディショナリティ」はすべてが「高」評価であった。

「効率性」、「有効性（インパクト）」の評価はほぼ同じ割合に分かれるが、「持続性」につ

いては「低」が半数となった。「JICA の収支」では四分の一の事業で JICA に利益をもたら

した。 

 

⑥その他 

図表 4-8 その他の評価分析： 

評価項目 妥当性 ％ 効率性 ％ 有効性 ％ 持続性 ％ JICAの収支 ％ アディショナリティ ％

高 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 100.0%

中 0 0.0% 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0% - -

低 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0% 1 100.0% 1 100.0% 0 0.0%

計 1 100 1 100 1 100 1 100 1 100 1 100  

評価対象は鉱物資源開発事業 1 件である。「妥当性」と「アディショナリティ」は高いが、

「有効性（インパクト）」が「中」評価でこれら以外の項目はすべて「低」評価であった。 

 

(２)各事業類型の総括及び見直し検討類型の問題点 

①ナショナルプロジェクト 

ナショナルプロジェクトは、日本政府と相手国政府との共同事業であり、引続き必要に

応じ制度を継続すべきである。過去の事業においては、コントロール不可能な経済変動等

によりやむを得ず償却せざるを得なかったものもあるが、相手国にとっては貧困の削減、

雇用の増加、経済成長への貢献等、日本にとっては一次産品の安定供給、資源確保等の当

時の政策等の下で成果をあげた。今後については、途上国の開発を主体とし、かつ日本の

援助計画や政府開発援助（ODA）重点分野との整合性をより一層重視していくことが重要

である（後述の⑤で言及するインフラの輸出なども、政府の関与がある場合、新たなナシ

ョナルプロジェクトという整理をすることも可能であろう）。 

②商品協定 

市場変動リスクが高く、関係者間、国家間の意見調整等の負担も大きく、制度上も財政

的な安定性がより一層求められること等から新たな海外投融資の対象外とすることも一案

である。 

③ファンド 
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多くの機関等からの資金調達により相応の規模の事業が支援できることやプロのファン

ドマネジャーによるきめ細かいマネジメントが実現されることで大きな効果をもたらすも

のと考えられることから制度的には継続されるべきものである。但し、個別事業の教訓か

らも指摘されたとおり、ファンドマネジャーの評価や運営経費の適切な管理等が求められ

る。 

④融資 

出資との制度・機能の違いをよく整理したうえで事業の遂行に有効な手法のひとつとし

て継続すべきである。但し、融資対象事業のうち、探鉱事業については同様の業務を行う

政府機関が別途存在することから対象分野から外すことが効率性等の観点から望ましい 

また、中長期的には通貨については円建て以外の米ドル、ユーロなどハードカレンシー

による融資制度の導入を検討し、金利については固定金利とともに変動金利の融資制度の

導入を検討していくことが重要である。 

⑤一般プロジェクト 

一般プロジェクト事業への出資については、公的機関が行う出資の意義（安定資金によ

る民間補完や民間資金の呼び水効果、対相手国政府との交渉上の優位性、日本政府の関与

の明確化等）を踏まえ、途上国の開発に貢献する事業に対して継続していくべきである。 

また、一般プロジェクトの事業であるインフラ整備（発電所、工業団地建設）や各種産

業育成事業は開発効果も大きく、日本の運営ノウハウや技術移転が活かせることから制度

を継続すべきである。 

 但し、事業のカバー領域が広いので個別事業の審査には多くの専門性が求められ、リス

ク分析も多様なものとなることから、十分に留意する必要がある。 

⑥その他 

鉱物資源開発事業に関しては、探鉱事業に対する融資と同様、支援機能を持つ政府機関

が別途存在することから新たな海外投融資の対象外とすることも一案である。 

 

なお、ナショナルプロジェクト、一般プロジェクト等の個別事業への出融資については、

中核企業の中長期にわたる強力なリーダーシップの存在が重要である。今後の海外投融資

事業においては、事前審査時に当該事業の中核企業は何処か、当該事業の組成・運営にお

ける中核企業の役割については十分に確認する必要がある。 
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３．教訓のまとめ 

以上多様な観点から海外投融資制度についての評価を行い、今後の制度設計や新規事業

への有効なフィードバックを導いてきた。 

本評価対象である海外投融資は、ODA のツールのひとつとして活用され、開発途上国の

開発政策に貢献してきたといえる。評価項目のなかでも、「妥当性」及び「アディショナリ

ティ」は高く、開発効果の発現である「有効性（インパクト）」においても約 5 割の事業が

「高」評価を得ている。 

ただ、日本国内や先進国とは異なり様々なリスクがある開発途上国での事業であるため、

低収益の事業や債権償却に至った事例も存在する。制度自体を総合的に評価すると、JICA

全体の収支の観点からは低収益ではあるものの、開発に寄与する経済活動を行う民間企業

と協働して事業を推進し開発効果を高めてきたことから、開発ツールとして相応に評価で

きると言えよう。 

これらの教訓は今後の海外投融資制度の改善及び企画立案に活かしていくことが期待さ

れる。 
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第５章 総括 
１．今後の制度設計への示唆 

海外投融資は、今般、制度再開に向けて第三者による事後評価を行うことにより、過去

の教訓を活かして制度・仕組みを改善することが期待されている。 

今後の制度設計の検討のために第 4 章に記載した教訓を管理、財務、対象分野の点から

再整理してみると以下の表のようにまとめられる。 

 

図表 5-1 今後の制度設計への示唆： 
項目 教訓番号37 内 容 

1－（1）－② 相手国政府からの支援取り付け 
1－（1）－④ 他の日本政府関係機関との関係 
1－（4） 融資における運営体制の構築 
1－（5）－② 

 
民間ファンドへの出資時の審査事項： 
ファンドマネジャーの能力確認等 

1－（6）－① 
 

カントリーリスク： 
相手国のみならず周辺国の政情も含めたリスク認識 

1－（6）－② 経済変動リスク： 
多様なリスク管理手法の導入（為替ヘッジ、商品先物

ヘッジ、外貨建出融資等） 

管理 

1－（6）－③ 事業管理リスク： 
継続的なモニタリング体制の確立や中核企業の存在 

1－（1）－③ 返済資金の安定性確保 
1－（3） JICA 海外投融資の出資先からの退出計画の明確化 財務 
1－（1）－① 新規性の高い事業への積極的な関与 
1－（2）－① 気候変動分野への対応 
1－（2）－② 対象国の天然資源を活用した産業育成 
1－（5）－① 商品協定への対応：事前ルールの明確化 
2－（2）－① ナショナルプロジェクト： 

日本の援助政策や ODA 重点分野との整合性を一層重

視し制度継続 
2－（2）－② 
 

商品協定： 
市場変動リスクの高い商品協定は対象外とすること

も一案 
2－（2）－③ ファンド：制度継続 
2－（2）－④ 融資：制度継続（探鉱事業を除く。） 
2－（2）－⑤ 一般プロジェクト：制度継続 

対象分野 

2－（2）－⑥ その他： 
鉱物資源開発のように同様の業務を行う政府機関が

別途存在するものは見直しを検討 
 
                                                  
37 番号は第 4 章の項目に合致している。 
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 今後の海外投融資再開に向けた制度設計にあたり、管理面についての教訓からは、政府

関係機関である JICA に対し期待される相手国政府や日本の他の政府関係機関との交渉や

調整等を実施するといった対外的な管理体制及び JICA 組織内の海外投融資事業に対する

実施体制（審査、モニタリング体制等）と個別事業のリスク管理といった内部管理体制の

拡充等が求められる。 

 財務面からは、海外投融資は政府資金を活用する制度であることから安定的な収益管理

と効率的な資金管理が求められ、また、市場における民間企業の持続的な事業遂行が達成

されたとき等の事業からの資金退出に係る計画の明確化といった財務管理のあり方の検討

が必要である。 

 対象分野に関しては、新規性の高い事業や気候変動分野といった国際的に意義のある事

業及び日本の援助政策や ODA 重点分野と整合する事業への重点的関与を進めるべきであ

り、制度的にはナショナルプロジェクト、ファンド、融資（探鉱事業を除く。）、一般プロ

ジェクトについては継続していくことが望ましい。 

 これらの中でも特にリスク管理、退出計画の明確化及び対象分野の重点化については改

善テーマとして重要である。 

 

２．重要な改善テーマ 

(１)リスク管理について 

海外投融資は開発途上国の開発に貢献する民間事業に対する支援であるが、相手国での

知見不足から来る情報量の不足や、民間のみでは政策・制度変更リスクへの対応が困難な

場合等、公的支援が必要とされる状況は多い。個別評価においても、JICA のアディショナ

リティとしてこのような公的支援に対する評価は高かった。そのため JICA の持つ途上国で

の様々なネットワークや支援実績、また他の ODA スキームと組み合わせた総合的な支援の

実現等が期待されている。 

但し、新制度（海外投融資制度の再開）に向けて、従来のような制度要件（融資におけ

る銀行保証）のみに縛られるセキュリティ・パッケージ型ではなく、民間との連携がスム

ーズに進むよう必要に応じて柔軟な対応が速やかに取れるようなある程度 JICA側がリスク

を取る制度の構築が期待される。また、リスクを取るにあたっては、評価結果にもあるよ

うにリスクをコントロールする先物取引や為替予約の導入、外貨による出融資といった

様々な管理手法の導入が必須となる。 
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(２)退出計画の明確化について 

一方で、開発効果のみならず収益性の観点から、持続性のある民間企業への支援が重要

である。但し、民間企業のみで市場原理に則って事業が遂行できる状況になったときには、

速やかに官側が退出することが必要である。海外投融資の役割は、長期的には民間企業が

持続可能となる事業遂行のための支援（事業の立ち上がり期や投下資本の回収に長期を要

する事業の安定資金の供給等）であることから市場を歪めることがないよう留意する必要

がある。そのためにも新制度では、教訓で指摘したように出資の退出計画（達成基準、個

別事業の収支の観点、JICA 全体のポートフォリオの観点等）の制定が求められる。 

 

(３)対象分野の重点化について 

日本の ODA の重点分野である38、貧困削減、地球的規模の問題への取組（気候変動対策

等）、持続的成長（インフラ等生活・経済成長の基盤整備、産業振興）といったもので開発

効果が高いものが対象分野として想定される。 

なお、JICA からの聞き取りによれば、国際潮流等を踏まえ、貧困削減ではマイクロファ

イナンス機関への出資や BOP ビジネス39への出融資、気候変動対策では省エネルギー対策

ファンドへの出資、インフラ整備事業では貧困層を対象として上下水道事業への出融資や

経済成長の基盤となる電力事業などを検討している。検討内容は開発効果が幅広く裨益す

るとともに開発途上国の経済社会の持続的成長に寄与し、かつ日本の知見、経験が活かせ

JICA のアディショナリティも発揮できるものと思われる。 

ただ、評価結果にも記載したように、探鉱や鉱物資源開発については支援機能を持つ政

府関係機関が他に存在していること、商品協定については市場変動リスクが著しく高いこ

と等から新たな海外投融資の対象外とすることも一案である。 

 

以上のように JICA の海外投融資機能は ODA のツールとしての意義が高く、適切な運営

のもとで制度の拡充が求められているといえる。 

事後評価結果からも言えるように海外投融資スキームのアディショナリティは高いこと

                                                  
38 「ODA 大綱」（2003 年 8 月）より 
39 主として、途上国の低所得階層（年収 3,000 ドル以下、全世界の人口の約 7 割、40 億人）を対象とした持続可能な、

現地での様々な社会課題（水、生活必需品・サービスの提供、貧困削減等）の解決に資することが期待されるビジネ

ス（2010 年 7 月、「BOP ビジネスへの政策的支援の方向性と具体的取組」経済産業省資料より）。 
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から、今までの JICA の経験・専門性を活かした体制の下で、同スキームを日本の有効な

ODA ツールのひとつとして開発事業に活用していくことが期待される。 

以  上 
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別添資料　個別評価結果概要

パッケー
ジ

連
番

現状 類型 国名 事業名 承諾年 退出年
出融資金額
(百万円）

事業目的 妥当性 効率性 有効性 インパクト 持続性 JICAの収支 aditionality JICAへの教訓 JICAへの提言

1 1
残高なし
出融資

その他
開発途上
国全般

鉱物資源開
発事業

1962 2005
出資：1,813
融資：1,429

主として開発途上地域
において、日本に不足
する銅・鉛・亜鉛等の
鉱物資源の調査・探
鉱・開発事業を行うこ
とにより、これら地域に
おける非鉄金属鉱物
の安定的な供給を図
り、もってこれら地域の
経済発展と技術レベ
ルの向上の促進、日
本の非鉄金属鉱業の
安定的調達基盤の強
化に寄与する。

高：
開発計画及び鉱物資源の開発
ニーズ、（戦後の経済発展に伴
う国内金属需要の急増に対応
するための海外鉱山の開発を
重点政策とする）日本の政策と
の整合性があった。

低：
当初計画通り、非鉄金属の調
査・探鉱・開発事業の全ての分
野について活動。他方、出資
額が当初計画を大幅に上回っ
た。

中：
操業期間中に採掘した鉱物資
源（銅）は最終的に我が国へ全
量輸出され、非鉄金属の供給
に結びついた。但し、収益性は
マイナス。

我が国への非鉄金属の安定
的供給、周辺地域のインフラ整
備、雇用創出等の想定してい
たインパクトが概ね見られた。
鉱山開発で公害問題及びそれ
に伴い住民移転問題が発生し
たが、現地事業会社が対処済
み。

低：
特に経営財務状況に重大な問
題があり、本事業によって発現
した効果の持続性は低かっ
た。

低：

高：
計画時、本事業はカントリーリ
スクや事業リスクが高く、また
事業期間も長いためJICAの出
融資がなければ民間企業だけ
では成り立たない事業であった
と考えられえる。

政府機関間での調整・事業目
的の明確化（JOGMACとJICA
の役割分担の明確化）

特になし。

1 2
残高なし
出資

一般プロ
ジェクト

カンボジア

カンボジアに
おける穀物
生産・販売
事業

1968 2002 100

カンボジアにおけるメ
イズの種子生産販売、
熱帯作物の栽培・集売
により、生産量の増
大、輸出拡大を図
り、、もって日本との貿
易不均衡の是正及び
日本の飼料原料の安
定的な供給源確保に
寄与する。

高：
とうもろこし栽培の近代化によ
る増産及び輸出拡大がカンボ
ジア政府の政策や農民の所得
増に対するニーズと整合し、ま
た、日本とカンボジア間で締結
された「カンボジアとのとうもろ
こし開発取極」に基づく貿易不
均衡の是正や飼料原料の安
定供給源確保は日本の政策と
整合性を持っている。加えて、
JICAの出融資条件を満たして
いることからも妥当性は高い。

低：
政情不安、内戦の勃発により
事業は中止となり、アウトプット
は達成されていない。

低：
内戦の勃発により事業は中止
となったため効果の発現は限
定的である。

外部要因により事業が中止さ
れたためインパクトの計測は不
可能で、発現していないと思わ
れる。

低：
外部要因により事業が中止さ
れたため持続性はなかった。

低：

高：
JICAの出資により民間投資を
呼び込むことができ、また清算
過程においてもJICAが出資し
ていたことからカンボジア政府
の公式回答が得られている等
アディショナリティは高い。

周辺国の政情も含めて事業実
施上のリスクと認識した上で、
慎重に判断する必要がある。

特になし。

1 3
残高なし
出資

商品協定
錫輸出国
（主に開発
途上国）

国際錫協定 1978 1988 17,123

錫の国際取引を通じて
需要調整を行うことに
より、価格の安定化を
図り、もって生産国の
輸出収入の安定及び
錫産業の発展に寄与
する。

高：
国際錫協定には日本等の消費
国だけでなく、錫輸出の多い開
発途上国も参加していることか
ら開発政策、開発ニーズ及び
日本の政策との整合が認めら
れる。またJICA出融資条件を
一部満たしていないところもあ
るが開発途上国への経済協力
性が高く、円借款など別スキー
ムでの参画が不可能であった
ことから総合的にみて妥当性
は高い。

低：
1985年の財政破綻により想定
されていた在庫調整が行われ
なかった。

低：
1985年までは開発途上国経済
に影響を与える価格変動を軽
減するために有効に機能した。
他方、錫の慢性的な供給過剰
があったにもかかわらず市場
介入基準が高めに設定されて
おり、必ずしも錫価格が適正な
水準で安定したとは言えない
ため、効果発現は限定的。

生産国の輸出収入の安定及び
錫産業の開発に相応に寄与し
たと思われるものの、1985年
の国際錫協定の破綻は結果と
して錫生産の大幅な減少をも
たらし、生産国の錫産業に多
大な負の影響を及ぼした。

低：
緩衝資金勘定は借入に依存し
たため財務状況が脆弱であ
り、本協定の持続性を継続さ
せることは困難だった。

低：

低：
民間企業が錫価格安定化のた
めの介入に出資することは不
可能であり、JICAの関与が不
可欠だった。単年度主義を原
則とする一般予算では、複数
年度にわたって追加拠出を含
む拠出や返還がなされる本事
業に対応することは不可能で
あった。

同様の制度を運用するための
教訓は以下のとおり。
① 主要生産国・消費国の参加
を制度開始上の必要条件とす
るよう働きかける。
② 価格見直しなど、生産国・
消費国の利害が対立する事項
については意見の調整が難航
し、素早い対応が困難になるこ
とから、事前に見直し方法や意
思決定方法を定めておく。
③制度上、財務的な安定性を
強化する。

特になし。

1 4
残高なし
出資

ナショナル
プロジェクト

イラン

イランにおけ
る石油化学
製造合弁事
業

1980 1991 5,400

イランにおいて石油化
学コンプレックスを建
設することにより石油
化学製品の安定供給
を図り、もって同産業
の発展、日本・イラン
両国の経済交流の増
進に寄与する。

高：
石油化学製品はイランの石油
依存の解消に重要であり、開
発政策、開発ニーズと整合す
るとともに、ナショナルプロジェ
クトとして日本の政策と十分に
合致している。

低：
イラン・イラク戦争による被害で
工事が中止された結果、当初
計画の工場建設は完了しな
かったが、その後、イラン政府
が工事を再開し、工場建設は
完了。イラン側に引き継がれた
部分も本事業の一部と考えた
場合、事業期間は、当初計画
に対し大幅に遅延した。

不明：
入手情報が限られており、有
効性の判断は困難である。

1994年にイラン側が独自にプ
ラント建設を完了させた後、周
辺地域が石油化学経済特区に
指定され、石油化学コンプレッ
クスが形成されるなど、同国の
石油化学産業の発展に貢献。
なお、イラン側が最終的に完成
したプラントはISO14000を取得
し、かつCO2等排出量を公開し
ており、環境面の十分な対策
を取っているものと思われる。

不明：
本事業は合弁解消に至ってお
り、現在のイラン側事業会社に
よる持続性は不明である。

低：

高：
イラン革命後の工事再開時の
日本側民間企業の追加出資に
あたりJICA出資が呼び水と
なった。

本件同様に政治的リスクが大
きい案件の場合には、早期に
確実な情報を収集した上で海
外投融資実行に関する意思決
定をする必要がある。

特になし。

1 5
残高なし
出資

ナショナル
プロジェクト

メキシコ

メキシコにお
ける鋳鍛鋼
製造合弁事
業

1981 1994 1,740

メキシコに鋳鍛鋼製造
工場を建設することに
より、国内機械工業に
部品供給を図り、もっ
て両国間の経済協力
に寄与する。

高：
メキシコの工業化政策や原油
及び天然ガスの増産によるパ
イプライン用大径鋼管の需要
増への対応等開発ニーズと整
合しており、またナショナルプロ
ジェクトとして日本の政策とも
整合している。

低：
当初計画どおり工場は完成し
たが、事業期間及び事業費が
当初計画を上回った。事業期
間の遅延の一因はメキシコ地
震の影響により工場設備に被
害が出たもの。事業費増大は
それに伴うものと推測される。

低：
メキシコ経済の悪化による内
需不足等により、業績は低迷
を続け、収益性は低かったと思
われる。

日本・メキシコの経済交流には
寄与したが、雇用水準等計画
を下回った。

低：
1992年、民営化方針により現
地企業へ売却済。

低：

高：
（１）リスク許容度の高い中長
期資金の供給による民間投資
の呼び水効果（カントリーリスク
や事業リスクが高い。回収期
間が長い。）
（２）経済協力的意義。

需要見通し等の分析を慎重に
行い、可能な範囲でのリスクコ
ントロールを図る方策を検討す
ることが必要である。

特になし。

1 6
残高なし
出資

ナショナル
プロジェクト

メキシコ

メキシコにお
ける大径鋼
管製造合弁
事業

1980 1994 1,536

メキシコに大径鋼管製
造工場を建設すること
により、パイプライン用
鋼管の供給を図り、
もって両国間の経済協
力に寄与する。

高：
メキシコの工業化政策や原油
及び天然ガスの増産によるパ
イプライン用大径鋼管の需要
増への対応等開発ニーズと整
合しており、またナショナルプロ
ジェクトとして日本の政策とも
整合している。

低：
当初計画どおり工場は完成し
た。しかし、事業期間及び事業
費が当初計画を上回った。事
業費増の理由はインフレによ
る土木工事等の費用増。事業
期間の遅延理由は不明である
が、メキシコ地震の影響が一
因と推測される。

低：
メキシコ経済の悪化による内
需不足及び原料確保の問題等
により、業績は低迷を続け、収
益性は低かったと思われる。
（原材料確保困難となった理由
は不明。）

実績不明のため評価できず。
不明：
実績不明のため評価できず。

低：

高：
（１）リスク許容度の高い中長
期資金の供給による民間投資
の呼び水効果（カントリーリスク
や事業リスクが高い。回収期
間が長い。）
（２）経済協力的意義。

需要見通し等の分析を慎重に
行い、可能な範囲でのリスクコ
ントロールを図る方策を検討す
ることが必要である。

特になし。

1 7
残高あり
出資

ナショナル
プロジェクト

ブラジル
ブラジルにお
ける製鉄合
弁事業

1967 未 11,550

ブラジルにおいて鉄鉱
石を活用した粗鋼生
産を行うことで工業化
促進を図り、もって産
業高度化及び両国間
の経済交流に寄与す
る。

高：
民間投資の促進と鉱工業等の
経済けん引分野での雇用創出
といった現在の開発政策に合
致し、開発ニーズや日本の政
策とも整合性が認められる。

低：
当初計画どおり製鉄所建設を
完了した。しかし、激しいインフ
レ及び建設地の変更等のため
事業費は大幅に増加。また、イ
ンフレ激化により建設資金の
確保が困難となり建設工程を
見直した結果、事業期間も若
干上回っている。

高：
現在ではブラジル全体の粗鋼
生産の3割弱の生産能力を有
し、国内工業化促進及び地域
開発に貢献している。現在、配
当も実施している。

本事業は国内基幹産業として
ブラジルの産業高度化に寄与
し、現地会社が南米最大の鉄
鋼会社に成長。環境について
は現地事業会社はブラジルの
一貫製鉄所として初めて
ISO14001の認定を受けてい
る。また、2000年には環境保全
活動に対してCNI（ブラジル工
業連盟）エコロジー賞を受賞。
工業用水の循環利用や廃棄
物（スラグ）リサイクルも環境配
慮に努力。

高：
本邦中核企業が技術指導及び
現地会社への直接出資を通じ
て、経営・技術面の現地化を達
成済み。財務面でも、途中、民
営化の流れの中で鋼材価格統
制が撤廃され、安定した高収
益を実現している。

高：

高：
リスク許容度の高い中長期資
金の供給による民間投資の呼
び水効果（カントリーリスクや事
業リスクが高い。回収期間が
長い。）

中核企業の重要性。（設備機
械の供給、建設、運営に関す
る技術協力、必要な人員の派
遣等を実施するとともに現地事
業会社に直接出資を行い、資
本・技術両面で全面的に協力
する体制づくり）

特になし。
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パッケー
ジ

連
番

現状 類型 国名 事業名 承諾年 退出年
出融資金額
(百万円）

事業目的 妥当性 効率性 有効性 インパクト 持続性 JICAの収支 aditionality JICAへの教訓 JICAへの提言

1 8
残高あり
出資

ナショナル
プロジェクト

インドネシ
ア

インドネシア
における水
力発電・アル
ミニウム製
錬合弁事業

1975 未 49,993

インドネシア西部の水
力資源を活用した電
力およびその電力によ
るアルミ製錬により、
同地域の開発を図り、
もって両国間の経済交
流に寄与する。

高：
インドネシアの工業化政策及
び非石油・ガス産品の輸出強
化策等と整合的。ナショナルプ
ロジェクトとして日本の政策とも
整合している。

中：
当初計画どおり工場を建設。
事業期間はほぼ計画通りで
あったが、事業費は石油危機
等による資材の高騰で計画を
上回った。

中：
当初計画を上回るアルミ生産
量を達成。他方、事業開始後
の為替レートの円高推移やア
ジア危機等に連動したアルミ
地金の低迷、水力発電の水源
地の渇水による地金生産量の
減少等で収益性は当初想定を
下回る。

約2千名の従業員を有し、アル
ミ輸出による外貨獲得にも貢
献しており、インドネシアの経
済発展へのインパクトは高い。
環境面では、一部処理工程が
CDM事業として国連機関の認
証・登録を得た。

中：
安定的な操業を継続している
が事業開始後の為替差損等に
よる累積損失が残っている。

低：

高：
リスク許容度の高い中長期資
金の供給による民間投資の呼
び水効果（為替変動による緊
急支援実施時（1987年、1994
年）にJICAの支援なくしては事
業の継続は不可能であった。）

事前審査時で各種リスクの分
析（リスクマップの作成）とその
ヘッジ策について幅広く確認す
る必要がある。例えば、以下を
含む。
（１）為替リスクヘッジ策の検討
（為替リスクを抑制し得る借入
通貨の選択等）
（２）国際市況での価格変動リ
スク対応（先物価格のヘッジ対
策等）

特になし。

1 9
残高あり
出資

ナショナル
プロジェクト

シンガポー
ル

シンガポー
ルにおける
エチレン等
製造合弁事
業

1977 未 7,580

30万トンエチレン生産
設備により、日本の石
油化学産業海外立地
を図り、もって長期的
基盤確保に寄与する。

高：
外資導入、産業振興の開発政
策や貿易赤字解消・外貨獲得
ニーズに整合し、ナショナルプ
ロジェクトとして日本の政策とも
整合している。

中：
当初計画どおり工場を建設。
事業費の若干の増加、事業期
間の遅れがあった。

高：
ほぼ計画通りの稼働率を達成
し、収益面でも操業3年目から
黒字転換している。

その後のシンガポールの石油
化学産業の発展に与えた影響
は大きい。
なお、現在、現地事業会社は、
ホームページ上にCO2、SOx排
出量などの指標を公開してお
り、環境面での対策を行ってい
ることが伺える。

高：
経営、技術面での現地化は達
成され、財務面でも高収益を
実現している。

高：

高：
JICAの出資による長期安定資
金の供給が日本側民間投資
の呼び水的効果を果たしたとと
もに順調な操業の実現に貢献
した。

価格の変動による収益面のリ
スクを避けるため、安定的な
キャッシュフローだけで元利金
の返済ができる程度に借入額
を設定。

特になし。

1 10
残高あり
出資

ナショナル
プロジェクト

サウジアラ
ビア

サウジアラビ
アにおける
石油化学製
品製造合弁
事業

1979 未 25,335

低廉な石油随伴ガス
を原料に石油化学製
品を生産することによ
り、同国の当該製品の
安定的な供給体制の
構築を図り、もって同
国の工業化促進及び
雇用創出、両国の経
済関係の維持強化・日
本の原油製品の安定
的な調達先の確保に
寄与する。

高：
輸出産業による工業化や民間
投資拡大の開発政策に合致
し、また未利用の随伴ガスの
活用ニーズに整合している。ナ
ショナルプロジェクトとして日本
の政策とも整合している。

高：
当初計画どおり工場を建設。
事業費及び事業期間は計画内
でおさまっている。

高：
生産量は当初計画を上回り、
収益面でも十分な商業性を確
保している。また、石油化学工
業の育成や技術移転という点
でも当初想定の効果を上げて
いる。

サウジアラビアの工業化促進
へ貢献し、かつ現地雇用も千
人を超えている。
また、自然環境面への負の影
響もない。現地事業会社は、排
出ガス及び排水の連続検査を
行うと共に、大気中の硫黄酸
化物（SOx）及び窒素酸化物
（NOx）を含む環境の連続モニ
タリングを実施。

高：
出資関係は当初計画通りで安
定的な経営が行われ、技術面
での現地化も達成され、財務
面でも営業初年度以降黒字を
実現している。

高：

高：
JICAの出資によりリスクの軽
減と不足資金の供給が実現
し、またサウジアラビア側との
交渉においてもJICAが株主の
一員であったことの効果は大き
かった。

特になし。

石油随伴ガスの市場価格の動
向に左右される事業であり、リ
スク許容度の高い中長期資金
が必要であることから、JICAの
継続的関与が必要。

1 11
残高あり
出資

ナショナル
プロジェクト

サウジアラ
ビア

サウジアラビ
アにおけるメ
タノール製造
合弁事業

1979 未 2,772

低廉な天然ガスを原
料にメタノールを生産
することにより供給体
制の構築を図り、もっ
て工業化促進、雇用
創出、両国の経済関
係の維持強化、日本
の原油製品の安定的
な調達先の確保に貢
献する。

高：
輸出産業による工業化や民間
投資拡大の開発政策に合致
し、また未利用の随伴ガスの
活用ニーズに整合している。ナ
ショナルプロジェクトとして日本
の政策とも整合している。

高：
当初計画どおり工場を建設。
事業費及び事業期間は計画内
でおさまっている。

高：
生産量は当初計画を上回り、
収益面でもメタノール価格の上
昇が寄与している。また、メタ
ノール産業の育成という意味で
も当初想定以上の効果を上げ
ている。

単一のメタノール工場としては
世界最大規模となり、同国の
工業化促進へ貢献し、かつ現
地雇用も500人を超えている。
また、自然環境面への負の影
響もない。現地事業会社は、環
境安全基準を達成。

高：
出資関係は当初計画通りで安
定的な経営が行われ、また日
本からの技術指導により技術
面での現地化も達成され、財
務面でも営業初年度以降黒字
を実現している。

高：
高：
JICAの出資によりリスクの軽
減と不足資金の供給が実現し
たことで事業が実現した。

特になし。

石油随伴ガスの市場価格の動
向に左右される事業であり、リ
スク許容度の高い中長期資金
が必要であることから、JICAの
継続的関与が必要。

1 12
残高あり
出資

一般プロ
ジェクト

バングラデ
シュ

バングラデ
シュにおける
肥料製造合
弁事業

1990 未 2,330

天然ガスを活用した肥
料（尿素、アンモニア）
プラントを建設すること
により輸出産業の振
興を図り、もってバン
グラデシュの経済発展
と両国間の経済交流
促進に寄与する。

高：
輸出志向工業化の開発政策
や現地資源である天然ガスの
有効活用ニーズに整合し、ま
た最貧国に対する高い経済開
発効果をもたらすことから日本
の政策とも合致、さらにJICAの
出資基準も満たしている。

高：
当初計画どおり工場を建設。
事業費、期間とも計画を超えて
いるが、政変によるL/G発出遅
れによる工事中断が原因であ
ることから計画の変更はやむ
をえない。

高：
プラントに供給される天然ガス
不足がリスク要因であるが、生
産量水準はプラントの生産能
力改善により当初計画よりも増
加している。また、外貨収入も
計画時の年平均額を上回って
いる。

欧州等との国際協調による初
の外資導入案件であり、外貨
獲得、工業技術水準の向上、
雇用の増大等に貢献してい
る。

高：
経営、技術面での現地化が達
成され安定的に稼動しており、
財務面でも累積損失が解消さ
れ、黒字計上が継続している。

高：

高：
リスク許容度の高い中長期資
金の供給による民間投資の呼
び水効果（カントリーリスクや事
業リスクが高い。回収期間が
長い。）
投資先国政府との対話チャン
ネル（プラントへの天然ガス供
給確保のためのJICAを通じた
同国政府との交渉。）

（１）現地資源の活用
対象国の未利用資源活用型
の事業出資にあたっては、事
業の商業性及び当該国の経済
発展への貢献可能性の判断
が重要。
（２）原料の安定供給確保
操業にあたり先方政府関係機
関による原料の安定供給が不
可欠である場合、投資先国の
原料安定供給確保に関する確
約の取り付け。

特になし。

1 13
残高あり
出資

ファンド
開発途上
国全般

国際連合大
学私費留学
生育英資金
貸与事業

2003 未 151

開発途上国から日本
への私費留学生に対
し国連大学からの貸
付を通じ経済負担を軽
減し、人材育成に寄与
する。

高：
国連大学の開発政策、開発
ニーズ、日本の政策とも合致。
投融資スキーム活用の意義も
認められる。

低：
事業費は計画内におさまった
が、計画されたアウトプットが
出ておらず、事業期間が大幅
に計画を上回った。

高：
JICA信託基金の資金は毀損し
ておらず、また返済が危ぶま
れる債権もない。

留学生の経済負担軽減等は
達成されつつある。

中：
計画通りの運営体制、チェック
体制が維持継続されている
が、ファンドの運営状況に軽度
な問題があった。

高：
高：
収益がほとんど期待できない
事業であり、JICAの投融資以
外には対応できない。

（１）需要予測結果と協力大学
の関心度を十分に確認したう
えで、それにあった事業計画に
なっているかを十分に確認。

スキームの周知による、協力
大学・留学生の増加。

1 14
残高あり
融資

融資 ベトナム

ベトナムにお
ける工業団
地建設運営
事業

1995 未 878

工業団地を造成するこ
とにより進出企業への
サポートを図り、もって
ベトナムの工業化、外
国投資誘致に寄与す
る。

高：
外資誘致政策、ニーズに合致
し、日本の政策とも整合してい
る。

高：
当初計画どおり工業団地用地
を造成したと思われる。

高：
工業団地の分譲が予定よりも
早く、また当初予定どおり日系
企業中心に完了した。

雇用で4.6万人、輸出総額19億
ドルと多大な経済効果をもたら
している。また、工業団地の新
規建設及びそこへの外資系企
業の進出に間接的に貢献。自
然環境への負のインパクトは
報告されていない。ベトナムの
工業団地としては初めて
ISO14001を取得。

高：
運営維持管理の体制。技術ノ
ウハウを現地へ伝えており、安
定的な経営が実現している。

高：

高：
ベトナム北部で初めての本格
的な工業団地であるパイロット
性を支援したJIICAの寄与は大
きい。

（１）中核企業のリーダーシップ
（２）JICAの継続的な案件監理

特になし。

2 1
残高なし
出資

商品協定

天然ゴム輸
出国である
全開発途
上国

天然ゴム輸
出途上国に
おけるゴム
緩衝在庫拠
出事業

1980 2001 14,820

「国際天然ゴム協定」
に基づく天然ゴム緩衝
在庫の操作により、価
格の安定化を図り、
もって輸出国の収入安
定等に寄与する。

高：
計画時にはUNCTADの一次商
品プログラムに則り開発政策と
の整合性があり、事後的には
一部ニーズが変化したものの
輸出国でニーズは高かった。
また日本が国際天然ゴム協定
に署名し、スキーム的にも加盟
国の出資が前提であったこと
から、政策との整合性やス
キームの妥当性も認められ
る。

中：
緩衝在庫の操作は当初設定
の量の上限の範囲内で行われ
た。事業期間は計画内であっ
たが、事業費が計画を超過し
た。

高：
価格下ぶれリスクを軽減するこ
とに有効に機能したと考えられ
る。

天然ゴム輸出量の拡大、輸出
数量の安定等に相応に寄与し
たものと認められる。

低：
運営維持管理の体制、技術
チェック体制等に特段の問題
はなかったが、加盟国による脱
退宣言により、協定終了前に
清算が決定しており、持続性
は低かった。

低：

高：
民間企業のみでの価格下落リ
スクのための介入は不可能で
あり、かつ複数年度にわたる
出資に対応するには政府では
なくJICAからの出資が適切で
あった。

商品協定等市場リスク案件の
非採択。

特になし。

40



パッケー
ジ

連
番

現状 類型 国名 事業名 承諾年 退出年
出融資金額
(百万円）

事業目的 妥当性 効率性 有効性 インパクト 持続性 JICAの収支 aditionality JICAへの教訓 JICAへの提言

2 2
残高なし
出資

ファンド
アセアン諸
国

アセアン諸
国における
開発投資事
業

1985 1989 1,350

日本関連合弁事業お
よびアセアン域内協力
プロジェクトへの投資
により、同地域の民間
企業育成を図り、もっ
て工業化等に寄与す
る。

高：
アセアン工業合弁事業計画と
いった開発計画や輸出志向型
の工業化ニーズに合致し、ま
た投資事業組合への出資とい
うスキームではJICAの海外投
融資が妥当である。

中：
投資事業組合としての投資額
（アウトプット）は目標を上回っ
ているが、同時に投資会社の
資本金を事業費（インプット）と
捉えると、計画超過であり、ア
ウトプットの伸びを上回ってい
る。

高：
回収率は不明だが、出資先23
社のうち20社が存続している。

産業セクターの付加価値の上
昇、証券市場の発展等に寄与
したものと認められる。

高：
運営の体制、実施機関・投資
事業組合の収益・財務、審査
状況等に問題なく、かつJICA
の元本毀損もなく、投資会社も
存続していることから持続性は
高い。

高：

高：
リスクが予想されていた計画時
にJICAの出資が行われたこと
で民間資金の呼び水効果が
あった。また、民間のみで運営
可能となった時点でJICAは退
出した。加えて、JICA出資によ
り本邦投資会社の認知度が上
がった。

（１）良好なトラック・レコードの
確認できるファンドマネジャー
の確保
（２）投資先案件発掘・投資後
モニタリングのための在外ネッ
トワーク（ファンド運営会社とし
ての拠点設置及び投資先国政
府とのコネクションづくり）
（３）退出戦略（アディショナリ
ティが認められなくなった時点
での退出）
（４）退出戦略（JICAポートフォ
リオ全体のパフォーマンスを確
保するため収益を確保しての
売却が望ましい）

特になし。

2 3
残高なし
出資

一般プロ
ジェクト

中国
中国におけ
るホテル建
設運営事業

1986 2002 300

上海市に国際ビジネス
ホテルを建設すること
により、ホテル需給緩
和を図り、もって対外
経済交流増進に寄与
する。

中：
中国の開発政策及び開発ニー
ズ、日本の政策と一部合致し
ない点があるが、投融資ス
キームの活用の意義も認めら
れるため、妥当性は中程度で
ある。

低：
当初計画どおりホテルが建設
された。事業費及び事業期間
とも計画超過となっている。

低：
稼働率は大幅に低迷した。

中国の対外経済交流の増進
及び経済開発促進のインパク
トは低かったが、国際レベルの
ホテル運営についての技術移
転には一定の効果発現が認め
られる。

低：
現地事業会社の破綻により運
営維持管理体制等は保たれな
かった。

低：

高：
カントリーリスクの高い開発途
上国でのリスク負担及び民間
資金のみでは対応できない安
定的な資金供給をJICAが行っ
たことにより事業が遂行され
た。

（１）ホスト国の開発政策や同
ニーズの継続性が現地事業の
成功の鍵を握るケース（EX.都
市開発、地域開発）では、当該
政府のスタンスや意思の十分
な確認が必要
（２）想定されるリスクの洗い出
しとそれに対する対応策（JICA
が如何に動きえるかを含めて）
の検討

特になし。

2 4
残高なし
出資

ファンド
全開発途
上国

国際協力プ
ロジェクト推
進事業

1989 2007 6,300

貿易黒字還流を通じ
た民間ベースでの国
際協力を目的に、経済
協力性の高い開発プ
ロジェクトへの出資に
より、資金制約の解消
を図り、もって当該国
の外貨獲得、雇用創
出に寄与する。

高：
個別の開発政策との整合性は
不明だが民間活力を開発援助
に利用するPPPの嚆矢となるも
のであり、開発ニーズとの整合
性は案件審査時にチェックされ
た。また、当時の日本の貿易
黒字還流政策と合致しており、
さらに関係者ヒアリングによれ
ば本構想につき政府から打診
があった事業であり、日本の政
策とも合致していた。スキーム
的にも海外投融資出資以外は
考えにくかった。

低：
事業費は計画比で上回ってい
る。また、投資件数でみるとほ
ぼ計画通りだが投資額でみる
と計画を下回った。

低：
投資分野は輸出産業や工業
団地といったインフラ事業であ
り計画と合致していたが、本事
業による出融資の回収率は通
常の投資ファンドに期待される
ものより大幅に低いことから、
有効性も低かった。

清算された企業もある中、雇用
創出効果は一定程度あったが
限定的であった。

低：
結果的に実施機関は清算とな
り、本事業による効果発現の
持続性は低かった。

低：

高：
リスクが高く民間のみでは投資
が難しい先導的な案件に対し
JICAの出資により官民共同で
の出資が実現した。

（１） 本事業は当時の黒字還
流という政策の流れに沿って
実施された結果、経済協力性
が重視され、事業の収益性と
の両立が困難だったため、今
後類似案件を実施する際に
は、事業の収益性について、
予め慎重な検討が必要
（２）ファンドの投資パフォーマ
ンスの評価が明らかになるま
でＪＩＣＡの追加出資を保留
（３）投資国およびセクター（ま
たは企業規模）を限定し、開発
効果の明確化および案件発
掘・モニタリングを容易にする
とともに投資対象分野で良好
なトラック・レコードを有するファ
ンド・マネージャーに任せること
が必要
（４）サブ・プロジェクトからの退
出基準・方法等の戦略明確化
（５）厳格なサブ・プロジェクト選
定クライテリア（特に収益面）の
設定
（６）サブ・プロジェクトの基本的
な財務情報について、ファンド・
マネージャーがJICAに定期報
告

特になし。

2 5
残高なし
出融資

一般プロ
ジェクト

インドネシ
ア

インドネシア
における輸
出振興施設
建設・運営
事業

1990 2002 420

国際見本市会場を建
設することにより、イン
ドネシア産品の輸出促
進を図り、もって同国
の対外債務支払い促
進に寄与する。

高：
開発政策との整合、開発ニー
ズは相応にあり、また開発途
上国への貿易黒字還流の日
本の政策とも合致している。

中：
当初計画どおり建物が建設さ
れた。工事費はほぼ計画通り
であったが、工期が計画を上
回っている。

中：
本事業開始後、各種展示会及
びフェアを多数開催し、輸出額
の増加に間接的に寄与したと
考えられる。

一定の対外債務の拡大抑止
効果及び雇用創出効果があっ
た。住民移転・用地取得につい
て、途中、本事業地の周辺住
民との論争が生じたが、解決
済みと報告されている。

低：
現地会社は2002年に清算さ
れ、運営管理、財務の持続性
はない。

低：
高：
公共性の高い事業に対する民
間向け呼び水効果があった。

（１）ホスト国･市の全面的な支
援（特に、税制優遇等の資金
面の支援やインフラ整備）の必
要性
（２）現地会社の事前審査の徹
底
（３）円建て債務返済負担の軽
減のため、為替予約等の為替
変動リスクのヘッジをする

特になし。

2 6
残高なし
出融資

一般プロ
ジェクト

中国

中国におけ
る工業団地
開発合弁事
業

1992 2009
出資：  650
融資：4,550

中国初の大規模工業
団地を建設することに
より、日本企業をはじ
めとする外資企業誘
致を図り、もって両国
経済交流促進に寄与
する。

高：
中国５ヵ年計画、対外開放政
策との整合、日中政府間の協
力合意等との整合がある。

資料不足のため評価できず。

中：
分譲地完売時期は遅延した。
他方、入居企業のうち日系企
業が大半を占め、日系企業を
中心とした外資進出は相応に
達成された。

貿易相手先１位である日本の
企業進出をさらに促進し、雇用
創出効果等、正のインパクトが
あった。

低：
運営維持管理体制は相応の
水準にあったが、財務面では
累積赤字を解消できず、全体
として持続性は低水準にとど
まった。

低：

高：
日本が支援する初めての大規
模工業団地であり、JICAの出
融資がなければフィージビリ
ティを確保することができな
かった。また、関税免除政策撤
廃時には関係機関への働きか
けを行い復活させることができ
た。

（１）相手国政府からのバック
アップが重要
（２）JICA投融資事業におい
て、同一案件に対して投資・融
資の双方を提供する際は、担
当部署を別にすることも考慮
の余地あり

特になし。

2 7
残高なし
出資

一般プロ
ジェクト

パキスタン

パキスタンに
おける火力
発電所建設
事業

1994 2006 550

火力発電所を建設す
ることにより、電力の
安定供給を図り、もっ
て同国経済発展へ寄
与する。

高：
同国の開発計画、また増大す
る電力需要ニーズ等に整合
し、インフラ整備を重視する日
本の政策とも整合している。

高：
当初計画どおりの設備を完
成。事業費は効率的に工事を
実施することで計画より減少
し、期間は計画通りである。

高：
稼働率は計画を下回る一方、
実績は概ね達成している。

経済成長への一定の寄与が
認められる。

高：
運営維持管理体制等は安定
的である。

高：

高：
パキスタン初の大型民活事業
で、かつカントリーリスクもあ
り、JICAの出資により民間だけ
で資金調達できない事業が実
現できた。

（１）民間ベースでのインフラ整
備では安定利益の確保の仕組
みやホスト国の支援が重要
（２）条件を満たした際には退
出の判断も重要

特になし。

2 8
残高なし
出資

一般プロ
ジェクト

中国

中国におけ
る金融セン
タービル建
設運営事業

1995 2006 5,000

金融センタービルを建
設することにより、外
国金融機関の進出を
図り、もって国際金融
センター設立に寄与す
る。

高：
開発計画との整合性、上海に
対する外資進出ニーズの存
在、日本の中国に対する改革・
開放政策支援の政策との整合
性がある。

中：
アジア通貨危機等の影響を受
けた本邦出資会社の状況を考
慮して、計画の実施を一時見
合わせたため、事業費及び事
業期間は計画を上回っている
が、当初計画よりアウトプット
が充実した。

中：
上海金融センターへの外国金
融機関･製造業の進出の一助
となった。

世界の金融センターランキング
で上海は11位と着実に成長し
ている。

中：
運営維持管理体制は持続的で
あるが、開業が当初予定より
遅れたことにより累積損失の
解消が遅延。

低：

高：
巨額の設備投資プロジェクトで
JICAの出資に民間呼び水効
果があった。また、中国政府と
の交渉においても長年の信頼
関係が有効であった。

(1)カントリーリスクを補うべく、
ホスト国の支援が事業期間中
継続されるべく政府間の継続
的な対話･交渉を重視する
(2) 仮に、投資を実施した後に
生じたプロジェクト趣旨や事業
性の変更によりJICAが途中退
出することになった場合には、
一定のペナルティーを支払うこ
とを制度化（契約に規定）する

特になし。
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出融資金額
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事業目的 妥当性 効率性 有効性 インパクト 持続性 JICAの収支 aditionality JICAへの教訓 JICAへの提言

2 9
残高なし
出資

ファンド アジア諸国

アジア諸国
におけるイン
フラ開発投
資事業

1995 2009 3,617

アジア諸国での民活イ
ンフラ事業を発掘する
ことにより、シードマ
ネーの出資を図り、
もって効率的なインフ
ラ整備に寄与する。

高：
アジア各国のインフラ整備は
開発政策、開発ニーズと整合
し、かつ日本の政策とも整合し
ている。

中：
投資件数･投資額が当初の計
画を大幅に下回ったものの、1
件当たり平均出資額は概ね計
画どおり。

低：
出融資案件の現状には問題は
見られないが、当該ファンドの
出資期間中の投資環境悪化に
伴い出資回収率は非常に低
かった。

外的要因に起因する投資計画
未達により経済協力効果は限
定的であった。

低：
ファンド投資先企業のモニタリ
ング実施状況に問題はなく、運
営･技術・審査･収益面でも適
宜改善が加えられたが、財務
運営状況が改善しなかった。

低：
高：
JICA出資による呼び水効果が
あったものと認められる。

(1)現地出資先会社の構造的
収益圧迫要因（管理会社に対
する管理手数料の算定方式、
及び、同手数料の営業利益に
占める割合等）は事前に吟味
する
(2)経済環境の変動によって
ファンド創設当初の目的が遂
行できなくなった場合の対応策
（ファンド解散等）を予め規定し
ておく

特になし。

2 10
残高あり
出資

ナショナル
プロジェクト

ブラジル

ブラジルにお
ける紙パル
プ資源開発
事業

1973 未 10,042

パルプ製造により、輸
出振興を図り、もって
資源の安定供給、両
国間の経済交流促進
に寄与する。

高：
ブラジルの開発政策、開発
ニーズと整合し、ナショナルプ
ロジェクトとして日本の援助政
策、投融資スキームとも整合し
ている。

中：
事業費及び事業期間とも計画
を超過したが、生産能力が計
画を上回っている。

高：
操業開始以来、販売量の9割
以上が輸出されており、ブラジ
ルの輸出に貢献。環境面で
は、ISO140001等を取得済み。

地域経済の発展及び日本への
資源安定供給に大きく貢献し
た。

高：
運営維持管理体制は安定して
いる。

高：

高：
先行投資負担が巨大、多額の
プロジェクトで民間企業のみで
は負担できないためJICA出資
の意義が認められる。

国際商品市況の影響を受けや
すい製品の製造事業において
は投資会社による現地事業会
社への根気強い支援がなされ
るべき

特になし。

2 11
残高あり
出資

ナショナル
プロジェクト

ブラジル

ブラジルにお
けるアルミ
ナ・アルミニ
ウム製造合
弁事業

1978 未 25,760

ブラジルのアマゾン地
域において、豊富な水
力とボーキサイト資源
を活用したアルミナ製
造およびアルミ製錬工
場を建設し、アルミナ
およびアルミ地金の製
錬・販売を図り、もって
同国のアルミ産業振
興、外貨獲得、雇用創
出、技術移転などに寄
与すると共に日本側の
資源確保に寄与する。

高：
ブラジルの開発政策、開発
ニーズ、日本の資源政策及び
開発政策とも十分に合致して
おり、投融資スキームの活用
の意義も十分に認められる。

高：
全体事業期間については計画
を若干上回ったものの、適切な
経営判断による意図的な建設
延期であることから、計画の変
更は妥当である。

高：
アルミナ生産量及びアルミ地
金生産量とも計画を上回って
いる。

ブラジルのアルミ生産シェアは
世界6位(154万トン、うち本事
業によるものは45万トン/年）。
同国政府による周辺地域のイ
ンフラ整備により地域のインフ
ラ整備に間接的に貢献。

中：
運営維持管理体制は安定し、
技術移転も進んだ。財務面に
市況の影響を受けやすい脆弱
性がある。

高：

高：
JICAが出資することでナショナ
ルプロジェクトとしての位置づ
けを明確にし、民間参加を促
進した。

（１）長期にわたる大型ナショナ
ル・プロジェクトにおいては、ホ
スト国を含む参加予定者のプ
ロジェクトヘのスタンスや参画
負担能力などを十分に審査し
スキームの妥当性などを詰め
ておく
（２）各種リスクの分析と対応方
策を審査での検討事項として
明示し、その方法も定めてお
く。

特になし。

2 12
残高あり
出資

ファンド メキシコ
メキシコにお
ける環境基
金事業

1993 未 820

環境関連企業への資
金供給により、環境分
野での創業支援を図
り、もってメキシコへの
技術移転に寄与する。

高：
メキシコの開発政策と整合し、
環境汚染改善のニーズとも合
致、また環境問題は日本の政
府開発援助大綱でも重点項目
で日本の政策とも整合する。

中：事業期間は計画より2年
10ヶ月上回ったが、ファンド投
資件数減から事業費も計画比
減。

低：
投資実績9社のうち3社が清
算・解散された。また、ファンド
による出融資回収率は低い。

メキシコへの環境技術の移
転、プライベートエクイティの経
験の蓄積に一定程度寄与。

低：
ファンド運営体制には問題な
かったがモニタリング／ファンド
の収益・財務に課題があった。

低：
高：
民間の呼び水効果の点から
JICA出資の意義があった。

（１）ファンドおよびGPのファン
ド・マネージャーとしてのパ
フォーマンスに対するモニタリ
ング強化
（２）退出戦略およびその実行
可能性に影響する対象国にお
けるプライベート・エクイティの
浸透度、株式を第三者に売却
することのアベイラビリティの
事前検討
（３）投資先限定に伴うリスクの
特定・対策を事前検討
（４）管理手数料をCPIと連動さ
せる条項の排除

特になし。

2 13
残高あり
出資

ファンド インド

インドにおけ
る地方企業
育成基金事
業

1994 未 773

地方企業育成基金（本
ファンド）が母体となり
地方１０州に州ファンド
を設立し、州ファンドか
ら各州の中小・中堅企
業に対し、出資による
資金供給を行うことで
資金調達の円滑化を
図り、もって中小企業
の育成、雇用創出、日
印間の民間企業ベー
スの交流拡大に寄与
する。

高：
計画時点、評価時点ともに開
発政策、開発ニーズ、日本の
政策と十分に合致しており、投
融資スキーム活用の意義も十
分に認められる。

中：
事業費・事業期間は概ね計画
通りであるが、投資先対象企
業数が計画を大幅に下回っ
た。

中：
出資の回収率、出資案件の状
況に問題はなく、概ね計画通り
に運用されたが、想定した内部
収益率は未達。

地域の拡散性、企業数、業種
とともに満足できる結果でな
かったが、日系合弁企業への
投資や日系企業との取引を開
始する企業があるなど有効な
取り組みも確認できた。

高：
当初計画時点に比し大幅計画
変更があったものの、事業の
梃入れを実施。相応の投資の
実施に至ったこと、投資先に倒
産企業が出ていないことから、
運営体制、技術・審査体制が
円滑に機能している。

高：

高：
計画時点及び実績ともにJICA
が支援することで初めて実現
可能な事業であった。

①ファンドマネージャーの交替
基準の策定
ファンドの成果はファンドマ
ネージャーの能力に大きく依存
しており、一定の基準を設け、
その基準を満たさなければファ
ンドマネージャーを交替させる
といったことが必要である。
②開発効果を正確に評価でき
るレポートの作成要請
開発行為を正確に評価するた
めのレポートがなければ、評価
することができないため、こうし
たレポートの作成をファンドマ
ネージャー等に要請していうこ
とが必要である。
③投資先ロングリストの作成
 投資を勧めていくために、投
資予定先のロングリストを作成
し（作成能力がなければ作成
支援も含む）、計画を立案・実
施していくべきである。

特になし。

2 14
残高あり
出資

一般プロ
ジェクト

インドネシ
ア

インドネシア
におけるパ
ルプ製造事
業

1995 未 5,701

植林部門事業会社が
植林したアカシアマン
ギウムを原料とするパ
ルプ製造工場を建設
することによりパルプ
生産を図り、もって、製
造技術の日本からの
移転、及び、生産品の
輸出による外貨獲得、
現地雇用に寄与する。

高：
計画時点・評価時点ともにイン
ドネシアの開発ニーズ、政府の
開発政策、海外投融資スキー
ムとの妥当性が高い。

高：
概ね計画どおりの事業費・事
業期間で、計画どおりの生産
能力をもった設備を建設してお
り、効率性は高い。

高：
（１）工場の生産能力を維持、
（２）収益性については一定水
準を確保、（３）現地従業員へ
の技術移転実施。

（１）外貨獲得、現地の雇用創
出に貢献している。
（２）環境・社会面（含：住民移
転）の配慮も十分になされてお
り、現時点では問題は見られ
ない。、ISO14001を取得済み。
当初、近隣住民による売却済
み土地代の引き上げ要求や雇
用増大要求等が一時的にエス
カレートしたが、話し合いにより
平和裏に解決と報告されてい
る。

中：
体制･技術には問題がないが、
財務状況に軽度な問題があ
る。

低：

高：
採算、回収期間などからJICA
参画で民間投資が促進される
など、アディショナリティは高
い。

特になし。 特になし。
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2 15
残高あり
出資

ファンド

全開発途
上国および
移行経済
国

炭素基金事
業

2000 未 736

温室効果ガス排出削
減プロジェクト等に投
資/京都メカニズム構
築のために必要な情
報を提供することによ
り、京都メカニズム構
築を促進し、温室効果
ガス排出量の削減を
図り、もって開発途上
地域の環境改善に必
要な資金・技術の流入
促進、日本におけるノ
ウハウの蓄積及び温
暖化対策へ寄与する。

高：
開発政策との整合、開発ニー
ズは高く、また日本の政策とも
合致している。

高：
ファンド規模は当初計画を上
回り、運用期間は延長された
が、それに伴い投資案件数・知
見の蓄積の増加も見込まれ
る。

中：
CDM/JI制度全般に起因する
問題から排出権獲得開始が遅
れているが、回収に重大な問
題は発生していない。また、モ
デル事業実施から得た経験を
基に関連機関に情報提供がな
され、京都メカニズム枠組み作
りに貢献した。

本事業はCDM/ＪＩの広がり、お
よび補完的なファンドの設立を
促しているものと考えられる。

高：
運営体制、技術面、審査等は
ほぼ計画通りに達成されてい
る。

低：
高：
本事業はＣＤＭ/ＪＩの先駆的な
モデルケースであり、民間資金
の呼び水効果に貢献した。

本案件のような、経済協力上
意義があり、かつ世界的に新
しい制度などパイオニア性の
高い案件への出資は望まし
い。
但し、その場合にはパイオニア
性の高さゆえ不確実性が高い
ことも予想される為、以下の対
策が必要。
（１）不確実性を含めて、事前
にリスクを特定し、対処策を検
討
（２）案件監理において早めの
対策をファンド・マネージャーと
交渉

特になし。

2 16
残高あり
出資

ファンド タイ

タイにおける
中小企業再
建・育成ファ
ンド事業

2001 未 391

財務的に困難な状況
などに直面するタイ中
小・中堅企業に対して
「出資」を通じた資金
供給とアドバイザリー
サービスの提供によ
り、タイ中小・中堅企業
の育成・再建等を図
り、もって産業構造の
高度化及び雇用情勢
の改善、政策的意義
の高い経済・社会開発
等に寄与する。

高：
タイの開発政策、開発ニーズと
整合し、かつ日本の国別援助
計画等とも整合性を持ってい
る。

低：
事業費及び事業期間ともに概
ね計画通りであるが、投資件
数が計画を大幅に下回った。

低：
出資案件の状況に大きな問題
は見られないが、出資の回収
率に問題が見られる。

実績２件では雇用改善等のイ
ンパクトは極めて限定的であ
る。

中：
ファンドの収支・財務状況、運
営状況等に軽微な問題があっ
た。

低：

高：
元本回収の目処は立たず、ま
た、わずか2社にしか投資でき
ていないが、項目別評価に合
致等しており、一定の評価はで
きる。

①ニーズ把握の徹底
　タイ国内のニーズ調査を徹底
して行いながら、投資の見通し
を立てていくこと。

②政府関連機関との連携強化
政府関連機関の特色を把握し
連携強化を図るとともに、同様
の支援が行える民間企業との
連携も模索していくべきであ
る。

特になし。

2 17
残高あり
融資

融資 中国
中国におけ
る工業用水
事業

1995 未 5,700

工業用水事業を民活
方式にて実施すること
により、水供給能力の
確保を図り、もって経
済基盤・民生向上に寄
与する。

高：
中国５カ年計画等、開発政策・
開発ニーズと整合し、日本の
政策とも整合性を持っている。
また、合弁の民活案件である
ことから円借款は使えず、海外
投融資制度を利用していること
も妥当。

高：
事業費、期間ともほぼ計画通り
と想定される。

高：
概ね計画通りの効果が発現し
ている。

地域経済成長（年平均15％）に
環境インフラとしての上水供給
が貢献していると考えられる。

高：
体制・技術・財務とも問題な
い。

高：
高：
低い収益性の補完、運営上の
長春市との交渉等JICA融資の
意義は高い。

モニタリング体制確立により、
借入人が事業実施主体でなく
とも、JICAが毎年確実に実施
案件の現状把握が出来ること
が肝要。

特になし。
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

1）
 

外
部
評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
五

十
里

 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
武

谷
 

由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
評

価
月

：
20

10
年

6
月

 

国
名

：
 

開
発
途
上
国
全
般
 

案
件

名
：

 
鉱
物
資
源
開
発
事
業
（
残
高
な
し
出
融
資
案
件
）
 

出
資

承
諾

日
：

 
 

19
62

年
9
月

 
出

融
資
承

諾
額
：

 
出
資
：

1,
81

3
百
万
円

 
融
資
：

1,
42

9
百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

62
年

 
出

融
資
実

行
額
：

 
出
資
：

1,
81

3
百
万
円

 
融
資
：

1,
42

9
百
万
円

 

JI
C

A
出

融
資

先
：

 
日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
JO

G
M

E
G
及

び
本
邦
民
間
企
業
に
よ
る
出
資
）

 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

N
/A

 

 

事
業

目
的

：
 

主
と
し
て
開
発
途
上
地
域
に
お
い
て
、
日
本
に
不
足
す
る
銅
・
鉛
・
亜
鉛
等
の
鉱
物
資
源
の
調
査
・
探
鉱
・
開
発
事
業
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ら
地
域
に
お
け
る

非
鉄
金
属
鉱
物
の
安
定
的
な
供
給
を
図
り
、
も
っ
て
こ
れ
ら
地
域
の
経
済
発
展
と
技
術
レ

ベ
ル
の
向
上
の
促
進
、
日
本
の
非
鉄
金
属
鉱
業
の
安
定
的
調
達
基
盤
の
強
化

に
寄
与
す
る
。
 

  

項
目
 

事
業
計
画
（

19
62

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
明
示
的

な
も
の
は
な
い
が
、
日
本
側
投
資
会
社
の
活
動
受
入
国

は
、
国
内
鉱
物
資
源
を
調
査
及
び
開
発
し
、
海
外
に
輸
出
す
る

こ
と
で

、
外
貨
獲
得
を
は
か
り
、
ま
た
、
日
本
か
ら
の
技
術
移

転
を
志

向
す
る
国
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
こ
れ
ら
の
国
の
開
発

計
画
と

合
致
し
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
本

事
業

を
実

施
し

た
地

域
に

お
け

る
政

府
か

ら
本

事
業

を
問

題
視
す
る
発
言
等
が
見
ら
れ
な
か
っ
た
た
め
、
本
事
業
に
よ
っ

て
実
施
さ
れ
た
調
査
、
探
鉱
、
開
発
事
業
と
先
方
政
府
の
政
策

に
は
一
定
の
整
合
性
が
あ
っ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、

日
本
側
投
資
会
社
は
、
先
方
政
府
か
ら
要
請
さ
れ
て
実
施
す
る

JI
C

A
の
資
源
開

発
調
査
を
実
施
し
て
き
た
。

 

 計
画
時
及
び
実
績
に
お
い
て
、
本
事
業
は
鉱
物
資
源
の
調
査
・

探
鉱
・
開
発
実
施
国
の
開
発
政
策
と
整
合
し
て
い
た
も
の
と
考

え
ら
れ
る
。

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
当

初
の

案
件

審
査

当
時

の
資

料
に

は
明

示
的

に
は

記
述

さ
れ

て
は
い

な
い
が
、
日
本
側
投
資
会
社
の
活
動
を
受
け
入
れ
る
開

発
途
上

国
で
は
、
鉱
物
は
重
要
な
輸
出
資
源

で
あ
り
、
外
貨
獲

得
手
段

で
あ
っ
た
と
い
う
前
提
が
あ
っ
た
と
推
測
さ
れ
る
。

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
実

際
に

操
業

を
実

施
し

た
マ

レ
ー

シ
ア

の
銅

鉱
山

か
ら

銅
鉱

石
が

24
年
間

輸
出
さ
れ
、
マ
レ
ー
シ
ア
に
外
貨
獲
得
の
機
会

を
提
供
し
た
。

 

 

 事
業
計
画
時
お
よ
び
実
績
に
お
い
て
、
本
事
業
で
実
施
さ
れ
た

事
業
は
、
鉱
物
資
源
の
調
査
・
探
鉱
・
開
発
実
施
国
の
開
発
ニ

ー
ズ
と
合
致
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

妥
当
性
：
 

 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
日
本
政
府
は
、
戦
後
の
経
済
復
興
を
担
う
産
業
と
し
て
鉱
業
を

位
置
づ
け
、
国
内
に
賦
存
す
る
銅
鉱
や
金
鉱
等
の
新
鉱
床
探
査

  

 本
事
業
は
、
準
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
実
施
さ
れ

た
こ
と
か
ら
も
、
当
時
の
政
策
と
の
整
合
性
を
有
す
る
も
の
で
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
62

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

を
補
助

金
政
策
に
よ
り
奨
励
し
、
ま
た
、
経
済
発
展
に
伴
う
国

内
金
属

需
要
の
急
増
に
対
応
す
る
た
め
、
海
外
鉱
山
の
開
発
等

も
重
点

政
策
と
し
て
い
た
。
こ
の
よ
う
な
な

か
、
非
鉄
金
属
の

供
給
量

を
確
保
す
る
こ
と
を
目
指
し
、

19
62

年
8
月
、
福
田
通

商
産
業
大
臣
（
当
時
）
よ
り
、
準
ナ
シ
ョ
ナ

ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

と
し
て
、
本
事
業
に
対
す
る
海
外
投
融
資
ス
キ
ー
ム
に
よ
る
出

資
検
討
の
依
頼
が
あ
っ
た
。

 

あ
っ
た
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
＜
出
資

＞
 

事
業
計

画
当
時
、
本
事
業
は
以
下
の
通
り

JI
C

A
の
出
融
資
条

件
を
概
ね
満
た
し
て
い
る
。

 
①
事
業
出
資
者
（
参
照
：
参
考
資
料
④
）

 
1)
日
本
側
企
業

2
社
以
上
の
出
資
：
該
当

 
2)
日
本
側
以
外

1
社
以
上
の
出
資
：
該
当
せ
ず

 
3)
中
核
企
業
の
存
在
：
該
当

 
②
出
資

方
法
（
参
照
：
参
考
資
料
①
）

 
1)
日
本
側
投
資
会
社
経
由
の
間
接
方
式
：
該
当

 
2)

JI
C

A
出
資
比

率
は
日
本
側
投
資
会
社
の

50
%
以
下
：
該
当

 
3)

JI
C

A
出
資
比

率
は
現
地
会
社
出
資
総
額
の

25
%
以
下
：
該
当

せ
ず
（
現
地
会
社
出
資
割
合
は
ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー
ス
で
定
め
ら

れ
る
た
め
、
当
初
か
ら
出
資
比
率
の
上
限
を

定
め
る
こ
と
は
不

可
能
）

 
4)

JI
C

A
出
資
額

は
50

億
円
以
下

：
該
当

 
③
相
手
国
政
府
の
要
請

 
1)
相
手
国
政
府
の
要
請
ま
た
は
歓
迎
の
意
志
表
示
：
該
当

 
④
事
業
内
容

 
1)
当
該

事
業

実
施
が
相

手
国

の
産
業
開

発
に

寄
与
し
、

そ
の
経

済
発
展
に
貢
献
：
該
当

 
2)
日
本

と
相

手
国
の
関

係
緊

密
化
に
と

っ
て

重
要
で
、

経
済
交

流
促
進
に
貢
献
し
、
ま
た
は
国
際
協
調
に
よ

る
国
際
交
流
の
促

進
に
寄
与
：
該
当

 
3)
出
資

対
象

外
事
業
（

国
際

紛
争
に
関

係
、

環
境
対
策

が
不
適

切
、
日
本
の
輸
出
振
興
が
目
的
と
の
国
際
的
批
判
を
受
け
る
可

能
性
が
あ
る
も
の
）
：
該
当
な
し

 
⑤
事
業
達
成
の
見
込
み
：
該
当

 

 な
お
、
本
事
業
は
、
経
済
協
力
性
が
特
に
高
く
、
日
本
の
資
源

確
保
・
産
業
立
地
等
の
観
点
か
ら
必
要
な
準

ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
た
。

 

(4
) 
投
融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
＜
出
資
＞

 
本
事
業
は
、

JI
C

A
の
出
融
資
条

件
を
概
ね
満
た
し
て
い
る
。

 

   ＜
融
資
＞

 
本
事
業
実
施
中
、

19
69

年
よ
り

51
％
の
出
資
を
実
施
し
て
い

た
マ

レ
ー

シ
ア

鉱
山

の
開

発
及

び
操

業
を

実
施

す
る

運
営

子

会
社
は
、
マ
レ
ー
シ
ア
の
政
変
に
よ
る
政
府
方
針
の
転
換
に
よ

る
鉱
山
開
発
の
遅
れ
や
、
現
地
株
主
の
資
本
不
足
に
よ
る
増
資

の
遅
れ
、
長
期
に
わ
た
る
銅
価
格
の
低
迷
、
為
替
相
場
の
変
動

に
よ
る
建
設
・
生
産
コ
ス
ト
の
大
幅
な
増
加
等
に
よ
り
、
月
々

欠
損
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
資
金
的
に
行
き
詰
っ
た
。

 
こ
の
問
題
に
対
処
す
る
た
め
、

JI
C

A
は

19
73

年
、
運
営
子
会

社
の
運
転
資
金
の
つ
な
ぎ
融
資
の
た
め
に
、
計

1,
44

6
百
万
円

の
融
資
を
実
施
し
た
。
マ
レ
ー
シ
ア
鉱
山
事
業
は
、
準
ナ
シ
ョ

ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
推
進
す
る
上
で
重
要
で
あ
り
、
日
本
側

投
資
会
社
の
収
益
源
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
お
り
、
本
事
業

の
円

滑
な

運
営

に
よ

る
収

益
の

確
保

が
日

本
側

投
資

会
社

の

安
定
経
営
に
不
可
欠
で
あ
っ
た
た
め
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
貸

付
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
判
断
さ
れ
る
。
 

 ＜
出
資
＞

 
本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
出
資
の
基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出

資
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 ＜
融
資
＞

 
本
事
業
は
当
初
、
融
資
を
計
画
し
て
い
な
か
っ
た
。
し
か
し
な

が
ら
、
実
際
に
操
業
し
て
い
た
運
営
子
会
社
へ
の
操
業
支
援
が

必
要

と
な

っ
た

た
め

、
民

間
金

融
機

関
と

海
外

投
融

資
に

よ

り
、
融
資
が
実
施
さ
れ
た
。
当
追
加
融
資
は
、
本
事
業
の
継
続

性
の
観
点
か
ら
も
、
ま
た
、
準
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と

し
て

位
置

づ
け

ら
れ

た
本

事
業

の
非

鉄
金

属
鉱

物
の

安
定

的

な
調
達
基
盤
確
立
の
た
め
に
、
他
の
民
間
金
融
機
関
か
ら
の
資

金
調

達
を

容
易

に
す

る
と

い
う

観
点

か
ら

も
必

要
で

あ
っ

た

た
め
、
融
資
実
施
は
止
む
を
得
な
か
っ
た
と
判
断
さ
れ
る
。
ま

た
、
返
済
も
適
切
に
行
わ
れ
た
。

 

 な
お
、
協
調
融
資
団
は
日
本
側
投
資
会
社
の
株
主
に
よ
り
構
成

さ
れ
て
お
り
、
親
子
融
資
の
よ
う
な
位
置
づ
け
で
あ
っ
た
と
推

測
さ
れ
る
た
め
、
利
益
相
反
に
つ
い
て
は
問
題
な
か
っ
た
と
推

測
さ
れ
る
が
、
当
件
に
関
す
る
詳
細
な
資
料
が
な
い
た
め
、
利

益
相
反
が
な
か
っ
た
と
断
定
す
る
こ
と
は
出
来
な
い
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
62

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

 （
注
）
本
項
目
で
は
、

19
90

年
に
作
成
さ
れ
た
中
小
型
出
融
資

の
基
準
を
用
い
て
評
価
し
て
い
る
。

 

 ＜
融
資
＞

 
操
業
中
の
運
営
子
会
社
へ
の
操
業
支
援
を
目
的
に
、
事
業
計
画

時
に
は
想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
融
資
が
実
施
さ
れ
た
。
本
事

業
は
、
経
済
協
力
性
が
高
い
こ
と
、
運
営
子

会
社
の
資
金
繰
り

の
緩
和
や
事
業
の
円
滑
な
実
施
を
目
的
と
す
る
た
め
、
投
資
で

は
な
く
融
資
が
妥
当
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
借
入
人
は
民
間
企

業
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
円
借
款
ス
キ
ー
ム
は
該
当
し
な
い
こ
と

か
ら
、

JI
C

A
海

外
投
融
資
の
う
ち
、
融
資
ス
キ
ー
ム
が
利
用
さ

れ
る
こ

と
は
妥
当
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 （
注
）
本
項
目
で
は
、

19
90

年
に
作
成
さ
れ
た
中
小
型
出
融
資

の
基
準
を
参
考
に
し
て
い
る
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
は
、
対
象
と
な
る
途
上
国
の
開
発

政
策
、
開
発
ニ
ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、

投
融
資
ス
キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、

妥
当
性
は
高
い
。
 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
開
発
途

上
国
に
お
け
る
非
鉄
金
属
の
調
査
・
探
鉱
・
開
発
。

 
な
お
、

具
体
的
な
数
値
目
標
は
設
定
さ
れ
て
い
な
い
。

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
日

本
側

出
資

会
社

の
基

本
事

業
は

、
当

初
は

非
鉄

金
属

の
調

査
・
探
鉱
・
開
発
事
業
の
う
ち
、
特
に
探
鉱
を
中
心
に
活
発
に

機
能
し
て
い
た
。

 
74

年
に

JO
G

M
E

C
に
よ
っ
て
民
間
企
業
が
実
施
す

る
探
鉱
事

業
へ
の
出
資
制
度
が
創
設
さ
れ
た
た
め
、
海
外
投
融

資
に
よ
る

出
資
は
、
日
本
側
投
資
会
社
の
基
本
事
業
（
調
査
及
び
開
発
事

業
）
の
み
に
集
約
さ
れ
た
（
参
照
：
参
考
資
料
③
）
。
 

 日
本
側
出
資
会
社
の
実
績
に
つ
い
て
は
、
当
初
計
画
通
り
、
非

鉄
金
属
の
調
査
・
探
鉱
・
開
発
事
業
の
全
て
の
分
野
に
つ
い
て

活
動
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
当
初
数
値
目
標
が
設
定
さ
れ
て
い

な
い
も
の
の
、
あ
る
程
度
想
定
さ
れ
て
い
た
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は

達
成
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

効
率
性
：
 

 

①
事
業
費
 

具
体
的
な
設
定
な
し
。
た
だ
し
、
授
権
資
本
は

20
億
円
。

 

②
事
業
期
間
 

19
62

年
～
（
具
体
的
設
定
な
し
）

 

①
事
業
費
 

当
初

設
定

さ
れ

た
事

業
目

的
を

達
成

す
る

た
め

に
実

際
に

払

い
込
ま
れ
た
資
本
額
は
、

36
.2

6
億
円
。

 
 日
本
側
投
資
会
社
は
、
調
査
・
探
鉱
活
動
（

74
年
ま
で
）
の
実

施
を

通
じ

、
収

益
を

生
み

出
す

開
発

事
業

の
発

掘
に

努
め

た

が
、
結
果
的
に
、
具
体
的
な
案
件
発
掘
に
結
び
つ
い
た
案
件
は

ペ
ル
ー
及
び
マ
レ
ー
シ
ア
の

2
件
の
み
で
あ
っ
た
。
日
本
側
投

資
会
社
の
経
営
状
況
の
悪
化
へ
の
対
応
、
運
営
子
会
社
（
マ
レ

事
業
費
に
つ
い
て
は
、
本
事
業
は
、
鉱
工
業
界
全
体
で
一
致
し

て
開
発
を
目
指
し
、
準
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
位

置
づ
け
ら
れ
て
い
た
こ
と
も
あ
り
、
日
本
側
投
資
会
社
の
経
営

支
援
の
た
め
の
増
資
は
妥
当
と
判
断
さ
れ
る
と
と
も
に
、
事
業

の
性
質
上
、
授
権
資
本
と
実
際
の
資
本
額
の
単
純
な
比
較
は
で

き
な
い
（
授
権
資
本
比
で
は

18
1.

3％
）
。

 
事
業
期
間
に
つ
い
て
は
、
計
画
時
に
設
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た

た
め
比
較
で
き
な
い
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
62

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

ー
シ
ア
）
の
経
営
支
援
、
マ
レ
ー
シ
ア
鉱
山
に
お
い

て
発
生
し

た
公
害
対
策
等
の
費
用
が
発
生
し
た
。

 
 ②
事
業
期
間
 

19
62

年
～

20
05

年
（

JI
C

A
退
出

）
。

 
な
お
、
日
本
側
投
資
会
社
は
現
在
も
存
続
し
て
い
る
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
は
、
出
資
額
が
当
初
計
画
を
大
幅
に
上
回

り
、
効
率
性
は
低
い
。
 

(1
)定

量
的
効
果
 

①
運
用

・
効
果
指
標
 

設
定
な

し
 

(1
)定

量
的
効
果
 

①
運
用
・
効
果
指
標
 

N
/A

 

 ①
運
用
・
効
果
指
標
 

N
/A
 

②
事
業

の
収
益
性
 

設
定
な

し
。
 

②
事
業
の
収
益
性
 

開
発

に
至

っ
た

マ
レ

ー
シ

ア
及

び
ペ

ル
ー

の
銅

山
へ

の
出

資

に
つ
い
て
は
、
現
地
関
連
子
会
社
の
財
務
諸
表
の
通
期
入
手
が

不
可
能
で
あ
る
た
め
、
収
益
の
計
算
は
不
可
能
で
あ
る
。
 

た
だ
し
、
双
方
と
も
配
当
実
績
が
な
か
っ
た
こ
と
、
マ
レ
ー
シ

ア
は
出
資
毀
損
が
あ
っ
た
こ
と
、
ペ
ル
ー
に
つ
い
て
は
出
資
と

出
資
引
上
げ
時
の
入
出
金
額
が
同
額
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
マ

レ
ー
シ
ア
で
の
収
益
は
マ
イ
ナ
ス
で
あ
り
、
ペ
ル
ー
に
つ
い
て

も
、
収
益
は
な
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
 

②
事
業
の
収
益
性
 

IR
R
は
マ
レ
ー

シ
ア
、
ペ
ル
ー
共
に
正
の
値
と
は
な
ら
な
い
た

め
、
収
益
性
は
な
か
っ
た
と
判
断
さ
れ
る
。

 

有
効
性
：
 

 

(2
)定

性
的
効
果
 

 
1)
鉱
物
資
源
の
長
期
的
・
安
定
的
な
供
給
 

日
本
に

不
足
し
て
い
る
非
鉄
金
属
鉱
物
資
源
を
長
期
間
、
安
定

的
に
供

給
す
る
。
 

(2
)定

性
的
効
果

 
1)
鉱
物
資
源
の
長
期
的
・
安
定
的
な
供
給

 
日
本
側
投
資
会
社
が
開
発
・
操
業
に
移
行
し
た
鉱
山
は
マ
レ
ー

シ
ア
鉱
山
及
び
ペ
ル
ー
鉱
山
で
あ
る
。
マ
レ
ー
シ
ア

鉱
山
は
、

操
業
期
間
中
、
銅

58
 万

ト
ン
、
金

44
t、

銀
30

0t
 を

産
出
し
、

全
量
が
日
本
に
輸
出
さ
れ
た
（

19
75

年
生
産
開
始
、

19
99

年

10
月
鉱
量
枯
渇
に
よ
り
閉
山
）
。
ペ
ル
ー
鉱
山
の
粗
鋼
埋
蔵
量

は
約

25
0
万
ト

ン
、
銅
品
鉱
は

2.
36

％
で
あ
り
、
日

本
側
投
資

会
社
の
出
資
期
間
中
、
全
量
が
銅
精
鉱
は
日
本
に
輸
出
さ
れ
た

（
年
間
銅
量

5.
3
万
ト
ン
）
。

 

 1)
鉱
物
資
源
の
長
期
的
・
安
定
的
な
供
給
 

マ
レ

ー
シ

ア
鉱

山
及

び
ペ

ル
ー

鉱
山

は
日

本
側

投
資

会
社

の

自
主
開
発
事
業
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
両
鉱
山
よ
り
生
産
さ
れ
た

銅
そ
の
他
の
鉱
物
は
、
前
者
は

24
年
、
後
者
は

9
年
に
亘
り

日
本
に
輸
出
さ
れ
て
い
た
こ
と
を
考
え
る
と
、
当
初
事
業
計
画

の
目
的
に
適
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
定
量
的
効
果
は
低
い
と
判
断
さ
れ
る
が
、
定
性
的

効
果

は
開

発
事

業
に

よ
り

一
定

の
効

果
を

挙
げ

た
と

考
え

ら

れ
る
た
め
、
本
事
業
の
有
効
性
は
中
程
度
で
あ
る
。
 

イ
ン
パ
ク
ト
 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）
 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

）
 

①
鉱

山
事

業
を

実
施

し
て

い
る

地
域

の
経

済
発

展
と

技
術

レ

ベ
ル
の
向
上
 

鉱
山
開
発
を
通
じ
、
鉱
物
資
源
の
日
本
へ
の
輸
出
に
よ
る
外
貨

獲
得
・
雇
用
創
出
効
果
の
み
な
ら
ず
、
現
地
に
お
い
て
関
連
イ

ン
フ
ラ
の
整
備
に
寄
与
し
、
地
域
開
発
に
も

貢
献
、
ま
た
現
地

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
①

鉱
山

事
業

を
実

施
し

て
い

る
地

域
の

経
済

発
展

と
技

術
レ

ベ
ル
の
向
上
 

例
え

ば
、

マ
レ

ー
シ

ア
鉱

山
開

発
で

は
、

1,
30

0
名

の
雇

用
を

創
出
し
た
。
ま
た
、
道
路
や
港
湾
、
発
電
所
な
ど
の

産
業
イ
ン

フ
ラ
の
整
備
に
寄
与
し
、
地
域
開
発
に
も
貢
献
し
た

。
 

 ①
鉱

山
事

業
を

実
施

し
て

い
る

地
域

の
経

済
発

展
と

技
術

レ

ベ
ル
の
向
上
 

本
事
業
の
実
施
を
通
じ
、
開
発
対
象
の
地
域
経
済
交
流
と
技
術

レ
ベ
ル
の
向
上
へ
の
貢
献
が
認
め
ら
れ
る
た
め
、
イ
ン
パ
ク
ト

が
あ
っ
た
と
判
断
さ
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
62

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

の
人
材

育
成
に
も
寄
与
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
た
。
 

        ②
日
本

の
非
鉄
金
属
鉱
業
の
安
定
的
調
達
基
盤
の
強
化
 

計
画
当

時
、
日
本
で
は
銅
需
要
が
激
増
す
る

中
で
、
国
内
鉱
山

が
衰
退

の
一
途
を
辿
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
産
銅
各
社
は
世
界

中
に
鉱

石
供
給
源
を
求
め
た
。
こ
の
た
め
、
本
事
業
を
通
じ
、

増
加

す
る

非
鉄

金
属

の
需

要
に

見
合

う
安

定
的

な
調

達
基

盤

の
強
化

が
喫
緊
に
求
め
ら
れ
た
。
 

技
術
レ
ベ
ル
の
向
上
に
関
し
て
は
、
本
邦
中
核
会
社
及
び
出
資

会
社

8
社
か
ら

日
本
人
技
術
要
員
等
が
約

30
0
名
派
遣
さ
れ
、

開
発
及
び
運
営
指
導
の
分
野
で
技
術
移
転
が
実
施
さ
れ
た
。

 
さ
ら
に
、
マ
レ
ー
シ
ア
政
府
の
政
策
に
よ
り
、
社
内
の
従
業
員

比
率
の
み
な
ら
ず
、
取
引
先
や
関
連
産
業
（
輸
送
イ
ン
フ
ラ
等
）

も
マ
レ
ー
シ
ア
企
業
を
利
用
す
る
必
要
が
あ
っ
た
た
め
、
鉱
山

操
業
に
関
連
す
る
広
い
範
囲
で
、
地
域
の
経
済
発
展
と
技
術
レ

ベ
ル
の
向
上
の
効
果
が
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 ②
日
本
の
非
鉄
金
属
鉱
業
の
安
定
的
調
達
基
盤
の
強
化
 

高
度

経
済

成
長

を
背

景
と

し
た

日
本

の
非

鉄
金

属
需

要
の

急

増
に
対
し
、
銅
鉱
石
の
輸
入
量
は
、

19
65

 年
の

18
万

t（
銅

量
）
か
ら

19
74

 年
に
は

79
万

t 
へ
と
増
大
し
た
。
こ
の
増
加

に
つ
い
て
は
、
日
本
側
投
資
会
社
が
直
接
開
発
・
操
業
に
移
行

し
た
マ
レ
ー
シ
ア
及
び
ペ
ル
ー
の
鉱
山
と
、
日
本
側
投
資
会
社

の
調
査
・
探
鉱
事
業
を
活
用
し
開
発
さ
れ
た
複
数
の
民
間
案
件

も
寄
与
し
て
い
る
。
 

         ②
日
本
の
非
鉄
金
属
鉱
業
の
安
定
的
調
達
基
盤
の
強
化
 

本
事

業
を

通
じ

、
日

本
側

投
資

会
社

に
よ

り
実

施
さ

れ
た

調

査
・
探
鉱
事
業
が
、
日
本
企
業
の
鉱
山
開
発
・
操
業
に
寄
与
し

た
と
考
え
ら
れ
る
。
よ
っ
て
、
本
事
業
を
通
じ
、
日
本
の
非
鉄

金
属
鉱
業
へ
の
安
定
的
調
達
基
盤
が
強
化
さ
れ
た
と
い
え
る
。
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然

環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

マ
レ
ー

シ
ア
の
場
合
、
開
発
・
工
事
計
画
に
つ
い
て
は
マ
レ
ー

シ
ア

政
府

及
び

地
方

政
府

の
審

査
を

経
て

了
解

を
取

っ
て

い

た
。
 

               

②
住
民

移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

想
定

さ
れ

て
い

な

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

(a
)マ

レ
ー
シ
ア
鉱
山

 
19

77
年
に
以
下
の
事
故
が
発
生
、
公
害
問
題
が
発
生
し
た
。

 
・
選
鉱
の
尾
鉱
（
テ
ー
リ
ン
グ
）
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
の
磨
耗
に
よ

る
漏
泥
事
故
が
発
生
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
パ
イ
プ

内
部
の
尾

鉱
が
沢
に
流
出
し
、
豪
雨
の
際
に
下
流
の
開
拓
部
落
の
水
田
に

尾
鉱
が
流
入
す
る
事
故
が
発
生
し
た
。

 
・
大
豪
雨
に
よ
り
、
露
天
掘
に
よ
っ
て
堆
積
す
る
大

量
の
排
土

の
一
部
が
周
辺
の
河
川
に
流
入
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
河
川
及

び
下
流
の
水
田
が
破
壊
さ
れ
、
米
の
減
収
被
害
が
生
じ
た
。

 

 こ
れ
ら
の
対
策
と
し
て
、
運
営
子
会
社
は
、
公
害
等

発
生
直
後

に
選
鉱
操
業
を

2
ヶ
月
停
止
す
る
と
と
も
に
、

13
億

円
を
費
や

し
て
関
連
施
設
の
改
造
を
行
っ
た
。

 

 (b
)ペ

ル
ー
鉱
山

 
確

認
で

き
る

資
料

か
ら

は
、

問
題

は
特

に
報

告
さ

れ
て

い
な

い
。

 
 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

(a
)マ

レ
ー
シ
ア
鉱
山
 

 自
然
環
境
及
び
住
民
移
転
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

マ
レ
ー
シ
ア
鉱
山
に
つ
い
て
は
、
関
連
施
設
の
一
部
欠
損
、
ま

た
予
期
せ
ぬ
天
候
の
影
響
に
よ
り
、
公
害
が
発
生
し
、
負
の
イ

ン
パ
ク
ト
が
発
生
し
た
。
た
だ
し
、
日
本
側
投
資
会
社
が
出
資

し
設
立
し
た
運
営
子
会
社
は
、
マ
レ
ー
シ
ア
政
府
及
び
地
方
政

府
と
連
携
し
て
、
公
害
問
題
に
迅
速
に
対
応
し
た
と
い
え
る
。

ま
た
、
そ
の
後
の
住
民
移
転
等
に
つ
い
て
も
、
円
滑
に
実
施
さ

れ
、
問
題
は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な
い
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
62

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

い
。
 

            ③
そ
の

他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

想
定

さ
れ

て
い

な

い
。
 

現
地
地
方
政
府
の
決
定
に
よ
り
、
公
害
等
の
汚
染
地
域
に
住
む

住
民
を
移
転
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
現
地
地
方
政
府
と
の
合
意

の
下
、
運
営
子
会
社
は
、
補
償
金
そ
の
他
の
支
払
（
移

転
費
用
、

作
物
補
償
金
を
含
む

12
億
円

）
を
実
施
し
、
用
地
取
得
・
住

民
移
転
に
つ
い
て
は
、
現
地
地
方
政
府
の
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
の
下

実
施
さ
れ
、

2
年
間
で
完
了
し
た
。
な
お
、
住
民
移
転
・
用
地

取
得
の
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
、
問
題
は
特
段
報
告
さ
れ
て
い
な

い
。

 

 (b
)ペ

ル
ー
鉱
山

 
確

認
で

き
る

資
料

か
ら

は
、

問
題

は
特

に
報

告
さ

れ
て

い
な

い
。

 
  ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

             ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

持
続
性
：
 

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
日
本
側
投
資
会
社
は
、
海
外
鉱
山
の
調
査
・
探
鉱
・
開
発
を
実

施
す
る
た
め
に
、

19
62

年
9
月

に
設
立
さ
れ
た
。

 

 設
立
に
あ
た
り
、

JI
C

A
の
出
資
比
率
は

50
%
、
非
鉄
金
属
業

界
に
属
す
る
本
邦
中
核
企
業
・
出
資
企
業

8
社

の
出
資
比
率
は

44
.7
％
で
あ
っ
た
（
参
照
：
参
考
資
料
④
）
。
 

 設
立
当
時
の
従
業
員
構
成
は
、
取
締
役
（

12
名
）
、
監
査
役
（

2
名
）
、
従
業
員
（

26
名
）
。

 
組
織
構

成
は
、
総
務
部
、
事
業
部
（
開
発
、
探
鉱
、
調
査
）
か

ら
成
っ

て
い
た
。

 
 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
①
運
営
体
制
 

19
74

年
の

JO
G

M
E

C
に
よ
る
探
鉱
事
業
へ
の
出
資
制
度
が
創

設
さ
れ
た
後
（
参
照
：
参
考
資
料
②
）
の
日
本
側
投
資
会
社
の

組
織
体
制
は
、
以
下
に
区
分
さ
れ
た
。

 
1)
基
本
事
業
：
開
発
及
び
調
査

 
海
外
投
融
資
及
び
民
間
出
資
金
を
元
に
、
基
本
的
に
日
本
側
投

資
会
社
に
よ
り
実
施
さ
れ
る
。

 
2)
子
会
社
事
業
：
探
鉱

 
JO

G
M

E
C
出
資

及
び
民
間
出
資
に
よ
り
設
立
さ
れ
る

10
0％

子

会
社
が
運
営
主
体
。
海
外
投
融
資
を
通
じ
た
資
金
は
、
子
会
社

事
業
に
は
流
れ
な
い
こ
と
と
な
っ
た
。

 

 ②
従
業
員
数
 

70
年
代
後
半
か
ら
経
営
難
が
顕
在
化
し
、

19
80

年
に
経
営
再

建
計
画
が
出
さ
れ
て
か
ら
は
、
組
織
の
合
理
化
が
進
み
、
一
時

は
70

名
以
上

い
た
従
業
員
数
も
大
幅
に
削
減
さ
れ
た
（

20
03

年
時
点
の
従
業
員
数
は

11
名
）
。

 

 ③
出
資
構
成
 

74
年
の
運
営
体
制
の
変
更
後
は
、
子
会
社
事
業
へ
の
投
資
案
件

が
増
加
し
、

JO
G

M
E

C
が
筆
頭
株

主
（
出
資
比
率

44
.1
％
）
と

な
り
、

JI
C

A
の

持
分
は

14
.2

%
、
中
核
企
業

8
社

の
持
分
割
合

 19
74

年
の

JO
G

M
E

C
出
資
制
度
の
創
設
に
よ
り
、
探
鉱
事
業

実
施
体
制
の
資
金
分
担
に
つ
き
一
部
変
更
が
あ
っ
た
も
の
の
、

日
本

側
投

資
会

社
全

体
の

実
施

業
務

内
容

に
は

変
更

は
な

か

っ
た
。

 

 経
営
難
に
よ
り
再
建
計
画
が
提
出
さ
れ
、
そ
の
後
、
各
種
合
理

化
も
進
め
ら
れ
た
。
こ
の
た
め
、

JI
C

A
退
出
時
は

、
事
業
自
体

が
縮

小
し

て
い

た
こ

と
も

あ
り

、
事

業
規

模
の

縮
小

に
あ

わ

せ
、
配
置
人
員
数
も
削
減
さ
れ
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
62

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

も
33

.3
%
へ
と
低
下
し
た
（
参
照
：
参
考
資
料
④
）
。
 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
鉱
物
資

源
の
調
査
・
探
鉱
に
つ
い
て
は
、
同
社
の
日
本
人
技
術

者
に
よ

っ
て
実
施
さ
れ
る
。
ま
た
、
探
鉱
開
発
に
あ
た
っ
て
は
、

日
本
人

技
術
者
を
現
地
に
派
遣
、
現
地
で
技
術
移
転
を
実
施
し

な
が
ら

開
発
に
あ
た
る
。

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
鉱
物
資
源
の
調
査
及
び
探
鉱
業
務
実
施
中
に
は
、
同
社
の
日
本

人
技
術
者
が
行
っ
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 
鉱
山
開
発
事
業
に
つ
い
て
言
え
ば
、
例
え
ば
、
マ
レ
ー
シ
ア
鉱

山
事
業
で
は
、
日
本
か
ら
技
術
要
員
等
を
約

30
0
名

派
遣
し
、

開
発
・
運
営
指
導
・
技
術
協
力
を
実
施
し
た
。
ペ
ル
ー
鉱
山
に

お
け
る
技
術
移
転
に
つ
い
て
は
該
当
資
料
な
し
。

 

 マ
レ
ー
シ
ア
鉱
山
開
発
に
つ
い
て
言
え
ば
、
維
持
運
営
管
理
の

技
術
の
移
転
に
つ
い
て
は
、
当
初
計
画
の
通
り
成
果
を
上
げ
た

と
考
え
ら
れ
る
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
日
本
側

投
資
会
社
の
収
益
構
造
は
、
開
発
・
生
産
・
販
売
を
担

当
す
る

子
会
社
か
ら
の
受
取
配
当
、
或
い
は
採
掘
権
を
民
間
会

社
に

売
却

す
る

こ
と

と
で

生
じ

る
売

却
益

が
主

と
な

っ
て

い

た
。
つ
ま
り
、
日
本
側
投
資
会
社
が
探
鉱
に

成
功
し
て
開
発
を

実
施
す

る
と
い
う
こ
と
が
前
提
と
な
っ
て
い
た
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
開
発
・
操
業
に
移
行
で
き
た
鉱
山
は
、
ペ
ル
ー
と
マ

レ
ー
シ
ア

の
鉱
山
の
み
で
あ
っ
た
が
、
資
源
価
格
の
大
幅
な
下
落
、
円
の

変
動

相
場

制
移

行
に

よ
る

巨
額

の
為

替
差

損
が

発
生

し
た

こ

と
で
、
本
来
収
益
源
と
な
る
べ
き
開
発
事
業
か
ら
収
益
を
上
げ

る
こ
と
が
出
来
な
か
っ
た
。

74
年
以
降
、
開
発
事
業
化
で
き
な

か
っ
た
た
め
、
日
本
側
投
資
会
社
の
基
本
事
業
の
主
な
収
入
源

は
、

JO
G

M
E

C
か
ら
の
事
業
請
負
及
び
受
託
に
よ
る
も
の
と
な

り
、
経
常
経
費
を
賄
う
こ
と
が
不
可
能
で
あ
っ
た
。

 

 本
来

収
益

源
と

な
る

べ
き

開
発

事
業

か
ら

収
益

を
上

げ
る

こ

と
が

出
来

な
か

っ
た

た
め

、
経

営
財

務
状

況
は

逼
迫

し
て

い

た
。

 

 

 

 
以

上
よ

り
、

償
却

前
の

時
点

に
お

け
る

本
事

業
の

維
持

管
理

は
、
財
務
状
況
に
重
大
な
問
題
が
あ
り
、
本
事
業
に
よ
っ
て
発

現
し
た
効
果
の
持
続
性
は
低
か
っ
た
。
 

JI
C

A
の
収
支
：

 

想
定
な
し
。
 

 

JI
C

A
は
本
事
業

か
ら

20
05

年
に

退
出
し
た
。

 
そ
の
た
め
、

20
05

年
ま
で
の
実
績
に
基
づ
き

JI
C

A
の

IR
R
を

分
析
す
る
と
、
投
資
に
対
す
る
配
当
実
績
が
な
か
っ
た
こ
と
、

出
資
が
毀
損
し
た
こ
と
に
加
え
、

JI
C

A
融
資
に
よ

り
得
ら
れ
た

利
息
は
出
資
毀
損
額
を
大
幅
に
下
回
る
た
め
、
投
融

資
合
わ
せ

た
JI

C
A
の

IR
R
は
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
と
判
断
さ
れ

る
。

 

 ＜
出
資
＞
 

・
日
本
側
投
資
会
社
か
ら
の
配
当
実
績
：
な
し

 
・
日
本
側
投
資
会
社
に
よ
る
無
償
減
資
：

20
05

年
3
月
に
実
施

（
参
照
：
「
そ
の
他
（
コ
ラ
ム
）
等
」
）

 
・
日
本
側
投
資
会
社
に
よ
る

JI
C

A
保
有
株
式
の
自
社
株
買
い

（
20

05
年

7
月

、
JI

C
A
退
出
時
。
参
照
：「

そ
の

他
（
コ
ラ
ム
）

等
」
）

 
譲
渡
金
額
：

  
 
 

12
9
百
万
円

 
出
資
額
：

  
 
 

1,
81

3
百
万
円

 

計
画
時
に
目
標

IR
R
の
想
定
は
な

い
も
の
の
、

JI
C

A
 I

R
R
の
実

績
値
は
マ
イ
ナ
ス
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
当
初
計
画
を
大
幅
に
下

回
る
結
果
と
な
っ
た
。

 

 特
に

出
資

に
つ

い
て

は
、

出
資

金
総

額
に

対
し

、
回

収
率

は

7.
1%

に
留
ま
っ
た
。
こ
の
理
由
は
、
収
益
を
期
待
し
得
な
い
調

査
・
探
鉱
事
業
を
主
と
し
て
実
施
し
て
き
た
こ
と
、
数
多
く
の

調
査
・
探
鉱
事
業
の
結
果
、
開
発
及
び
操
業
に
移
行
し
た
鉱
山

は
マ
レ
ー
シ
ア
鉱
山
及
び
ペ
ル
ー
鉱
山
の
み
で
あ
っ
た
こ
と
、

ま
た

両
鉱

山
と

も
配

当
収

入
や

売
却

益
を

得
る

こ
と

が
で

き

な
か
っ
た
こ
と
が
理
由
で
あ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
62

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

出
資
毀
損
額
：
 

1,
68

4
百
万
円

 
 ＜
融
資
＞
 

マ
レ
ー
シ
ア
運
営
子
会
社
へ
の
融
資
実
施
（

19
73

年
）
 

*返
済

状
況

に
関

す
る

デ
ー

タ
が

な
い

た
め

、
IR

R
の

計
算

は

不
可
能
で
あ
る
が
、
返
済
条
件
の
変
更
に
よ
り
、

IR
R
は
貸
出

利
率
（

4%
）
を
下
回
る
値
に
な
る
と
想
定
さ
れ
る
。

 

 19
69

年
よ
り
出
資
を
実
施
し
た
マ
レ
ー
シ
ア
銅
山
の
開
発
・
操

業
を

実
施

し
た

運
営

子
会

社
は

、
月

々
欠

損
を

余
儀

な
く

さ

れ
、

19
73

年
、
資
金
的
に
行
き
詰
っ
た
。
か
か
る
状
況
を
受
け
、

JI
C

A
は
、
本
事

業
が
準
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
こ

と
を
鑑
み
、

19
73

年
、
運
営
子
会

社
に
対
し
、
以
下
の
通
り
融

資
を
実
行
し
た
。

 

 1)
第

1
回
（
契

約
日
：

19
73

年
9
月
）

 
承
諾
額
：

37
3
百
万
円
（
実
行
額
：

37
1
百
万
円
）

 
利
率
：

4％
 

返
済
期
間
：

14
年
間
（
う
ち
据
置
期
間

7
年
）

 
19

80
年
に
条
件
変
更
あ
り
（
返
済
期
間
の

5
年

間
延

長
）
。

 
2)
第

2
回
（
契

約
日
：

19
73

年
10

月
）

 
承
諾
額
：

1,
07

3
百
万
円
（
実
行
額
：

1,
07

3
百
万
円
）

 
利
率
：

4％
 

返
済
期
間
：

5
年
間
（
う
ち
据
置
期
間

4
年
）

 
19

80
年
に
条
件
変
更
あ
り
（
返
済
期
間
の

1
年

繰
延

）
。

 
な
お
、
第

1
回
・

2
回
の
融
資
残
高
は
、

19
86

年
の

マ
レ
ー
シ

ア
事
業
撤
退
時
に
、
一
括
繰
上
弁
済
さ
れ
た
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
損
失
が
あ

っ
た
。

 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：
 

【
項
目
別
評
価
】
 

①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
民
間
の
み
で
は
実
施
困
難

な
事
業
へ
長
期
か
つ
大
型
の
融
資
を
提
供
。
 

②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
。
現
地
や
日
本
の
環
境
基
準

に
照
ら
し
合
わ
せ
て
審
査
。
 

 特
記
事
項
：
 

【
項
目
別
評
価
】
 

同
左
 

 特
記
事
項
：
 
 

①
②
③
④
本
事
業
で
は
、
開
発
・
操
業
に
移
行
す
る

件
数
も

2
件

の
み

と
非

常
に

僅
少

で
あ

っ
た

こ
と

か
ら

も
わ

か
る

よ
う

に
、
事
業
リ
ス
ク
が
極
め
て
高
く
、
民
間
出
資
の
み
で
は
事
業

実
施
は
困
難
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
な
か
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
出
資
は
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
た
。
ま
た
、

19
74

年
以

降
、

日
本

側
投

資
会

社
に

お
け

る
開

発
事

業
に

つ
い

て
は

、

   特
記
事
項
：

 
①
②
③
④
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
鉱
山
事
業
の
事
業

リ
ス
ク
は
高
く
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
の
必
要
性
に
変
化

は
な
か
っ
た
。
さ
ら
に
、
当
該
出
資
が
民
間
に
よ
る
出
資
も
呼

び
込
む
効
果
も
認
め
ら
れ
た
（
海
外
投
融
資
に
よ
っ
て
出
資
さ

れ
た
本
事
業
の
な
か
の
基
本
事
業
で
は
、
約

59
%
の
民
間
出
資

を
得
ら
れ
た
。
）
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
62

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

①
②
③

④
当
時
、
日
本
の
金
属
業
界
の
民
間
企
業
の
資
本
蓄
積

が
十
分

で
は
な
か
っ
た
た
め
、
世
界
的
規
模
で
の
大
規
模
開
発

に
は
業

界
全
体
で
の
共
同
開
発
が
必
要
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、

海
外
鉱

山
の
事
業
化
は
不
確
実
性
が
高
く
、
民
間
企
業
だ
け
で

調
査
・
探
鉱
事
業
、
開
発
事
業
を
実
施
す
る
の
は
リ
ス
ク
が
大

き
す
ぎ

た
。
こ
の
た
め
、
海
外
投
融
資
ス
キ
ー
ム
を
通
じ
、
財

政
資

金
の

導
入

に
よ

り
本

事
業

を
実

施
す

る
こ

と
が

極
め

て

重
要
で

あ
っ
た
。
 

JO
G

M
E

C
か
ら

出
資
を
得
る
こ
と
は
出
来
な
か
っ
た
た
め
、
探

鉱
及

び
開

発
事

業
実

施
の

た
め

の
海

外
投

融
資

の
存

在
価

値

は
引
き
続
き
高
か
っ
た
と
判
断
さ
れ
る
。
こ
れ
に
加
え
、
当
該

出
資
が
行
わ
れ
た
こ
と
で
、
民
間
企
業
複
数
社
か
ら
の
出
資
が

容
易
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
も
、
呼
び
水
効
果
も
発
現
し
た
と
い

え
る
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
計
画
時
及
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が
支

援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。
 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
特
に
な
し
。
 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
・
政
府
機
関
間
で
の
調
整
・
事
業
目
的
の
明
確
化

 
本
事
業
に
お
い
て
は
、
事
業
実
施
中
に
、
日
本
政
府
の
政
策
に
よ
り
、

JO
G

M
E

C
の
探
鉱
事
業

へ
の
出
資
制
度
が
新
設
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
海
外
の
非
鉄
鉱
物
開
発
を
目
的
と
し
て
、
複
数
の
政

府
機
関

(J
O

G
M

E
C

及
び

JI
C

A
)が

、
日
本
側
投
資
会
社
を
通
じ
、
異
な
る
ス
キ
ー
ム
を
異
な
る
タ
イ
ミ
ン
グ
で
提
供
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
の
結
果
、

JI
C

A
出
資
時
に
目
的
と
し
て
い
た
事
業

の
一
部
（
探
鉱
事
業
）
は
、
制
度
上
は
存
続
し
続
け
た
も
の
の
、
実
質
的
に
は
、

JO
G

M
E

C
出

資
制
度
に
吸
収
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
同
一
事
業
に
対
す
る
政
府
機
関
の
提
供
ス
キ
ー
ム
が
複
数

と
な
る
場
合
、
特
に
ス
キ
ー
ム
実
施
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
異
な
る
場
合
、
実
施
対
象
事
業
の
重
複
を
防
ぎ
、
各
々
の
機
関
が
提
供
す
る
事
業
目
的
を
明
確
に
す
る
た
め
に
、
ス
キ
ー
ム
提
供
側
で
あ
る

政
府
機
関
の
間
で
の
調
整
を
十
分
に
行
っ
た
上
で
、
デ
マ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
明
確
に
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

 

 

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
 

・
無
償
減
資
・

JI
C

A
退
出

 
JO

G
M

E
C
に
出

資
機
能
が
付
与
さ
れ
た
後
、
探
鉱
事
業
に
対
す
る
日
本
側
投
資
会
社
の
役
割
は
設
立
当
初
と
比

べ
て
薄
れ
て
き
て
い
る
も
の
と
し
、

19
86

年
、
日
本
側
投
資
会
社
が
マ
レ

ー
シ
ア

鉱
山
か

ら
撤
退

す
る
際

に
、
海

外
投
融

資
に
よ

る
出
資

の
本
事

業
か
ら

の
退
出

を
検
討

し
て
い

た
。
し

か
し
、

資
源
エ

ネ
ル
ギ

ー
庁
と

の
協
議

の
結
果

、
出
資
の
継
続

を
了

解
し

た
。

 
20

04
年

2
月

の
JO

G
M

E
C
の
改
組
（
旧
金
属
鉱
業
事
業
団
と
旧
石
油
公
団
の
合
併
に
よ
り
、
石
油
天
然
ガ
ス
・
金

属
鉱
物
資
源
機
構
が
設
立
）
に
あ
た
り
、
日
本
側
投
資
会
社
内
の

JO
G

M
E

C
資
産
が
再
評
価
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
そ
れ
ま
で
資
産
計
上
さ
れ
て
い
た
日
本
側
投
資
会
社
の
探
鉱
費
が
経
費
処
理
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
の
結
果
、

20
03

年
10

月
、
日
本
側
投

資
会
社

よ
り
、

同
社
の

財
務
状

況
の
改

善
の
た

め
、
子

会
社
を

含
む
同

社
の
無

償
減
資

（
発
行

済
み
株

式
総
数

の
変
更

を
行
わ

ず
、
資

本
金
の

額
の
み

を
無
償

に
て
減
少
）
が

提
案

さ
れ

た
。
そ
の
結
果
、

20
05

年
3
月

に
無
償
減
資
が
実
行
さ
れ
た
。
な
お
、

JI
C

A
は

、
日
本
側
投
資
会
社
の
基
本
事
業
部
分
が
そ
の
目
的
を
終
え
た
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

20
05

年
7
月
に

は
同
社
に
対
し
て

JI
C

A
の
保
有

株
全
部
を
譲
渡
（

JI
C

A
保
有
株

の
日
本
側
投
資
会
社
自
社
株
買
い
が
実
施
）
し
、

JI
C

A
は
本
事

業
か
ら
退
出
し
た
。
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 参
考
資
料

①
：

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
資
金

ス
キ

ー
ム

 
（

20
05

年
7
月

現
在

（
JI

C
A
退

出
時

））
 

ス
キ
ー
ム
図

（
20

05
年

7月
,

JI
C

A退
出

時
）

JI
C

A

出
資

1,
81

3

（
単

位
：
百

万
円
）

本
邦

中
核

企
業
Ａ
社

他
民

間
56

社

個
人

1名

出
資

5,
32

7

石
油

天
然

ガ
ス
・
金

属
鉱

物
資

源
機

構
(J

O
G

M
E

C
)

出
資

5,
64

2

日
本

側
投

資
会
社

資
本

金
12

,7
82

（
*1
）

基
本
事

業
（
*2
）

（
調
査

・
探

鉱
・
開

発
）

JI
C

A
1,

81
3

民
間

2,
62

3

計
4,

43
6

子
会

社
事

業
（
*3
）

JO
G

M
E

C
5,

64
2

民
間

2,
70

4

計
8,

34
6

子
会

社
A
社

資
本

金
2,

62
3

子
会

社
B
社

資
本

金
5,

72
3

*1
基
本

事
業

と
子
会

社
事

業
の

損
益

は
区
分

す
る

旨
の
覚

書
が

出
資
者

間
で
取

交
わ

さ
れ

て
い
る
。

*2
マ
レ
ー
シ
ア
現

地
子

会
社
（
子

会
社

を
19

86
年

に
清
算

済
み

）

*3
子
会

社
事

業
実

施
に
際
し
て
設
立

さ
れ

た
子

会
社

マ
ン
ガ
ン
団

塊
探
鉱

19
82

年
－
現
在

子
会
社

C
社

銅
探

鉱
19

76
年
－
現
在

子
会

社
B
社

銅
探

鉱
19

74
-1

98
9年

子
会

社
A
社

事
業

内
容

存
続

時
期

会
社
名

マ
ン
ガ
ン
団

塊
探
鉱

19
82

年
－
現
在

子
会
社

C
社

銅
探

鉱
19

76
年
－
現
在

子
会

社
B
社

銅
探

鉱
19

74
-1

98
9年

子
会

社
A
社

事
業

内
容

存
続

時
期

会
社
名

*3
基

本
事

業
の

探
鉱

を
経

て
開

発
段

階
に
ま
で
至
り
設

立
さ
れ

た
合

弁
会
社

銅
鉱
山

開
発

19
69

-1
98

6年
マ
レ
ー
シ
ア
現

地
子
会

社

事
業

内
容

存
続

期
間

会
社
名

銅
鉱
山

開
発

19
69

-1
98

6年
マ
レ
ー
シ
ア
現

地
子
会

社

事
業

内
容

存
続

期
間

会
社
名
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 参
考
資
料

②
：

事
業
ス

キ
ー

ム
図

 
  

海
外

鉱
山

開
発

の
ス
キ
ー
ム

一
般

探
鉱

及
び
開

発

出
資

：
JI

C
A

50
％

民
間

50
％

特
定

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

探
鉱

出
資

：
JO

G
M

EC
50

％

民
間

50
％

日
本

側
投

資
会

社

（
10

0％
）

特
定

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

た
め
の

子
会

社

探
鉱

・
F/

S

成
功

不
成

功

子
会
社

解
散

日
本
側

投
資

会
社

減
資

現
地

合
弁
会

社

外
国

資
本

（
出

融
資

）

（
※
％

）

（※
％
）

JI
C

A
-

JB
IC
・
JI

C
A

JB
IC

開
発

JO
G

M
EC

、
JI

C
A

JO
G

M
EC

JO
G

M
EC

（
*)
、

JI
C

A
JO

G
M

EC
探

鉱

途
上

国
先

進
国

途
上
国

先
進

国
地

域

出
資

融
資

JI
C

A
-

JB
IC
・
JI

C
A

JB
IC

開
発

JO
G

M
EC

、
JI

C
A

JO
G

M
EC

JO
G

M
EC

（
*)
、

JI
C

A
JO

G
M

EC
探

鉱

途
上

国
先

進
国

途
上
国

先
進

国
地

域

出
資

融
資

＊
ウ
ラ
ン
及

び
レ
ア
メ
タ
ル
探
鉱
の

融
資

の
み
（
JI

C
A
と
の
協
議
必
要

）

注
：
政
府

機
関
に
よ
る
海
外
鉱

山
開

発
事
業
に
対

す
る
出

融
資
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 参
考

資
料

③
：

活
動
実

績
 

年
度

国
名

内
容

年
度

国
名

内
容

年
度

国
名

内
容

年
度

国
名

内
容

年
度

国
名

内
容

年
度

国
名

内
容

年
度

国
名

内
容

ボ
リ
ビ
ア

鉛
・
亜

鉛
鉱
山
調

査
ラ
オ
ス

銅
鉱
床
調
査

1
9
7
4

ブ
ラ
ジ
ル

鉛
、
亜

鉛
、
銀
、
蛍

石
、
銅

鉱
床
、
探

鉱
適
地
調

査
メ
キ
シ
コ

*
1

マ
レ
ー
シ
ア

鉱
山
事
業

か
ら
撤

退
中
国

*
2
を
実
施

マ
リ

探
査
実
施

ペ
ル
ー

銅
鉱
山

調
査

タ
イ

銅
鉱
山
調
査

マ
レ
ー
シ
ア

鉱
山
操
業

試
運
転

開
始

チ
リ

*
2

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

*
1
に
協
力

モ
ン
ゴ
ル

*
2
を
実
施

マ
リ

*
2
を
実

施

チ
リ

８
鉱
山
調
査

ベ
ネ
ズ
エ
ラ

6
鉱
山
調
査

ブ
ラ
ジ
ル

資
源
開
発

基
礎
調

査
実
施

中
国

*
2

中
国

*
2
を
実

施
パ

キ
ス
タ
ン
国

*
4
に
協
力

マ
リ

*
2
を
実

施

ボ
リ
ビ
ア

鉱
山
調

査
及
び
開

発
交
渉

（
～
6
5

マ
レ
ー
シ
ア

鉱
山
探
鉱
着

手
ト
ル
コ

ク
ロ
ム
資

源
開
発

基
礎
調
査

メ
キ
シ
コ

*
1

フ
ィ
リ
ピ
ン

*
2
を
実

施
中
国

*
2
を
実
施

セ
ネ
ガ
ル

*
2
を
実

施

ペ
ル
ー

鉱
山
開

発
交
渉

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

鉱
区
落
札
。
諸
条

件
の
交
渉
開

始
メ
キ
シ
コ

国
内
2
9
ヶ
所

の
ﾌ
ﾟ

ﾛ
ｼ
ﾞｪ
ｸ
ﾄ選

定
調

査
、
亜

鉛
、
銀
鉱

床
地
帯

概
査
・

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

*
1

中
国

*
2
を
実

施
モ
ン
ゴ
ル

*
4
に
協
力

ペ
ル
ー

*
1
に
協
力

チ
リ

銅
鉱
山

調
査

そ
の
他

ｱ
ﾙ
ｾ
ﾞﾝ
ﾁ
ﾝ
、
ﾌ
ｨﾘ
ﾋ
ﾟ

ﾝ
銅
鉱
資

源
調
査

ブ
ラ
ジ
ル

鉱
物
試
験

開
発
技

術
協
力
事

前
調
査

モ
ロ
ッ
コ

*
2

フ
ィ
リ
ピ
ン

*
2
を
実

施
中
国

*
2
を
実
施

マ
リ

探
査
の
た
め
南
ア

企
業
と
J
/
V
契
約

締
結

東
部
ア
フ
リ
カ

5
カ
国
1
1
鉱

山
調

査
チ
リ

ｶ
ｯ
ﾊ
ﾟｰ
ﾍ
ﾞﾙ
ﾄ、

物
理
探
鉱
、
地
化
学

探
鉱
、
試

錐
探
鉱

（
～
S
.4
4
年
度
）

パ
ナ
マ

銅
鉱
山
開

発
伴
う

ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
調
査

中
国

*
2

中
国

*
2
を
実

施
ア
ル

ゼ
ン
チ
ン

*
2
に
協
力

マ
リ

*
2
を
実

施

ペ
ル
ー

銅
鉱
山

探
鉱

マ
レ
ー
シ
ア

鉱
山
探
鉱
（
～
7
0

年
度
）
。
現
地
法

人
（
日
本
出

資
会

社
5
1
%
出

資
）
設

メ
キ
シ
コ

構
造
坑
道

掘
進

メ
キ
シ
コ

*
1

フ
ィ
リ
ピ
ン

*
2
を
実

施
中
国

*
2
を
実
施

ト
ル
コ

*
1
に
協
力

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

銅
鉱
山

開
発
協
力

（
～
6
8
年
度
）

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

鉱
区
調
査
（
～
7
0

年
度
）

そ
の
他

ﾄﾝ
ｶ
ﾞ、
ｻ
ﾞﾝ
ﾋ
ﾞｱ
、
ﾌ
ﾞ

ﾗ
ｼ
ﾞﾙ
鉱
物

資
源

調
査
協
力

実
施

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

*
1

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

金
鉱
床
、
現
地
予

察
調
査
及

び
解
析

作
業
実
施

キ
ル
ギ
ス

*
2
を
実
施

オ
ー
ト
ボ
ル
タ

（
現

ブ
ル

キ
ナ

フ
ァ
ソ
）

マ
ル
ガ
ン
鉱
山
調

査
エ
ク
ア
ド
ル

銅
鉱
山
落
札

ペ
ル

ー
地
域
総
合

開
発
計

画
調
査
協

力
コ
ロ
ン
ビ
ア

地
域
開
発
計
画

調
査
へ
の
調
査
協

力
業
務
実
施

中
国

*
2
を
実

施
オ
マ
ー
ン

*
2
を
実
施

そ
の
他

ﾏ
ﾀ
ﾞｶ
ﾞｽ
ｶ
ﾙ
、
ｱ
ﾙ
ｾ
ﾞ

ﾝ
ﾁ
ﾝ
・
ｺ
ﾛ
ﾝ
ﾋ
ﾞｱ
約

9
0
鉱

山
調
査

イ
ラ
ン

銅
鉱
床
調
査

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

地
域
総
合

開
発
計

画
調
査
参

加
中
国

*
2
を
実
施

マ
レ
ー
シ
ア

*
2
を
実

施
ﾊ
ﾟﾌ
ﾟｱ
ﾆ
ｭ
ｰ
ｷ
ﾞﾆ

ｱ
*
2
を
実
施

ペ
ル
ー

銅
鉱
山

探
鉱
・
開

発
エ
ク
ア
ド
ル

鉱
山
探
鉱
（
～
7
1

年
度
）

メ
キ
シ
コ

物
理
探
査

、
地
質

調
査

フ
ィ
リ
ピ
ン

鉱
物
資
源
基
本

図
調
査
業
務

モ
ン
ゴ
ル

*
3
に
協
力

中
国

*
2
を
実
施

オ
ー
ト
ボ
ル
タ

ﾏ
ﾙ
ｶ
ﾞﾝ
鉱
山

開
発

交
渉
（
～
S
.4
2
年

度
）

そ
の
他

ｹ
ﾆ
ｱ
（
蛍

石
鉱

床
）
、
ﾆ
ｼ
ﾞｪ
ｰ
ﾙ
（
銅

鉱
床
）
調
査

中
国

日
本
非
鉄

金
属
鉱

業
技
術
合

作
訪
中

調
査
団
参

加
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

*
1
に
協
力

中
国

*
2
を
実

施
キ
ル
ギ
ス

*
2
を
実
施

そ
の
他

ｱ
ﾙ
ｾ
ﾞﾝ
ﾁ
ﾝ
・
ｺ
ﾛ
ﾝ
ﾋ
ﾞ

ｱ
調

査
メ
キ
シ
コ

銅
、
鉛
、
亜
鉛
鉱

物
床
調
査

そ
の
他

ﾌ
ﾞﾗ
ｼ
ﾞﾙ
地
域

開
発

計
画
調
査

、
ﾁ
ﾘ
鉱

物
資
源
開

発
計
画

調
査
、
ｺ
ﾛ
ﾝ
ﾋ
ﾞｱ
鉱

物
資
源
開

発
計
画

調
査
協
力

業
務

中
国

*
2
を
実
施

マ
レ
ー
シ
ア

*
2
を
実

施
オ
マ
ー
ン

*
2
を
実
施

ペ
ル
ー

鉱
山
開

発
ﾊ
ﾟﾌ
ﾟｱ
ﾆ
ｭ
ｰ
ｷ
ﾞﾆ

ｱ
1
0
鉱
区
調

査
ザ
ン
ビ
ア

ｳ
ﾗ
ﾝ
探
鉱

調
査
協

力
フ
ィ
リ
ピ
ン

*
3
を
実
施

中
国

*
2
を
実

施
中
国

*
2
を
実
施

マ
レ
ー
シ
ア

銅
鉱
山

調
査

コ
ス
タ
リ
カ

銅
鉱
床
賦
存

可
能

性
調
査

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

地
域
開
発

計
画
調

査
協
力

ペ
ル
ー

地
域
開
発
計
画

調
査
へ
の
調
査
協

力
業
務
実
施

モ
ン
ゴ
ル

*
2
を
実

施
キ
ル
ギ
ス

*
2
を
実
施

チ
リ

ｶ
ｯ
ﾊ
ﾟｰ
ﾍ
ﾞﾙ
ﾄ航

空
調
査

マ
レ
ー
シ
ア

鉱
山
開
発
着

手
メ
キ
シ
コ

*
1
に
協
力

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

*
1
に
協
力

マ
レ
ー
シ
ア

*
2
を
実

施
オ
マ
ー
ン

*
2
を
実
施

マ
レ
ー
シ
ア

鉱
山
探

鉱
権
取
得

モ
ロ
ッ
コ

銅
鉱
床
賦
存

可
能

性
調
査

ボ
リ
ビ
ア

*
1
に
協
力

中
国

*
2
を
実
施

中
国

*
2
を
実

施
中
国

*
2
を
実
施

チ
リ

ｶ
ｯ
ﾊ
ﾟｰ
ﾍ
ﾞﾙ
ﾄ地

表
地
質
調

査
コ
ロ
ン
ビ
ア

銅
鉱
床
調
査

中
国

資
源
開
発

協
力
基

礎
調
査
の

詳
細
設

計
業
務

フ
ィ
リ
ピ
ン

*
3
を
実
施

マ
レ
ー
シ
ア

*
2
を
実

施
キ
ル
ギ
ス

*
2
を
実
施

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

5
3
鉱

区
調
査
・
探

鉱
準
備

、
錫
鉱
床

派
遣

そ
の
他

イ
ラ
ン
・
ブ
ラ
ジ
ル

銅
、
鉛
、
亜
鉛
、
錫

等
調
査

ザ
ン
ビ
ア

ｳ
ﾗ
ﾝ
探
鉱

調
査

ボ
リ
ビ
ア

地
域
開
発
計
画

調
査
へ
の
調
査
協

力
業
務
実
施

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン

金
属
鉱
業

中
央
ア

ジ
ア
調

査
団
に
協

力
オ
マ
ー
ン

*
2
を
実
施

*
1

専
門
家

派
遣
事
業

*
2

資
源
開
発
協

力
基
礎
調
査

*
3

鉱
物
資
源

調
査
業
務

*
4

海
外
地
質
構
想

調
査
事
前
調

査

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
6
7

1
9
6
7

1
9
6
8

1
9
6
9

1
9
7
0

1
9
7
1

1
9
7
2

1
9
7
3

1
9
6
6

1
9
6
2

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
7
5

1
9
7
6

1
9
9
3

1
9
9
2

1
9
9
1

1
9
9
0

1
9
6
3

1
9
6
4

1
9
6
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
7
9

1
9
7
7

1
9
7
8
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 参
考
資
料

④
：

JI
C

A
出
資
金

額
と
日

本
側

投
資

会
社

の
出

資
構

成
 

 設
立
時
の

出
資

構
成
（

19
62

年
）

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
出

資
構

成
（

20
05

年
7
月

時
点
）

 

 
 
 
 

株
主
名

出
資
額

（
授

権
資

本
2
0
億

円
の

う
ち
、
初

年
度

払
込

資
本

金
5億

円
）

株
式

数
の
比

率

（
百

万
円

）
(%
)

国
際
協

力
事

業
団

2
5
.0

50
.0

本
邦
中

核
会

社
A
社

4
.2

8
.3

本
邦
中

核
会

社
B
社

4
.2

8
.3

本
邦
中

核
会

社
C
社

4
.2

8
.3

本
邦
中

核
会

社
D
社

3
.5

6
.9

本
邦
中

核
会

社
E
社

2
.3

4
.5

本
邦
出

資
会

社
F
社

1
.7

3
.4

本
邦
出

資
会

社
G
社

1
.3

2
.5

本
邦
出

資
会

社
H
社

1
.2

2
.4

そ
の

他
（
1
5
社

）
2
.7

5
.3

5
0
.0

1
00
.0

 
 
  

株
主

名
出
資
額

（2
0
05
年

3
月

、
無

償
減

資
前
）

出
資
額

（
2
0
0
5
年
3
月
、
無

償
減
資
後
）

株
式

数
の
比
率

（百
万
円

）
（百

万
円
）

(%
)

石
油

天
然
ガ
ス
・
金
属
鉱

物
資
源
機
構

5,
64
2

1
43

4
4
.1

国
際

協
力
事
業
団

1,
81
3

1
37

14
.2

本
邦

中
核
会
社
D
社

90
1

3
5

7
.1

本
邦

中
核
会
社
B
社

83
4

4
0

6
.5

本
邦

中
核
会
社
C
社

81
7

4
1

6
.4

本
邦

中
核
会
社
E
社

67
2

2
3

5
.3

本
邦

中
核
会
社
A
社

57
3

4
0

4
.5

本
邦

出
資
会
社
F
社

21
9

1
5

1
.7

本
邦

出
資
会
社
H
社

13
1

1
0

1
.0

本
邦

出
資
会
社
G
社

11
3

9
0
.9

そ
の

他
（4
9
社

）
1,
06
7

1
77

8
.4

1
2,
78
2

5
27

10
0
.0
 

 
 

 
注
）
基
本
事
業
の
み
に
対

す
る

JI
C

A
出
資
比
率
は

40
.8

7％
（
マ
レ
ー

シ
ア
鉱
山
撤
退
の

際
、

民
間

融
資
分

（
81

0
百

万
円

）
の

デ
ッ

ド
・

エ
ク

イ
テ

ィ
ー

・
ス

ワ
ッ

プ
を

行

っ
た
た
め
、
設
立
当
初
の

JI
C

A
:民

間
＝

50
：

50
の

出
資

比
率

が
変

更
と

な
っ

た
）
。
 

無
償

減
資

後
の

「
出

資
額

」
と

「
株

式
数

」
の

比
率

が
異

な
る

の
は

、
基

本
事

業
部

分
と
子
会
社
事
業
部
分
で
の
減
資
比
率
が
異
な
る
た
め
。
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

2）
 

 
外
部
評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
五

十
里

 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
武

谷
 

由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 

評
価

月
9
.2

01
0
年
6
月

 

国
名

：
 

カ
ン
ボ
ジ
ア

 

案
件

名
：

 
カ
ン
ボ
ジ
ア
に
お
け
る
穀
物
生
産
・
販
売
事
業
（
残
高
な
し
出
資
案
件
）

 

出
資

承
諾

日
：

  
19

68
年

8
月

 
出

資
承
諾

額
：

 
10

0
百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

68
年

 
出

資
実
行

額
：

 
10

0
百
万
円

  

JI
C

A
出

資
先

：
 

日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
民
間
企
業

4
社
に
よ
る

出
資
）

 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
穀
物
生
産
・
販
売
会
社
（
株
主
構
成
：
日
本
側
投
資
会
社
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
政
府
、
そ
の
他
カ
ン
ボ
ジ
ア
民
間
投
資
家
に
よ
る
出
資
）

 

 

事
業

目
的

：
 

カ
ン
ボ
ジ
ア
に
お
い
て
メ
イ
ズ
（
と
う
も
ろ
こ
し
）
の
種
子
の
生
産
・
販
売
及
び
メ
イ
ズ
を
含
む
熱
帯
作
物
の
栽
培
・
集
売
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
同
国
に
お
け
る
メ
イ

ズ
の
生
産
量
増
大
及
び
輸
出
拡
大
を
図
り
、
も
っ
て
同
国
と
日
本
の
貿
易
不
均
衡
の
是
正
及
び
日
本
の
飼
料
原
料
の
安
定
的
な
供
給
源
の
確
保
に
寄
与
す
る
。

 
 

項
目

 
事
業
計
画
（

19
68

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
計
画
当

時
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
は
大
幅
な
貿
易
赤
字
に
苦
し
ん
で
お

り
、
第
二
次
世
界
大
戦
後
生
産
量
が
落
ち
込

ん
で
い
た
と
う
も

ろ
こ
し

栽
培
の
近
代
化
に
よ
る
増
産
が
、
輸
出
増
進
策
の
一
つ

と
し
て

有
望
視
さ
れ
て
い
た
。

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
19

70
年

の
ク

ー
デ

タ
ー

勃
発

前
の

カ
ン

ボ
ジ

ア
の

開
発

政
策

は
、
入
手
し
た
資
料
で
は
確
認
で
き
な
い
が
、
農
業
は
当
時
の

カ
ン
ボ
ジ
ア
の
主
要
輸
出
産
業
で
あ
り
、
か
つ
貿
易
赤
字
を
抱

え
て
い
た
た
め
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
政
府
も
食
料
増
産
と
輸
出
増
加

を
目
指
し
て
い
た
も
の
と
想
定
さ
れ
る
。

 

 本
事
業
は
、
食
料
増
産
と
輸
出
増
進
を
図
る
も
の
で
あ
り
、
ク

ー
デ

タ
ー

が
勃

発
す

る
ま

で
の

カ
ン

ボ
ジ

ア
政

府
の

政
策

と

整
合
的
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
当

時
の

カ
ン

ボ
ジ

ア
で

の
メ

イ
ズ

増
産

に
関

す
る

ニ
ー

ズ
は

不
明
な

が
ら
、
当
時
の
所
得
事
情
を
勘
案
す
れ
ば
、
安
定
的
に

メ
イ
ズ

を
生
産
し
、
海
外
に
輸
出
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
農
民

の
収

入
を

増
や

す
こ

と
に

対
す

る
ニ

ー
ズ

は
大

き
か

っ
た

と

考
え
ら

れ
る
。

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
19

70
年
の
ク
ー
デ
タ
ー
勃
発
前
も
、
事
業
計
画
時
と
大
き
く
所

得
水
準
は
変
わ
っ
て
お
ら
ず
、
農
村
部
で
の
収
入
増
を
図
る
た

め
、
食
料
増
産
を
行
う
こ
と
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
は
引
き
続
き
大

き
か
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 

 事
前

・
事

後
で

明
確

に
開

発
ニ

ー
ズ

は
確

認
で

き
な

い
も

の

の
、
農
家
の
収
入
増
に
つ
い
て
の
ニ
ー
ズ
は
大
き
く
、
そ
の
意

味
で

本
事

業
は

開
発

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

と
考

え
ら

れ

る
。

 

妥
当
性
：

 

 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
日
本
・
カ
ン
ボ
ジ
ア
両
国
政
府
間
で
締
結
さ
れ
た
「
カ
ン
ボ
ジ

ア
と

の
と

う
も

ろ
こ

し
開

発
取

極
」

に
基

づ
い

て
実

施
さ

れ

た
。

 

 
 

両
国
間
の
「
カ
ン
ボ
ジ
ア
と
の
と
う
も
ろ
こ
し
開
発
取
極
」
に

基
づ
い
て
実
施
さ
れ
て
お
り
、
日
本
の
政
策
と
一
致
し
て
い
る

こ
と
が
確
認
で
き
る
。

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
1  

本
事
業
で
は
、
事
業
実
施
直
後
に
政
情
不
安
、
ク
ー
デ
タ
ー
、
内
戦
が
発
生
し
た
た
め
、
事
業
実
績
は
、
ク
ー
デ
タ
ー
の
勃

発
前
の

19
70

年
を

主
な
「
事
業
実
績
」
と
捉
え
て
評
価
し
て

い

る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
68

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

メ
イ
ズ

を
日
本
に
輸
入
す
る
こ
と
に
よ
り
、
従
来
の
日
本
・
カ

ン
ボ
ジ

ア
両
国
間
の
貿
易
不
均
衡
の
是
正
に
役
立
つ
。
ま
た
、

日
本

に
対

す
る

飼
料

原
料

の
安

定
供

給
源

と
な

る
こ

と
も

期

待
さ
れ

て
い
た
。

 

  

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
事
業
計

画
当
時
、
本
事
業
は
以
下
の
通
り

JI
C

A
の
出
融
資
条

件
を
満
た
し
て
い
る
。

 
①
事
業
出
資
者

 
1)
本
邦
企
業

2
社
以
上
の
出
資
：
該
当

 
2)
本
邦
以
外

1
社
以
上
の
出
資
：
該
当

 
3)
中
核
企
業
の
存
在
：
該
当

 
②
出
資
方
法

 
1)
本
邦
投
資
会
社
経
由
の
間
接
方
式
：
該
当

 
2)

JI
C

A
出
資
比

率
は
本
邦
投
資
会
社
の

50
%
以
下
：
該
当

 
3)

JI
C

A
出
資
比

率
は
現
地
会
社
出
資
総
額
の

25
%
以
下
：
該
当

4)
JI

C
A
出
資
額

は
50

億
円
以
下

：
該
当

 
③
相
手
国
政
府
の
要
請

 
1)
相
手
国
政
府
の
要
請
ま
た
は
歓
迎
の
意
志
表
示
：
該
当

 
19

64
年
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
政
府
側
か
ら
現
地
事

業
会
社
設
立
を
日

本
民
間

企
業
へ
働
き
か
け
た
。

 
④
事
業

内
容

 
1)
当
該

事
業

実
施
が
相

手
国

の
産
業
開

発
に

寄
与
し
、

そ
の
経

済
発
展

に
貢
献
：
該
当

 
2)
日
本

と
相

手
国
と
の

関
係

緊
密
化
に

と
っ

て
重
要
で

、
経
済

交
流
促

進
に
貢
献
し
、
ま
た
は
国
際
協
調
に
よ
る
国
際
交
流
の

促
進
に

寄
与
：
該
当

 
3)
出
資

対
象

外
事
業
（

国
際

紛
争
に
関

係
、

環
境
対
策

が
不
適

切
、
日
本
の
輸
出
振
興
が
目
的
と
の
国
際
的

批
判
を
受
け
る
可

能
性
が

あ
る
も
の
）
：
該
当
せ
ず

 
⑤
事
業

達
成
の
見
込
み
：
該
当

 

 本
事
業

へ
の

JI
C

A
の
支
援
は
、
農
業
開
発
事
業
で
あ
り
収
益

性
が
低
い
こ
と
か
ら
、
事
業
の
収
益
に
関
係

な
く
金
利
及
び
返

済
負
担
が
発
生
す
る
借
款
よ
り
も
、
収
益
に

応
じ
て
配
当
の
支

払
い
が
行
え
る
出
資
が
適
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
た
と
こ
ろ
、

円
借
款
よ
り
も
出
資
が
妥
当
で
あ
っ
た
。

 

 （
注
）
本
項
目
で
は
、

19
90

年
に
作
成
さ
れ
た
中
小
型
出
融
資

の
基
準
を
用
い
て
評
価
し
て
い
る
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
19

70
年
の
ク
ー
デ
タ
ー
勃
発
前
で
も
、
本
事
業
は

JI
C

A
の
出

融
資
条
件
を
満
た
し
て
い
る
。

 

   

 
本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
出
資
の
基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出

資
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
68

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
は
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
の
開
発
政
策
、

開
発
ニ
ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、
投
融

資
ス
キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、
妥
当

性
は
高
い
。

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
本
事
業

で
は
、
以
下
の
実
施
が
計
画
さ
れ
た
。

 
①

 
事

業
所
の
建
設
運
営

 
試
験
研
究
：
品
種
選
定
、

F1
種

子
の
育
成
、
耕
種
基
準
の

確
立

 
②

 
商
業
種
子
の
生
産
：
採
種
圃
場
お
よ
び

栽
培
委
託
農
家
の

整
備

 
③

 
商
業
種
子
の
販
売

 
パ
イ
ロ
ッ
ト
集
落
の
整
備
：
栽
培
技
術
の
普
及

 
④

 
メ
イ
ズ
・
マ
イ
ロ
等
農
産
物
の
集
荷
、
輸
送
、
保
管

 
⑤

 
資
材
、
肥
料
等
農
民
必
需
品
の
販
売

 
⑥

 
そ
の
他
賃
耕

 
な
お
、
本
事
業
は

JI
C

A
に
よ

る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
方
式
技
術
協

力
を
組
み
合
わ
せ
て
実
施
さ
れ
て
お
り
、
活
動
の
一
部
に
同
技

術
協
力
に
よ
る
も
の
が
含
ま
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
技
術
協
力

に
つ
い
て
は
、
入
手
し
た
資
料
で
は
詳
細
を
確
認
で
き
な
か
っ

た
。

 

  

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
試
験
農
場
で
は
、
品
種
保
存
、
採
種
、
選
抜
、
播
種
期
、
耐
肥

性
等
の
試
験
が
行
わ
れ
、
ま
た
パ
イ
ロ
ッ
ト
集
落
で
は
、
ト
ラ

ク
タ
ー
に
よ
る
賃
耕
、
栽
培
方
法
の
改
善
、
有
料
品
種
の
導
入
、

施
肥
の
指
導
と
と
も
に
、
展
示
圃
を
設
け
て
農
民
へ
の
啓
蒙
が

行
わ
れ
た
。

 
現
地
事
業
会
社
は
、

19
68
～

19
70

年
の

2
年
間
と

う
も
ろ
こ
し

の
売
買
活
動
を
行
っ
た
ほ
か
、
ト
ラ
ク
タ
ー
を
使
っ
た
賃
耕
等

の
活
動
を
行
っ
た
。

 
こ
の
ほ
か
、
現
地
事
業
会
社
は
、
経
済
産
業
省
（
旧
通
商
産
業

省
）
一
次
産
品
買
付
促
進
補
助
事
業
を
活
用
し
、

19
70

年
1
月

に
穀
物
倉
庫
建
設
を
、
同

5
月
に
は
試
験
農
場
建
設
（
一
部
除

く
）
を
完
了
さ
せ
た
。

 
ま
た
、

JI
C

A
に

よ
り
技
術
協
力
「
と
う
も
ろ
こ
し
開
発
」
が
供

与
さ
れ
、
と
う
も
ろ
こ
し
の
適
品
種
の
選
定
、
栽
培

技
術
の
改

良
・
普
及
、
流
通
の
改
良
等
を
行
う
た
め
、
現
地
事
業
会
社
に

対
し
て
、
専
門
家
派
遣
や
機
材
供
与
が
行
わ
れ
た
。
た
だ
し
、

技
術
協
力
に
つ
い
て
は
、
入
手
し
た
資
料
で
は
詳
細

を
確
認
で

き
な
か
っ
た
。

 
19

75
年
に
内
戦
に
よ
る
戦
闘
の
被
害
を
受
け
た
こ
と
か
ら
、
事

業
は
中
断
さ
れ
た
の
ち
、
中
止
と
な
っ
た
。
最
終
的
な
事
業
の

達
成
状
況
は
不
明
。

 

 

 政
情
不
安
や
内
戦
の
勃
発
ま
で
は
、
一
定
程
度
の
事
業
が
実
施

さ
れ
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
、
戦
闘
に
よ
る
被
害
な
ど
が
発
生

し
た
た
め
、
当
初
予
定
さ
れ
て
い
た
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は
達
成
さ

れ
て
い
な
い
。

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

効
率
性
：

 

 

①
事
業
費

 
資
本
金
：

20
0
百
万
円

 
詳
細
は
不
明
な
が
ら
、
資
本
金
は
試
験
圃
場
の
整
備
な
ど
の
ほ

か
、
材
料
費
、
委
託
栽
培
費
、
人
件
費
や
そ
の
他
経
費
な
ど
に

使
わ
れ
る
予
定
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

     

①
事
業
費

 
出
資
額
：

17
8
百
万
円

 
日
本
側
投
資
会
社
の

20
02

年
3
月
の
財
務
諸
表
で
は

、
20

0
百

万
円
の
資
本
金
に
対
し
て
、
流
動
資
産

22
百

万
円
が
手
元
に

残
さ
れ
て
い
る
た
め
、
残
額
の

17
8
百
万
円
が
日
本

側
投
資
会

社
か
ら
現
地
事
業
会
社
に
出
資
さ
れ
た
も
の
と
考
え

ら
れ
る
。

日
本
側
の
出
資
比
率
は

49
%
で
あ
る
た
め
、
現
地
事
業
会
社
の

資
本

金
額

は
36

3
百

万
円

程
度

に
な

っ
て

い
た

と
考

え
ら

れ

る
。
こ
の
う
ち
、
事
業
費
と
し
て
支
出
さ
れ
た
額
は

不
明
。

 

 

①
事
業
費

 
当
初
計
画
の
事
業
費
額
は
不
明
な
が
ら
、
上
記
の
と
お
り
本
事

業
は
中
止
と
な
っ
た
た
め
、
当
初
計
画
さ
れ
た
事
業
費
の
支
出

は
行
わ
れ
な
か
っ
た
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
68

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

②
期
間

 
19

68
年
－

19
78

年
程
度
（

11
年

）
 

入
手
し
た
資
料
か
ら
は
事
業
期
間
は
確
認
で
き
な
い
も
の
の
、

当
初

10
年
程
度
の
収
支
計
画
が
作
成
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

資
本
金
は

19
68

年
の
現
地
事
業
会
社
の
設
立
か
ら

10
年
間
程

度
の
整
備
費
用
・
運
転
資
金
な
ど
に
使
わ
れ
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
て
い
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 

②
期
間

 
19

68
年
－

19
75

年
（

8
年
）

 
（
う
ち
、
実
態
的
に
活
動
し
て
い
た
の
は

19
70

年
ま
で
）

 
19

68
年
に
現
地
事
業
会
社
が
設
立
さ
れ
、

19
69

年
に
ロ
ン
ノ

ル
将
軍
が
政
権
に
つ
い
て
か
ら
の
政
情
不
安
定
化
、

19
70

年
の

ク
ー
デ
タ
ー
、
及
び
そ
れ
以
降
の
内
戦
時
も
、
事
業
は
断
続
的

に
行
わ
れ
て
い
た
。

 
19

73
年

以
降

の
戦

闘
の

激
化

に
よ

り
穀

物
倉

庫
や

試
験

農
場

が
被
害
を
受
け
た
こ
と
か
ら
、

10
月
に
は
試
験
農
場
が
閉
鎖
さ

れ
、
試
験
栽
培
は
限
定
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

 
19

75
年

4
月
の
ポ
ル
ポ
ト
派
を
中
心
と
す
る
カ
ン
ボ
ジ
ア
王
国

民
族

連
合

政
府

軍
に

よ
る

プ
ノ

ン
ペ

ン
陥

落
に

先
駆

け
て

日

本
側
投
資
会
社
は
現
地
事
務
所
を
閉
鎖
、
現
地
事
業
会
社
社
員

を
兼
ね
る
日
本
人
駐
在
員
は
カ
ン
ボ
ジ
ア
国
外
へ
避
難
し
た
。

同
年

7
月
に
は

、
日
本
側
投
資
会
社
は
臨
時
株
主
総
会
で
事
業

中
断
を
決
定
し
た
。

 

 19
99

年
に
は
、
日
本
側
投
資
会
社
は
本
事
業
清
算
に
向
け
て
具

体
的
検
討
を
開
始
し
、
現
地
調
査
を
通
じ
て
現
地
事
業
会
社
自

体
と
そ
の
資
産
が
も
は
や
カ
ン
ボ
ジ
ア
に
は
存
在
せ

ず
、
事
業

再
建
の
可
能
性
も
な
い
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。
こ
れ

に
よ
り
、

本
事
業
は
清
算
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

20
01

年
の

株
主
総
会

で
日
本
側
投
資
会
社
の
解
散
が
決
議
さ
れ
た
。

 

 

②
期
間

 
上
記
の
と
お
り
本
事
業
は
中
止
と
な
っ
た
た
め
、
予
定
さ
れ
て

い
た
期
間
で
の
実
施
が
で
き
な
か
っ
た
。

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
及
び
事
業
期
間
に
見
合

う
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
が
達
成
さ
れ
て
お
ら
ず
、
効
率
性
は
低
い
。

 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用

・
効
果
指
標

 
事
業
開

始
10

年
後
の

19
77

年
に

は
、
総
作
付
面
積
が

11
万

ヘ
ク
タ
ー
ル
か
ら

16
万
ヘ
ク
タ

ー
ル
へ
、
生

産
量
総
計
が

16
5

容
積
ト
ン
か
ら
、

53
1
容
積
ト
ン
に
増
加
す
る
予
定
と
し
て
い

た
。

 
ま
た
、
事
業
開
始

10
年
後
に
は

、
メ
イ
ズ
取
扱
益

15
百
万
円
、

資
材
取
扱
益

20
百
万
円
、
種
子
取
扱
益

12
0
百
万
円
な
ど
を

予
定
し
て
い
た
。

 

(1
)定

量
的
効
果

 
①

 運
用
・
効
果
指
標

 
19

75
年

の
事

業
中

断
ま

で
に

試
験

農
場

で
栽

培
が

行
わ

れ
た

も
の
の
、
作
付
面
積
、
生
産
量
、
取
扱
益
な
ど
は
不
明
。
最
終

的
に
事
業
は
中
止
さ
れ
た
こ
と
よ
り
、
当
初
計
画
し
て
い
た
作

付
面
積
や
、
生
産
量
な
ど
は
達
成
さ
れ
て
い
な
い
も
の
と
考
え

ら
れ
る
。

 

 

 ①
 運

用
・
効
果
指
標

 
国

内
紛

争
に

よ
る

戦
闘

に
よ

る
被

害
発

生
に

基
づ

き
事

業
は

中
止
さ
れ
た
た
め
、
当
初
計
画
さ
れ
て
い
た
総
作
付
面
積
や
、

生
産
量
は
達
成
さ
れ
て
い
な
い
。

 

有
効
性
：

 

 

②
 事

業
の
収
益
性

 
事
業
計
画
時
点
で
、
本
事
業
の

IR
R
は
計
算
さ
れ

て
い
な
い
。

た
だ
し
、
開
始

7
年
目
の

19
74

年
に
は
事
業
が
黒
字
化
し
、

②
 事

業
の
収
益
性

 
19

75
年
に
事
業
が
中
断
さ
れ
、
そ
の
後
再
開
さ
れ
な

か
っ
た
た

め
、
左
記
の
よ
う
な
収
益
は
発
現
し
て
い
な
い
。

 

②
 事

業
の
収
益
性

 
左
記
の
と
お
り
、
事
業
が
中
止
さ
れ
た
た
め
、
当
初
計
画
さ
れ

て
い
た
収
益
は
実
現
し
て
い
な
い
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
68

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

19
75

年
に

は
繰

越
損

失
も

解
消

す
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
て

い

た
。

 

(2
) 
定
性
的
効
果

 
計
画
時

点
で
想
定
さ
れ
て
い
た
定
性
的
効
果
は
不
明
な
が
ら
、

メ
イ

ズ
栽

培
を

行
う

農
民

の
技

術
向

上
が

期
待

さ
れ

て
い

た

と
考
え

ら
れ
る
。

 

 

(2
)定

性
的
効
果

 
19

75
年
に
事
業
が
中
断
さ
れ
、
そ
の
後
再
開
さ
れ
な
か
っ
た
た

め
、
左
記
の
よ
う
な
効
果
は
発
現
し
て
い
な
い
。
技

術
指
導
を

受
け
た
農
民
の
所
在
も
不
明
で
あ
り
、
移
転
さ
れ
た
技
術
に
よ

る
技
術
向
上
な
ど
も
計
測
不
可
能
で
あ
る
。

 

 事
業
が
中
止
さ
れ
た
た
め
、
本
事
業
の
定
性
的
効
果
を
測
る
こ

と
は
で
き
な
い
が
、
有
効
性
が
発
現
し
た
と
は
考
え
に
く
い
。

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
る
効
果
発
現
は
計
画
と
比
し

て
限
定
的
で
あ
り
、
有
効
性
は
低
い
。

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
・
カ
ン

ボ
ジ
ア
と
日
本
の
貿
易
不
均
衡
の
是
正

 
・
日
本

の
飼
料
原
料
の
安
定
的
な
供
給
源
の
確
保

 

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
19

75
年
に
事
業
が
中
断
さ
れ
、
試
験
農
場
も
損
害
を
受
け
て
い

る
こ
と
か
ら
、
メ
イ
ズ
の
生
産
量
の
増
大
は
行
わ
れ
て
お
ら
ず

日
本
へ
の
輸
出
も
行
わ
れ
な
か
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
カ
ン
ボ

ジ
ア
・
日
本
間
の
貿
易
不
均
衡
の
是
正
、
日
本
の
飼

料
原
料
の

供
給
源
確
保
に
も
繋
が
っ
て
い
な
い
。

 

 

 事
業
が
中
止
さ
れ
て
お
り
、
本
事
業
の
目
的
で
想
定
さ
れ
た
イ

ン
パ
ク
ト
は
発
現
し
て
い
な
い
。

 

イ
ン
パ
ク
ト

 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）

 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
入
手
可
能
な
資
料
で
は
、
自
然
環
境
へ
の
イ

ン
パ
ク
ト
、
住
民

移
転
・
用
地
取
得
な
ど
に
つ
い
て
の
計
画
が
確
認
で
き
な
い
。

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
事
業
が
中
止
と
な
っ
た
た
め
、
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
と
も
計
測

不
可
能
で
あ
る
。

 

 左
記
の
と
お
り
、
本
事
業
に
よ
る
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
計
測
は

不
可
能
で
あ
る
。

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
入
手
し

た
資
料
か
ら
は
、
運
営
維
持
管
理
の
体
制
に
つ
い
て
の

計
画
が

確
認
で
き
な
い
。

 

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
内
戦
が
勃
発
し
、
事
業
が
中
断
さ
れ
た
が
、
そ
の
後

再
開
さ
れ

な
か
っ
た
た
め
、
運
営
維
持
管
理
の
体
制
の
確
認
は
不
可
能
で

あ
る
。

 

 外
部
要
因
に
よ
り
事
業
が
中
止
さ
れ
た
た
め
、
持
続
性
は
確
立

さ
れ
な
か
っ
た
。

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
入
手
し

た
資
料
か
ら
は
、
運
営
維
持
管
理
の
技
術
に
つ
い
て
の

計
画
が

確
認
で
き
な
い
。

 

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
内
戦
が
勃
発
し
、
事
業
が
中
断
さ
れ
た
が
、
そ
の
後

再
開
さ
れ

な
か
っ
た
た
め
、
運
営
維
持
管
理
の
体
制
の
確
認
は
不
可
能
で

あ
る
。

 

 外
部
要
因
に
よ
り
事
業
が
中
止
さ
れ
た
た
め
、
持
続
性
は
確
立

さ
れ
な
か
っ
た
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
事
業
開

始
後

7
年
目
に
は
黒
字
化
し
、
人
件
費
・
運
営
経
費
な

ど
も
ま
か
な
え
る
状
態
に
な
る
計
画
と
な
っ
て
い
た
。

 

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
内
戦
が
勃
発
し
、
事
業
が
中
断
さ
れ
た
が
、
そ
の
後

再
開
さ
れ

な
か
っ
た
た
め
、
運
営
維
持
管
理
の
体
制
の
確
認
は
不
可
能
で

あ
る
。
黒
字
に
は
な
っ
て
い
な
い
。

 

 外
部
要
因
に
よ
り
事
業
が
中
止
さ
れ
た
た
め
、
持
続
性
は
確
立

さ
れ
な
か
っ
た
。

 

持
続
性
：

 

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
は
中
止
さ
れ
た
た
め
、
効
果
の
持
続
性
は

な
か
っ
た
。

 

JI
C

A
の
収
支
：

 

当
初
計
画
で
は
、
事
業
開
始
後

8
年
で
繰
越
損
失
が
解
消
す
る

こ
と
が

見
込
ま
れ
て
い
た
。
な
お
、
事
業
開
始
７
年
後
の

19
73

年
ま
で
に
、
累
積
損
失
が
約

21
3
百
万
円
と
な
る
と
予
測
さ
れ

て
い
た

。
そ
れ
以
降
、
配
当
の
支
払
い
が
期
待
さ
れ
て
い
た
と

出
資
金

10
0
百

万
円
に
対
し
て
、

20
02

年
の
清
算
時

に
残
余
資

産
か
ら
約

10
.6
百
万
円
を
受
領
し
た
た
め
、

89
.4
百
万
円
の
損

失
と
な
っ
た
。

 

 

戦
災
に
よ
る
事
業
中
断
を
経
て
の
清
算
で
あ
っ
た
た
め
、
期
待

さ
れ
て
い
た
配
当
の
支
払
い
な
ど
は
行
わ
れ
な
か
っ
た
。
左
記

の
と
お
り
、

20
02

年
の
清
算
に
よ
り
、

JI
C

A
の

損
失
総
額
は

89
.4
百
万
円
で
確
定
し
た
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
68

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

考
え
ら

れ
る
。

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
損
失
が
あ

っ
た
。

 

【
項
目

別
評
価
】
 

①
財
務

的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

②
非
財

務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

③
開
発

効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間

資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境

社
会
配
慮
の
担
保
：
不
明
。
 

 特
記
事

項
：

 
①
④
農
業
開
発
事
業
で
も
あ
り
、
事
業
実
施

に
時
間
が
か
か
る

こ
と
、
収
益
性
が
低
い
こ
と
な
ど
が
懸
念
さ
れ
て
い
た
が
、
海

外
投
融
資
ス
キ
ー
ム
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
民
間
投
資
を

呼
び
込
む
こ
と
が
可
能
と
さ
れ
た
。

 

 

【
項
目
別
評
価
】
 

①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

③
開
発
効
果
の
向
上
：
不
明
。
 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
不
明
。
 

 特
記
事
項
：

 
④
海
外
投
融
資
ス
キ
ー
ム
で
全
体
の

50
%
（

10
0
百
万
円
）
の

出
資
を
行
っ
た
た
め
、
民
間
企
業

5
社
の
出
資
参
加
（

10
0
百

万
円
）
が
得
ら
れ
た
。

 
②

19
99

年
以
降
か
ら
の
清
算
を
行
う
過
程
で
は
、

JI
C

A
が
現

地
事
業
会
社
の
法
的
存
在
、
現
地
資
産
の
確
認
な
ど

を
行
っ
た

ほ
か
、
現
地
調
査
も
実
施
す
る
と
と
も
に
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
政
府

を
通
じ
て
こ
れ
ら
に
関
す
る
公
的
な
回
答
を
得
て
い
る
。

 
な
お
、
外
交
保
護
権
を
行
使
し
て
カ
ン
ボ
ジ
ア
政
府

に
補
償
を

求
め
る
こ
と
も
可
能
で
は
あ
っ
た
（
た
だ
し
、
①
被

害
を
証
明

す
る
こ
と
は
容
易
で
は
な
い
こ
と
、
②
出
資
金
の
回

収
は
困
難

で
あ
る
こ
と
な
ど
か
ら
断
念
さ
れ
て
い
る
。
）
。

 

      特
記
事
項
：

 
①
④
当
初
よ
り
収
益
性
が
低
い
こ
と
、
収
益
が
発
生
す
る
ま
で

に
長
期
間
必
要
で
あ
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て
い
た
た
め
、
海
外

投
融
資
に
よ
り
出
資
す
る
こ
と
に
よ
り
、
民
間
資
金
の
出
資
を

得
る
こ
と
が
で
き
、
事
業
が
開
始
で
き
た
と
言
え
る
。

 
②
清
算
を
行
う
過
程
で
も
、

JI
C

A
・
カ
ン
ボ
ジ
ア
政
府
を
通
じ

て
現
地
事
業
会
社
の
法
的
存
在
、
現
地
資
産
の
確
認
が
な
さ
れ

て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り
、

政
府

か
ら

こ
れ

ら
が

も
は

や
存

在
し

な
い

と
の

返
答

が
得

ら

れ
、
清
算
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。
外
交

保
護

権
を

行
使

し
て

カ
ン

ボ
ジ

ア
政

府
に

補
償

を
求

め
る

こ

と
も
可
能
だ
っ
た
が
実
施
し
な
か
っ
た
こ
と
に
関
し
て
は
、
当

時
の
状
況
を
考
え
れ
ば
、
判
断
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ

る
。

 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：

 

 
 

以
上
よ
り
、
計
画
時
及
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が
支

援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。

 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
特
に
な
し
。

 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
・
 
本
事
業
で
は
、
ク
ー
デ
タ
ー
の
発
生
に
よ
る
政
情
不
安
、
内
戦
の
発
生
に
よ
る
戦
闘
被
害
を
受
け
た
こ
と
な
ど
よ

り
、
事
業
が
中
止
に
追
い
込
ま
れ
、
期
待
さ
れ
て
い
た
効
果
、
イ
ン
パ
ク
ト

な
ど
の
発
現
が
で
き
な
か
っ
た
。
本
事
業
に
お
い
て
は
、
ク
ー
デ
タ
ー
の
発
生
に
よ
る
政
情
不
安
、
内
戦
の
発
生

に
よ
る
戦
闘
被
害
を
受
け
る
事
態
を
予
見
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
っ
た
が
、

一
般
的
に
事
業
へ
の
出
資
を
決
定
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
事
業
を
実
施
す
る
国
等
の
政
情
も
含
め
て
事
業
実
施
上

の
リ
ス
ク
と
認
識
し
た
上
で
、
慎
重
に
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

  

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）

 
特
に
な
し
。
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 参
考
資
料

：
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

資
金
ス

キ
ー

ム
 

 
 

日
本
政
府

 
カ
ン
ボ
ジ
ア

 
政
府

 
カ
ン
ボ
ジ
ア
と
の
と
う
も
ろ
こ
し
開
発
取
極

 

現
地
事
業
会
社

 

カ
ン
ボ
ジ
ア

 
民
間
株
主

 

日
本
側
投
資
会
社

 

JI
C

A
 

民
間
株
主

4
社

 

出
資

10
0
百
万
円

出
資

10
0
百
万
円

 

出
資

14
.7

百
万
リ
エ
ル
（

49
%
）

 

出
資
（

48
%
）

 

出
資
（

3%
）

 

（
技
術
者
の
派
遣
、
資
材
供
与
）
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

3）
 

外
部
評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
五

十
里

 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
武

谷
 

由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 

評
価

月
：

20
10

年
6
月

 

 
錫
輸
出
国
（
主
に
開
発
途
上
国
）

 

 
国
際
錫
協
定
（
残
高
な
し
出
資
案
件
）

 

  
19

78
年

8
月

 
出

資
承
諾

額
：

 
17

,2
45

百
万
円

 

 
第

5
次
協
定
：

19
78

年
  

第
6
次
協
定
：

19
82

年
 

出
資

実
行

額
：

 
17

,1
23

百
万
円

 

 
錫
緩
衝
在
庫
勘
定
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
他
、
錫

生
産
国
お
よ
び
消
費
国
。
第

5
次
協
定
：
生
産
国

7
カ
国
、
消

費
国

8
カ
国
、

第
6
次
協
定
：

生
産
国

6
カ
国

、
消
費

国
18

カ
国
）

 

 
国
際
錫
理
事
会

 

 

 
錫
の
国
際
取
引
を
通
じ
て
世
界
の
錫
の
需
要
調
整
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
国
際
的
な
錫
価
格

の
安
定
を
図
り
、
も
っ
て
生
産
国
の
輸
出
収
入
の
安
定
及
び
錫
産
業

の
発
展
に
寄
与
す
る
。

 

 
 

項
目

 
事
業
計
画
（

19
76

年
、

19
82

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
19

56
年
の
第

1
次
国
際
錫
協
定
発
足
以
降
、

19
76

年
に
は
第

5
次
錫
協
定
が
発
足
し
た
。
開
発
途
上
国
で
は

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、

タ
イ
や
マ
レ
ー
シ
ア
、
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
等
が
生
産
国
と
し
て
参

加
し
た
。
こ
れ
ら
の
参
加
国
は
本
協
定
に
公
式
に
加
盟
し
て
い

た
こ
と
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
の
加
盟
国
に
お
け
る
開
発
政
策
に
は

合
致
し
て
い
た
も
の
と
推
察
さ
れ
る
。

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
錫
の
輸
出
国
で
あ
る
開
発
途
上
国
（
タ
イ
、
マ
レ
ー
シ
ア
等
）

も
本
協
定
に
合
意
・
署
名
し
、
国
際
錫
協
定
へ
の
出

資
金
の
拠

出
を
行
っ
た
。
錫
輸
出
国
で
あ
る
こ
れ
ら
開
発
途
上

国
も
合
意

の
上
で
の
本
協
定
へ
の
参
加
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の

国
の
開
発
計
画
と
合
致
し
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 事
前
及
び
実
績
段
階
に
お
い
て
も
、
本
協
定
へ
の
参
加
は
、
加

盟
国
の
開
発
政
策
と
整
合
し
て
い
る
と
い
え
る
。

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
当

初
の

事
業

審
査

当
時

の
資

料
に

は
明

示
的

に
は

記
述

さ
れ

て
い

な
い

が
、

同
協

定
に

署
名

し
た

開
発

途
上

国
に

と
っ

て

は
、
錫
は
主
た
る
輸
出
産
業
で
あ
り
、
本
協
定
を
通
じ
て
国
際

的
な
錫

価
格
を
安
定
さ
せ
る
こ
と
は
、
安
定
的
な
外
貨
の
獲
得

手
段
で

あ
っ
た
と
い
う
前
提
が
あ
っ
た
も
の
と
推
測
さ
れ
る
。

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
主

た
る

輸
出

国
で

あ
る

開
発

途
上

国
の

錫
産

業
の

輸
出

額
に

占
め
る
割
合
は
、

19
76

年
当
時
の
マ
レ
ー
シ
ア
で

11
.4
％
を
占

め
て
お
り
、
加
盟
生
産
国
で
は
錫
が
主
た
る
輸
出
産
業
だ
っ
た

と
考
え
ら
れ
る
。

 

 事
前
及
び
実
績
段
階
に
お
い
て
、
本
協
定
参
加
が
加
盟
国
に
お

け
る
開
発
ニ
ー
ズ
と
合
致
し
て
い
る
と
評
価
で
き
る
。

 

妥
当
性
：

 

 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
日
本
政
府
も

19
61

年
の
第

2
次
国
際
錫
協

定
か
ら
正
式
加
盟

し
て
以
来
、
数
次
の
協
定
に
参
加
し
た
。
消
費
国
の
任
意
拠
出

が
第

4
次
協
定

か
ら
設
置
さ
れ
た
と
こ
ろ
、

19
76

年
の
第

5
次

協
定
か
ら
任
意
拠
出
を
開
始
し
て
い
る
。
こ

の
事
実
か
ら
、
日

   

 本
出
資
は
、
錫
協
定
の
目
的
に
あ
る
よ
う
に
、
開
発
途
上
に
あ

る
生
産
国
の
経
済
成
長
に
寄
与
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
、
日
本

の
国

際
貢

献
に

か
か

る
政

策
に

も
合

致
し

て
い

た
と

考
え

ら

れ
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
76

年
、

19
82

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

本
は
国

際
錫
協
定
の
目
的
を
共
有
し
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
事
業
計

画
当
時
、
本
事
業
は
以
下
の
通
り

JI
C

A
の
出
融
資
条

件
を
概
ね
満
た
し
て
い
る
。

 
①
事
業
出
資
者
（
参
考
資
料
②
ご
参
照
等
）

 
1)
本
邦
企
業

2
社
以
上
の
出
資
：
該
当
せ
ず

 
2)
本
邦
以
外

1
社
以
上
の
出
資
：
該
当
せ
ず

 
3)
中
核
企
業
の
存
在
：
該
当
せ
ず

 
②
出
資
方
法
（
参
考
資
料
①
ご
参
照
）

 
1)
本
邦
投
資
会
社
経
由
の
間
接
方
式
：
該
当
せ
ず

 
2)

JI
C

A
出
資
比

率
は
本
邦
投
資
会
社
の

50
%
以
下
：
該
当
せ
ず

3)
JI

C
A
出
資
比

率
は
現
地
会
社
出
資
総
額
の

25
%
以
下
：
該
当

せ
ず

 
4)

JI
C

A
出
資
額

は
50

億
円
以
下

：
該
当
せ

ず
 

③
相
手
国
政
府
の
要
請

 
1)
相
手
国
政
府
の
要
請
ま
た
は
歓
迎
の
意
志
表
示
：
該
当

 
消
費
国
の
任
意
拠
出
が
第

4
次
協
定
か
ら
設

置
さ
れ
た
こ
と
か

ら
、
生
産
国
か
ら
の
強
い
要
請
を
受
け
て
出

資
を
行
う
こ
と
に

し
た
も

の
。
出
資
に
あ
た
り
、
本
協
定
の
ラ
イ
議
長
よ
り
加
盟

国
を
代

表
し
て
謝
意
が
伝
え
ら
れ
た
。

 
④
事
業

内
容

 
1)
当
該

事
業

実
施
が
相

手
国

の
産
業
開

発
に

寄
与
し
、

そ
の
経

済
発
展

に
貢
献
：
該
当

 
緩
衝
在

庫
の
操
作
事
業
は
、
錫
価
格
の
安
定

、
輸
出
収
入
の
安

定
を
通

じ
、
開
発
途
上
国
の
錫
産
業
の
開
発
に
寄
与
す
る
こ
と

が
期
待

さ
れ
た
。

 
2)
日
本

と
相

手
国
と
の

関
係

緊
密
化
に

と
っ

て
重
要
で

、
経
済

交
流
促

進
に
貢
献
し
、
ま
た
は
国
際
協
調
に
よ
る
国
際
交
流
の

促
進
に

寄
与
：
該
当

 
3)
出
資

対
象

外
事
業
（

国
際

紛
争
に
関

係
、

環
境
対
策

が
不
適

切
、
日
本
の
輸
出
振
興
が
目
的
と
の
国
際
的

批
判
を
受
け
る
可

能
性
が

あ
る
も
の
）
：
該
当
せ
ず

 
⑤
事
業

達
成
の
見
込
み
：
該
当

 

 要
件
①

2)
、

3)
、
②

1)
～

4)
、
④

3)
を
満
た
し
て
い
な
い
が
、
錫

協
定
の
目
的
に
も
あ
る
と
お
り
、
緩
衝
在
庫
の
操
作
を
行
う
こ

と
に
よ
り
、
開
発
途
上
に
あ
る
産
錫
国
の
経
済
成
長
お
よ
び
社

会
発
展
に
寄
与
す
る
こ
と
か
ら
、
経
済
協
力
性
が
特
に
高
く
、

取
り
上
げ
が
適
当
と
考
え
ら
れ
る
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
JI

C
A
退
出
時
に

お
い
て
、
本
事
業
は
以
下
の
通
り

JI
C

A
の
出

融
資
条
件
を
概
ね
満
た
し
て
い
る
。

 
実

績
に

お
い

て
も

、
左

記
の

要
件

①
1)
、

3)
、

②
2)
、

3)
、

4)
,

④
3)
、
⑤
は
満
た
し
て
い
な
い
が
、
第

6
次
協
定

で
も

、「
錫
の

輸
出
に
よ
る
収
入
、
特
に
開
発
途
上
生
産
国
の
錫
の
輸
出
に
よ

る
収
入
の
増
加
に
寄
与
す
る
措
置
を
と
る
こ
と
に
よ

り
、
開
発

途
上

生
産

国
が

急
速

な
経

済
成

長
及

び
社

会
開

発
の

た
め

に

資
金
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
」
が
目
的
と
さ

れ
て
お
り
、
経
済
協
力
性
が
高
い
こ
と
か
ら
、
要
件
は
満
た
し

て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 
  

 本
事
業
は
、
計
画
及
び
実
績
段
階
の
ど
ち
ら
に
お
い
て
も
、
海

外
投
融
資
の
出
融
資
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
。
し
か
し
、
本

協
定

へ
の

参
加

の
た

め
に

は
、

出
資

が
求

め
ら

れ
て

い
た

た

め
、
円
借
款
な
ど
別
の
ス
キ
ー
ム
に
よ
る
参
加
は
不
可
能
で
あ

り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
と
い
う
選
択
は
妥
当
で
あ
っ
た

と
考
え
ら
れ
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
76

年
、

19
82

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

 な
お
、
同
協
定
へ
の
参
加
に
あ
た
っ
て
は
、
出
資
が
求
め
ら
れ

て
い
る

た
め
、
円
借
款
等
の
ス
キ
ー
ム
で
は
対
応
で
き
ず
、
可

能
な

選
択

肢
は

海
外

投
融

資
で

の
出

資
の

み
で

あ
っ

た
と

推

測
さ
れ

る
。

 
（
注
）
本
項
目
で
は
、

19
90

年
に
作
成
さ
れ
た
中
小
型
出
融
資

の
基
準
を
用
い
て
評
価
し
て
い
る
。

 

 
以
上
よ
り
、
本
協
定
の
実
施
は
参
加
国
の
開
発
政
策
、
開
発
ニ

ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、
投
融
資
ス
キ

ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、
妥
当
性
は
高

い
。

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
：
緩
衝
在
庫
の
規
模

 
(a

) 
第

5
次
協
定

 
緩
衝
在
庫
は
、
以
下
を
予
定
し
て
い
た
。

 
義
務
拠
出
（
生
産
国
）
：

20
,0

00
ト
ン

 
任
意
拠
出
（
消
費
国
）
：

20
,0

00
ト
ン

 
合
計
：
 

  
 
 
 
 

40
,0

00
ト
ン

 
 (b

) 
第

6
次
協
定

 
国
際
錫
協
定
第

21
条
に
は
、
緩
衝
在
庫
の
規
模
は
以
下
の
と

お
り
定
め
ら
れ
て
い
る
。

 
通
常
緩
衝
在
庫
：
 

  
30

,0
00

ト
ン

 
追
加
緩
衝
在
庫
：
 

  
20

,0
00

ト
ン

 
合
計
：
 
 
 
 
 

  
50

,0
00

 ト
ン

 
な
お
、
通
常
緩
衝
在
庫
は
政
府
拠
出
に
よ
っ
て
賄
わ
れ
、
追
加

緩
衝

在
庫

は
政

府
保

証
ま

た
は

政
府

約
束

を
担

保
と

す
る

借

入
に
よ

っ
て
賄
わ
れ
る
予
定
で
あ
っ
た
。

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
：
緩
衝
在
庫
の
規
模

 
(a

) 
第

5
次
協
定
（

19
82

年
4
月

時
点
）

 
緩
衝
在
庫
（
最
大
量
：
実
績
）

 
追
加
拠
出
（
生
産
国
）
：

 1
2,

50
0
ト
ン

 
任
意
拠
出
（
消
費
国
）
：

  
2,

00
0
ト
ン

 
手
持
ち
在
庫
：
 
 
 
 

12
,0

00
ト
ン

 
 
合
計
：
 
 
 
 
 
 

  
26

,5
00

ト
ン
 

 
 (b

) 
第

6
次
協
定

（
19

84
年

9
月

末
時
点
）

 
緩
衝
在
庫
（
最
大
量
：
実
績
）

 
32

,1
03

ト
ン
（
詳
細
不
明
）

 
第

6
次
協
定
で

は
、

19
85

年
に
財
政
破
綻
し
、
そ
の
後
在
庫
操

作
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。

 
   

 入
手
可
能
な
範
囲
の
資
料
に
よ
れ
ば
、
緩
衝
在
庫
に
対
す
る
出

資
の
規
模
は
、
第

5
次
・
第

6
次
協
定
と
も
、
出
資
に
至
ら
な

か
っ
た
加
盟
国
（
生
産
国
及
び
消
費
国
）
が
あ
る
こ
と
も
あ
り
、

当
初
予
定
額
を
下
回
っ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
実
際
の
緩
衝
在

庫
規
模
も
当
初
予
定
を
下
回
っ
た
。
し
か
し
、
同
在
庫
規
模
は
、

償
還
在
庫
上
限
に
ほ
ぼ
近
い
水
準
だ
っ
た
た
め
、
出
資
金
が
ほ

ぼ
市
場
介
入
に
使
わ
れ
た
と
思
わ
れ
る
。

 
第

6
次
協
定
で

は
、

19
85

年
に
財
政
破
綻
し
、
そ
の
後
在
庫
操

作
は
行
わ
れ
て
お
ら
ず
、
当
初
想
定
さ
れ
た
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は

実
現
し
て
い
な
い
。

 

効
率
性
：

 

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
①
出
資
額

 
(a

) 
第

5
次
協
定
：

 2
76

,3
20

千
ポ
ン
ド
（
推
定
）

 
＊

 1
ト
ン
あ
た
り

6,
90

8
ポ
ン
ド
（

19
77

年
12

月
時
点
）

 (b
) 
第

6
次
協
定

：
 2

12
,5

25
千
ポ
ン
ド
（
推
定
）

 
＊

1
ト
ン
あ
た
り

7,
08

4.
18

ポ
ン
ド
（

19
82

年
5
月
時
点
）

   ②
期
間

 
(a

) 
第

5
次
協
定
：

19
76

年
7
月

～
19

81
年

6
月

（
60

ヶ
月

）

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
①
出
資
額

 
(a

) 
第

5
次
協
定
：

14
6,

52
6
千
ポ
ン
ド

 
- 
生
産
国
に
よ
る
出
資
：
 
 

11
4,

89
2
千
ポ
ン
ド

 
- 
消
費
国
に
よ
る
出
資
：

  
 

31
,6

34
千
ポ
ン
ド

 
 (b

) 
第

6
次
協
定

：
 1

39
,3

17
千
ポ
ン
ド

 
- 
第

5
次
協
定

か
ら
の
振
替
：

10
0,

65
9
千
ポ
ン
ド

 
  

- 
追
加
拠
出
額
：
 
 
 
 
 

 3
8,

65
8
千
ポ
ン
ド

 
 

②
期
間

 
(a

) 
第

5
次
協
定
：

19
76

年
7
月

～
19

82
年

6
月

（
72

ヶ
月
）

 ①
出
資
額

 
(a

) 
第

5
次
協
定
 
計
画
比
：

53
.0

%
 

(b
) 
第

6
次
協
定

 
計
画
比
：

65
.6

%
 

出
資
金
額
は
当
初
想
定
よ
り
も
小
さ
く
な
っ
た
が
、
こ
れ
は
緩

衝
在

庫
規

模
が

小
さ

く
な

っ
た

た
め

協
定

の
規

定
に

あ
わ

せ

て
減
額
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
効
率
性
に
は
影
響
し
な
い
。

 
   ②
期
間

 
(a

) 
第

5
次
協
定
 
計
画
比
：

12
0.

0%
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
76

年
、

19
82

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(b
) 
第

6
次
協
定
：

19
82

年
7
月

～
19

87
年

6
月
（

60
ヶ
月
）

  

(b
) 
第

6
次
協
定
：

19
82

年
7
月

～
19

85
年

10
月
（

40
ヶ
月
、

財
務
破
綻
）
＊
第

6
次
協
定
の

財
務
破
綻
後
、
金
融
機
関
や
ブ

ロ
ー

カ
ー

な
ど

が
債

権
の

救
済

を
求

め
て

国
際

錫
理

事
会

及

び
加
盟
国
に
対
し
て
訴
訟
を
起
こ
し
た
。

19
88

年
4
月
、
国
際

錫
理
事
会
が
敗
訴
し
、
資
産
の
凍
結
命
令
が
出
さ
れ
た
。
協
定

の
失
効
日
は
不
明
。

 

(b
) 
第

6
次
協
定

 
計
画
比
：

66
.7

%
 

第
5
次
協
定
に

つ
い
て
は
、
期
間
が

1
年
延
長

さ
れ
て
い
る
。

入
手
し
た
資
料
か
ら
は
こ
の
背
景
は
不
明
な
が
ら
、
第

6
次
協

定
で
は
主
要
消
費
加
盟
国
が
本
協
定
に
不
参
加
で
あ
り
、
当
該

協
定

を
開

始
す

る
ま

で
に

様
々

な
交

渉
が

必
要

で
あ

っ
た

た

め
と
思
わ
れ
る
。
第

5
次
協
定

の
延
長
時
の
協
定
内
容
に
特
に

変
更
は
な
く
、
緩
衝
在
庫
も

6
次
協
定
に
引
き
継
が
れ
た
こ
と

か
ら
、
効
率
性
を
低
下
さ
せ
る
も
の
で
は
な
い
と
い
え
る
。

 
第

6
次
協
定
で

は
、

19
85

年
の
財
政
破
綻
の
た
め
、
在
庫
操
作

が
行
わ
れ
た
期
間
は
当
初
想
定
よ
り
も

2
年
間

短
縮
さ
れ
た
。

 
 

 
以
上
よ
り
、
財
政
破
綻
の
た
め
想
定
さ
れ
て
い
た
在
庫
操
作
が

行
わ
れ
て
お
ら
ず
、
効
率
性
は
低
い
。

 

(1
)緩

衝
在
庫
操
作
を
通
し
て
の
目
標

 
①
錫
価

格
の
安
定

 
本
協
定

は
、

(a
)世

界
に
お
け
る
錫
の
生
産
と

消
費
と
の
間
の
調

整
を

図
る

こ
と

及
び

錫
の

過
剰

ま
た

は
不

足
か

ら
生

じ
る

重

大
な
困
難
を
緩
和
す
る
こ
と
、

(b
)錫

の
価
格
及
び
錫
の
輸
出
に

よ
る
収
入
の
過
度
の
変
動
を
防
止
す
る
こ
と
、
な
ど
を
目
的
と

し
て
い
た
。

 
 

(1
)緩

衝
在
庫
操
作
を
通
し
て
の
目
標

 
①
錫
価
格
の
安
定

 
緩
衝
在
庫
を
用
い
た
錫
の
買
い
支
え
及
び
輸
出
規
制
に
よ
り
、

19
80

年
か
ら

19
84

年
の
間
、
錫
の
価
格
は
下
方
介
入
義
務
価

格
を
下
回
っ
た
場
合
が
あ
っ
た
が
、
短
期
間
で
あ
っ
た
。

 
特
に
、

19
82

年
4
月
以
降
は
、
輸
出
規
制
を
実
施
し
た
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
非
加
盟
国
の
一
部
の
生
産
国
が
錫
を
増
産
し
た
こ

と
な
ど
に
よ
り
、
本
協
定
に
よ
る
買
い
支
え
の
効
果
は
減
殺
さ

れ
、
錫
価
格
は
協
定
上
の
下
限
価
格
に
は
り
付
く
よ
う
に
推
移

し
た
。

 
さ
ら
に
、

19
84

年
末
に
は
緩
衝
在
庫
は
ほ
ぼ
上
限
に

達
し
、
資

金
繰
り
の
悪
化
に
よ
る

19
85

年
10

月
の
財
政
破
綻
後
は
、
錫

価
格
が
大
幅
に
低
下
し
た
。

 

 ①
錫
価
格
の
安
定

 
入
手
可
能
な
資
料
の
範
囲
で
は
、
売
買
操
作
基
準
に
則
っ
た
操

作
に

よ
り

錫
の

市
場

価
格

が
下

振
れ

し
た

時
に

は
買

い
取

り

が
行
わ
れ
て
お
り
、

19
85

年
ま
で
は
開
発
途
上
国
経
済
に
影
響

を
与

え
る

価
格

下
振

れ
リ

ス
ク

を
軽

減
す

る
為

に
有

効
に

機

能
し
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 
し

か
し

、
錫

の
慢

性
的

供
給

過
剰

が
あ

っ
た

に
も

か
か

わ
ら

ず
、
市
場
介
入
の
基
準
と
な
る
価
格
帯
が
高
め
に
設
定
さ
れ
て

お
り
、
必
ず
し
も
錫
価
格
が
適
正
な
水
準
で
安
定
し
た
と
は
言

え
な
い
。

 
 

②
錫
の

需
要
と
供
給
の
適
合

 
協
定
理

事
会
は
、
錫
地
金
の
価
格
が
最
低
価
格
と
最
高
価
格
の

間
に
維

持
さ
れ
る
よ
う
に
、
需
要
と
供
給
を
適
合
さ
せ
る
こ
と

を
任
務

と
し
て
い
た
。

 
ま
た
、
協
定
理
事
会
で
は
、
生
じ
る
恐
れ
の
あ
る
供
給
と
需
要

の
不

均
衡

を
是

正
す

る
た

め
に

十
分

な
錫

地
金

を
緩

衝
在

庫

に
保
有

す
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
い
た
。

 

②
錫
の
需
要
と
供
給
の
適
合

 
19

84
年

末
に

は
緩

衝
在

庫
水

準
が

上
限

に
達

し
た

こ
と

に
加

え
、
非
加
盟
国
の
過
剰
生
産
も
あ
り
、
供
給
が
需
要

を
超
過
し

た
こ
と
も
あ
り
、
緩
衝
在
庫
で
吸
収
で
き
な
い
市
中
の
在
庫
が

増
加
し
た
。

 

②
錫
の
需
要
と
供
給
の
適
合

 
下
限
価
格
で
の
市
場
介
入
の
結
果
、
錫
価
格
が
本
来
の
市
場
価

格
に
比
べ
て
高
止
ま
り
し
、
非
加
盟
国
に
よ
る
増
産
を
招
い
た

結
果
、
市
中
の
在
庫
量
が
増
加
し
た
た
め
、
錫
の
需
要
と
供
給

の
適
合
に
寄
与
し
た
と
は
言
え
な
い
。

 
  

有
効
性
：

 

 
以
上
よ
り
、
本
協
定
の
実
施
に
よ
る
効
果
発
現
は
計
画
と
比
し

て
限
定
的
で
あ
り
有
効
性
は
低
い
。

 

イ
ン
パ
ク
ト

 

（
有

効
性

の
評

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

）
 

- 
開
発

途
上
の
錫
生
産
国
の
輸
出
収
入
の
安
定

 
(1

)イ
ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
主
た
る
開
発
途
上
国
で
あ
る
加
盟
国
（
タ
イ
、
マ
レ

ー
シ
ア
）

 加
盟
生
産
国
の

G
D

P
成
長
率
な
ど
か
ら
見
る
と
、
錫
協
定
は
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
76

年
、

19
82

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

- 
開
発
途
上
の
錫
生
産
国
の
錫
産
業
の
開
発

 
           (2

)そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
確

認
で

き
る

資
料

か
ら

は
、

問
題

は
特

に
想

定
さ

れ
て

い
な

い
。

 
 

の
19

76
年
か

ら
19

85
年
ま
で

の
年
平
均

G
D

P
成
長
率
は
タ

イ
8.

5%
、
マ
レ
ー
シ
ア

8.
1%

で
あ
り
、
各
国
に
お
け
る
輸
出

に
お

け
る

割
合

を
考

え
る

と
、

錫
生

産
国

の
輸

出
収

入
の

安

定
、

錫
産

業
の

開
発

は
実

現
さ

れ
て

い
た

も
の

と
考

え
ら

れ

る
。

 
し
か
し
な
が
ら
、
下
限
価
格
で
の
市
場
介
入
に
よ
り

、
錫
価
格

が
本
来
の
市
場
価
格
に
比
べ
て
高
止
ま
り
し
た
た
め
、
産
業
界

は
製
造
コ
ス
ト
の
上
昇
を
避
け
る
た
め
、
代
替
品
の
開
発
や
省

錫
の
促
進
を
行
っ
た
。
そ
の
た
め
、
本
協
定
に
よ
り
市
場
介
入

を
行
っ
た
結
果
、
錫
自
体
に
対
す
る
需
要
が
低
下
し
た
と
考
え

ら
れ
る
。

 
 (2

)そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
国
際
錫
協
定
の
破
綻
後
、
こ
れ
を
発
端
と
し
た
錫
危
機
が
発
生

し
た
。
錫
価
格
が
大
幅
に
下
落
す
る
と
と
も
に
、
ロ
ン
ド
ン
金

属
取
引
所
で
の
錫
取
引
が
停
止
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
結
果
、

生
産
国
の
錫
産
業
は
大
幅
な
縮
小
に
追
い
込
ま
れ
た
。
タ
イ
で

は
19

80
年
に
錫
製
鉱
の
生
産
高
は
年
間

34
,7

00
ト
ン
だ
っ
た

が
19

97
年
に

は
75

6
ト
ン
（

▲
97

.9
％
）
ま
で
減
少

し
た

1 。

マ
レ
ー
シ
ア
の
錫
生
産
も
、

19
72

年
の
年
間

77
,0

00
ト
ン
を

ピ
ー
ク
に
、

19
96

年
に
は

5,
00

0
ト
ン
（
▲

94
.6
％
）
に
減
少

し
た
。
こ
の
間
、
マ
レ
ー
シ
ア
の
錫
鉱
山
は

85
0
ヶ
所
か
ら

35
ヶ
所
ま
で
減
少
し
た

2 。
 

錫
生
産
国
の
輸
出
収
入
の
安
定
、
錫
産
業
の
開
発
に
相
応
に
寄

与
し
て
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
。

 
し
か
し
な
が
ら
、
錫
価
格
の
高
止
ま
り
は
、
錫
の
需
要
低
下
を

招
き
、
さ
ら
に
国
際
錫
協
定
の
財
務
破
綻
を
発
端
と
す
る
錫
危

機
に
よ
り
、
結
果
と
し
て
生
産
国
の
錫
産
業
は
大
き
な
経
済
的

打
撃
を
受
け
た
。

 

価
に
含
む
）

 

 
以
上
よ
り
、
本
協
定
は
生
産
国
の
輸
出
収
入
の
安
定
及
び
錫
産

業
の
開
発
に
相
応
に
寄
与
し
た
と
思
わ
れ
る
も
の
の
、
そ
の
後

の
錫

危
機

に
よ

る
生

産
国

へ
の

負
の

イ
ン

パ
ク

ト
は

大
き

か

っ
た
。

 

持
続
性
：

 
①
運
営
の
体
制

 
国
際
錫
協
定
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
国
際
錫
理
事
会
は
、
全
て

の
加
盟
国
で
構
成
さ
れ
て
お
り
、
協
定
の
運
用
や
実
施
を
行
う

こ
と
と
な
っ
て
い
た
。
理
事
会
は
、
緩
衝
在
庫
管
理
官
及
び
理

事
会
の
事
務
局
長
を
任
命
し
、
事
務
局
は
ロ
ン
ド
ン
に
設
置
し

た
。

 
 ②
技
術
面
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
緩
衝
在
庫
管
理
官
は
、
協
定
の
規
定
及
び
理
事
会
の
指
示
の
範

①
運
営
の
体
制

 
入
手
資
料
か
ら
は
、
協
定
に
定
め
ら
れ
た
運
営
体
制
に
関
す
る

各
種

問
題

解
決

の
た

め
の

協
議

な
ど

が
行

わ
れ

た
記

録
が

な

い
こ
と
か
ら
、
協
定
の
定
め
に
従
い
、
議
長
の
選
任

、
事
務
局

長
の
任
命
が
行
わ
れ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 
  ②
技
術
面
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
入
手
資
料
か
ら
は
、
協
定
に
定
め
ら
れ
た
運
営
体
制
に
関
す
る

 入
手
可
能
な
資
料
か
ら
判
断
す
る
限
り
、
運
営
の
体
制
お
よ
び

技
術

面
の

チ
ェ

ッ
ク

に
つ

い
て

の
問

題
は

確
認

で
き

な
か

っ

た
。

 
緩
衝
在
庫
勘
定
は
、
借
入
に
依
存
し
た
形
と
な
っ
て
お
り
、
財

務
面

に
つ

い
て

日
本

を
含

め
た

加
盟

国
か

ら
指

摘
や

改
善

提

案
が
行
わ
れ
て
い
る
も
の
の
対
応
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
理
事

会
の

意
思

決
定

に
問

題
が

あ
っ

た
と

は
言

い
切

れ
な

い
も

の

の
、
財
務
上
の
脆
弱
性
へ
の
対
処
は
適
切
で
な
か
っ
た
と
考
え

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
1  2

00
2
年

3
月
 

金
属
情
報
セ
ン
タ
ー
、
金
属
資
源
レ
ポ
ー
ト

V
ol

.3
1「

タ
イ
に
お
け
る
主
要
金
属
鉱
業
の
概
要
と
鉱
業
開
発
事
業
計
画
」

 
2  1

99
7
年

3
月
 

金
属
鉱
業
事
業
団
 

M
M

A
J
カ

レ
ン
ト
ト
ピ
ッ
ク
ス
 
「
マ
レ
ー
シ
ア
の
鉱
業
の
現
状
と
今
後
の
動
向
」
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
76

年
、

19
82

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

囲
内
で

、
緩
衝
在
庫
の
操
作
に
つ
き
議
長
に
対
し
て
責
任
を
負

っ
て
い

た
。

 
  ③
審
査

お
よ
び
収
益
面
で
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
国

際
錫

協
定

で
は

、
理

事
会

の
任

務
の

遂
行

を
補

助
す

る
た

め
、
補
助
機
関
が
設
置
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

て
い
た
。
緩
衝
在

庫
の
運

営
に
関
し
て
は
、
経
済
及
び
価
格
検

討
委
員
会
、
緩
衝

在
庫
財

政
委
員
会
な
ど
が
関
与
し
て
い
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

  ④
実
施

機
関
の
収
益
・
財
務

 
協
定
の

運
用
・
実
施
の
た
め
に
、
運
営
勘
定
と
緩
衝
在
庫
勘
定

が
設
置

さ
れ
る
予
定
で
あ
っ
た
。
国
際
錫
協
定
理
事
会
及
び
同

事
務
局

で
は
、
運
営
勘
定
と
緩
衝
在
庫
勘
定
を
有
す
る
こ
と
と

な
っ
て

お
り
、
運
営
勘
定
は
理
事
会
の
運
営
費
（
加
盟
国
政
府

が
分

担
）
、

緩
衝

在
庫

勘
定

は
緩

衝
在

庫
の

操
作

の
た

め
に

必

要
な
費

用
（
借
入
、
保
管
、
委
託
、
保
険
等
）
と
し
て
活
用
さ

れ
る
こ

と
と
な
っ
て
い
た
。
日
本
に
お
い
て

は
、
政
府
が
運
営

勘
定
を

分
担
し
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
資
金
が
緩
衝
在
庫
勘
定

に
使
わ

れ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 
 緩
衝
在

庫
勘
定
は
、
錫
地
金

30
0,

00
0
ト
ン
の
通
常
緩
衝
在
庫

と
錫

地
金

20
,0

00
ト

ン
の

追
加

緩
衝

在
庫

に
よ

っ
て

構
成

さ

れ
る
。
追
加
緩
衝
在
庫
は
、
錫
地
金
を
担
保
と
し
た
借
入
に
よ

り
賄
わ

れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
た
。

 
緩
衝
在

庫
の
操
作
は
協
定
の
終
了
に
あ
わ
せ
て
終
止
さ
れ
、
緩

衝
在
庫

は
清
算
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。
不
足
額
が
発
生

し
た
場

合
に
は
、
加
盟
国
に
拠
出
分
に
比
例
し
て
割
り
当
て
ら

れ
る
こ

と
に
な
っ
て
い
た
。

 
 ⑤
運
営

状
況
 

--
- 

 
 

協
議
な
ど
が
行
わ
れ
た
記
録
が
な
い
こ
と
か
ら
、
協
定
の
定
め

に
従
い
、
緩
衝
在
庫
管
理
官
は
任
務
を
遂
行
し
た
も
の
と
考
え

ら
れ
る
。

 
 ③
審
査
お
よ
び
収
益
面
で
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
緩
衝
在
庫
財
政
委
員
会
で
は
、
在
庫
の
増
加
と
資
金
不
足
の
発

生
に
際
し
て
資
金
拡
充
策
が
検
討
さ
れ
た
。

 
し
か
し
、

19
83

年
7
月
の
同
委

員
会
で
資
金
拡
充
策
が
見
送
ら

れ
た
こ
と
に
よ
り
、
錫
価
格
が
低
下
し
た
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て

い
る
。

 
 ④
実
施
機
関
の
収
益
・
財
務

 
運
営
勘
定
に
つ
い
て
は
、
協
定
に
記
載
さ
れ
て
い
る
と
お
り
、

理
事
会
で
議
論
さ
れ
た
。
入
手
可
能
な
資
料
か
ら
は

、
不
必
要

な
経
費
は
削
減
し
よ
う
と
し
て
い
る
努
力
が
見
ら
れ
る
。

 
緩
衝
在
庫
勘
定
に
関
し
て
は
、
緩
衝
在
庫
の
上
限
ま
で
買
い
支

え
を
行
っ
た
こ
と
か
ら
介
入
資
金
が
不
足
、
保
有
す
る
錫
を
担

保
と
し
て
金
融
機
関
な
ど
か
ら
借
入
を
行
い
、
買
操
作
を
行
っ

た
。
し
か
し
、
非
加
盟
国
の
増
産
、
消
費
国
の
省
錫
化
等
に
よ

り
、
金
融
機
関
が
融
資
枠
を
縮
小
し
た
た
め
、
急
速
に
資
金
不

足
が
進
み
、
財
政
破
綻
に
至
っ
た
。
財
務
状
況
が
脆
弱
で
あ
る

こ
と
は
、
複
数
の
加
盟
国
か
ら
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
日
本
か
ら

も
構
造
的
な
問
題
の
解
決
の
提
案
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
他
加

盟
国
と
の
意
見
調
整
が
難
航
し
、
実
現
し
な
か
っ
た
。

 
       ⑤
運
営
状
況

 
緩

衝
在

庫
管

理
官

は
与

え
ら

れ
た

任
務

を
遂

行
し

た
と

考
え

ら
れ
る
。
し
か
し
、
急
速
な
資
金
不
足
に
よ
り
財
政
破
綻
に
至

っ
た
。
 

ら
れ
る
。

 
  

 
以
上
よ
り
、
償
却
前
の
本
事
業
の
維
持
管
理
は
、
財
務
に
重
大

な
問
題
が
あ
り
、
本
協
定
に
よ
っ
て
発
現
し
た
効
果
の
持
続
性

は
低
か
っ
た
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
76

年
、

19
82

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

事
業

計
画

段
階

で
本

事
業

の
収

支
に

つ
い

て
の

明
示

的
な

記

述
は
な

い
が
、
許
容
可
能
な
損
失
額
等
に
つ
い
て
の
記
述
も
な

い
こ
と

か
ら
、
元
本
を
割
り
込
ま
な
い
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い

た
と
推

測
さ
れ
る
。

 

全
出
資
額
（

17
,1

23
百
万
円
）
の
う
ち
、

7,
00

0
百
万
円
が
返

金
さ
れ
た
。
残
る

10
,1

13
百
万

円
が
回
収
不
能
と
な
っ
た
。

 
 

JI
C

A
の
収
支

は
10

,1
13

百
万
円
の
赤
字
と
な
っ
た
。

 
 

JI
C

A
の
収
支
：

 

 
以
上
よ
り
、
本
協
定
に
よ
り

JI
C

A
は
損
失
が
あ

っ
た
。

 

【
項
目

別
評
価
】

 
①
財
務

的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

 
②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

 
③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。

 
④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
せ
ず
。

 
⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
せ
ず
。

 
 特
記
事
項
：

  
①
②
④
本
事
業
は
、
錫
の
需
給
と
国
際
価
格
の
安
定
を
図
る
も

の
で
あ
り
、
協
定
の
趣
旨
に
民
間
資
金
の
導
入
は
そ
ぐ
わ
な
い

も
の
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 
ま
た
日
本
政
府
の
一
般
予
算
と
比
較
し
た
場
合
、
そ
の
資
金
を

よ
り

弾
力

的
か

つ
機

動
的

に
運

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
と

い

う
理
由
も
あ
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
拠
出
が
行
わ
れ
た
理
由

で
あ
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

【
項
目
別
評
価
】

 
①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

 
②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

 
③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。

 
④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
せ
ず
。

 
⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
せ
ず
。

 
 特
記
事
項
：

  
①
④
当
初
想
定
さ
れ
た
と
お
り
、
民
間
か
ら
の
出
資
ま
た
は
政

府
の
一
般
予
算
か
ら
の
拠
出
は
行
わ
れ
ず
、
理
事
会
か
ら
の
出

資
要
請
に
応
え
る
形
で
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
が
行
わ
れ

た
。

 

       特
記
事
項
：

 
①

④
営

利
目

的
で

は
な

い
本

協
定

に
基

づ
く

錫
価

格
安

定
化

の
た
め
の
売
買
に
対
し
て
は
、
民
間
企
業
が
出
資
す
る
こ
と
は

不
可
能
で
あ
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
が
不
可
欠
だ
っ
た

と
い
え
る
。

 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：

 

 
以
上
か
ら
、
計
画
時
お
よ
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が

支
援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
か
っ
た
。

 

JI
C

A
へ
の
提
言

 

 

 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
・
 
本
協
定
で
は
、
主
要
な
生
産
国
及
び
消
費
国
が
加
盟
し
て
お
ら
ず
、
加
盟
し
て
い
た
場
合
で
あ
っ
て
も
出
資
へ
の
参
加
が
な
か
っ
た
。
そ
の
た
め
、
協
定
で
錫
価
格
の
下
支
え
及
び
生
産
規
制

を
実
施
し
た
が
、
特
に
非
加
盟
国
が
増
産
を
行
っ
た
こ
と
が
供
給
過
剰
の
大
き
な
要
因
と
な
り
、
結
果
と
し
て
、
本
協
定
の
介
入
資
金
が
枯
渇
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
ゆ
え
に
、
特
定
の
国
・

機
関
な
ど
が
参
加
し
な
い
こ
と
で
制
度
の
持
続
性
が
危
ぶ
ま
れ
る
場
合
、
そ
の
よ
う
な
国
・
機
関
が
参
加
す
る
こ
と
を
、
制
度
開
始
も
し
く
は
日
本
の
参
加
条
件
と
す
る
よ
う
日
本
政
府
に
働

き
か
け
る
べ
き
で
あ
る
。

 
・
 
本
協
定
で
は
、
加
盟
国
内
の
利
害
が
一
致
せ
ず
、
介
入
を
行
う
た
め
の
錫
の
基
準
価
格
の
下
方
修
正
が
困
難
で
あ

っ
た
。
そ
の
た
め
錫
価
格
が
実
勢
価
格
よ
り
も
高
い
水
準
に
留
ま
る
こ
と
に

な
り
、
錫
の
過
剰
供
給
を
引
き
起
こ
し
た
大
き
な
原
因
の

1
つ

で
あ
っ
た
。
ゆ
え
に
、
関
係
者
の
利
害
が
対
立
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
事
前
に
見
直
し
方
法
や
意
思
決
定
方
法
を
定
め
て
お

く
べ
き
で
あ
る
。

 
・
 
本
協
定
で
は
、
介
入
資
金
の
一
部
を
錫
地
金
を
担
保
と
し
た
金
融
機
関
か
ら
の
借
入
に
依
存
し
て
い
た
た
め
、
制
度
的
・
財
務
的
に
不
安
定
に
な
り
や
す
い
課
題
が
あ
っ
た
。
よ
っ
て
、
フ

ァ

ン
ド
へ
出
資
を
行
う
際
に
は
、
借
入
へ
の
過
度
の
依
存
を
避
け
る
な
ど
、
制
度
上
、
財
務
上
の
安
定
性
を
確
保
す
る
べ
き
で
あ
る
。

 

 
そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）

 
特
に
な
し
。

 

 

70



   参
考
資
料
 
①
：
事
業
・
ス
キ
ー
ム

 

出
資

国
（
加

盟
国

）

輸
出

国

日
本

国
構

成

緩
衝

在
庫
管
理
官

そ
の

他
輸

入
国

出
資

日
本
国
政
府

（
国
際
錫
協
定

の
権
利
義
務

の
主
体
）

（
当
時
）
海
外
経
済
協
力

基
金

（
基
金
と
国
際
錫
理

事
会
と
の

間
の
取

極
め
に
よ
り
、
出
資
・
返
還
と
言
う
実
施

上
の
権
利
、
義
務
の
主

体
と
な
る
。
）

運
営
勘
定

緩
衝

在
庫

勘
定

錫

売
買

操
作

基
準
に
則
っ
て

売
買

国
際

錫
協
定
理
事
会

国
際

錫
協
定
加
盟
国
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   参
考
資
料
 
②
：
事
業
出
資
構
成
：
第

6
次
錫
協
定
各
国
出
資
額

 

　
　

第
6 次

B
S

へ
の

拠
出

義
務
ト

ン
数

第
5 次

B
S

に
お

け
る

各
国
の

持
分

5 次
B

S か
ら

6 次
B

S へ
の

振
替
ト

ン
数

5 次
B

S に
残

る
ト
ン

数

6 次
B

S に
追

加
拠
出

す
べ

き
ト
ン

数

要
拠
出

額
の

ポ
ン

ド
換

算
額

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ポ
ン
ド

＜
生
産

国
＞

オ
ー
ス

ト
ラ
リ

ア
90

1
11

76
90

1
27

5
0

0
イ

ン
ド

ネ
シ
ア

2,
45

6
2,

90
8

2,
45

6
45

2
0

0
マ

レ
ー

シ
ア

4,
01

5
7,

76
1

4,
01

5
3,

74
6

0
0

ナ
イ
ジ

ェ
リ
ア

17
0

18
9

17
0

19
0

0
ボ

リ
ビ

ア
0

0
0

31
95

0
0

タ
イ

2,
13

8
71

9
71

9
0

14
19

10
,0

52
,4

51
ザ

イ
ー

ル
15

3
18

2
15

3
29

0
0

生
産
国

計
9,

83
3

16
,1

30
8,

41
4

7,
71

6
1,

41
9

10
,0

52
,4

51

＜
消
費

国
＞

カ
ナ
ダ

50
4

31
5

31
5

0
18

9
1,

33
8,

91
0

E
E

C ベ
ル

ギ
ー

/ ル
ク

セ
ン

ブ
ル
グ

28
8

12
5

12
5

38
16

3
1,

15
4,

72
1

デ
ン

マ
ー

ク
18

56
18

0
0

0
フ

ラ
ン
ス

1,
03

8
1,

00
9

1,
00

9
0

29
20

5,
44

1
西

ド
イ

ツ
1,

45
4

0
0

0
14

54
10

,3
00

,3
98

ギ
リ

シ
ャ

44
0

0
0

44
31

1,
70

4
ア

イ
ル
ラ

ン
ド

1
0

0
0

1
7,

08
4

イ
タ

リ
ア

64
2

0
0

0
64

2
4,

54
8,

04
4

オ
ラ

ン
ダ

50
9

48
9

48
9

0
20

14
1,

68
4

イ
ギ

リ
ス

1,
08

9
1,

00
5

1,
00

5
0

84
59

5,
07

1
フ

ィ
ン

ラ
ン
ド

21
0

0
0

21
14

8,
76

8
イ

ン
ド

25
6

0
0

0
25

6
1,

81
3,

55
0

日
本

3,
22

5
2,

78
6

2,
78

6
0

43
9

3,
10

9,
95

5
ノ

ル
ウ

ェ
ー

48
55

48
7

0
0

ポ
ー
ラ

ン
ド

41
4

0
0

0
41

4
2,

93
2,

85
1

ス
ウ
ェ

ー
デ
ン

45
0

0
0

45
31

8,
78

8
ス

イ
ス

84
0

0
0

84
59

5,
07

1
米

国
30

0
30

0
0

ユ
ー
ゴ

ス
ラ
ビ

ア
15

3
0

0
0

15
3

1,
08

3,
88

0
消

費
国

計
9,

83
3

5,
87

0
5,

79
5

75
4,

03
8

28
,6

05
,9

19

合
計

19
,6

66
22

,0
00

14
,2

09
7,

79
1

5,
45

7
38

,6
58

,3
70
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   参
考
資
料
 
③
：
錫
価
格
動
向

 

緩
衝

在
庫
状
況

 
錫

の
価

格
推
移

 

 
 

 出
所
：
経
済
産
業
省
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

4）
 

外
部
評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
五

十
里

 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
武

谷
 

由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
評

価
月

9
20

10
年
 6
月

 

国
名

：
 

イ
ラ
ン

 

案
件

名
：

 
イ
ラ
ン
に
お
け
る
石
油
化
学
製
造
合
弁
事
業
（
残
高
な
し
出
資
案
件
）

 

出
資

承
諾

日
：

  
19

80
年

3
月

 
出

資
承
諾

額
：

 
20

,0
00

百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

80
年

 
出

資
実
行

額
：

 
5,

40
0
百
万
円

 

JI
C

A
出

資
先

：
 

日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
中
核
企
業

5
社
等
）

 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
石
油
化
学
製
造
会
社
（
株
主
構
成
：
日
本
側
出
資
会
社
、
現
地
国
営
石
油
化
学
会
社
。
合
併
解
消
後
は
、
イ
ラ
ン
国
内
の
事
業
会
社
（
「
イ
ラ
ン
側
事
業
会
社
」
）
が

事
業
を
継
続
。
）

 
 

事
業

目
的

：
 

イ
ラ
ン
に
お
い
て
油
田
ガ
ス
及
び
ナ
フ
サ
を
原
料
に
、

L
PG

、
ベ
ン
ゼ
ン
、
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
、
塩
ビ
モ
ノ
マ
ー
等
の
石
油
化
学
製
品
を
生
産
す
る
石
油
化
学
コ
ン
プ
レ
ッ

ク
ス
を
建
設
・
操
業
す
る
こ
と
に
よ
り
、
同
国
の
石
油
化
学
製
品
の
安
定
的
供
給
を
図
り
、
も
っ
て
同
産
業
の
発
展
、
日
本
・
イ
ラ
ン
両
国
の
経
済
交
流
の
増
進
に
寄
与

す
る
。

 
 

項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
本
事
業

は
、
イ
ラ
ン
政
府
か
ら
の
強
い
要
望

が
あ
り
、
実
施
に

至
っ
た

も
の
で
あ
る
。

19
69

年
に
は
、
当
時
の
イ
ラ
ン
国
外
務

大
臣
が
日
本
を
訪
問
し
、
佐
藤
総
理
大
臣
に
要
請
す
る
な
ど
し

て
い
る
。
よ
っ
て
本
事
業
は
イ
ラ
ン
の
開
発
政
策
と
も
一
致
し

て
い
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
国
営
石
油
化
学
会
社
は
、
合
弁
契
約
の
解
消
後
に
、
現
地
事
業

会
社
を
引
継
ぎ
、
事
業
を
完
成
さ
せ
た
。
隣
接
地
域
に
、
石
油

化
学
経
済
区
を
造
成
、
複
数
の
プ
ラ
ン
ト
を
建
設
し
て
い
る
こ

と
か
ら
、
本
事
業
は
イ
ラ
ン
側
の
現
在
の
開
発
政
策
と
も
整
合

性
が
あ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 事
業
計
画
段
階
に
お
い
て
は
、
イ
ラ
ン
の
開
発
政
策
に
整
合
し

て
お
り
、
ま
た
、
実
績
と
し
て
も
、
同
国
は
、
合
弁
解
消
後
に

独
自
に
事
業
を
完
成
さ
せ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
同
国
の
開
発
政

策
上
重
要
な
位
置
を
し
め
て
い
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

妥
当
性
：

 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
イ
ラ
ン
は

19
79

年
の
革
命
前
か
ら
、
財
政
の
石
油
収
入
へ
の

依
存
の
高
さ
を
問
題
視
し
て
お
り
、
か
つ
石
油
以
外
に
は
輸
出

産
業

が
じ

ゅ
う

た
ん

及
び

ピ
ス

タ
チ

オ
に

限
定

さ
れ

て
い

た
1

こ
と
か

ら
、
原
油
へ
の
依
存
か
ら
の
脱
却
と

、
輸
出
構
造
の
多

角
化
を

目
指
し
て
、
石
油
化
学
産
業
の
発
展
を
図
ろ
う
と
し
て

い
た
も

の
と
思
わ
れ
る
。

 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
石
油
化
学
製
品
の
輸
出
総
額
は
、

20
00

年
の

30
0
百
万
ド
ル
だ

っ
た
が
、
20

04
年
に
は

1,
40

0
百
万
ド
ル
ま
で
増
加
す
る
な
ど
、

顕
著
な
伸
び
を
示
し
て
い
る
。

 
し
か
し
な
が
ら
、
引
き
続
き
歳
入
の
石
油
収
入
へ
の
依
存
は
残

っ
て
い
る
こ
と
、
石
油
化
学
プ
ラ
ン
ト
を
増
設
し
て
い
る
こ
と

を
考
え
る
と
、
依
然
本
事
業
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
は
存
在
し
て
い

る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 石
油
化
学
製
品
は
、
イ
ラ
ン
の
石
油
依
存
の
解
消
に
重
要
で
あ

り
、
合
弁
解
消
後
も
イ
ラ
ン
も
プ
ラ
ン
ト
の
増
設
を
目
指
し
て

い
た
こ
と
か
ら
、
本
事
業
は
、
事
前
・
事
後
と
も
開
発
ニ
ー
ズ

が
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
1  出

所
：
海
外
投
融
資
情
報
財
団
（

20
04
）
イ
ラ
ン
の
投
資
機
会
と
政
治
リ
ス
ク
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
本
事
業

に
つ
い
て
は
、

19
79

年
10

月
に
閣

議
了
解
さ
れ
て
い

る
。
そ

れ
に
加
え
て
、

19
82

年
4
月

23
日
の
鈴
木
総
理
大
臣

（
当
時
）
に
よ
る
国
会
答
弁
で
も
、
本
事
業
の
推
進
が
イ
ラ
ン

の
経
済
発
展
と
日
本
・
イ
ラ
ン
両
国
の
経
済
交
流
を
促
進
す
る

も
の
で
あ
り
、
重
要
な
産
油
国
で
あ
る
イ
ラ
ン
と
の
友
好
関
係

の
増

進
に

寄
与

す
る

こ
と

が
多

大
で

あ
る

旨
言

及
さ

れ
て

い

る
。

 

 
 

左
記
の
と
お
り
、
閣
議
了
解
を
経
て
本
事
業
が
実
施
さ
れ
て
お

り
、
日
本
の
政
策
に
基
づ
い
た
も
の
で
あ
っ
た
と
い
え
る
。
ま

た
、
鈴
木
総
理
大
臣
（
当
時
）
も
国
会
で
答
弁
し
て
い
る
と
お

り
、
本
事
業
の
実
施
が
日
本
・
イ
ラ
ン
両
国
の
経
済
交
流
を
促

進
で
あ
る
と
の
認
識
が
な
さ
れ
て
お
り
、
当
時
の
日
本
の
政
策

と
も
整
合
的
で
あ
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
本
件
は

、
所
謂
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
り
、
①
相

手
国
政

府
が
当
該
事
業
の
実
施
を
強
く
望
ん
で
い
る
こ
と
、
②

相
手

国
と

の
関

係
緊

密
化

に
極

め
て

重
要

な
も

の
で

あ
る

こ

と
、
③
日
本
の
資
源
確
保
、
産
業
立
地
の
観
点
か
ら
必
要
と
認

め
ら
れ

る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
④
日
本
の
当
該
ま
た
は
関
連
産

業
の

大
半

の
支

持
・

協
力

が
得

ら
れ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

、

⑤
①

～
④

の
要

件
を

満
た

し
た

上
で

閣
議

了
解

そ
の

他
の

関

係
省
庁

の
合
意
が
あ
る
こ
と
、
と
い
っ
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
基
準
に
合
致
し
て
い
る
。

 
本
事
業

は
、
当
初
発
起

5
社
か
ら
の
出
資
及
び

JB
IC

(日
本
政

策
金
融
公
庫
）
な
ど
複
数
の
資
金
源
に
よ
る
融
資
に
よ
り
実
施

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
が
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
化
す
る
た
め
に
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
が
求
め
ら
れ
た

も
の
で
あ
る
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
評
価
時
点
に
お
い
て
、
本
事
業
は
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
。

 

 
本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
出
資
の
基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出

資
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
は
、
イ
ラ
ン
の
開
発
政
策
、
開
発

ニ
ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、
投
融
資
ス

キ
ー

ム
の

活
用

の
意

義
も

認
め

ら
れ

る
た

め
、

妥
当

性
は

高

い
。

 

効
率
性
：

 

     

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
イ
ラ
ン
の
低
廉
な
油
田
ガ
ス
、
ナ
フ
サ
、
塩
を
原
料
と
し
、
オ

レ
フ
ィ
ン
類
、
芳
香
族
、
苛
性
ソ
ー
ダ
な
ら
び
に
そ
れ
ら
の
誘

導
化

学
品

を
製

造
す

る
石

油
化

学
コ

ン
プ

レ
ッ

ク
ス

を
建

設

す
る
も
の
。

 
19

73
年

時
点

で
想

定
さ

れ
て

い
た

工
場

の
生

産
能

力
は

以
下

の
と
お

り
（
見
積
金
額
は

15
0,

00
0
百
万
円
）

 
・
 
エ

チ
レ
ン
：

 
30

0
千
ト
ン
／
年

 
・
 
電

解
苛
性
ソ
ー
ダ
：

 
25

0
千
ト
ン
／
年

 
・
 
高

圧
法
エ
チ
レ
ン
：

 
10

0
千
ト
ン
／
年

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
19

73
年
の
着
工
か
ら
、
イ
ラ
ン
革
命
に
よ
る
混
乱
時
の
工
事
中

断
を
経
て
、

19
78

年
ま
で
に
建
設
工
事
は

7～
8
割
程
度
が
終

了
し
た
。
そ
の
後
、
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
に
よ
る
被
害
が
あ

り
、
工
事
は
中
断
、
再
開
に
向
け
調
査
が
行
わ
れ
た
も
の
の
、

再
度
攻
撃
を
受
け
た
こ
と
か
ら
、
工
事
は
中
止
さ
れ
た
。

 
た
だ
し
、
そ
の
後
、
イ
ラ
ン
側
が
独
自
に
事
業
を
完
成
さ
せ
た
。

現
在
の
生
産
能
力
は
以
下
の
と
お
り
（
詳
細
は
別
紙
②
参
照
）
。

・
 
燃
料
：

 
4,

16
6
千
ト
ン
／
年

 
・
 
芳
香
族
：

 
55

0
千
ト
ン
／
年

 

 入
手

し
た

資
料

か
ら

は
計

画
さ

れ
た

ス
コ

ー
プ

の
詳

細
を

確

認
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、

19
78

年
時
点
で
必
要
な
工
事
の

7～
8
割
程
度
し
か
完
了
せ
ず
に
中
止
と
な
り
、
ま
た
、
戦
争
被

害
も
あ
っ
た
た
め
、
当
初
想
定
し
て
い
た
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は
達

成
さ
れ
な
か
っ
た
。

 
し
か
し
な
が
ら
、
イ
ラ
ン
は
そ
の
後
事
業
を
継
続
し
、
事
業
を

完
成
さ
せ
て
い
る
。
単
純
な
比
較
は
困
難
な
が
ら
、

19
75

年
に

想
定
さ
れ
た
工
場
の
生
産
能
力
が
得
ら
れ
て
い
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

・
 
中

低
圧
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
：

  
30

千
ト
ン
／
年

 
・
 

E
D

C
：

 
30

0
千
ト
ン
／
年

 
こ
の
あ

と
、
設
備
計
画
の
見
直
し
、
建
設
費
の
高
騰
な
ど
を
経

て
、

19
75

年
に
は
建
設
計
画
が
改
め
て
合
意
さ
れ
た
。
こ
の
際

に
上
記
に
加
え
、
以
下
が
追
加
さ
れ
た
。

 
・
 
塩
ビ
モ
ノ
マ
ー
：

 
15

0
千
ト
ン
／
年

 
・
 
原

料
塩
：

 
40

0
千
ト
ン
／
年

 
・
 
ベ

ン
ゼ
ン
：

 
33

0
千
ト
ン
／
年

 
・
 
混

同
キ
シ
レ
ン
：

 
14

0
千
ト
ン
／
年

 
・
 

L
PG

：
 

80
0
千
ト
ン
／
年

 
・
 
プ

ロ
ピ
レ
ン
：

 
30

千
ト
ン
／
年

 
・
 

S
B

R
：

 
40

千
ト
ン
／
年

 
・
 
ブ

タ
ジ
エ
ン
：

 
25

千
ト
ン
／
年

 

・
 
ポ
リ
マ
ー
：

 
42

5
千
ト
ン
／
年

 
・
 
化
学
製
品
：

 
1,

96
4
千
ト
ン
／
年

 

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

                      

①
事
業
費

 
19

73
年
：
 
約

17
0,

00
0
百
万
円
（
当
初
）

 
19

75
年

：
 

55
0,

00
0
百
万
円

 
（
第
一
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
に
伴
う
建
設
費
の
上
昇
）

19
75

年
時
点
で
、
事
業
費
は

74
0,

00
0
百
万
円
と
見
積
も
ら
れ

た
が
、
ガ
ス
回
収
部
分
を
イ
ラ
ン
側
の
負
担
と
し
て
分
離
す
る

等
の
コ
ス
ト
削
減
を
行
い
、
事
業
費
は

55
0,

00
0
百
万
円
と
さ

れ
た
。

 
事
業
費
は
、
以
下
の
と
お
り
調
達
す
る
計
画

で
あ
っ
た
。

 
・
 
資
本
金
：

 1
00

,0
00

百
万
円

 
・
 

JB
IC

(日
本
政
策
金
融
公
庫
）
に
よ
る
円
借
款

2 ：
 2

8,
80

0
百
万
円

 
・
 
延
払
：

36
,2

00
百
万
円

 
・
 
現

地
国

営
石

油
化

学
会

社
に

よ
る

融
資

：
 6

0,
00

0
百

万

円
 

・
 
日
本
側
投
資
会
社
に
よ
る
融
資

3 ：
12

5,
00

0
百
万
円

 
・
 
現
地
国
営
石
油
化
学
会
社
に
よ
る
融
資

4 ：
20

0,
00

0
百
万

円
 

19
80

年
：

73
0,

00
0
百
万
円

 

①
事
業
費

 
19

80
年

：
 7

30
,0

00
百
万
円

 
19

81
年
：

 5
98

,9
00

百
万
円
（
事
業
中
断
ま
で
の
実
行
額
）

 
こ
の
う
ち
、
日
本
か
ら
の
出
資
は

72
,1

67
百
万
円
、
日
本
側
投

資
会
社
か
ら
の
融
資
は

12
5,

00
0
百
万
円
で
あ
り
、
合
弁
契
約

解
消
時
に
全
額
放
棄
さ
れ
た
。
う
ち
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出

資
額
は

5,
40

0
百
万
円
。

 
こ
の
ほ
か
、
合
弁
契
約
解
消
時
に
日
本
側
は
退
出
に
か
か
る
清

算
金
と
し
て
、

13
0,

00
0
百
万
円
を
支
払
っ
た
。

 
な
お
、
現
地
事
業
会
社
に
よ
る
日
本
金
融
機
関
か
ら

の
借
入
、

第
三
者
へ
の
債
務
、
中
核
企
業

A
に
対
す
る
延

払
債
務
、
現
地

国
営

石
油

化
学

会
社

か
ら

の
融

資
は

イ
ラ

ン
側

が
引

き
継

い

で
い
る
。

 
19

89
年
の
合
弁
契
約
解
消
後
、
イ
ラ
ン
側
が
事
業
を

完
成
し
て

い
る

が
、

追
加

投
資

金
額

に
関

す
る

情
報

は
得

ら
れ

て
い

な

い
。

 

①
事
業
費

 
計
画
比
：

35
2.

0％
 

19
81

年
時
点
の
事
業
費
実
績
は
、

19
73

年
時
点
の
事
業
費
計

画
の

35
2%

と
な
っ
た
。

 
こ
れ
は
、
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
建
設
費
高
騰
、
そ
の
後
の

イ
ラ
ン
革
命
時
の
中
断
と
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
に
よ
る
攻
撃

被
害
を
受
け
た
こ
と
に
よ
る
も
の
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

（
イ
ラ

ン
革
命
に
よ
る
混
乱
等
に
よ
る
工
事
中
断
を
経
て
、
工

事
が
再

開
さ
れ
た
際
の
両
国
間
の
暫
定
合
意
額
）

 

②
期
間

 
事
業
計

画
：

6
年

 
19

73
年
に
着
工
。
こ
の
時
点
で
は
、

19
77
～

78
年
の
完
成
を

目
指
し
て
い
た
。

 

  

②
期
間

 
事
業
実
績
：

22
年
（
イ
ラ
ン
側
に
継
承
さ
れ
た
部
分

を
含
む
）

19
78

年
：
建
設
工
事
は

7～
8
割

程
度
終
了

 
19

79
年
：
イ
ラ
ン
革
命
（
工
事
中
断
）

 
19

80
年
以
降
：
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
開
始
（
工
事
中
断
）

 
19

80
年

：
工

事
再

開
及

び
海

外
投

融
資

に
よ

る
出

資
（

19
82

年
を
完
成
予
定
）

  
19

84
年
：
工
事
中
断
の
暫
定
合
意

 
19

88
年
：
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
停
戦
（
工
事
再
開
交
渉
）

 
日

本
・

イ
ラ

ン
間

の
交

渉
が

再
開

、
イ

ラ
ン

側
は

戦
後

復

興
開

発
な

ど
の

経
済

運
営

を
優

先
す

る
必

要
か

ら
日

本
側

に
再

建
を

強
く

依
頼

し
た

。
し

か
し

な
が

ら
、

日
本

側
は

本
事

業
の

事
業

採
算

性
は

す
で

に
失

わ
れ

て
お

り
、

技
術

面
、

経
済

面
、

操
業

安
全

面
の

観
点

か
ら

も
再

建
は

不
可

能
で
あ
る
と
し
て
、
本
事
業
の
円
満
解
消
を
求
め

た
。

 
19

89
年
：
合
弁
事
業
解
消
合
意

 
19

90
年
：
合
弁
解
消
合
意
書
の
発
効
、
債
権
放
棄
及
び
現
地
事

業
会
社
株
式
の
イ
ラ
ン
側
へ
の
譲
渡
等
の
履
行
が

完
了

 
19

94
年
：
イ
ラ
ン
側
に
引
き
継
が
れ
た
本
事
業
が
完

成
 

②
期
間

 
計
画
比
：

36
6.

6％
 

イ
ラ
ン
革
命
、
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
の
影
響
に
よ
り
、
日
本

と
の
合
弁
事
業
と
し
て
の
完
成
は
な
か
っ
た
。
た
だ
し
、
イ
ラ

ン
側
が
事
業
を
引
継
ぎ
、

19
94

年
に
完
成
さ
せ
て
い
る
。
イ
ラ

ン
側

に
引

き
継

が
れ

た
部

分
も

本
事

業
の

一
部

と
考

え
た

場

合
、
事
業
期
間
は
、
計
画
比

36
6.

6％
と
大
幅
に
遅
延
し
た
。

 

   

               
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
・
事
業
期
間
と
も
に
計

画
を
大
幅
に
上
回
っ
た
た
め
、
効
率
性
は
低
い
。

 

有
効
性
：

 

 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標

 
入
手
し
た
資
料
か
ら
は
、
計
画
時
点
お
よ
び
海
外
投
融
資
に
よ

る
出
資
が
決
定
さ
れ
た
際
に
想
定
さ
れ
て
い
た
生
産
量
・
稼
働

率
な
ど
の
目
標
数
値
は
確
認
で
き
な
い
。

 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標

 
現

在
の

現
地

事
業

会
社

に
よ

り
公

表
さ

れ
て

い
る

プ
ラ

ン
ト

の
生
産
能
力
と
生
産
量
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
複
数
の
製

品
が
含
ま
れ
る
た
め
、
ト
ン
数
で
単
純
比
較
は
で
き
な
い
も
の

の
、
稼
働
率
は

50
～

60
%
程
度
と
推
測
さ
れ
る
。

 

 
 

生
産
能
力

 
生
産
量

 
稼
働
率

 

燃
料

 
4,

16
6.

5
25

98
.9

 
62

.4
%

芳
香
族

 
55

0.
0

41
0 

74
. 

%

 ①
運
用
・
効
果
指
標

 
事
前
段
階
の
稼
働
率
目
標
に
関
す
る
情
報
が
な
く
、
事
前
事
後

の
比

較
が

で
き

な
い

も
の

の
、

プ
ラ

ン
ト

の
稼

働
率

が
50

～

60
%
と
す

れ
ば

、
他
事

例
と

比
較
し
て

も
高

く
は
な
い

水
準
で

あ
る
。

 

   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
2  J

B
IC

(日
本
政
策
金
融
公
庫
）
が
イ
ラ
ン
政
府
に
対
し
て
融
資
を
行
い
、
同
政
府
が
当
該
資
金
を
イ
ラ
ン
国
営
石
油
化
学
会
社

経
由
で
現
地
事
業
会
社
に
貸
し
付
け
る
こ
と
と
な
っ
て
い
た
。

 
3  日

本
側
投
資
会
社
が
、

JB
IC

(日
本
政
策
金
融
公
庫
）
お
よ
び
民
間
銀
行
に
よ
る
協
調
融
資
団
か
ら
の
借
入
を
元
に
現
地
事
業

会
社
へ
貸
付
。

 
4  イ

ラ
ン
国
営
石
油
化
学
会
社
が
、
イ
ラ
ン
政
府
・
日
本
側
投
資
会
社
か
ら
の

50
%
ず
つ
の
保
証
に
よ
り
、
民
間
銀
行
か
ら
借
入
を
行
い
、
同
資
金
を
現
地
事
業
会
社
に
貸
付
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

ポ
リ
マ
ー

 
42

5.
0

42
5 

10
0.

0%

化
学
製
品

 
1,

96
4.

2
51

7.
3 

26
.3

%

単
位
：

10
00

ト
ン
／
年

 

②
事
業

の
収
益
性

 
入
手
し

た
資
料
か
ら
は
、
計
画
時
点
お
よ
び
海
外
投
融
資
に
よ

る
出
資

が
決
定
さ
れ
た
際
に
想
定
さ
れ
た
事
業
の
収
益
性
・
採

算
は
確

認
で
き
な
い
。

 

②
事
業
の
収
益
性

 
19

89
年

の
合

弁
解

消
合

意
ま

で
に

、
日

本
側

は
出

資
72

,1
67

百
万
円
、
貸
付

12
5,

00
0
百
万
円
を
行
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
対

し
、
イ
ラ
ン
側
は
出
資

77
,8

00
万
円
、
貸
付

28
7,

70
0
百
万
円

を
行
っ
て
い
る
。

 
こ
の
後
、
イ
ラ
ン
側
の
み
で
事
業
を
完
成
さ
せ
て
い

る
が
、
当

該
事
業
に
投
入
さ
れ
た
資
金
額
、
収
益
額
な
ど
不
明
で
あ
り
、

IR
R
の
計
算
は

不
可
能
で
あ
る
。

 

②
事
業
の
収
益
性

 
合
弁
解
消
後
の
イ
ラ
ン
側
の
投
入
金
額
、
収
益
額
が
不
明
で
、

事
後
の

IR
R
を

計
算
す
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る
。

 
 

(2
)定

性
的
効
果

 
入
手
し

た
資
料
か
ら
は
、
計
画
時
点
お
よ
び
本
事
業
へ
の
出
資

決
定
時

に
想
定
さ
れ
た
定
性
的
効
果
は
確
認
で
き
な
か
っ
た
。

(2
)定

性
的
効
果

 
入
手
し
た
資
料
か
ら
は
、
定
性
的
効
果
が
あ
っ
た
か
ど
う
か
は

確
認
で
き
な
か
っ
た
。

 

 入
手
し
た
資
料
か
ら
は
定
性
的
効
果
を
確
認
で
き
な
い
。

 
 

 
以
上
よ
り
、
入
手
情
報
が
限
ら
れ
て
お
り
、
有
効
性
の
判
断
は

困
難
で
あ
る
。

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
- 
イ
ラ
ン
の
石
油
化
学
産
業
の
発
展

 
- 
日
本
・
イ
ラ
ン
両
国
の
経
済
交
流
の
増
進

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
合

弁
解

消
合

意
後

に
イ

ラ
ン

側
に

よ
り

事
業

が
完

成
さ

れ
た

後
、
周
辺
地
域
が
石
油
化
学
経
済
特
区
と
さ
れ
る
と
と
も
に
、

石
油
化
学
コ
ン
プ
レ
ッ
ク
ス
が
形
成
さ
れ
て
い
る
。

 
両
国
の
経
済
交
流
の
増
進
に
つ
い
て
は
、
入
手
資
料
か
ら
は
情

報
を
得
ら
れ
て
い
な
い
。

 

 本
事
業
の
完
成
が
、
そ
の
後
の
経
済
特
区
の
発
展
と
、
石
油
化

学
コ
ン
プ
レ
ッ
ク
ス
の
形
成
に
貢
献
し
、
イ
ラ
ン
の
石
油
化
学

産
業
の
発
展
に
寄
与
し
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。
他
方
、
両
国
の

経
済
交
流
に
つ
い
て
は
、
情
報
が
得
ら
れ
て
い
な
い
も
の
の
、

事
業
が
中
止
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
増
進
が
図
ら
れ
た
と
は

考
え
に
く
い
。

 

イ
ン
パ
ク
ト

 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）

 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
入
手
し
た
資
料
か
ら
は
、
計
画
時
点
お
よ
び
海
外
投
融
資
に
よ

る
出

資
の

決
定

時
に

想
定

さ
れ

た
そ

の
他

の
イ

ン
パ

ク
ト

は

確
認
で
き
な
か
っ
た
。

 

 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
合

弁
解

消
合

意
後

に
本

事
業

を
引

き
継

い
だ

イ
ラ

ン
側

事
業

会
社
で
は
、

IS
O

14
00

0
を
取
得
す
る
と
と
も
に
、
二
酸
化
炭
素

及
び

硫
黄

酸
化
物

（
SO

x）
の

排
出

量
を

公
開

し
て

お
り

、
環

境
影

響
に

関
す

る
十

分
な

取
り

組
み

を
行

っ
て

い
る

も
の

と

思
わ
れ
、
特
に
問
題
は
報
告
さ
れ
て
い
な
い
。

 

 ②
住
民
移
転
、
用
地
取
得

 
住
民
移
転
及
び
用
地
取
得
に
つ
い
て
は
、
入
手
し
た

資
料
か
ら

は
確
認
で
き
な
か
っ
た
。

 

 

 ①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
環
境
影
響
に
対
す
る
取
り
組
み
は
十
分
に
行
わ
れ
て
お
り
、
負

の
イ
ン
パ
ク
ト
は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な
い
。

 

    ②
住
民
移
転
、
用
地
取
得

 
住

民
移

転
及

び
用

地
取

得
に

つ
い

て
は

情
報

が
無

い
た

め
確

認
で
き
な
い
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
確

認
で

き
る

資
料

か
ら

は
、

問
題

は
特

に
報

告
さ

れ
て

い
な

い
。

 

③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
確

認
で

き
る

資
料

か
ら

は
、

問
題

は
特

に
報

告
さ

れ
て

い
な

い
。

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
当
初
計

画
で
は
、
日
本
側
（
発
起

5
社
）
は

、
現
地
事
業
会
社

に
50

,0
00

百
万
円
（
全
体
の

50
%
）
を
出
資
す
る
予
定
だ
っ
た
。

イ
ラ
ン

側
も
政
府
が
現
地
国
営
石
油
化
学
会
社
を
通
じ
て
、
同

額
を
出

資
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。

 
日
本
側

で
は
発
起

5
社
が
事
業

の
中
心
で
あ

り
、
そ
の
な
か
で

も
中

核
会

社
A

が
中

心
的

な
役

割
を

占
め

て
い

た
も

の
と

思

わ
れ
る
。
中
核
会
社

A
は
、

19
73

年
に
現

地
事
業
会
社
と
事

業
管
理

契
約
を
締
結
し
て
お
り
、
本
事
業
の
実
施
面
の
バ
ッ
ク

ア
ッ
プ

を
行
っ
て
い
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 
入
手
し

た
資
料
か
ら
は
、
中
核
会
社
か
ら
事
業
会
社
へ
の
人
員

派
遣
計

画
な
ど
は
確
認
で
き
な
か
っ
た
。

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
合
弁
契
約
解
消
後
、
イ
ラ
ン
側
が
本
事
業
を
継
続
し
て
完
成
に

至
っ
て
い
る
。
現
在
の
株
主
構
成
は
不
明
な
が
ら
、
イ
ラ
ン
政

府
も

し
く

は
現

地
国

営
石

油
化

学
会

社
が

株
主

と
な

っ
て

い

る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

20
07

年
よ
り
、
同
社
傘
下
の
複
数
の
石

油
化
学
企
業
が
民
営
化
対
象
と
な
っ
て
い
る
も
の
の
、
本
プ
ラ

ン
ト
は
対
象
外
と
な
っ
て
い
る
模
様
で
あ
る
。

 

 現
在
の
イ
ラ
ン
側
事
業
会
社
は
、
政
府
・
国
営
石
油
化
学
会
社

傘
下

で
事

業
を

継
続

的
に

実
施

で
き

る
体

制
に

あ
る

も
の

と

思
わ
れ
る
。

 

    

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
入
手
し

た
資
料
か
ら
は
、
運
営
維
持
管
理
の
技
術
に
関
す
る
計

画
は
確

認
で
き
な
か
っ
た
。

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
現
在
の
イ
ラ
ン
側
事
業
会
社
で
の
研
修
内
容
や
、
技
術
向
上
・

維
持
に
関
す
る
情
報
は
得
ら
れ
て
い
な
い
。

 

 現
在

の
イ

ラ
ン

側
事

業
会

社
に

よ
る

対
応

は
確

認
で

き
な

い

た
め
不
明
で
あ
る
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
入
手
し

た
資
料
か
ら
は
、
運
営
維
持
管
理
の
財
務
に
関
す
る
計

画
は
確

認
で
き
な
か
っ
た
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
現

在
の

イ
ラ

ン
側

事
業

会
社

の
財

務
内

容
は

公
表

さ
れ

て
お

ら
ず
、
収
益
性
・
安
全
性
な
ど
は
確
認
で
き
な
い
。

 

 現
在

の
イ

ラ
ン

側
事

業
会

社
に

よ
る

財
務

内
容

は
確

認
で

き

な
い
た
め
不
明
で
あ
る
。

 

持
続
性
：

 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
は
合
弁
事
業
解
消
に
至
っ
て
お
り
、
現
在

の
イ
ラ
ン
側
事
業
会
社
に
よ
る
持
続
性
は
不
明
で
あ
る
。

 

鈴
木
総

理
大
臣
（
当
時
）
は
、

19
82

年
4
月
の
第

96
回
通
常

国
会
に
お
い
て
、
本
事
業
の
採
算
性
は
、
政
府
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の

調
査

結
果

等
に

基
づ

き
慎

重
な

検
討

を
行

っ
た

上
で

評
価

を

行
っ
て
お
り
、

19
79

年
10

月
の
閣
議
了
解
時
に
お
い
て
は
、

本
事

業
は

採
算

性
の

あ
る

事
業

で
あ

る
と

判
断

さ
れ

た
と

答

弁
し
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
も
、
本
事
業
を
通
じ
て
相
応
の

収
支
が
得
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

海
外
投
融
資
に
よ
り
二
度
に
わ
た
り
合
計

5,
40

0
百
万
円
が
出

資
さ
れ
た
。

 
・

19
80

年
3
月

（
第
一
回
出
資
）
：

2,
80

0
百
万
円

 
・

19
80

年
8
月

（
第
二
回
出
資
）
：

2,
60

0
百
万
円

 

 19
91

年
9
月
、
日
本
側
投
資
会
社
は
、
株
主
総
会
で
解
散
決
議

を
し
、
海
外
投
融
資
に
よ
り
出
資
さ
れ
た
上
記
を
含
む
日
本
側

か
ら
の
出
資
金
は
放
棄
さ
れ
た
。

 

左
記
の
と
お
り
、

JI
C

A
の
本
事
業

に
関
す
る
収
支
は

5,
40

0
百

万
円
の
損
失
で
あ
る
。

 

JI
C

A
の
収
支
：

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
損
失
が
あ

っ
た
。

 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：

 

【
項
目
別
評
価
】

 
①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。

 
②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。

 
③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。

 

【
項
目
別
評
価
】

 
①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。

 
②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。

 
③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

④
民
間

資
金
の
動
員
：
該
当
。

 
⑤
環
境

社
会
配
慮
の
担
保
：
不
明
。

 

 特
記
事

項
：

 
①
②
④

イ
ラ
ン
革
命
及
び
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク

戦
争
に
よ
り
工
事

が
中
断

し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
事
業
継
続
の
リ
ス
ク
が
極
め
て

大
き
く

な
っ
て
お
り
、
民
間
企
業
だ
け
で
の
事
業
継
続
が
困
難

に
な
っ

て
い
た
。
事
業
を
継
続
す
る
た
め
に

は
、
民
間
企
業
の

リ
ス
ク

軽
減
を
図
る
必
要
が
あ
っ
た
た
め
、
本
事
業
を
ナ
シ
ョ

ナ
ル
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
化
し
、
海
外
投
融
資
に
よ
り

20
,0

00
百

万
円
の
出
資
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た
。

 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
。

 
⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
不
明
。

 

 特
記
事
項
：

 
④
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
化
さ
れ
て
か
ら
は

、
工
事
が

再
開
さ
れ
、
さ
ら
に
民
間
企
業

10
0
社
か
ら
の
出
資
を
受
け
た
。

②
イ

ラ
ン

政
府

関
係

者
と

在
イ

ラ
ン

日
本

国
大

使
が

数
度

に

亘
り
協
議
を
行
っ
て
お
り
、
関
係
者
の
安
全
確
保
の
ほ
か
、
事

業
の
継
続
・
中
断
に
つ
い
て
、
日
本
政
府
も
な
ん
ら
か
の
関
与

を
し
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

   特
記
事
項
：

 
④
工
事
再
開
に
あ
た
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
が
民
間
企

業
か
ら
の
追
加
出
資
を
助
長
す
る
効
果
が
あ
っ
た
と
い
え
る
。

 
②
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
出
資
を

行
っ
た
の
み
な
ら
ず
、
日
本
政
府
も
、
工
事
再
開
、
停
止
、
清

算
な

ど
の

各
局

面
に

お
い

て
関

与
を

行
っ

た
も

の
と

思
わ

れ

る
が
、
具
体
的
な
内
容
は
入
手
資
料
か
ら
は
確
認
で
き
な
い
。

 

 

 
 

以
上
よ
り
、
計
画
時
及
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が
支

援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。

 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
特
に
な
し
。

 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
・
 
本
件
で
は
、
イ
ラ
ン
革
命
や
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
の
影
響
を
受
け
て
度
々
工
事
中
断
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
最
終
的
に
は
事
業
中
止
と
な
っ
た
。
本
件
同
様
に
政
治
的
リ
ス
ク
が
大
き
い
案
件

の
場
合
に
は
、
早
期
に
確
実
な
情
報
を
収
集
し
た
上
で
海
外
投
融
資
実
行
に
関
す
る
意
思
決
定
を
す
る
必
要
が
あ

る
。

 

 

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
 

本
評
価
を
行
う
に
あ
た
り
、
以
下

の
制
約
が
あ
っ
た
。
 

・
 
入
手
で

き
る
情

報
が
非

常
に
少

な
く
、

参
加
各

社
の
社

史
及
び

本
事
業

を
引
き

継
い
だ

イ
ラ
ン

側
の
事

業
実
施

会
社
の

情
報
（

ウ
ェ
ブ

ペ
ー
ジ

に
掲
載

さ
れ
て

い
る
公

開
情

報
）

な

ど
に
依
存
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
事
前
・
事
後
の
比
較
が
で
き
な
い
項
目
が
あ
る
。
 

・
 
日
本
が
関
与
し
て
行
わ
れ
た
事
業
自
体
は
未
完
成
に
終
わ
っ
た
も
の
の
、
1
9
8
9
年
に
合
弁
契
約
解
消
後

、
イ
ラ
ン
側
が
独
自
で
プ
ラ
ン
ト
を
完
成
さ
せ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
本
評

価
を
行
う
に
あ
た
り
、
日
本
側
の
関
与
有
無
に
拘
わ
ら
ず
、
可
能
な
限
り
イ
ラ
ン
側
の
事
業
部
分
も
含
め
て
評
価
を
行
っ
た
。
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   参
考
資
料

①
：

事
業
資

金
ス

キ
ー
ム

 

 
※

 
単
位

：
百
万

円
、

19
88

年
3
月

末
時

点
 

※
 
こ
の

ほ
か
、

中
核

会
社

A
に
よ

る
輸

出
延
払
（
国
営
石
油
化
学
会
社
全
額
保
証
）
が

36
,2

00
百
万
円
あ
り
。

 

※
 
協
調

融
資
団

か
ら

国
営

石
油

化
学

会
社

へ
の
融
資
は
、
契
約
金
額
が

60
,0

00
百
万
円
に
対
し
て
、
実
行
額
は

58
,9

00
百
万

円
。

 
 

協
調
融
資
団

 

 

出
資
者

 

 

  

現
地

事
業

会
社

 

 

   

国
営
石
油

化
学
会
社

 

日
本
政
策

金
融
公
庫

 

JB
IC

 

    

日
本
側
投

資
会
社

 

 

民
間
銀
行

 

 

JI
C

A
 

(海
外
投
融

資
)

  

発
起

5
社

 

 

そ
の
他

 

10
0
社

 

 

 

イ
ラ
ン
政
府

 

 

欧
州
民
間

銀
行

 

 
50

%
保
証

 

10
%
保
証

 

融
資

 
20

0,
00

0 

出
資

77
,8

00
出
資

72
,1

67
 円
借
款

28
,8

00
 

(旧
輸
出
入
銀
行

)

出
資

26
,4

00
 

融
資

 8
,7

00
 

出
資

5,
40

0 

出
資

1,
70

0 

出
資

金
融

29
,9

00
 

融
資

 
60

,0
00

 
（

58
,9

00
）

 

28
,8

00
 

60
,0

00
 

（
58

,9
00
）

 
融
資

 
12

5,
00

0 

出
資

77
,8

00

81



   参
考
資
料

②
：

現
在
の

イ
ラ

ン
側
事

業
会

社
生

産
能

力
 

 
生

産
能
力

 (
10

00
ト

ン
/年

) 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
燃

料
 

 
芳
香
族

 
ポ
リ
マ
ー

 
化

学
製

品
 

 エ
タ

ン
（

E
th

an
e）

39
4.

0 
 

ベ
ン
ゼ
ン

 
（

B
en

ze
ne

）
 

23
0.

0
  

H
D

P
E

 
60

.0
 エ

チ
レ

ン
 

（
Et

hy
le

ne
）

 
31

1.
0

 プ
ロ

パ
ン

 
（

Pr
op

an
e）

 
1,

04
0.

0 
 

 混
合
キ
シ
レ
ン

 
（

M
ix

ed
 X

yl
en

es
）

14
0.

0
  

LD
P

E
 

10
0.

0
 ポ

リ
エ

チ
レ
ン

 
（

Pr
op

yl
en

e）
 

99
.3

 ブ
タ

ン
（

B
ut

an
e）

90
8.

0 
 

パ
ラ
キ
シ
レ
ン

 
（

Pa
ra

xy
le

ne
）

 
18

0.
0

  
P

P
 

50
.0

 ブ
タ

ジ
エ

ン
 

（
B

ut
ad

ie
ne

）
 

26
.0

  
R

aw
 L

P
G

 
76

8.
0 

 
 

  
P

V
C

 
17

5.
0

 C
4-

C
ut

 
88

.0
  

P
en

ta
ne

 P
lu

s 
62

.6
 

 
 

  
S

B
R

 
40

.0
 V

C
M

 
18

0.
0

  
C

4-
R

af
fin

et
e 

24
1.

0 
 

 
 

 E
D

C
 

30
0.

0
  

A
r-

R
af

fin
at

e 
8.

6 
 

 
 

E
D

C
 (o

xy
) 

14
0.

0
  

H
ea

vy
 A

r. 
13

0.
0 

 
 

 
 塩

（
Sa

lt）
 

50
0.

0

  
D

P
G

 
15

.3
 

 
 

 
 苛

性
ソ

ー
ダ

 
（

C
au

st
ic

 S
od

a）
25

0.
0

  
C

FO
 

50
0.

0 
 

 
 

H
C

L 
63

.3
  

M
TB

E
 

99
.0

 
 

 
 

N
aC

IO
 

6.
6

計
 

4,
16

6.
5 

 
計

 
55

0.
0

計
 

42
5.

0
計

 
1,

96
4.

2
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

5）
 

外
部
評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 

五
十

里
 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 

武
谷

 
由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 

評
価

月
9

20
10

年
6
月

 

国
名

：
 

メ
キ
シ
コ

 

案
件

名
：

 
メ
キ
シ
コ
に
お
け
る
鋳
鍛
鋼
製
造
合
弁
事
業
（
残
高
な
し
出
資
案
件
）

 

出
資

承
諾

日
：

  
19

81
年

10
月

 
出
資
承
諾
額
：

 
1,

74
0
百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

81
年

 
出
資
実
行
額
：

 
1,

74
0
百
万
円

 

JI
C

A
の

出
資

先
：

 
日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
民
間
企
業

54
社
に
よ
る

出
資
）

 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
鋳
鍛
鋼
製
造
会
社
（
株
主
構
成
：
日
本
側
投
資
会
社
、
メ
キ
シ
コ
国
立
金
融
公
社
、
メ
キ
シ
コ
国
立
鉄
鋼
公
社
）

 

 

事
業

目
的

：
 

メ
キ
シ
コ
南
部
に
鋳
鍛
鋼
製
造
工
場
（
生
産
能
力
：
鋳
鋼
品
等

3.
2
万
ト
ン

/年
）
を
建
設
・
運
営
す
る
こ
と
に
よ
り
、
国
内
機
械
工
業
に
対
す
る
大
型
鋳
鍛
鋼
部
品
の

供
給
を
図
り
、
も
っ
て
、
同
地
域
の
開
発
や
日
本
・
メ
キ
シ
コ
両
国
間
の
経
済
交
流
の
促
進
に
寄
与
す
る
。

 
 

項
目
 

事
業
計
画
（

19
81

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
本
事
業

は
当
時
の
メ
キ
シ
コ
政
権
（

19
76

-1
98

2）
下
に
お
け
る

工
業

開
発

計
画

の
中

で
も

重
要

な
地

位
を

占
め

る
メ

キ
シ

コ

南
部

の
地

域
開

発
計

画
の

中
の

重
点

事
業

で
あ

る
３

大
鉄

鋼

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
１
つ
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
た
。
計
画

当
時
、
メ
キ
シ
コ
は
豊
富
な
鉄
鋼
資
源
や
原

油
及
び
天
然
ガ
ス

資
源
を
有
効
的
に
活
用
し
、
鉄
鋼
業
を
基
幹

産
業
の
１
つ
と
し

て
発
展
さ
せ
る
べ
く
取
り
組
ん
で
い
た
こ
と
か
ら
、
本
事
業
は

当
時
の
政
策
と
整
合
性
が
あ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
本
事
業
が
売
却
さ
れ
た

19
92

年
当
時
の
メ
キ
シ
コ
は

19
82

年

の
債
務
危
機
顕
在
化
か
ら
の
経
済
立
て
直
し
時
期
に
あ
り
、
貿

易
面
で
は
、
本
事
業
で
製
造
す
る
鉄
鉱
を
含
む
工
業
品
の
安
定

的
な
輸
出
確
保
を
重
点
と
す
る
政
策
を
と
っ
て
い
た
。
産
業
高

度
化

に
寄

与
す

る
本

事
業

は
当

時
の

政
策

と
も

整
合

性
が

あ

る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 事
業

計
画

時
お

よ
び

実
績

時
に

お
け

る
メ

キ
シ

コ
政

府
の

政

策
と
整
合
性
が
あ
る
。

 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
メ
キ
シ

コ
は
豊
富
な
石
油
・
ガ
ス
資
源
を
背

景
に
多
角
的
な
工

業
化
政

策
を
推
進
し
て
い
る
が
、
そ
の
展
開
過
程
に
お
い
て
各

種
工
業

設
備
需
要
の
増
大
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
工
業

設
備

の
自

立
化

お
よ

び
輸

入
代

替
を

促
進

す
る

た
め

の
ニ

ー

ズ
が
存

在
し
た
。

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
メ
キ
シ
コ
国
内
の
工
業
化
を
進
め
る
上
で
鋳
鍛
鋼
部
品
は
、
重

要
な
位
置
を
占
め
る
た
め
、
開
発
ニ
ー
ズ
は
引
き
続
き
存
在
し

た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 本
事
業
は
、
メ
キ
シ
コ
国
内
の
機
械
工
業
に
大
型
鋳
鍛
鋼
部
品

を
供
給
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
計
画
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、

機
械
工
業
の
自
立
化
や
外
貨
節
約
に
加
え
、
工
業
技
術
水
準
の

向
上
等
の
開
発
ニ
ー
ズ
に
整
合
し
て
い
る
。

 

妥
当
性
：
 

 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
19

79
年

8
月

、
日
本
の
外
務
大
臣
及
び
通
商

産
業
大
臣
（
当
時
）

が
メ
キ
シ
コ
を
来
訪
し
、
日
本
・
メ
キ
シ
コ
経
済
関
係
の
一
層

の
強

化
及

び
拡

充
を

目
指

し
た

鉄
鋼

協
力

推
進

の
意

図
を

明

確
に
表
明
し
た
。
こ
れ
は
、
こ
の
前
年
（

19
78

年
10

月
）
の

 
 

外
務
大
臣
（
当
時
）
及
び
通
商
産
業
大
臣
（
当
時
）
の
訪
問
時

に
日
本
・
メ
キ
シ
コ
経
済
協
力
の
一
貫
と
し
て
、
本
事
業
が
推

進
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
本
事
業
は
、
計
画
当
時

の
日
本
の
政
策
と
合
致
し
て
い
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
81

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

メ
キ

シ
コ

大
統

領
に

よ
る

訪
日

時
の

際
の

公
式

要
請

を
踏

ま

え
た
も

の
で
あ
っ
た
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
本
事
業

は
、
所
謂
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
あ
り
、
①
相

手
国
政

府
が
当
該
事
業
の
実
施
を
強
く
望
ん
で
い
る
こ
と
、
②

相
手

国
と

の
関

係
緊

密
化

に
極

め
て

重
要

な
も

の
で

あ
る

こ

と
、
③
日
本
の
資
源
確
保
、
産
業
立
地
の
観
点
か
ら
必
要
と
認

め
ら
れ

る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
④
日
本
の
当
該
ま
た
は
関
連
産

業
の
大

半
の
支
持
・
協
力
が
得
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
⑤

①
～

④
の

要
件

を
満

た
し

た
上

で
閣

議
了

解
そ

の
他

の
関

係

省
庁
の

合
意
が
あ
る
こ
と
、
と
い
っ
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

基
準
に
合
致
し
て
い
る
。
 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
関
連
資
料
を
入
手
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
た
め
、
売
却
時

に
お
い
て
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
要
件
を
満
た
し
て

い
た
か
ど
う
か
言
及
で
き
な
い
。

 

 本
事
業
は
、
計
画
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
の

基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
は
妥
当
で

あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 
以
上
よ
り
本
事
業
の
実
施
は
メ
キ
シ
コ
の
開
発
政
策
、
開
発
ニ

ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、
投
融
資
ス
キ

ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、
妥
当
性
は
高

い
。
 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
以
下
の

生
産
能
力
の
鋳
鍛
鋼
製
造
工
場
が
建
設
予
定
。

 
生
産
能

力
：
鉄
鋼
品
等

3.
2
万

t/
年

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
以
下
の
生
産
能
力
の
鋳
鍛
鋼
製
造
工
場
が
建
設
さ
れ
た
。

 
生
産
能
力
：
鉄
鋼
品
等

3.
2
万

t/
年

 

 計
画

通
り

の
生

産
能

力
を

有
す

る
鋳

鍛
鋼

製
造

工
場

が
完

成

し
た
。

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

①
事
業

費
 

総
事
業

費
は

77
,0

00
百
万
円
（
第

1
期
の
み
）

 
   ②
期
間
 

19
82

年
2
月
～

19
83

年
10

月
（

21
か
月
）
（
工
事
着
工
～
完

成
ま
で
）

 

  

①
事
業
費
 

資
料
が
な
い
た
め
、
事
業
費
を
確
認
で
き
ず
。
 

た
だ
し
、
工
事
遅
延
及
び
メ
キ
シ
コ
地
震
に
よ
る
修

理
の
た
め

当
初
計
画
よ
り
事
業
費
は
増
大
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 

②
期
間
 

19
82

年
2
月
～

19
86

年
1
月

(4
8
か
月

) 
（
工
事
着
工
～
完
成

ま
で
）

 
19

85
年

9
月
に

ほ
ぼ
完
成
し
、

9
月

19
日
大
統
領

を
迎
え
て

工
場
の
開
所
式
を
行
う
予
定
で
あ
っ
た
と
こ
ろ
、
当
日
朝
当
地

を
地
震
が
襲
い
（
メ
キ
シ
コ
地
震

M
8.

1）
開
所
式
は

延
期
、
工

場
設
備
に
も
被
害
が
出
た
も
の
の
、
約
１
か
月
半
の
修
理
期
間

を
経
て

11
月

初
旬
に
は
工
場
の
生
産
が
再
開
さ
れ

た
。
開
所

式
は
大
統
領
臨
席
の
も
と
、

19
86

年
1
月

23
日
に
挙
行
。
な

お
、
メ
キ
シ
コ
地
震
以
前
の
計
画
か
ら
の
工
事
遅
延
事
由
に
つ

い
て
は
確
認
で
き
な
か
っ
た
。
 

 入
手
資
料
で
は
事
業
費
実
績
不
明
だ
が
、
工
期
遅
延
な
ど
の
状

況
か
ら
事
業
費
は
増
大
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

   事
業
期
間
の
実
績
は
、
計
画
比
で

22
9％

の
達
成
状
況
で
あ
っ

た
。

 
 

効
率
性
：
 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
に
つ
い
て
は
計
画
を
上

回
る

も
の

と
考

え
ら

れ
、

事
業

期
間

が
大

幅
に

上
回

っ
た

た
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
81

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

め
、
効
率
性
は
低
い
。
 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用

・
効
果
指
標
 

国
内
機

械
工
業
へ
の
供
給
と
し
て
以
下
を
目
標
と
し
て
い
た
。

鋳
鋼
部

品
：

10
千

t/
年

 
鍛
鋼
部
品
：

12
千

t/
年

 
計
：

22
千

t/
年

 
 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標
 

主
要
顧
客
は
メ
キ
シ
コ
の
国
営
重
工
業
会
社
で
あ
っ
た
が
、
政

府
の

財
政

支
出

抑
制

策
の

影
響

を
受

け
て

現
地

事
業

会
社

に

対
す
る
発
注
量
も
低
水
準
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
米

国
や
中
南

米
諸
国
へ
の
輸
出
市
場
開
拓
に
着
手
し
た
。
鋳
鋼
及

び
鉄
鋼
の

合
計
生
産
量
は
、
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

 
19

87
年
：

 6
千

t 
19

88
年
：

12
千

t 

  供
給
計
画
に
比
べ
、

19
87

年
の
実
績
は

27
％
、

19
88

年
の
実

績
は

54
％
と
生
産
は
計
画
未
達
で
あ
る
。

 

  

②
事
業

の
収
益
性
 

以
下
を

予
定
し
て
い
た
。
 

採
算
性

（
2
期
分
も
含
む
）

 
・
単
年
度
黒
字
転
換
 
操
業
後

 6
年
目

 
・
繰
越

赤
字
解
消
 
 
操
業
後

10
年
目

 
・
配
当
可
能
 
 
 
 
操
業
後

10
年
目

 
・

D
C

F
・

R
O

I 
 
 

7.
0％

 
・

D
C

F
・

R
O

E
 
 
 

5.
1％

 

 な
お
、
採
算
性
に
つ
い
て

19
79
～

19
80

年
に
か
け
て
数
次
に

わ
た
る
調
査
を
通
じ
て
、
事
業
実
施
に
際
し
、
以
下
を
留
意
点

と
し
た
。

 
・
本
事
業
は
設
備
費
が
巨
額
に
達
す
る
た
め
、
操
業
開
始
後
出

来
る

だ
け

早
期

に
操

業
度

の
向

上
を

は
か

り
予

定
生

産
量

を

実
現
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

・
鋳
鍛
鋼
製
造
技
術
並
び
に
大
型
機
械
生
産
の
た
め
に
は
相
当

の
技
術
熟
練
度
が
要
求
さ
れ
、
こ
の
た
め
良
質
の
労
働
力
を
確

保
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

②
事
業
の
収
益
性
 

操
業
後

6
年
目
以
降
の
資
料
が
な
い
た
め
確
認
で
き
な
か
っ
た

（
資
料
の
あ
る

19
89

年
度
時
点
ま
で
は
毎
年
度
赤
字
。
無
配
。
）

メ
キ
シ
コ
経
済
の
悪
化
に
伴
い
、
受
注
が
減
少
し
、
稼
動
は
低

水
準
を
続
け
た
。
 

 左
記
実
績
状
況
か
ら
、
当
初
計
画
さ
れ
て
い
た
収
益
率
を
下
回

る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
 

(2
)定

性
的
効
果

 
入
手
し

た
資
料
か
ら
は
、
計
画
時
点
お
よ
び
本
事
業
へ
の
出
資

決
定
時

に
想
定
さ
れ
た
定
性
的
効
果
は
確
認
で
き
な
か
っ
た
。

(2
)定

性
的
効
果

 
入
手
し
た
資
料
か
ら
は
、
定
性
的
効
果
が
あ
っ
た
か
ど
う
か
は

確
認
で
き
な
か
っ
た
。

 

 入
手
し
た
資
料
か
ら
は
定
性
的
効
果
を
判
断
で
き
な
い
。

 

有
効
性
：
 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
る
効
果
は
計
画
と
比
し
て
限

定
的
で
あ
り
、
有
効
性
は
低
い
。
 

イ
ン
パ
ク
ト
：
 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）
 

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

）
 

①
地
域
の
経
済
発
展
 

鉄
鋼
業
育
成
を
通
じ
た
メ
キ
シ
コ
の
経
済
発
展
 

  

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
①
地
域
の
経
済
発
展
 

メ
キ
シ
コ
に
お
け
る
鉄
鋼
業
（
鋳
鍛
鋼
製
品
生
産
）
が
一
定
程

度
育
成
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
る
が
、
詳
細
に
つ
い
て
は
、
資
料

を
入
手
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
 

  メ
キ

シ
コ

の
鉄

鋼
業

育
成

に
一

定
程

度
の

寄
与

は
あ

っ
た

も

の
と
考
え
ら
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
81

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

 ②
雇
用

 

ピ
ー
ク

時
の
従
業
員
数
 

19
85

年
～
 

1,
20

0
人

 
19

87
年
～
 

2,
00

0
人
 

 ②
雇
用
：
 

19
86

年
末
の
従
業
員
数
は

1,
76

2
人
。
但
し
、

19
86

年
の
１

年

間
で
約

60
0
名

が
退
職
し
、
相
当
数
の
新
規
補
充
を
行
っ
た
。

19
87

年
末
時
点
で
の
従
業
員
数
は

1,
72

9
人
。
但
し
引
続
き
離

職
率
は
高
か
っ
た
。

 
19

88
年
末
に
お
け
る
従
業
員
数
は

1,
90

0
名
。

 
19

89
年
末
で
は
再
建
に
向
け
従
業
員
を
前
年
比

65
％
の

1,
24

0
名
ま
で
削
減
し
た
。
 

  実
績
は
ピ
ー
ク
時
従
業
員
ま
で
の
雇
用
を
達
成
し
て
お
ら
ず
、

離
職
率
も
高
い
。
 

 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然

環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

資
料
が

な
く
不
明
 

  ②
住
民

移
転
・
用
地
取
得
 

資
料
が

な
く
不
明
 

  ③
そ
の

他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

資
料
が

な
く
不
明
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
現

地
事

業
会

社
の

会
長

は
メ

キ
シ

コ
国

有
財

産
工

業
振

興
省

大
臣
で

あ
る
ほ
か
取
締
役
に
同
国
大
蔵
大
臣
、
同
国
国
立
金
融

公
社

総
裁

、
同

国
国

立
鉄

鋼
公

社
総

裁
な

ど
が

就
任

し
て

お

り
、
メ

キ
シ
コ
政
府
が
支
え
る
体
制
と
な
る
予
定
で
あ
っ
た
。

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
19

92
年

に
メ

キ
シ

コ
政

府
に

よ
る

構
造

調
整

政
策

方
針

に
よ

り
現
地
事
業
会
社
を
現
地
の
民
間
企
業
に
売
却
済
み
。

 

 本
事
業
は
売
却
（
償
却
）
さ
れ
た
が
、
当
該
時
点
で
の
情
報
が

不
明
の
た
め
、
体
制
に
つ
い
て
は
評
価
で
き
な
い
。

 

持
続
性
：
 

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
操

業
段

階
に

お
い

て
日

本
側

よ
り

メ
キ

シ
コ

側
へ

き
め

の
細

か
い
操
業
指
導
を
行
う
こ
と
を
計
画
し
て
い
た
。

 
ま
た
、
操
業
開
始
前
に
メ
キ
シ
コ
及
び
日
本
に
お
い
て
メ
キ
シ

コ
人
技
術
者
に
対
す
る
訓
練
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
操
業
開

始
後
は
日
本
側
中
核
企
業

A
社

が
訓
練
を
実
施
し
、
安
定
操
業

と
技
術

の
移
転
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
た
。

 

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
19

85
年
後
半
か
ら
商
業
生
産
を
開
始
、
従
業
員
数
は

80
0
名
近

く
、
日
本
側
中
核
企
業

A
社
か

ら
約

30
名
の
技
術
指
導
員
が

常
駐
し
て
現
地
訓
練
を
実
施
し
た
。

 
19

86
年
、
約

20
名
の
技
術
指
導
員
が
常
駐
し
技
術
移
転
を
進

め
た
。

 
現

地
技

術
指

導
は

品
質

も
一

応
の

水
準

に
達

し
て

い
る

と
考

え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
常
時
派
遣
者
数
を
漸
次
減
ら
し

19
87

年

末
で

10
名
強
、

19
88

年
後
半
に
は

6-
7
名
程
度
と
す
る
予
定

と
し
た
。

 
19

88
年
、
日
本
側
中
核
企
業

A
社
か
ら
派
遣
の
技
術
指
導
員

は
現

地
事

業
会

社
の

資
金

事
情

に
よ

り
予

定
員

数
よ

り
少

な

い
4
名
と
な
っ

た
。

 

 継
続
的
な
技
術
指
導
員
の
常
駐
の
結
果
、
品
質
も
一
応
の
水
準

に
達
し
た
と
考
え
ら
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
81

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
現

地
事

業
会

社
が

対
象

と
す

る
鋳

鍛
鋼

製
品

に
つ

い
て

国
立

金
融

公
社

が
各

需
要

分
野

の
積

上
げ

に
よ

り
需

要
見

通
し

を

作
成
。

19
89

年
の
メ
キ
シ
コ
国
内
鋳
鍛
鋼
需
要
を

82
千

t
程

度
と
予
測
。
そ
の
約

50
％
を
現
地
事
業
会
社
が
供
給
（

2
期
計

画
実
施
後
）
。

 
上

記
を

踏
ま

え
た

損
益

計
画

で
は

、
19

89
年

時
点

で
売

上
高

5,
74

0
百
万
ペ
ソ
、
税
引
き
後
利
益

51
0
百
万
ペ
ソ
を
計
画
し

て
い
た
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
メ
キ
シ
コ
政
府
の
財
政
難
に
よ
り
主
要
顧
客
（
国
営
重
工
業
会

社
及
び
鉱
山
会
社
）
か
ら
の
受
注
が
落
ち
込
み
、
打
開
の
た
め

輸
出
に
注
力
し
た
も
の
の
、
採
算
が
厳
し
く
損
益
上
の
貢
献
に

は
至
ら
な
か
っ
た
。
生
産
低
迷
に
よ
る
回
収
不
足
か
ら
資
金
繰

り
を

国
立

金
融

公
社

緊
急

融
資

に
依

存
し

た
こ

と
で

借
入

金

利
の

増
大

が
生

産
コ

ス
ト

を
さ

ら
に

上
昇

さ
せ

、
経

営
は

悪

化
、
開
業
後
黒
字
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

 
な
お
、
メ
キ
シ
コ
政
府
の
方
針
に
よ
り

19
92

年
8
月
に
売
却

が
決
定
、
同
年

11
月
に
メ
キ
シ

コ
政
府
分
と
同
時
に
日
本
側

株
式
を
売
却
し
、

19
93

年
3
月
を

も
っ
て
日
本
側
投
資
会
社
は

清
算
を
決
議
し
、
同
年

7
月
に

清
算
を
終
了
し
た
。

 

 メ
キ

シ
コ

経
済

の
悪

化
に

よ
り

、
当

初
の

需
要

見
通

し
に

比

べ
、

受
注

が
大

き
く

減
少

し
た

こ
と

等
に

よ
り

採
算

が
悪

化

し
、
財
務
に
重
大
な
問
題
が
あ
っ
た
。

 

 
以

上
よ

り
、

償
却

前
の

時
点

に
お

け
る

本
事

業
の

維
持

管
理

は
、
財
務
に
重
大
な
問
題
が
あ
り
、
本
事
業
に
よ
っ
て
発
現
し

た
効
果
の
持
続
性
は
低
か
っ
た
。
 

操
業

当
初

の
熟

練
労

働
力

の
確

保
難

等
に

よ
る

低
操

業
と

資

本
設

備
が

日
本

国
内

の
場

合
に

比
し

て
割

高
と

な
る

こ
と

な

ど
か
ら

収
益
性
は
低
い
も
の
と
見
通
さ
れ
る
（

D
C

F・
R

O
E
は

5.
1%

と
試
算
さ
れ
る
）
。
し
か
し
、
操
業
後

10
年

目
を
も
っ
て

配
当
可
能
と
な
る
予
定
で
あ
っ
た
。

 

配
当
が
な
い
ま
ま
売
却
に
至
っ
た
。
出
資
金

1,
74

0
百
万
円
に

対
し
て

15
9
百

万
円
を
回
収
し
た
た
め
、

1,
58

1
百
万
円
の
損

失
と
な
っ
た
。

 

JI
C

A
は

1,
58

1
百
万
円
の
損
失
が
あ
っ
た
。

 

JI
C

A
の
収
支
：

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
損
失
が
あ

っ
た
。

 
【
項
目

別
評
価
】
 

①
財
務

的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
本
邦
民
間
企
業
と
の
連
携

の
下
、

現
地
通
貨
建
て
の
資
本
を
提
供
。
 

②
非
財

務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
現
地
政
府
高
官
と
の
パ

イ
プ
を

持
ち
、
事
業
の
安
定
に
貢
献
。
 

③
開
発

効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間

資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境

社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
な
し
。
 

 特
記
事

項
：
 

④
JI

C
A
が
本
事

業
に
出
資
参
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
参
加
民
間

企
業
の
リ
ス
ク
補
完
等
を
行
い
、
参
加
民
間

企
業
の
投
資
に
対

す
る
触
媒
機
能
を
果
た
さ
な
け
れ
ば
、
民
間

投
資
は
実
現
し
え

ず
、
事
業
の
実
施
は
困
難
と
な
る
。
 

【
項
目
別
評
価
】
 

同
左
。
 

 特
記
事
項
：
 

①
④

JI
C

A
の

出
資

に
よ

る
安

定
資

金
の

供
給

は
採

算
の

厳
し

い
本

事
業

の
実

施
お

よ
び

日
本

の
民

間
企

業
の

リ
ス

ク
低

減

に
寄
与
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

(J
IC

A
が

日
本
に
お
け
る

民
間
投
資
の
呼
び
水
的
役
割
を
果
た
し
た
こ
と
で
、
上
記
の
よ

う
な
リ
ス
ク
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
民
間
資
本
が
日
本
側
投
資
会

社
全
体
の

70
.5

%
に
も
達
し
た
。

) 

   特
記
事
項
：
 

①
経

済
協

力
的

意
義

お
よ

び
安

定
資

金
供

給
の

両
面

か
ら

JI
C

A
が

出
資

し
た

こ
と

に
よ

り
事

業
が

遂
行

で
き

た
も

の
と

考
え
ら
れ
る
。
 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：
 

 
以
上
よ
り
、
計
画
時
及
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が
支

援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。
 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
特
に
な
し
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
81

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
本
事
業
で
は
出
資
直
後
に
対
象
国
の
債
務
危
機
が
顕
在
化
し
、
受
注
が
想
定
を
大
幅
に
下
回
る
な
ど
の
状
況
か
ら
収
益

が
悪
化
し
た
。
よ
っ
て
、
途
上
国
の
経
済
の
変
動
自
体
は
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
困

難
で
あ
る
が
、
需
要
見
通
し
等
の
分
析
を
慎
重
に
行
い
、
可
能
な
範
囲
で
の
リ
ス
ク
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を
図
る
方
策
を
検

討
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 

 

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
 

特
に
な
し
。
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 参
考
資
料
①
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
出
資
構
成

(1
98

1
年
時
点

) 

  
2
9
.5
%

2
0
%

推
進
企

業
グ
ル
ー
プ

4
9
.3
%
（
推

進
企

業
グ
ル
ー
プ
計

）
6
0
.1
%

メ
キ
シ
コ
側

3
.6
%

4
0
%

3
.6
%

（
民
間

株
主

計
）

7
0
.5
%

3
.6
%

4
0
%

関
連
企

業
グ
ル
ー
プ

1
0
.4
%

日
本
側

投
資

会
社

国
立

金
融

公
社

国
立

鉄
鋼

公
社

J
IC
A

A
社

【
中
核

企
業
】

B
社

現
地
事

業
会

社

C
社

D
社

関
連
業

界
5
0
社
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  参
考
資
料
②
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
借
入
構
成

(1
98

1
年
時
点

) 

   
 

 

日
本

側
メ
キ
シ
コ
側

現
地

合
弁

会
社

輸
出

信
用

2
11

億
円

3
29

億
円

国
立

金
融

公
社

N
A
F
IN
S
A
ロ
ー
ン

1
18

億
円

F
O
N
E
P
ロ
ー
ン

4
1
億

円

転
換

社
債

1
03

億
円

F
O
N
E
P

（
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン

グ
対
象

の
国

立
金

融
公

社
制

度
融

資
）

現
地

事
業

会
社

J
B
IC

市
中

銀
行
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

6）
 

外
部
評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
五

十
里

 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
武

谷
 

由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
評

価
月

9
20

10
年

6
月

 

国
名

：
 

メ
キ
シ
コ

 

案
件

名
：

 
メ
キ
シ
コ
に
お
け
る
大
径
鋼
管
製
造
合
弁
事
業
（
残
高
な
し
出
資
案
件
）

 

出
資

承
諾

日
：

  
19

80
年

11
月

 
出
資
承
諾
額
：

 
1,

53
6
百
万
円

 

出
資

実
行

年
：

 
19

80
年

 
出
資
実
行
額
：

 
1,

53
6
百
万
円

 

JI
C

A
の

出
資

先
：

 
日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
民
間
企
業

52
社
に
よ
る

出
資
）

 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
大
径
鋼
管
製
造
会
社
（
株
主
構
成
：
日
本
側
投
資
会
社
、
メ
キ
シ
コ
国
立
金
融
公
社
、
メ
キ
シ
コ
国
立
鉄
鋼
公
社
）

 

 

事
業

目
的

：
 

メ
キ
シ
コ
南
部
に
大
径
鋼
管
製
造
工
場
（
生
産
能
力
：
大
径
管

29
万
ト
ン

/年
）
を
建
設
・
運
営
す
る
こ
と
に
よ
り
、
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
用
大
径
鋼
管
の
供
給
を
図
り
、

も
っ
て
、
同
地
域
の
開
発
と
日
本
・
メ
キ
シ
コ
両
国
間
の
経
済
交
流
の
促
進
に
寄
与
す
る
。

 
  

項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
本
事
業

は
当
時
の
メ
キ
シ
コ
政
権
（

19
76

-1
98

2）
下
に
お
け
る

工
業

開
発

計
画

の
中

で
も

重
要

な
地

位
を

占
め

る
メ

キ
シ

コ

南
部

の
地

域
開

発
計

画
の

中
の

重
点

事
業

で
あ

る
３

大
鉄

鋼

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
１
つ
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
た
。
計
画

当
時
、
メ
キ
シ
コ
は
豊
富
な
鉄
鋼
資
源
や
原

油
及
び
天
然
ガ
ス

資
源
を
有
効
的
に
活
用
し
、
鉄
鋼
業
を
基
幹

産
業
の
１
つ
と
し

て
発
展
さ
せ
る
べ
く
取
り
組
ん
で
い
た
こ
と
か
ら
、
本
事
業
は

当
時
の
政
策
と
整
合
性
が
あ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
本
事
業
が
売
却
さ
れ
た

19
92

年
当
時
の
メ
キ
シ
コ
は

19
82

年

の
債
務
危
機
顕
在
化
か
ら
の
経
済
立
て
直
し
時
期
に
あ
り
、
貿

易
面
で
は

80
年
代
後
半
に
原
油
価
格
の
下
落
を
主
因
に
貿
易

収
支
が
悪
化
し
た
経
験
を
踏
ま
え
、
本
事
業
で
製
造
す
る
鉄
鋼

を
含

む
工

業
品

輸
出

を
促

進
す

る
こ

と
に

よ
る

安
定

的
な

輸

出
確
保
に
重
点
と
す
る
政
策
を
と
っ
て
い
た
。
産
業
高
度
化
に

寄
与

す
る

本
事

業
は

当
時

の
政

策
と

も
整

合
性

が
あ

る
も

の

と
思
わ
れ
る
。

 

 事
業

計
画

時
お

よ
び

実
績

時
に

お
け

る
メ

キ
シ

コ
政

府
の

政

策
と
整
合
性
が
あ
る
。

 

妥
当
性
：

 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
メ

キ
シ

コ
に

お
い

て
は

原
油

及
び

天
然

ガ
ス

の
増

産
に

よ
り

パ
イ
プ
ラ
イ
ン
用
大
径
鋼
管
の
需
要
は
旺
盛
で
あ
り
、
今
後
も

増
大
す
る
と
予
想
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
メ
キ
シ
コ
国
内
設

備
能
力
は
数
量
的
に
も
品
質
的
に
も
需
要
に
対
応
し
き
れ
ず
、

従
来
そ
の
大
半
を
輸
入
に
依
存
し
て
い
た
。
本
事
業
は
か
か
る

ニ
ー

ズ
に

対
処

す
る

も
の

で
あ

り
、

ニ
ー

ズ
と

整
合

し
て

い

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
メ

キ
シ

コ
に

お
い

て
、

石
油

は
主

要
輸

出
品

目
の

一
つ

で
あ

り
、
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
用
大
径
鋼
管
の
ニ
ー
ズ
は
引
き
続
き
存
在

し
た
。

 

 メ
キ
シ
コ
に
お
け
る
石
油
・
天
然
ガ
ス
の
開
発
に
伴
う
旺
盛
な

大
径
管
需
要
に
応
ず
る
た
め
、
日
本
側
が
技
術
及
び
資
金
の
両

面
か
ら
協
力
す
る
も
の
で
あ
り
、
開
発
ニ
ー
ズ
と
整
合
す
る
。

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
1  1

99
2
年
の
事
業
売
却
時
を
評
価
時
点
と
し
、
売
却
時
ま
で
の
把
握
で
き
る
情
報
を
実
績
と
し
た
。

 

91



 

 

 

項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

る
。

 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
19

79
年

8
月

、
日
本
の
外
務
大
臣
（
当
時
）
及
び
通
商
産
業
大

臣
（
当

時
）
が
メ
キ
シ
コ
を
来
訪
し
、
日
本
・
メ
キ
シ
コ
経
済

関
係

の
一

層
の

強
化

及
び

拡
充

を
目

指
し

た
鉄

鋼
協

力
推

進

の
意
図
を
明
確
に
表
明
し
た
。
こ
れ
は
、
こ
の
前
年
（

19
78

年

10
月

）
の
メ
キ
シ
コ
大
統
領
に
よ
る
訪
日
時
の
際
の
公
式
要
請

を
踏
ま
え
た
も
の
で
あ
っ
た
。

 

 
 

 
外
務
大
臣
（
当
時
）
及
び
通
商
産
業
大
臣
（
当
時
）
の
訪
問
時

に
日
本
・
メ
キ
シ
コ
経
済
協
力
の
一
貫
と
し
て
、
本
事
業
が
推

進
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
本
事
業
は
、
計
画
当
時

の
日
本
の
政
策
と
合
致
し
て
い
る
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
本
事
業

は
、
所
謂
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
あ
り
、
①
相

手
国
政

府
が
当
該
事
業
の
実
施
を
強
く
望
ん
で
い
る
こ
と
、
②

相
手

国
と

の
関

係
緊

密
化

に
極

め
て

重
要

な
も

の
で

あ
る

こ

と
、
③
日
本
の
資
源
確
保
、
産
業
立
地
の
観
点
か
ら
必
要
と
認

め
ら
れ

る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
④
日
本
の
当
該
ま
た
は
関
連
産

業
の
大

半
の
支
持
・
協
力
が
得
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
⑤

①
～

④
の

要
件

を
満

た
し

た
上

で
閣

議
了

解
そ

の
他

の
関

係

省
庁
の

合
意
が
あ
る
こ
と
、
と
い
っ
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

基
準
に
合
致
し
て
い
る
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
関
連
資
料
を
入
手
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
た
め
、
売
却
時

に
お
い
て
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
要
件
を
満
た
し
て

い
た
か
ど
う
か
言
及
で
き
な
い
。

 

本
事
業
は
、
計
画
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
の

基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
は
妥
当
で

あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
以
上
よ
り
本
事
業
の
実
施
は
メ
キ
シ
コ
の
開
発
政
策
、
開
発
ニ

ー
ズ
、
日
本
の
援
助
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、
投
融
資

ス
キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、
妥
当
性

は
高
い
。

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
以
下
の

生
産
能
力
の
大
径
鋼
管
製
造
工
場
が
建
設
予
定
。

 
生
産
能

力
：
大
径
管

29
万

t/
年

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
以
下
の
生
産
能
力
の
大
径
鋼
管
製
造
工
場
が
建
設
さ

れ
た
。

 
生
産
能
力
：
大
径
管

29
万

t/
年

 

 

 計
画

通
り

の
生

産
能

力
を

有
す

る
大

径
鋼

管
製

造
工

場
が

完

成
し
た
。

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

効
率
性
：

 

 

①
事
業
費

 
総
事
業
費
は

33
,0

00
百
万
円
（

3,
30

0
百
万
ペ
ソ
）

 

      ②
期
間

 
19

81
年

7
月
～

19
83

年
6
月
（

24
か
月
）（

工
事
着
工
～
操
業

開
始
ま

で
）

 

①
事
業
費

 
総
事
業
費
：

46
,6

00
百
万
円

 
当
初

31
,0

00
百
万
円
（
運
転
資
金
を
含
め
る
と

33
,0

00
百
万

円
）
と
見
積
も
ら
れ
て
い
た
が
、
イ
ン
フ
レ
な
ど
に
よ
る
土
木

工
事
等
費
用
の
増
加
の
た
め
、
コ
ス
ト
見
直
し
の
結

果
42

,6
00

百
万
円
（
同

46
,6

00
百
万
円
）
と
な
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
計

画
よ
り

13
,6

00
百
万
円
（

+
41

.2
％
）
の
予
算
超
過
で

あ
っ
た
。

 ②
期
間

 
19

81
年

7
月
～

19
85

年
5
月
（

47
か
月
）（

工
事
着

工
～
操
業

開
始
ま
で
）

 

 事
業
費
は
計
画
に
比
し

14
1％

の
増
加
と
な
っ
た
。

 

       事
業
期
間
の
実
績
は
、
計
画
比
で

19
6％

の
達
成
状
況
で
あ
っ

た
（
た
だ
し
工
期
実
績
不
明
の
た
め
、
当
初
計
画
通
り
工
事
を
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

 
工
事
遅
延
事
由
に
つ
い
て
は
確
認
で
き
な
か
っ
た
。

 
開
始
し
た
と
の
前
提
に
基
づ
く
）
。

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
に
つ
い
て
は
計
画
を
上

回
り
、
事
業
期
間
が
大
幅
に
上
回
っ
た
た
め
、
効
率
性
は
低
い
。
 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用

・
効
果
指
標
 

パ
イ
プ

ラ
イ
ン
用
大
径
鋼
管
の
供
給
と
し
て

29
万

t/
年

 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標
 

工
事
完
成
後
の
資
料
を
入
手
で
き
な
か
っ
た
た
め
、
パ
イ
プ
ラ

イ
ン
用
大
径
鋼
管
の
供
給
の
実
績
は
不
明
で
あ
る
。

 

 事
業
実
績
不
明
の
た
め
評
価
で
き
な
い
。

 

  
(2

)事
業
の
収
益
性

 
以
下
を

予
定
し
て
い
た
。

 
・
単
年

度
黒
字
転
換
 
４
年
目

 
・
繰
越

赤
字
解
消
 
 
７
年
目

 
・
配
当

可
能
 
 
 
 
７
年
目

 
・

D
C

F
 

R
O

I 
 
 
 

8.
6％

 
・

D
C

F
 

R
O

E
 

  
  

 6
.4
％

 

 な
お
、
採
算
性
に
つ
い
て

19
79

年
か
ら

10
次
を

超
え
る
調
査

を
通
じ
て
、
事
業
実
施
に
際
し
、
以
下
を
留
意
点
と
し
た
。

 
・
本
事

業
は
設
備
費
が
巨
額
に
の
ぼ
る
た
め

、
こ
れ
を
予
算
内

に
お
さ
め
る
こ
と
、
及
び
操
業
開
始
後
出
来

る
だ
け
早
期
に
操

業
度

の
向

上
を

は
か

り
最

大
生

産
量

を
実

現
す

る
必

要
が

あ

る
。
（
年
産
能
力
：

29
万
ト
ン
）

 
・
高
級
ラ
イ
ン
パ
イ
プ
の
製
造
に
は
技
術
的
熟
練
が
必
要
で
あ

り
、
良
質
労
働
力
の
確
保
に
よ
り
、
所
期
の

操
業
度
、
歩
留
率

を
実
現
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

(2
)事

業
の
収
益
性

 
メ
キ
シ
コ
経
済
の
悪
化
に
よ
る
国
内
需
要
不
足
、
原
材
料
確
保

の
問
題
等
に
よ
り
業
績
は
低
迷
を
続
け
、
日
本
・
メ
キ
シ
コ
両

国
の

株
主

は
再

建
策

を
策

定
し

た
が

実
効

を
上

げ
る

ま
で

に

至
ら
な
か
っ
た
。

 

 左
記
実
績
状
況
か
ら
、
当
初
計
画
さ
れ
て
い
た
収
益
率
を
下
回

る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

(3
)定

性
的
効
果
 

 
入
手
し

た
資
料
か
ら
は
、
計
画
時
点
お
よ
び
本
事
業
へ
の
出
資

決
定
時

に
想
定
さ
れ
た
定
性
的
効
果
は
確
認
で
き
な
か
っ
た
。

(3
)定

性
的
効
果

 
入
手
し
た
資
料
か
ら
は
、
定
性
的
効
果
が
あ
っ
た
か
ど
う
か
は

確
認
で
き
な
か
っ
た
。

 

 入
手
し
た
資
料
か
ら
は
定
性
的
効
果
を
判
断
で
き
な
い
。

 

有
効
性
：

 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
る
効
果
は
計
画
と
比
し
て
限

定
的
で
あ
り
、
有
効
性
は
低
い
。

 

イ
ン
パ
ク
ト
：
 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

）
 

①
鉄
鋼
業
育
成
を
通
じ
た
メ
キ
シ
コ
の
経
済
発
展
 

  ②
雇
用
：

 9
10

人
の
要
員
を
動
員
す
る
予
定
で
あ
っ
た
。
 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
①
メ
キ
シ
コ
に
お
け
る
鉄
鋼
業
（
大
径
鋼
管
生
産
）
育
成
を
通

じ
た
経
済
交
流
の
実
現
が
図
ら
れ
た
。
 

 ②
雇
用
に
つ
い
て
は
、
詳
細
資
料
が
な
い
た
め
実
績
不
明
で
あ

る
。

 

 メ
キ

シ
コ

の
鉄

鋼
業

育
成

に
一

定
程

度
の

寄
与

は
あ

っ
た

も

の
と
考
え
ら
れ
る
。
雇
用
に
つ
い
て
は
、
資
料
が
な
い
た
め
実

績
が
不
明
で
あ
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然

環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

資
料
が

な
く
不
明
 

  ②
住
民

移
転
・
用
地
取
得
 

資
料
が

な
く
不
明
 

  ③
そ
の

他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

資
料
が

な
く
不
明
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。

 

 ①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
現

地
事

業
会

社
の

会
長

は
メ

キ
シ

コ
国

有
財

産
工

業
振

興
省

大
臣
で

あ
る
ほ
か
、
副
会
長
に
は
同
国
国
立
金
融
公
社
総
裁
、

取
締
役

に
同
国
国
立
鉄
鋼
公
社
総
裁
な
ど
が
就
任
し
て
お
り
、

メ
キ
シ

コ
政
府
が
支
え
る
体
制
と
な
る
予
定
で
あ
っ
た
。
 

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
19

92
年

に
メ

キ
シ

コ
政

府
に

よ
る

構
造

調
整

政
策

方
針

に
よ

り
、
現
地
事
業
会
社
を
現
地
の
民
間
企
業
に
売
却
済
み
。
 

 

 本
事
業
は
売
却
（
償
却
）
さ
れ
た
が
、
当
該
時
点
で
の
情
報
が

不
明
の
た
め
、
体
制
に
つ
い
て
は
評
価
で
き
な
い
。

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
建
設
費

及
び
要
員
対
策
に
つ
い
て
、
建
設
段
階
で
は
建
設
指
導

を
、

操
業

段
階

で
は

操
業

指
導

を
日

本
側

が
行

う
こ

と
に

よ

り
、
建
設
・
操
業
の
両
段
階
を
通
じ
て
メ
キ
シ
コ
側
へ
き
め
の

細
か
い

管
理
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
た
。

 
ま
た
、
操
業
開
始
前
に
日
本
に
お
い
て
メ
キ
シ
コ
人
技
術
者
に

対
す
る

訓
練
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
操
業
開
始
後
は
、
日
本

側
中

核
企

業
A

社
が

建
設

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

及
び

操
業

指

導
を
実
施
（
操
業
後
２
年
で
技
術
人
員
の
派
遣
終
了
の
計
画
）

す
る

等
、

安
定

操
業

と
技

術
の

移
転

を
図

る
こ

と
と

し
て

い

た
。

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
操
業
前
の
日
本
で
の
実
習
生
研
修
、
操
業
後

2
年
に
わ
た
る
日

本
か
ら
の
技
術
指
導
が
計
画
ど
お
り
実
施
さ
れ
、
運
営
維
持
管

理
が
図
ら
れ
た
。

 

 

 詳
細
は
不
明
で
あ
る
も
の
の
、
現
地
従
業
員
の
技
術
レ
ベ
ル
の

向
上
の
た
め
の
取
組
は
あ
っ
た
た
め
、
一
定
程
度
の
持
続
性
は

あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
19

89
年
時
点
（
操
業
後

7
年
目

、
操
業
度

10
0％

）
で
売
上
高

4,
41

9
百
万
ペ
ソ
、
税
引
き
後
利
益

28
0
百
万
ペ
ソ
を
計
画
し

て
い
た
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
操

業
後

の
資

料
が

な
く

詳
細

実
績

は
不

明
で

あ
る

が
、

19
92

年
、
日
本
・
メ
キ
シ
コ
両
政
府
の
合
意
に
基
づ
き
、
現
地
事
業

会
社
は
売
却
さ
れ
た
。

 

 実
績
が
不
明
の
た
め
、
財
務
に
つ
い
て
は
評
価
で
き
な
い
。

 

持
続
性
：

 

 

 
以

上
よ

り
、

償
却

前
の

時
点

に
お

け
る

本
事

業
の

維
持

管
理

は
、
実
績
不
明
の
た
め
、
持
続
性
は
評
価
不
能
。

 

JI
C

A
の
収
支
：

 

操
業

当
初

の
熟

練
労

働
力

の
確

保
難

等
に

よ
る

低
操

業
と

資

本
設

備
が

日
本

国
内

の
場

合
に

比
し

て
割

高
と

な
る

こ
と

な

ど
か

ら
累

積
赤

字
は

ピ
ー

ク
時

に
資

本
金

の
79

%
に

達
す

る

と
見
ら
れ
、
収
益
性
は
低
い
も
の
と
見
通
さ
れ
る
（

D
C

F・
R

O
E

配
当
が
な
い
ま
ま
売
却
に
至
っ
た
。
出
資
金

1,
53

6
百
万
円
に

対
し
て

77
百
万

円
を
回
収
し
た
た
め
、

1,
45

9
百
万
円
の
損
失

と
な
っ
た
。

 

JI
C

A
は

1,
45

9
百
万
円
の
損
失
が
あ
っ
た
。

 

 

94



 

 

 

項
目

 
事
業
計
画
（

19
80

年
）

 
事
業
実
績

1  
評
価
結
果

 

は
6.

4%
と
試
算
さ
れ
る
）
。
し
か
し
、
操
業
後

7
年
目
を
も
っ

て
配
当
可
能
と
な
る
予
定
で
あ
っ
た
。

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

J
I
C
A
は
損
失
が
あ
っ
た
。

 
【
項
目

別
評
価
】
 

①
財
務

的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
本
邦
民
間
企
業
と
の
連
携

の
下
、

現
地
通
貨
建
て
の
資
本
を
提
供
。
 

②
非
財

務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
現
地
政
府
高
官
と
の
パ

イ
プ
を

持
ち
、
事
業
の
安
定
に
貢
献
。
 

③
開
発

効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間

資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境

社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
な
し
。
 

 特
記
事

項
：
 

④
JI

C
A
が
本
事

業
に
出
資
参
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
参
加
民
間

企
業
の
リ
ス
ク
補
完
等
を
行
い
、
参
加
民
間

企
業
の
投
資
に
対

す
る
触
媒
機
能
を
果
た
さ
な
け
れ
ば
、
民
間

投
資
は
実
現
し
え

ず
、
事
業
の
実
施
は
困
難
と
な
る
。
 

【
項
目
別
評
価
】
 

同
左
。
 

 特
記
事
項
：
 

①
④

JI
C

A
の
出

資
に
よ
る
安
定
資
金
の
供
給
は
、
採
算
の
厳
し

い
本

事
業

の
実

施
お

よ
び

日
本

の
民

間
企

業
の

リ
ス

ク
低

減

に
寄
与
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

(J
IC

A
が

日
本
に
お
け
る

民
間
投
資
の
呼
び
水
的
役
割
を
果
た
し
た
こ
と
で
、
上
記
の
よ

う
な
リ
ス
ク
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
民
間
資
本
が
日
本
側
投
資
会

社
全
体
の

70
%
に
も
達
し
た
。

) 

   特
記
事
項
：
 

①
経

済
協

力
的

意
義

お
よ

び
安

定
資

金
供

給
の

両
面

か
ら

JI
C

A
が

出
資

し
た

こ
と

に
よ

り
事

業
が

遂
行

で
き

た
も

の
と

考
え
ら
れ
る
。

 

 
ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：

 

 
以
上
よ
り
、
計
画
時
及
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が
支

援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。

 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
特
に
な
し
。

 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
本
事
業
で
は
出
資
直
後
に
対
象
国
の
債
務
危
機
が
顕
在
化
し
、
受
注
が
想
定
を
大
幅
に
下
回
る
な
ど
の
状
況
か
ら
収
益

が
悪
化
し
た
。
よ
っ
て
、
途
上
国
の
経
済
の
変
動
自
体
は
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
困

難
で
あ
る
が
、
需
要
見
通
し
等
の
分
析
を
慎
重
に
行
い
、
可
能
な
範
囲
で
の
リ
ス
ク
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を
図
る
方
策
を
検

討
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 

 
そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）

 
特
に
な
し
。
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 参
考
資
料
①
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
出
資
構
成

(1
98

0
年
時
点

) 

 

3
0
%

4
0
%

推
進

企
業

グ
ル

ー
プ

3
0
.4
%
（
推

進
企

業
グ
ル

ー
プ
計

）
1
5
.5
%

6
0
%

メ
キ
シ
コ
側

5
.0
%

3
4
%

3
.8
%

（
民
間

株
主

計
）

2
.1
%

7
0
%

1
.1
%

2
6
%

1
.1
%

1
.0
%

関
連

企
業

グ
ル

ー
プ

1
0
.0
%

石
油

（
2
4
社

）
重

電
機

（
1
0社

）
商

社
（
６
社

）

G
社

H
社

現
地

事
業

会
社

D
社

E
社

製
鉄

（
４
社

）

日
本

側
投

資
会

社

国
立

金
融

公
社

国
立

鉄
鋼

公
社

J
IC
A

A
社

【
中

核
企

業
】

B
社

C
社

F
社
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  参
考
資
料
②
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
借
入
構
成

(1
98

0
年
時
点

) 

      

日
本

側
メ
キ
シ
コ
側

現
地

合
弁

会
社

1
22

億
円

2
00

億
円

国
立

金
融

公
社

7
8
億

円

8
9
.7
億

円

1
07

.6
億

円

現
地

事
業

会
社

市
中

銀
行

J
B
IC

市
中

銀
行

そ
の
他
メ
キ
シ
コ
政
府
系

金
融

機
関
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

7）
 

外
部

評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

(
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
)
 

五
十

里
 
寛

(
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
)
 

武
谷

 
由
紀

(
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
)
 

評
価

月
：

20
10

年
6
月

 

国
名

：
 

ブ
ラ
ジ
ル
 

案
件

名
：

 
ブ
ラ
ジ
ル
に
お
け
る
製
鉄
合
弁
事
業
（
残
高
あ
り
出
資
案
件
）
 

出
資

承
諾

日
：

 
 

19
67

年
4
月

 
出

資
承
諾

額
：

 
11

,8
42

百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

67
年

 
出

資
実
行

額
：
 

11
,5

50
百
万
円

 

JI
C

A
の

出
資

先
：

 
日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
民
間
企
業

2
社
）
 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
製
鉄
会
社
（
付
属
資
料
参
照
）
 

 

事
業

目
的

1
：

 
ブ
ラ
ジ
ル
に
お
い
て
鉄
鉱
石
な
ど
の
原
材
料
を
活
用
し
た
粗
鋼
生
産
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
工
業
化
促
進
お
よ
び
ブ
ラ
ジ
ル
南
東
部
の
地
域
開
発
を
図
り
、
も
っ
て
ブ
ラ
ジ
ル
の
産
業
高

度
化
お
よ
び
雇
用
増
加
、
並
び
に
日
本
・
ブ
ラ
ジ
ル
両
国
間
の
経
済
交
流
の
促
進
に
寄
与
す
る
。
 

  

項
目
 

事
業
計
画
（

19
58

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性
 

工
業
化

政
策
へ
の
転
換
を
図
り
打
ち
出
し
て
い
た
「
経
済
開
発

5
ヵ
年
計
画
」
（

19
56
～

19
60

年
）
に
お
い
て
、
鉄
鋼
生
産
に

つ
い
て

は
19

55
年
の
粗
鋼

11
6
万

ト
ン
か
ら

19
60

年
に
は

22
8

万
ト
ン
へ
拡
大
す
る
目
標
が
示
さ
れ
た
。
こ
れ
を
達
成
す
る
に

は
既

存
工

場
を

増
強

す
る

ほ
か

に
新

製
鉄

所
の

建
設

が
必

要

で
あ
り
、
大
規
模
な
製
鉄
所
建
設
計
画
が
複

数
立
案
さ
れ
た
。

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性
 

「
経
済
成
長
加
速
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

PA
C
）
」（

20
07

～
20

10
年
）

に
お
い
て
、
民
間
投
資
の
促
進
を
重
点
課
題
の
ひ
と

つ
と
し
て

お
り
、
鉱
工
業
等
の
経
済
け
ん
引
分
野
で
の
雇
用
機

会
創
出
へ

の
取
組
み
は
本
事
業
と
の
整
合
性
が
あ
る
。
 

 事
業
計
画
時
お
よ
び
実
績
時
に
お
い
て
、
本
事
業
は
ブ
ラ
ジ
ル

の
開
発
政
策
と
整
合
し
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。
 

 

妥
当
性
：
 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性
 

鉄
鋼
資
源
の
活
用
：
 

ブ
ラ

ジ
ル

南
東

部
の

鉄
山

の
良

質
な

鉄
鉱

石
を

活
用

し
て

製

鉄
化
を
促
進
し
よ
う
と
す
る
ニ
ー
ズ
が
存
在
し
た
。
 

工
業
化
へ
の
転
換
：
 

当
時

の
ブ

ラ
ジ

ル
は

豊
富

な
地

下
資

源
を

持
ち

工
業

化
の

自

然
条

件
を

十
分

備
え

て
い

る
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
資

本
・

技

術
・
燃
料
不
足
、
輸
送
設
備
の
不
備
な
ど
の
不
利
な
条
件
か
ら

工
業
化
が
進
ん
で
い
な
か
っ
た
が
、
鉄
鉱
石
等
の
天
然
資
源
を

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性
 

ブ
ラ
ジ
ル
で
は
、
南
北
ア
メ
リ
カ
、
ア
フ
リ
カ
西
岸

、
欧
州
に

お
け

る
高

級
鋼

材
輸

出
需

要
お

よ
び

ブ
ラ

ジ
ル

国
内

の
モ

ー

タ
リ

ゼ
ー

シ
ョ

ン
進

展
に

け
ん

引
さ

れ
た

鋼
材

需
要

の
拡

大

ニ
ー
ズ
が
存
在
し
て
い
る
。
 

 

 事
業
計
画
時
お
よ
び
実
績
時
に
お
い
て
、
本
事
業
は
開
発
ニ
ー

ズ
と
整
合
す
る
も
の
で
あ
る
。
 

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
1  

ア
ウ
ト
カ
ム
と
イ
ン
パ
ク
ト
を
明
確
に
す
る
た
め
、
事
業
目
的
を
修
正
し
て
い
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
58

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

活
用
し

、
工
業
化
へ
の
転
換
を
進
め
る
ニ
ー
ズ
が
存
在
し
た
。

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性
 

第
二
次

大
戦
後
に
お
け
る
日
本
の
経
済
成
長
と
工
業
の
発
展
、

特
に

鉄
鋼

業
の

復
興

に
着

目
し

て
い

た
ブ

ラ
ジ

ル
側

よ
り

19
55

年
11

月
経
済
・
技
術
両
面
の
協
力
に
つ
い
て
最
初
の
打

診
が
あ
っ
た
。
ま
た
、
当
時
の
日
本
の
貿
易

事
情
に
お
い
て
、

重
工
業
品
輸
出
振
興
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
加
え
て
、
欧
米
諸

国
の

工
業

先
進

国
が

非
工

業
国

の
開

発
計

画
に

技
術

資
金

面

で
積
極
的
な
参
加
を
進
め
て
い
る
と
い
う
背

景
か
ら
も
、
本
事

業
へ
の
参
加
は
日
本
の
通
商
産
業
政
策
、
外
交
政
策
に
呼
応
す

る
も
の
で
あ
る
。
な
お
、

19
56

年
4
月
に
ブ
ラ

ジ
ル
政
府
か
ら

の
正
式

な
協
力
要
請
を
受
け
、

19
57

年
4
月
協
力

事
業
遂
行
の

閣
議
了
解
が
な
さ
れ
た
。
 

 
 本
事
業
は
、
閣
議
了
解
を
得
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と

い
う
位
置
付
け
。
当
時
の
日
本
の
重
工
業
品
輸
出
振
興
策
と
も

合
致
す
る
も
の
で
あ
る
。
現
地
事
業
会
社
向
け
の
輸
出
は

19
60

～
65

年
の
日
本
の
産
業
機
械
輸
出
額
の

10
％
を
占
め
、
ま
た
、

ブ
ラ

ジ
ル

向
け

の
中

で
は

56
％

を
占

め
る

ほ
ど

の
大

き
な

ウ

エ
イ
ト
を
持
っ
て
い
た
。
 

こ
の
よ
う
に
、
日
本
の
政
策
と
も
整
合
性
を
有
す
る
も
の
で
あ

る
。
 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性
 

本
事
業

は
、
所
謂
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
あ
り
、
①
相

手
国
政

府
が
当
該
事
業
の
実
施
を
強
く
望
ん
で
い
る
こ
と
、
②

相
手

国
と

の
関

係
緊

密
化

に
極

め
て

重
要

な
も

の
で

あ
る

こ

と
、
③
日
本
の
資
源
確
保
、
産
業
立
地
の
観
点
か
ら
必
要
と
認

め
ら
れ

る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
④
日
本
の
当
該
ま
た
は
関
連
産

業
の
大

半
の
支
持
・
協
力
が
得
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
⑤

①
～

④
の

要
件

を
満

た
し

た
上

で
閣

議
了

解
そ

の
他

の
関

係

省
庁
の

合
意
が
あ
る
こ
と
、
と
い
っ
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

基
準
に
合
致
し
て
い
る
。
 

 ブ
ラ
ジ

ル
の
産
業
開
発
に
寄
与
し
、
日
本
と
ブ
ラ
ジ
ル
の
経
済

交
流
促

進
に
貢
献
す
る
事
業
で
あ
り
、
か
つ
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
し
て
の
経
済
協
力
的
意
義
等
も
考
慮
し
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

関
与
と
安
定
資
金
の
供
給
の
観
点
か
ら

JI
C

A
が
出
資

を
行
っ
て
い
る
。
 

な
お
、

19
56

年
6
月
の
建
設
委
員
会
内
で
「
将
来
、
別
に
海
外

投
資
機
関
が
設
立
さ
れ
た
場
合
は
、

JB
IC

融
資

分
は
こ
れ
に
肩

が
わ
り
さ
せ
る
も
の
と
す
る
」
と
意
見
が
一

致
し
て
い
た
。
本

件
は

19
65

年
に

JI
C

A
出
資
が
決

ま
っ
た
の

で
、
暫
定
融
資
し

て
い
た

2,
50

0
百
万
円
を

19
67

年
に
経
営
合
理
化
の
実
情
を
勘

案
し

2,
67

0
百
万
円
（
利
息
込
み
）
の
出
資
へ
振
替
え
た
も
の

で
あ
る

。
 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性
 

評
価

時
点

に
お

い
て

、
本

事
業

は
、

以
下

の
通

り
ナ

シ
ョ

ナ

ル
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
要
件
を
概
ね
満
た
し
て
い
る
。
 

①
相

手
国

政
府

の
要

請
に

基
づ

く
経

済
開

発
効

果
が

大
き

い

案
件
：
該
当
せ
ず
 

②
日
本
の
資
源
確
保
・
産
業
立
地
等
の
観
点
か
ら
必

要
：
該
当

③
日
本
国
産
業
界
か
ら
の
支
持
・
協
力
の
も
と
に
行
わ
れ
る
出

資
案
件
：
該
当
せ
ず
 

閣
議
了
解
や
関
係

4
省
庁
合
意
な
ど
に
よ
る
日
本
政
府
と
し
て

の
意
思
決
定
：
有
 

      

 本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
出
資
の
基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出

資
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
 

  

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
は
、
ブ
ラ
ジ
ル
の
開
発
政
策
、
開

発
ニ
ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、
投
資
ス

キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、
妥
当
性
は
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
58

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

高
い
。
 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
 

①
製
鉄

所
の
建
設
：
 

当
初
目

標
粗
鋼
生
産

50
万

t/
年

の
鉄
鋼
一
貫

製
鉄
所
 

       ②
そ
の
他
施
設
の
整
備
：
 

当
地
は
ほ
ぼ
無
人
の
土
地
で
あ
り
、
都
市
計
画
そ
の
も
の
か
ら

立
案
し
、
鉄
道
の
移
設
か
ら
、
住
宅
、
道
路
、
病
院
、
飛
行
場

な
ど
の
都
市
建
設
を
行
う
。
 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
 

①
製
鉄
所
の
建
設
：
 

当
初
計
画
通
り

50
万

t/
年
の
製
鉄
所
が
完
成
し
た
後
、
数
次
に

渡
る
増
強
を
経
て
、
現
在
の
生
産
能
力
は
下
記
の
通
り
。
 

・
製
鉄
所

A
（

敷
地
面
積

6.
4
百
万
平
方
メ
ー
ト
ル
）
 

・
製
鉄
所

B
（
敷
地
面
積

12
.5

百
万
平
方
メ
ー
ト
ル
：

20
09

年
４
月
に
吸
収
合
併
さ
れ
た
工
場
）
 

子
会
社
も
含
め
る
と
約

85
0
万

t（
ブ
ラ
ジ
ル
全
体
の
粗
鋼
生

産
の

30
％
弱
）
の
生
産
能
力
を
有
す
る
。
 

 ②
そ
の
他
施
設
の
整
備
：
 

従
業

員
の

増
加

に
合

わ
せ

て
社

宅
や

日
本

人
学

校
を

含
む

学

校
、
病
院
、
商
業
施
設
、
空
港
を
整
備
し
た
。
 

こ
れ
ま
で
に
社
員
用
住
宅
（

10
,0

00
戸
）
や
生
活
協
同
組
合
・

信
用
組
合
の
設
置
、
厚
生
施
設
や
学
校
・
病
院
の
設
置
、
さ
ら

に
は
社
会
貢
献
と
し
て
植
林
事
業
（
市
内
に

30
0
万

本
以
上
の

植
林
を
実
施
）
な
ど
に
力
を
つ
く
し
て
き
た
。
 

 ①
②
製
鉄
所
の
建
設
、
そ
の
他
施
設
の
整
備
：
 

10
0％

の
達
成
率
。

 
な
お
、
当
初
計
画
か
ら
拡
大
さ
れ
粗
鋼
生
産

48
0
万

t/
年
の
製

鉄
所
お
よ
び
学
校
、
病
院
等
の
施
設
が
整
備
さ
れ
た
。
 

   

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト
 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト
 

 

①
事
業

費
 

建
設
所

要
資
金

12
2
億
ク
ル
ゼ
イ
ロ

(1
95

8
年

1
月
の
現
地
事

業
会
社
発
足
時
の
資
金
計
画
に
よ
る

) 
  ②
期
間
 

19
58

年
10

月
(工

事
着
工

)～
19

64
年

3
月

(完
成

)(
66

か
月

) 
 

①
事
業
費
 

4,
62

7
億
ク
ル
ゼ
イ
ロ

(1
96

4
年

9
月
～

19
65

年
1
月

の
東
京
交

渉
に
お
け
る
第

9
号
予
算
に
よ
る

) 
  ②
期
間
 

19
59

年
9
月

(工
事
着
工

)～
19

65
年

10
月

 (
完
成

) 
(7

4
か
月

)
19

62
年

10
月
に

第
一
高
炉
完
成
、
操
業
開
始
。

 
19

65
年

10
月
鉄

鋼
一
貫
生
産
体
制
（

50
万

t/
年
）
確
立
 

①
事
業
費
 

当
初
計
画
か
ら

3,
79

2%
の
増
加
。
激
し
い
イ
ン
フ
レ
と
再
度
の

政
権
交
代
が
障
害
と
な
り
、
ま
た
通
信
・
運
輸
施
設
の
不
備
、

建
設
地
な
ど
の
変
更
に
よ
り
事
業
費
は
大
幅
に
増
加
し
た
。
 

 ②
期
間
 

19
58

年
9
月
の

計
画
を
ベ
ー
ス
に
す
る
と
計
画
比

11
2％

 

計
画
後
、
イ
ン
フ
レ
は
激
化
の
一
途
を
た
ど
り
、
現
地
事
業
会

社
で
は
建
設
資
金
の
確
保
が
困
難
と
な
り
、

19
61

年
9
月
に
建

設
工
程
を
さ
ら
に
見
直
し
、
工
期
は
延
長
と
な
っ
た
。
 

効
率
性
：
 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
に
つ
い
て
は
計
画
を
大

幅
に
上
回
り
、
事
業
期
間
が
若
干
上
回
っ
た
た
め
、
効
率
性
は

低
い
。
 

有
効
性
：
 

 

(1
)定

量
的
効
果
 

運
用
・
効
果
指
標
 

①
工
業
化
促
進
：
 

当
初
目
標
粗
鋼
生
産

50
0
千

t/
年

（
現
地
事

業
会
社
）

 
19

64
年

3
月
末

時
点
で
達
成
の
計
画
 

 

(1
)定

量
的
効
果
 

運
用
・
効
果
指
標
 

①
工
業
化
促
進
：
 

20
08

年
ブ

ラ
ジ

ル
の

鉄
鋼

（
粗

鋼
）

生
産

高
、

合
計

33
,7

16
千
ト
ン
の
う
ち
、
現
地
事
業
会
社
の
生
産
分
は

8,
02

2
千
ト
ン

で
あ
っ
た
。

 

  ①
工
業
化
促
進
：
 

現
地

事
業

会
社

は
子

会
社

も
含

め
ブ

ラ
ジ

ル
全

体
の

粗
鋼

生

産
の

30
％
弱
の
生
産
能
力
を
有
し
、
ブ
ラ
ジ
ル
の
工
業
化
促
進

に
寄
与
し
た
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
58

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

 ②
地
域

開
発
 

ほ
ぼ

無
人

の
荒

野
に

等
し

い
当

地
の

都
市

計
画

立
案

か
ら

係

わ
り
、

3,
00

0
平
方
メ
ー
ト
ル
に
住
居
、
病
院
等
、
人
口

4
万

人
に
お
よ
ぶ
工
業
都
市
を
作
る
。
 

 ②
地
域
開
発
 

ほ
ぼ

無
人

だ
っ

た
当

地
は

現
地

事
業

会
社

の
企

業
城

下
町

と

し
て
発
展
し
、
現
在
人
口

25
万

人
の
大
都
市
に
な
っ

て
い
る
。

 ②
地
域
開
発
 

ほ
ぼ

無
人

だ
っ

た
当

地
は

現
地

事
業

会
社

の
企

業
城

下
町

と

し
て
発
展
し
、
現
在
人
口

25
万
人
の
大
都
市
に
な
る
な
ど
、

地
域
開
発
効
果
が
多
大
で
あ
る
。
 

③
事
業

の
収
益
性
 

資
料
が

な
く
不
明
 

③
事
業
の
収
益
性
 

現
地
会
社
は

19
68

年
か
ら
黒
字
（

79
年
以
降
に
赤

字
の
時
期

あ
り
、

19
71

-7
9
年
お
よ
び

91
年

以
降
現
在
に
至
る
ま
で
日
本

側
投
資
会
社
に
配
当
を
実
施
）
、
日
本
側
投
資
会
社
は

19
98

年

度
か
ら
現
在
に
至
る
ま
で
配
当
を
実
施
し
て
い
る
。
 

③
事
業
の
収
益
性
 

事
業
の
収
益
性
は
高
い
と
判
断
さ
れ
る
。
 

(2
)定

性
的
効
果
 
 

特
に
な

し
。
 

(2
)定

性
的
効
果
 

特
に
な
し
。
 

 特
に
な
し
。
 

  

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
り
概
ね
計
画
通
り
の
効
果
実

現
が
見
ら
れ
、
有
効
性
は
高
い
。
 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）
 

①
産
業

高
度
化
 

イ
ン
フ

ラ
の
整
備
、
重
化
学
工
業
な
ど
基
幹
産
業
の
育
成
が
急

務
で
あ

っ
た
当
時
の
ブ
ラ
ジ
ル
に
お
い
て
、
鉄
鋼
産
業
は
重
工

業
部
門

の
中
核
と
な
る
産
業
で
あ
り
、
本
事
業
は
鉄
鉱
石
の
輸

出
国

か
ら

鉄
鋼

生
産

国
へ

の
転

換
の

一
端

を
担

う
役

割
が

期

待
さ
れ

て
い
た
。
 

   ②
雇
用

：
 

資
料
不

足
の
た
め
当
初
計
画
は
不
明
だ
が
、

19
65

年
末
の
現
地

事
業
会
社
従
業
員
数

(請
負
含
む

)は
10

,2
24

名
で
あ
っ
た
。
 

(1
) 
イ
ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）
 

①
産
業
高
度
化
 

自
動
車
用
高
級
鋼
板
を
生
産
す
る
等
、
高
い
技
術
力
を
有
す
る

鉄
鋼
業
が
成
立
し
て
い
る
。
 

な
お

、
ブ

ラ
ジ

ル
国

内
の

自
動

車
生

産
台

数
の

推
移

を
み

る

と
、

19
57

年
に
は

31
千
台
で
あ
っ
た
が
、
現
地
事
業
会
社
が

鉄
鋼
一
貫
製
鉄
所
と
し
て
完
成
し
た

19
65

年
は

18
5
千
台
、

民
営
化
し
た

19
91

年
が

96
0
千
台
、

20
08

年
は

3,
21

6
千
台

と
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
。
 

 ②
雇
用
：
 

従
業
員
数

10
,3

25
名
（

20
08

年
12

月
時
点
）
 

 

 ①
産
業
高
度
化
 

現
地

事
業

会
社

は
南

米
最

大
の

鉄
鋼

会
社

と
い

わ
れ

る
よ

う

な
発
展
を
遂
げ
た
。
ま
た
、
本
事
業
を
契
機
と
し
て
高
い
技
術

力
を
有
す
る
鉄
鋼
業
が
成
立
し
て
い
る
。
国
内
的
に
は
、
高
級

鋼
板
を
生
産
し
自
動
車
産
業
に
供
給
す
る
な
ど
、
基
幹
産
業
と

し
て
、
他
産
業
を
含
め
た
ブ
ラ
ジ
ル
の
産
業
高
度
化
に
貢
献
し

て
い
る
。
 

  ②
雇
用
：
 

自
動
車
、
機
械
と
い
っ
た
関
連
産
業
ま
で
考
慮
す
れ
ば
、
多
大

な
雇
用
を
創
出
し
、
本
事
業
の
雇
用
面
の
波
及
効
果
は
大
き
い

と
考
え
ら
れ
る
。
 

イ
ン
パ
ク
ト
 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

想
定

さ
れ

て
い

な

い
。
 

   

  ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

現
地
事
業
会
社
は

19
96

年
IS

O
14

00
1
の
認
証
を
ブ

ラ
ジ
ル
の

一
貫
製
鉄
所
と
し
て
最
初
に
受
け
る
等
、
環
境
保
全

に
力
を
入

れ
て
お
り
、

20
00

年
に
は
環
境
保
全
活
動
に
対
し
て

C
N

I（
ブ

ラ
ジ
ル
工
業
連
盟
）
エ
コ
ロ
ジ
ー
賞
を
受
賞
し
た
。
 

ま
た
、
工
業
用
水
の
循
環
利
用
や
廃
棄
物
（
ス
ラ
グ
）
リ
サ
イ

ク
ル
も
環
境
配
慮
と
し
て
評
価
さ
れ
て
い
る
。
 

 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

 ①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

     ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
58

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

19
58

年
4
月
の

建
設
準
備
団
報
告
に
よ
る
と
、
当
地
区
の
大
部

分
は

他
社

の
所

有
地

で
木

炭
原

木
用

ユ
ー

カ
リ

林
で

あ
る

こ

と
か
ら
、
用
地
取
得
、
住
民
移
転
に
つ
い
て
問
題
は
な
い
と
推

定
さ
れ
て
い
た
。
 

 ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

想
定

さ
れ

て
い

な

い
。
 

本
事
業
の
関
連
資
料
及
び
関
係
者
へ
の
事
実
確
認
に

お
い
て
、

特
段
問
題
は
な
か
っ
た
と
確
認
し
た
。
 

   ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

   ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制
 

役
員

7
名
の
う

ち
3
名
が
日
本

側
(1

名
は
生
産
担
当

)。
 

  

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制
 

19
70

年
代
半
ば
～

80
年
代
に
か
け
て
の

15
年
ほ
ど

公
社
の
管

理
下
に
あ
っ
た
が
、
現
在
は
完
全
な
私
企
業
の
体
制

と
な
っ
て

い
る
。
 

 民
営
化
後
も
、
日
本
側
中
核
企
業
の
技
術
・
財
務
に
わ
た
る
継

続
的
な
関
与
の
下
、
事
業
の
現
地
化
を
達
成
し
、
ま
た

50
年

以
上
存
続
し
て
い
る
企
業
で
あ
る
こ
と
か
ら
考
え
て
も
、
運
営

維
持
管
理
に
懸
念
は
な
い
。
 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術
 

技
術
関

係
各
部
課
の
長
は
日
本
側
が
指
名
し
、
副
長
は
ブ
ラ
ジ

ル
側
が

指
名
す
る
、
と
の
協
定
に
基
づ
き
、
本
邦
中
核
会
社
を

含
め
た

鉄
鋼

3
社
の
協
力
を
得
て
人
員
を
派
遣
し
、
マ
ン
ツ
ー

マ
ン
の
体
制
で
技
術
指
導
を
行
い
、
現
地
へ
の
技
術
移
転
を
図

る
。
 

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術
 

本
邦
中
核
企
業
か
ら
現
地
事
業
会
社
に

19
90

年
ま
で
に
行
っ

た
技
術
指
導
は

30
件
、

1,
50

0
名
派
遣
に
及
ん
だ
。

 
建
設
お
よ
び
操
業
の
技
術
指
導
は

50
万
ト
ン

体
制
の
各
設
備

の
運
転
開
始
後

1
年
間
は
無
償
で
行
わ
れ
た
。
技
術
協
力
協
定

は
19

66
年
に

操
業
・
保
守
・
品
質
の
継
続
的
向
上
の
た
め
に

締
結
、
試
験
研
究
援
助
協
定
そ
の
他
の
協
定
も
結
ば
れ
た
。
日

本
へ
の
研
修
者
の
受
け
入
れ
も
並
行
し
て
行
わ
れ
た
。
 

な
お
、

19
66

年
10

月
を
も
っ
て
す
べ
て
の
ラ
イ
ン
責
任
が
ブ

ラ
ジ
ル
側
に
移
管
さ
れ
た
。
 

 事
業

開
始

当
初

に
お

い
て

は
日

本
側

中
核

企
業

が
中

心
に

な

っ
て
ブ
ラ
ジ
ル
人
従
業
員
に
向
け
た
事
業
運
営
・
管
理
研
修
を

日
本
に
て
実
施
。
現
在
は
同
事
業
に
か
か
る
技
術
を
同
国
従
業

員
に
移
転
済
み
で
あ
り
、
安
定
的
に
操
業
し
て
い
る
。
技
術
移

転
に

よ
り

ブ
ラ

ジ
ル

鉄
鋼

業
に

は
高

級
鋼

材
製

造
を

含
む

鉄

鋼
技
術
が
移
転
・
定
着
さ
れ
た
。
 

  

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務
 

50
万

t/
年
一
貫
生
産
体
制
完
成
時
利
益
は

4
億

9,
50

0
万
ク
ル

ゼ
イ
ロ

/年
の
計
画

 
 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務
 

現
地
事
業
会
社
の
最
近
の
業
績
：

20
08

年
度
ま
で
は
粗
鋼
生
産

80
0
万

t
超
と
ブ
ラ
ジ
ル
国
内
で
は
最
大
の
粗
鋼
生
産
量
を
誇

り
、
決
算
に
つ
い
て
も
好
調
を
堅
持
し
て
い
る
。
 

 ブ
ラ

ジ
ル

国
内

の
鋼

材
価

格
統

制
に

よ
り

恒
常

的
な

赤
字

/
低

収
益
経
営
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
た
が
、

19
90

年
の
新
政
権
後

の
民
営
化
の
流
れ
の
中
で
鋼
材
価
格
統
制
が
撤
廃
さ
れ
、

19
91

年
10

月
の
現

地
事
業
会
社
民
営
化
後
は
安
定
し
た
収
益
を
維

持
し
て
い
る
。
 

持
続
性
：
 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
維
持
管
理
は
、
体
制
、
技
術
、
財
務
状

況
と
も
に
問
題
な
く
、
本
事
業
に
よ
っ
て
発
現
し
た
効
果
の
持

続
性
は
高
い
。
 

JI
C

A
の
収
支
：

 

本
事
業
は

JI
C

A
設
立
前
に
始
ま
っ
て
お
り
、

19
65

年
の

JI
C

A
出
資
に
向
け
た
暫
定
貸
付
時
点
で
は
、
ブ
ラ
ジ
ル
の
イ
ン
フ
レ

に
よ
り
、
現
地
事
業
会
社
、
日
本
側
投
資
会
社
と
も
に
厳
し
い

資
金
不
足
の
状
況
に
あ
っ
た
。

JI
C

A
は
両
社

の
経

営
合
理
化
へ

の
取
組
状
況
を
把
握
し
た
上
で
、
現
地
事
業
会
社
増
設
の
具
体

的
進
展
に
よ
る
収
支
改
善
、
両
国
間
の
経
済
協
力
意
義
か
ら
、

20
09

年
6
月
末

時
点
で
の

JI
C

A
出
資
比
率
は

38
.4
％
で
あ
っ

た
。

20
09

年
7
月
、
買
取
要
請
の
あ
っ
た
本
邦
中
核

企
業
へ
一

部
株
式
を
売

却
し
、

JI
C

A
出
資

比
率
は

10
.0
％

と
な
っ
て
い

る
。

 

 20
10

年
3
月
末
時
点
で
全
株
式
を
売
却

(2
00

9
年

7
月
の
売
却

日
本
側
投
資
会
社
は

19
98

年
度
か
ら
毎
年
度
配
当
を
実
施
し

て
い
る
。

 
海

外
投

融
資

案
件

は
個

々
の

投
融

資
案

件
の

趣
旨

を
踏

ま
え

つ
つ
も
、
事
業
の
発
展
状
況
に
応
じ
、
企
業
側
が
リ
ス
ク
を
引

き
受
け
る
用
意
が
あ
る
分
に
つ
い
て
は
、
順
次
民
間
に
委
ね
て

い
く
も
の
で
あ
り
、
本
邦
中
核
企
業
へ
の
一
部
株
売
却
は
妥
当
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
58

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

出
資
を

行
っ
た
も
の
で
あ
り
、
資
料
不
足
か
ら
当
初
想
定
し
て

い
た

JI
C

A
収

支
へ
の
影
響
は
把
握
で
き
な

か
っ
た
も
の
の
、

上
記

の
状

況
か

ら
収

益
見

込
み

は
低

か
っ

た
も

の
と

想
定

さ

れ
る
。
 

価
格

に
よ

る
も

の
と

想
定

)し
た

場
合

の
JI

C
A
 

IR
R

は

3.
44

%
と
試
算
さ
れ
る
。

 
 （
注
）
本
事
業
は
継
続
中
の
案
件
で
あ
る
が
、
便
宜
上
、

20
10

年
3
月
末
時
点
の
貸
借
対
照
表
計
上
額
で
保
有
株
式
を
売
却
し

た
と
の
仮
定
を
お
い
て

JI
C

A
収

支
を
算
出
し
て
い
る
。
 

か
つ

一
部

売
却

し
た

株
式

に
つ

い
て

は
出

資
額

を
上

回
る

価

格
で
売
却
で
き
て
い
る
。
 

  

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
収
益
が
あ

る
。
 

【
項
目

別
評
価
】
 

①
財
務

的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
本
邦
民
間
企
業
と
の
連
携

の
下
、

現
地
通
貨
建
て
の
リ
ス
ク
資
本
を
提
供
。
 

②
非
財

務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
現
地
政
府
高
官
と
の
パ

イ
プ
を

持
ち
、
事
業
の
安
定
に
貢
献
。
 

③
開
発

効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間

資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境

社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
な
し
。
 

 特
記
事

項
：
 

①
④

日
本

側
投

資
会

社
設

立
当

初
は

リ
ス

ク
の

大
き

い
途

上

国
へ
の

戦
略
投
資
と
い
う
位
置
付
け
か
ら

JI
C

A
が

24
.8

%
、

主
導

的
に

技
術

指
導

を
行

う
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

本
邦

中
核

企

業
が

23
.6

%
を
出
資
し
た
ほ
か
他
の
日
本
企
業
も
拠
出
し
た
。

【
項
目
別
評
価
】
 

同
左
。
 

 特
記
事
項
：
 

①
JI

C
A

は
事

業
の

厳
し

い
時

期
も

長
期

間
に

わ
た

り
安

定
株

主
と
し
て
事
業
を
支
え
、
財
務
面
の
安
定
性
を
確
保
す
る
上
で

重
要
な
役
割
を
果
た
し
た
。
 

   特
記
事
項
：
 

①
④

JI
C

A
か

ら
日

本
側

投
資

会
社

へ
の

出
資

を
通

じ
て

低
コ

ス
ト
、
多
額
の
長
期
安
定
資
金
の
供
給
を
実
現
さ
せ
、
こ
れ
に

よ
り

日
本

に
お

け
る

民
間

投
資

の
呼

び
水

的
役

割
を

果
た

し

た
。
 

他
方
、
現
在
で
は
、

JI
C

A
の
日
本

側
投
資
会
社
に
対
す
る
投
資

目
的
は
ほ
ぼ
達
成
さ
れ
て
い
る
。
 

 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：
 

 
以
上
よ
り
、
計
画
時
お
よ
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

J
I
C
A
が

支
援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。
 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
特
に
な
し
。
 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
本
事
業
で
は
中
核
企
業
が
中
心
と
な
り
、
現
地
事
業
会
社
を
発
展
へ
と
導
い
た
。
中
核
企
業
が
中
心
と
な
り
、
設
備
機
械
の
供
給
、
建
設
、
運
営
に
関
す
る
技
術
協
力
、
必
要
な
人
員
の
派
遣
等

を
実
施
す
る
と
と
も
に
現
地
事
業
会
社
に
直
接
出
資
を
行
う
な
ど
、
資
本
・
技
術
両
面
で
全
面
的
に
協
力
す
る
中
核
企
業
の

強
い
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
に
基
づ
く
実
施
体
制
と
な
っ
て
い
る
か
に
つ
い
て
、

十
分
に
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

 

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
 

特
に
な
し
。
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  参
考
資
料
①
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
出
資
構
成
、
借
入
構
成
（

20
09

年
7
月
末
時
点
）

 

  

1
0
%

3
,0
0
9
百
万
円

民
間

株
主

投
資

8
3
.9
6
%
　
2
5
,2
6
4
百
万

円
（
民

間
株
主

計
）

9
0
%

3
0
,0
9
1
百
万
円

5
.3
9
%
　
1
,6
2
3
百

万
円

2
7
,0
8
2
百

万
円

0
.6
5
%
　
1
9
5
百

万
円

融
資

投
資

金
融

[＄
建

]
転
貸

融
資

協
調

融
資

[＄
建

]
資

本
金
：
3
0
,0
9
1
百

万
円

融
資

投
資

金
融

[＄
建

]
融
資

融
資

協
調

融
資

[＄
建

]

資
本
金

：
1
2
,1
5
0
百

万
レ
ア
ル

日
本

側
投
資

会
社

J
IC
A

A
社

【
中

核
会
社

】

現
地
事

業
会
社

（
ブ
ラ
ジ
ル
）

B
社

C
社

J
B
IC

市
中

銀
行
3
行

J
B
IC

市
中

銀
行
2
行
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

8）
  

外
部

評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

(
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
)
 

五
十

里
 
寛

(
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
)
 

武
谷

 
由
紀

(
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
)
 

評
価

月
：

20
10

年
6
月

 

国
名

：
 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
 

案
件

名
：

 
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
お
け
る
水
力
発
電
・
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
製
錬
合
弁
事
業
（
残
高
あ
り
出
資
案
件
）
 

出
資

承
諾

日
：

 
 

19
75

年
12

月
 

出
資

承
諾

額
：

 
49

,9
93

百
万
円
 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

75
年
 

出
資

実
行

額
：
 

49
,9

93
百
万
円
 

JI
C

A
の

出
資

先
：

 
日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
民
間
企
業

11
社
）
 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
水
力
発
電
・
ア
ル
ミ
製
錬
会
社
（
株
主
構
成
：
日
本
側
投
資
会
社
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
）
 

 

事
業

目
的

：
 

イ
ン

ド
ネ
シ

ア
西

部
の

水
力

資
源

を
活

用
し

た
発

電
お

よ
び

そ
の

電
力

に
よ

る
ア

ル
ミ

製
錬

を
円

借
款

や
海

外
投

融
資

等
を

活
用

し
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
同

地
域

の
開
発
を
図
り

、
も
っ
て
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
経
済
発
展
お
よ
び
日
本
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
両
国
間
の
経
済
交
流
の
促
進
に
寄
与
す
る
。
 

  

項
目
 

事
業
計
画
（

19
75

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性
 

イ
ン
ド

ネ
シ
ア
第
二
次
五
ヵ
年
経
済
開
発
計
画
：
 

本
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
は
、

19
74

年
度
か
ら
始
ま
る
同
計
画
に
お
い

て
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
西
部
の
開
発
の
柱
と
し
て
の
重
要
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
で
あ
っ
た
。
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性
 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
中
期
開
発
計
画
（

20
04

-2
00

9
年
）
の
中
の
ひ

と
つ
の
ア
ジ
ェ
ン
ダ
で
あ
る
、
「
経
済
的
か
つ
社
会
的
に
繁
栄

し
た
国
家
の
形
成
」
に
お
い
て
、
産
業
の
競
争
力
を
強
化
し
投

資
･
輸
出
を
拡
大
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
必
要
と
認
識
さ
れ
て
い

る
。
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性
 

計
画
当
初
・
評
価
時
と
も
に
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
開
発
政
策
と

の
整
合
性
が
認
め
ら
れ
る
。
 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性
 

イ
ン
ド

ネ
シ
ア
西
部
の
地
域
開
発
：
 

開
発
が

遅
れ
て
い
る
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
西
部
地
域
の
産
業
開
発

ニ
ー
ズ

が
存
在
し
て
い
た
。
 

水
資
源

の
有
効
活
用
：
 

イ
ン
ド

ネ
シ
ア
政
府
は
関
係
省
庁
を
網
羅
し
た
技
術
委
員
会

を
組
織

し
、
同
地
域
の
豊
富
な
未
利
用
水
資
源
の
開
発
促
進
を

計
画
し

た
。
 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性
 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
経
済
成
長
に
と
っ
て
、
産
業
の
競
争
力
を
強

化
し
中
長
期
的
に
輸
出
（
特
に
非
石
油
・
ガ
ス
輸
出
）
を
拡
大

し
て
い
く
と
い
う
ニ
ー
ズ
が
現
在
に
お
い
て
も
認
め
ら
れ
る
。

  

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性
 

計
画
当
初
・
評
価
時
と
も
に
、
開
発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性
が
認

め
ら
れ
る
。
 

   

妥
当
性
：
 

 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性
 

本
事
業
は
日
本
の
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
資
源
の
長
期
的
確
保
体
制

の
確
立
に
資
す
る
も
の
で
あ
り
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
経
済
発
展

に
寄
与
す
る
と
と
も
に
、
日
本
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
両
国
間
の
経

済
交
流
を
促
進
し
、
友
好
関
係
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
が
多

大
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
政
府
関
係
機
関
か
ら
所
要
の
協
力
を
行

  
(3

)日
本
の
政
策
と
の
整
合
性
 

本
事
業
は
、
日
本
政
府
に
よ
り
閣
議
了
解
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
日
本
の
政
策
と
整
合
し
て
い
る
。
 

 

105



 

 

 

項
目
 

事
業
計
画
（

19
75

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

う
旨
閣

議
了
解
（

19
75

年
7
月

4
日
）
を
行
い
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
本
事
業
を
推
進
す
る
こ
と
を
決
定
。
 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性
 

本
事
業

は
、
所
謂
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
あ
り
、
①
相

手
国
政

府
が
当
該
事
業
の
実
施
を
強
く
望
ん
で
い
る
こ
と
、
②

相
手
国

と
の
関
係
緊
密
化
に
極
め
て
重
要
な
も
の
で
あ
る
こ

と
、
③
日
本
の
資
源
確
保
、
産
業
立
地
の
観
点
か
ら
必
要
と
認

め
ら
れ

る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
④
日
本
の
当
該
ま
た
は
関
連
産

業
の
大

半
の
支
持
・
協
力
が
得
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
⑤

①
～
④

の
要
件
を
満
た
し
た
上
で
閣
議
了
解
そ
の
他
の
関
係

省
庁
の

合
意
が
あ
る
こ
と
、
と
い
っ
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

基
準
に
合
致
し
て
い
る
。
 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性
 

評
価
時
点
に
お
い
て
、
本
事
業
は
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
。
 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性
 

本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
出
資
の
基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出

資
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
 

  
以
上
よ
り
本
事
業
の
実
施
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
開
発
政
策
、
開

発
ニ
ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、
投
融
資

ス
キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、
妥
当
性

は
高
い
。
 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
 

以
下
の

生
産
能
力
の
製
錬
所
(
電
解
炉
及
び
関
連
施
設
)
を
建

設
予
定

。
 

生
産
能

力
：
ア
ル
ミ
生
産

22
.5
万

t
/
年
 

 以
下
の

発
電
能
力
の
水
力
発
電
所
(
A

,B
)
を
建
設
予
定
。
 

発
電
能
力
：
最
大
電
力

51
3M

W
(
A

,B
計
)
 

 そ
の
他
施
設
：
 

関
連
イ
ン
フ
ラ
施
設
整
備
と
し
て
発
電
所
に
通
じ
る
橋
や
製

錬
所
に
通
じ
る
ア
ク
セ
ス
道
路
、
港
湾
を
整
備
す
る
ほ
か
住

居
・
学
校
・
病
院
等
を
含
む

20
0h

a
の
集
合
移
住
地
域
を
計
画
。

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
 

以
下
の
生
産
能
力
の
製
錬
所
(
電
解
炉
及
び
関
連
施
設
)
が
建

設
さ
れ
た
。
 

生
産
能
力
：
ア
ル
ミ
生
産

22
.5
万

t
/
年
 

 以
下
の
発
電
能
力
の
水
力
発
電
所
(
A

,B
)
が
建
設
さ
れ
た
。
 

発
電
能
力
：
最
大
電
力

51
3M

W
(
A

,B
計
)
 

 そ
の
他
施
設
：
 

事
業
計
画
通
り
、
関
連
イ
ン
フ
ラ
整
備
と
し
て
発
電
所
に
通
じ

る
橋
や
製
錬
所
に
通
じ
る
ア
ク
セ
ス
道
路
、
港
湾
が
整
備
さ

れ
、
住
居
・
学
校
・
病
院
等
を
含
む
集
合
移
住
地
域
が
建
設
さ

れ
た
。
 

(
1
)
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
 

10
0％

の
達
成
状
況
。
 

計
画
通
り
の
製
錬
所
・
水
力
発
電
所
・
そ
の
他
施
設
が
完
成
し

た
。
 

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト
 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト
 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト
 

①
事
業

費
 

2,
50

0
億
円
（
設
備
、
イ
ン
フ
ラ
、
運
転
資
金
を
含
む
）
 

     ②
期
間
（
発
電
所
工
事
着
工
～
全
工
事
完
成
ま
で
）
 

19
78

年
4
月
～

19
84

年
6
月
（

75
ヶ
月
）
 

①
事
業
費
（
完
成
ま
で
）
（
参
考
資
料
①
参
照
）
 

19
76
～

19
77

年
の
地
形
、
地
質
、
気
候
条
件
等
の
調
査
結
果
に

よ
る
建
設
所
要
資
金
の
見
直
し
や

2
度
の
オ
イ
ル
シ

ョ
ッ
ク
等

の
影
響
か
ら
、
発
電
所
、
ア
ル
ミ
製
錬
工
場
、
タ
ウ
ン
、
港
湾

等
の
建
設
所
要
資
金
が
膨
れ
上
が
り
、
総
事
業
費
は

4,
11

0
億

円
と
な
っ
た
。
 

 ②
期
間
（
発
電
所
工
事
着
工
～
全
工
事
完
成
ま
で
）
 

19
78

年
6
月
～

19
84

年
11

月
（

78
ヶ
月
）
 

①
事
業
費
（
完
成
ま
で
）
 

計
画
比

16
4％

で
あ
っ
た
。
 

想
定
を
超
え
た
資
材
の
高
騰
等
が
要
因
で
、
当
初
計
画
対
比

1,
61

0
億
円
増
（

+
64

.4
%
）
の
大
幅
支
出
と
な
っ
た
。
 

   ②
期
間
（
発
電
所
工
事
着
工
～
全
工
事
完
成
ま
で
）
 

計
画
比

10
4％

と
、
ほ
ぼ
事
業
計
画
通
り
に
進
捗
し
た
。
 

効
率
性
：
 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
は
事
業
期
間
に
つ
い
て
は
ほ
ぼ
計
画
通
り

で
あ
っ
た
も
の
の
、
事
業
費
が
計
画
を
大
幅
に
上
回
っ
た
た

め
、
効
率
性
は
中
程
度
で
あ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
75

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(1
)定

量
的
効
果
 

①
運
用

・
効
果
指
標
 

資
源
の

生
産
：
 

ア
ル
ミ

生
産

22
.5
万

t
/
年
 

 

(1
)定

量
的
効
果
 

①
運
用
・
効
果
指
標
 

資
源
の
生
産
：
 

近
年
で
は
年
間

25
万

t
前
後
の
ア

ル
ミ
地
金
を
製
造
。
 

(1
)定

量
的
効
果
 

①
運
用
・
効
果
指
標
 

資
源
の
生
産
：
 

当
初
事
業
計
画
を
約

2.
5
万

t
/
年
上
回
る
（

+
11

.1
%
）
結
果
で

あ
る
。
 

②
事
業

の
収
益
性
 

ア
ル
ミ

地
金
の
販
売
価
格
を

26
6
千
円
/
t
を
国
際
価
格
と
見
做

し
、

IR
R
を

7.
2%

程
度
と
想
定
。
 

 

②
事
業
の
収
益
性
 

事
業
開
始
後
の
為
替
の
円
高
推
移
（
ド
ル
建
収
入
と

円
建
で
の

借
入
金
返
済
の
間
で
為
替
差
損
発
生
）
、
ア
ジ
ア
危
機
等
に
連

動
し
た
ア
ル
ミ
地
金
価
格
の
低
迷
、
水
力
発
電
の
水

源
で
あ
る

湖
の
渇
水
に
よ
る
地
金
生
産
量
の
減
少
、
ま
た
、

19
97

年
の
時

価
会
計
適
用
に
よ
り
累
積
損
失
が
拡
大
し
た
が
、
最

近
期
は
業

績
好
調
で
あ
り
、

20
10

年
度
中
に
も
累
積
損
失
は
解
消
す
る
見

込
み
。
 

②
事
業
の
収
益
性
 

想
定
を
超
え
た
外
部
環
境
の
変
化
に
よ
り
現
時
点
に
お
い
て

は
計
画
未
達
。
 

  

(
2
)
定

性
的
効
果
 

特
に
な

し
 

(2
)定

性
的
効
果
 

関
連
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
よ
り
周
辺
交
通
が
改
善
し
、
関
連
産
業

も
発
生
し
た
。
ま
た
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
西
部
の
民
生
用
電
力
の

不
足
が
新
聞
報
道
等
で
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
に
対
し
現

地
事
業
会
社
は
発
電
電
力
の
一
部
を
民
生
用
電
力
需
要
の
ピ

ー
ク
時
に
国
営
電
力
会
社
に
供
給
し
、
非
ピ
ー
ク
時
に
同
量
を

国
営
電
力
会
社
よ
り
返
却
を
受
け
る
電
力
ス
ワ
ッ
プ
を
実
施

し
て
い
る
。
今
後
も
適
宜
同
措
置
を
継
続
す
る
こ
と
で
地
元
住

民
と
の
良
好
な
関
係
の
構
築
が
可
能
と
な
る
も
の
と
見
込
ま

れ
る
。
ま
た
、
小
中
学
校
へ
の
教
材
提
供
や
病
院
・
モ
ス
ク
の

公
開
、
災
害
見
舞
金
な
ど

C
S

R
に
も
力
を
入
れ
て
い
る
。
 

(2
)定

性
的
効
果
 

関
連
産
業
へ
の
波
及
効
果
や
地
域
貢
献
な
ど
の
取
組
み
は
評

価
で
き
る
。
 

有
効
性
：
 

 

  
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
り
一
定
の
効
果
発
現
が
見
ら

れ
、
有
効
性
は
中
程
度
で
あ
る
。
 

イ
ン
パ
ク
ト
（
有

効
性

の
評

価
に

含
む
）
 

 

(1
) 
イ
ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）
 

①
雇
用
：
 

電
力

98
名
、
製

錬
2,

12
6
名
で
の
操
業
を
計
画
。
関
連
産
業
の

雇
用
機
会
の
増
大
を
考
慮
す
れ
ば
相
当
な
波

及
効
果
が
期
待

で
き
る
。
 

 ②
外
貨
収
入
：
 

日
本
向
け
に
ア
ル
ミ
を
年
間

15
万

t（
26

6
千
円
/
t
）
輸
出
す

る
と
仮
定
す
れ
ば
、
年
間
約

40
0
億
円
の
外
貨
収
入
が
見
込
ま

れ
る
。

 
  ③
日
本

向
け
ア
ル
ミ
供
給
：
 

年
間

15
万

t
（

製
錬
ア
ル
ミ
の

2/
3
以
上
）

 

(1
) 
イ
ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）
 

①
雇
用
：
 

現
在
 
約

2
千
名

の
従
業
員
を
有
す
る
。
 

（
う
ち
日
本
人
２
名
、
残
り
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
人
）
 

  ②
外
貨
収
入
：
 

近
年
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
資
源
価
格
の
下
落
に
見
舞

わ
れ
た
が
、
足
許
ア
ル
ミ
地
金
価
格
は

2,
00

0
ド
ル
/
t
程
度
ま

で
回
復
し
て
い
る
。
同
水
準
で
は
当
初
予
定
を
若
干
下
回
る
も

の
の
、
相
応
の
外
貨
収
入
が
実
現
す
る
。
 

 ③
日
本
向
け
ア
ル
ミ
供
給
：
 

年
間

15
万

t
（

製
錬
ア
ル
ミ
の

6
割
）
 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
 

①
雇
用
：
 

関
連
産
業
等
含
む
雇
用
を
考
え
れ
ば
相
当
の
波
及
効
果
と
評

価
で
き
る
。
 

  ②
外
貨
収
入
：
 

近
年
の
ア
ル
ミ
地
金
価
格
で
試
算
す
れ
ば
、
計
画
値
を
若
干
下

回
っ
た
も
の
の
、
足
許
ア
ル
ミ
地
金
価
格
は
回
復
基
調
に
あ

る
。
 

  ③
日
本
向
け
ア
ル
ミ
供
給
：
 

事
業
計
画
通
り
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
75

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然

環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

最
新
の

電
解
炉
な
ら
び
に
関
連
設
備
が
使
用
さ
れ
公
害
対
策

面
で
も

十
分
な
配
慮
が
な
さ
れ
て
い
る
。
 

      ②
住
民

移
転
・
用
地
取
得
 

20
0h

a
の
集
合
移
住
地
域
を
開
発
し
、
6
万
人
の
移
住
を
想
定

し
て
い
る
。
 

       ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
想
定
さ
れ
て
い
な

い
。
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

20
10

年
に

は
ア

ル
ミ

製
錬

プ
ロ

セ
ス

か
ら

発
生

す
る

パ
ー

フ

ル
オ

ロ
カ

ー
ボ

ン
を

削
減

す
る

改
良

投
資

に
つ

い
て

、
C

D
M

事
業

と
し

て
国

連
機

関
の

認
証

・
登

録
を

得
た

。
（

ア
ル

ミ
ス

メ
ル
タ
ー
で
は
世
界
で
３
番
目
の
登
録
）
こ
の

C
D

M
事
業
に

よ
り
年
間

78
,0

00
ト
ン
の

C
O

2
排
出
量
に
相
当
す

る
温
室
効

果
ガ
ス
の
削
減
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
 

 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

鷲
見
一
夫
氏
著
作
「

O
D

A
援
助

の
現
実
」
(
19

89
年
)
に
お
い

て
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
け
る
住
民
移
転
補
償
の

不
足
が
指

摘
さ
れ
て
い
る
が
、
本
評
価
作
業
に
お
い
て
は
現
地

調
査
は
行

っ
て
い
な
い
た
め
詳
細
不
明
。
本
事
業
に
必
要
な
用

地
等
の
確

保
は
合
弁
相
手
先
の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
が
補
償
を
行
い
実

施
す
る
と
さ
れ
て
い
た
。
一
方
で
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
関
係

者
に
事
実
確
認
を
行
い
、
近
年
該
当
す
る
報
告
や
記

録
は
見
当

た
ら
な
い
旨
確
認
し
た
。
 

 ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な

い
。
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

     ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

      ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な

い
。
 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制
 

イ
ン
ド

ネ
シ
ア
側
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し
、
基
本
借
款
の

借
入
主

体
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
主
体
た
る
現
地
会
社
に

資
本
参

加
す
る
と
共
に
自
ら
貸
付
を
行
い
、
経
営
陣
の
一
角
を

占
め
る

、
お
よ
び
政
府
関
係
機
関
を
通
じ
て
行
政
面
よ
り
監
督

を
行
う

、
と
い
う
３
点
の
立
場
を
有
す
る
。
 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制
 

事
業
計
画
通
り
の
体
制
が
継
続
し
て
い
る
。
 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制
 

事
業
計
画
に
対
し
相
違
点
は
無
く
、
問
題
な
い
。
 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術
 

製
錬
技

術
、
発
電
所
運
営
等
に
関
し
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
人
従
業

員
の
教

育
訓
練
計
画
を
樹
立
し
実
施
す
る
。
 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術
 

製
錬
所
・
発
電
所
共
に
ほ
ぼ
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
人
だ
け
で
安
定
的

に
操
業
し
て
い
る
こ
と
を
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
関
係
者
へ
の

事
実
確
認
に
よ
り
確
認
し
た
。
 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術
 

事
業
効
果
を
維
持
す
る
だ
け
の
技
術
レ
ベ
ル
が
事
業
計
画
通

り
、
確
保
さ
れ
て
い
る
。
 

持
続
性
：
 

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務
 

単
年
度
損
益
（

23
年
間
平
均
）
：
 

平
均
単

年
度
売
上

56
9
億
円
、

同
税
引
後
利

益
を

63
億
円
と

想
定
。
 

 累
積
損
益
（

23
年
間
平
均
）
：
 

資
本
金

75
0
億

円
に
対
し
、
株
主
純
手
取
金

50
億
円
と
試
算

さ
れ
る
。
 

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務
 

単
年
度
損
益
：
 

20
08

年
度
に
お
い
て
は
、
売
上
高
は
ほ
ぼ
計
画
通
り
、
税
引
後

利
益
も
計
画
を
上
回
る
水
準
。
な
お
、

20
09

年
度
に

お
い
て
も

大
幅
な
利
益
を
確
保
す
る
見
込
み
。
 

累
積
損
益
：
 

事
業
開
始
後
の
為
替
差
損
、
エ
ル
ニ
ー
ニ
ョ
現
象
の

影
響
に
よ

る
水
力
発
電
の
水
源
で
あ
る
湖
の
渇
水
に
よ
る
生
産
量
減
少
、

ア
ル
ミ
地
金
価
格
の
変
動
等
の
影
響
で
現
地
側
企
業
の
累
積

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務
 

単
年
度
損
益
：
 

近
年
で
は
、
売
上
、
利
益
と
も
計
画
を
上
回
っ
て
お
り
、
十
分

な
利
益
を
確
保
し
て
い
る
。
 

 累
積
損
益
：
 

20
10

年
度
中
に
も
累
積
損
失
が
解
消
す
る
見
込
み
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
75

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

損
失
は
ま
だ
残
っ
て
い
る
が
、

20
04

年
以
降
毎
年
利
益
を
出
し

て
お
り
、
地
金
相
場
の
回
復
も
あ
り

20
10

年
度

中
に

も
累
積

損
失
が
解
消
す
る
見
込
み
。
 

 【
参
考
】
日
本
側
投
資
会
社
の
財
務
情
報
(
資
産
、
負
債
、
剰

余
金
、
当
期
損
益
等
)
は

JI
C

A
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
上
の
決
算
公
告

に
お
い
て
公
開
し
て
い
る
。
 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
維
持
管
理
は
、
財
務
状
況
に
軽
度
な
問

題
が
あ
り
、
本
事
業
に
よ
っ
て
発
現
し
た
効
果
の
持
続
性
は
中

程
度
で
あ
る
。
 

日
本
側

投
資
家
の
受
取
利
益
率
（

R
et

ur
n 

of
 E

qu
it

y）
 

は
操
業
後

23
年

間
平
均
で

6.
8％

と
試
算
さ
れ
る
。
 

 

本
事
業
で
は
現
在
ま
で
に
配
当
実
績
な
し
。
事
業
終
了
時
点
で

は
累
積
損
失
は
大
幅
に
減
少
し
て
い
る
見
込
み
で
あ
る
が
、
円

建
で
投
下
し
た
資
本
は
円
高
の
影
響
（
当
時
約

22
0
円
/
ド
ル

→
現
在
約

90
円

/
ド
ル
）
を
受
け
て
お
り

10
0％

の
回

収
は
難

し
い
。
よ
っ
て

IR
R
は
マ
イ
ナ
ス

。
 

IR
R
は
想
定
を

超
え
た
外
部
環
境
の
変
化
に
よ
り
計
画
未
達
。

過
去
、
配
当
は
出
て
お
ら
ず
、
現
地
事
業
会
社
は
現
在
累
積
損

失
を
抱
え
て
い
る
。
 

 （
注
）
本
事
業
は
継
続
中
の
案
件
で
あ
る
が
、
便
宜
上
、

20
10

年
3
月
末
時
点
の
貸
借
対
照
表
計
上
額
で
保
有
株
式
を
売
却
し

た
と
の
仮
定
を
お
い
て

JI
C

A
収

支
を
算
出
し
て
い
る
。
 

JI
C

A
の
収
支
：

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
損
失
が
あ

る
。
 

【
項
目

別
評
価
】
 

①
財
務

的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
リ
ス
ク
資
本
を
長
期
間
に

亘
り
提

供
。
 

②
非
財

務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
当
該
国
・
分
野
に
お
け

る
事
業

実
施
に
伴
う
リ
ス
ク
に
つ
い
て
も
、
円
借
款
等
の
ス
キ

ー
ム
も

含
め
た
こ
れ
ま
で
の
経
験
に
よ
り
、
情
報
・
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
が

蓄
積
さ
れ
て
お
り
、
リ
ス
ク
の
適
切
な
評
価
が
可
能
。

③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
。
 

 特
記
事
項
：
 

①
経
済
協
力
的
意
義
を
踏
ま
え
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
へ
の
直

接
借
款
と
投
資
会
社
へ
の
出
資
を
通
じ
て
低
コ
ス
ト
か
つ
多

額
の
長
期
安
定
資
金
の
供
給
を
実
現
さ
せ
る
。
 

【
項
目
別
評
価
】
 

同
左
。
 

 特
記
事
項
：
 

①
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
へ
の
直
接
借
款
と
投
資
会
社
へ
の
出

資
を
通
じ
て
低
コ
ス
ト
か
つ
多
額
の
長
期
安
定
資
金
の
供
給

を
実
現
さ
せ
た
。
 

②
ま
た
こ
れ
に
よ
り
日
本
に
お
け
る
民
間
投
資
の
呼
び
水
的

役
割
も
果
た
し
た
。
(
日
本
側
投
資
会
社
全
体
の

50
％
は
民
間

資
本
、

12
社
が

出
資
し
て
い
る
。
う
ち

2
社
が
合

併
し
た
た
め
、

現
在
は

11
社
と

な
っ
て
い
る
。
)
 

そ
の
後
、
為
替
変
動
に
よ
る
損
失
、
借
入
金
負
担
の
軽
減
を
目

的
に

87
年
、

94
年
に
（
そ
れ
ぞ
れ

12
0
億
円
、

38
億
円
）
大

幅
な
増
資
を
決
定
し
、
事
業
遂
行
を
実
現
し
た
。
 

   特
記
事
項
：
 

①
為
替
変
動
に
よ
る
緊
急
支
援
実
施
時
に
お
い
て
、

JI
C

A
の
資

金
支
援
な
く
し
て
は
本
事
業
の
継
続
は
不
可
能
で
あ
っ
た
。
 

 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：
 

 
以
上
よ
り
、
計
画
時
お
よ
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が

支
援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。
 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
特
に
な
し
。
 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
・
商
品
価
格
・
為
替
変
動
リ
ス
ク
ヘ
ッ
ジ
策
及
び
各
種
リ
ス
ク
に
対
す
る
確
認
の
重
要
性
 

本
事
業
は
商
品
価
格
の
変
動
や
為
替
変
動
(
ド
ル
建
収
入
と
円
建
で
の
借
入
金
返
済
の
間
で
為
替
差
損
発
生
)
が
収
益
面

に
大
き
く
影
響
し
た
。
今
後
、
事
業
へ
の
出
資
を
決
定
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、

商
品
価
格
や
為
替
変
動
リ
ス
ク
に
つ
い
て
、
投
融
資
先
に
よ
る
リ
ス
ク
ヘ
ッ
ジ
策
の
検
討
状
況
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
事
前
審
査
時
で
の
各
種
リ
ス
ク
の
分
析
（
リ
ス
ク
マ
ッ
プ
の
作

成
）
と
そ
の
ヘ
ッ
ジ
策
に
つ
い
て
幅
広
く
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。
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そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
 

特
に
な
し
。
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  参
考
資
料
①
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
金
ス
キ
ー
ム

 

                         

日 本 側 投 資 会 社 

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

 

イ
ン

ド

ネ
シ

ア

政
府

 日
本

側
投

資
会

社
 

 

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

経
由
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  参
考
資
料
②
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
出
資
構
成
（

20
10

年
時
点
）

 
                       

5
0
%

　
 5

0
0
億

円

民
間

株
主

7
.5

%
　

7
5
億

円
出

資
金

　
1
0
％

　
1
0
0
億

円
1
,0

0
0
億

円
　

5
4
2
百

万
U

S
$

2
.5

%
　

2
5
億

円
　

5
8
.9

％

7
.5

%
　

7
5
億

円
　

1
0
％

　
1
0
0
億

円
2
.5

%
　

2
5
億

円
資

本
金

：
1
,0

0
0
億

円
（
民

間
株

主
計

）
7
.5

%
　

7
5
億

円
5
0
%

　
1
0
％

　
1
0
0
億

円
　

　
　

5
0
0
億

円
2
.5

%
　

2
5
億

円
出

資
金

7
.5

%
　

7
5
億

円
　

3
7
8
百

万
U

S
$

　
1
0
％

　
1
0
0
億

円
　

4
1
.1

％
2
.5

%
　

2
5
億

円

7
.5

%
　

7
5
億

円
　

1
0
％

　
1
0
0
億

円
資

本
金

1
.6

7
%
　

1
6
.7

億
円

9
2
0
百

万
U

S
$

0
.8

3
%
　

8
.3

億
円

K
社

D
社

H
社

G
社 I社

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

現
地

合
弁

会
社

（
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
）

J
社

B
社

C
社

E
社

F
社

日
本

側
投

資
会

社

J
IC

A

A
社

【
中

核
会

社
】
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

9）
 

外
部
評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
五

十
里

 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
武

谷
 

由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
評

価
月

9
20

10
年

6
月

 

国
名

：
 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

 

案
件

名
：

 
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
に
お
け
る
エ
チ
レ
ン
等
製
造
合
弁
事
業
（
残
高
あ
り
出
資
案
件
）

 

出
資

承
諾

日
：

 
 

19
77

年
8
月

  
出

資
承
諾

額
：

 
7,

58
0
百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

77
年

 
出

資
実
行

額
：

 
7,

58
0
百
万
円

 

JI
C

A
の

出
資

先
 

日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
民
間
企
業

30
社
に
よ
る

出
資
）

 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
事
業
会
社

 

 

事
業

目
的

：
 

エ
チ
レ
ン
年
産

30
万
ト
ン
の
ナ
フ
サ
等
の
分
解
工
場
᾿

B
T

X
抽
出
設
備
お
よ
び
ブ
タ
ジ
エ
ン
抽
出
設
備
の
建
設
を
行
い

生
産
物
・
用
役
の
販
売
お
よ
び
共
通
付
帯

施
設
の
役
務
の
提
供
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
経
済
発
展
と
日
本
・
シ
ン
ガ

ポ
ー
ル
間
の
経
済
交
流
を
図
り

も
っ
て
両
国
の
友
好
関
係
強
化
と
日
本

の
石
油
化
学
産
業
の
海
外
立
地
に
よ
る
長
期
的
基
盤
確
保
に
寄
与
す
る
。

 

 

項
目

 
事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
シ
ン
ガ

ポ
ー
ル
は

19
61

年
経
済
拡
大
奨
励
法

の
制
定
を
積
極
的
に

推
進
。
更
に
、

19
70

年
、

19
75

年
の
経
済
拡
大
奨
励
法
改
正
に
よ

り
、

重
化

学
工

業
の

発
展

を
指

向
し

、
輸

入
代

替
、

付
加

価
値

向

上
、
輸
出
の
増
進
を
図
っ
て
い
る
。

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
政

府
は

、
現

在
も

外
資

導
入

や
産

業
振

興
を

図
る

た
め

経
済

拡
大

奨
励

法
を

維
持

す
る

と
と

も
に

、
税

制
優

遇
措

置

を
行
っ
て
い
る
。

 

 現
在
で
も
、
経
済
拡
大
奨
励
法
が
存
続
し
、
外
資

導
入
が
行
わ
れ
て
い
る
た
め
、
本
事
業
は
引
き
続

き
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
の

開
発

政
策

と
整

合
性

が
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

妥
当
性
：

 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
は

領
土

が
狭

く
、

第
一

次
産

品
・

資
源

と
も

皆
無

で
輸

入
に

依
存

し
て

い
る

。
貿

易
収

支
の

経
常

的
な

赤
字

、
貿

易

の
大

幅
な

ア
ン

バ
ラ

ン
ス

傾
向

は
同

国
経

済
存

立
上

重
大

な
問

題

で
あ

り
、

そ
の

是
正

は
大

き
な

課
題

で
あ

る
。

そ
の

た
め

、
重

化

学
工

業
の

発
展

に
よ

る
輸

入
代

替
、

付
加

価
値

向
上

、
輸

出
の

増

進
を
図
っ
て
い
る
。

 
ま

た
、

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

に
は

、
10

0
万

バ
レ

ル
/日

以
上

の
石

油
精

製
の

一
大

基
地

が
形

成
さ

れ
て

お
り

、
国

際
的

な
石

油
メ

ジ
ャ

ー

が
進

出
し

て
い

る
。

本
事

業
は

、
こ

れ
ら

の
製

油
所

か
ら

原
料

の

安
定

供
給

を
受

け
つ

つ
、

貿
易

赤
字

の
解

消
を

目
指

し
て

、
輸

出

の
増
進
を
図
る
も
の
で
あ
る
。

 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
石

油
化

学
産

業
は

、
20

06
年

に
は

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

の
製

造
業

の

33
%
程
度
を
占
め
る
に
い
た
っ
て
お
り
、
主
要
な
輸
出
産
業
と
な
っ

て
い
る
。
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
は

19
94

年
よ
り
貿
易

黒
字
を
計
上
し
て

お
り

、
石

油
化

学
製

品
も

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
の

輸
出

増
進

に
貢

献

し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 

 石
油

化
学

産
業

が
主

要
な

輸
出

産
業

と
し

て
成

長
し
、
本
事
業
も
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
貿
易
ア
ン
バ

ラ
ン
ス
に
貢
献
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
開
発
ニ
ー

ズ
と
整
合
し
て
い
た
と
思
わ
れ
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
日

本
政

府
は

、
本

事
業

が
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
の

経
済

発
展

と
日

本
・

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

間
の

経
済

交
流

を
促

進
し

、
両

国
の

友
好

関
係

に

寄
与

す
る

と
と

も
に

、
日

本
の

石
油

化
学

産
業

の
海

外
立

地
に

よ

る
長
期

的
基
盤
確
保
に
資
す
る
と
認
め
、

19
77

年
、
経
済
企
画
、

外
務
、
大
蔵
、
通
産
の

4
大
臣

間
で
そ
の
実
現
の
た
め
政
府
関
係

の
機

関
か

ら
所

要
の

支
援

を
行

う
旨

の
覚

書
を

取
り

交
わ

す
こ

と

に
よ

り
、

本
件

を
国

策
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

推
進

す
る

こ
と

に

な
っ
た
。

 
本

事
業

は
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
の

経
済

発
展

、
日

本
・

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

両
国

の
経

済
協

力
促

進
と

友
好

関
係

へ
の

寄
与

、
日

本
の

石
油

産

業
の

海
外

立
地

に
よ

る
長

期
的

基
盤

確
保

に
資

す
る

も
の

と
期

待

さ
れ
る
。

 

 
 

 
経
済
企
画
、
外
務
、
大
蔵
、
通
産
の

4
大
臣
に
よ

る
覚
書
が
締
結
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
本
事
業

は
日

本
の

政
策

と
整

合
的

で
あ

る
こ

と
が

わ
か

る
。

 

  

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
本

事
業

は
、

所
謂

ナ
シ

ョ
ナ

ル
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

あ
り

、
①

相
手

国
政

府
が

当
該

事
業

の
実

施
を

強
く

望
ん

で
い

る
こ

と
、

②
相

手

国
と

の
関

係
緊

密
化

に
極

め
て

重
要

な
も

の
で

あ
る

こ
と

、
③

日

本
の

資
源

確
保

、
産

業
立

地
の

観
点

か
ら

必
要

と
認

め
ら

れ
る

も

の
で

あ
る

こ
と

、
④

日
本

の
当

該
ま

た
は

関
連

産
業

の
大

半
の

支

持
・

協
力

が
得

ら
れ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

、
⑤

①
～

④
の

要
件

を

満
た

し
た

上
で

閣
議

了
解

そ
の

他
の

関
係

省
庁

の
合

意
が

あ
る

こ

と
、

と
い

っ
た

ナ
シ

ョ
ナ

ル
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

基
準

に
合

致
し

て

い
る
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
評

価
時

点
に

お
い

て
、

本
事

業
は

、
ナ

シ
ョ

ナ
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
。

 

 
本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海

外
投

融
資

に
よ

る
出

資
の

基
準

を
満

た
し

て
お

り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
は
妥
当
で
あ
っ
た

と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

の
開
発
政
策
、
開
発
ニ
ー
ズ
、
日
本
の
援
助
政
策

と
合
致
し
、
投
融
資
ス
キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も

十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、
妥
当
性
は
高
い
。

 

効
率
性
：

 

（
事

後
評

価
時

に
レ

ー
テ

ィ
ン

グ
を
記
入
）

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
に
エ
チ
レ
ン

30
0
千
ト
ン
／
年
の
能
力
の
エ
チ
レ

ン
製
造

設
備
、
ブ
タ
ジ
エ

ン
抽

出
設

備
、
ベ

ン
ゼ

ン
・
ト

ル
エ

ン
・

キ
シ

レ
ン

抽
出

設
備

、
用

役
供

給
設

備
、

工
場

付
帯

設
備

な
ど

を

有
す
る

プ
ラ
ン
ト
を
建
設
す
る
。

 
本

設
備

よ
り

生
産

さ
れ

る
エ

チ
レ

ン
、

プ
ロ

ピ
レ

ン
及

び
用

役
は

同
島

内
の

高
圧

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

、
中

低
圧

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

、
ポ

リ

プ
ロ
ピ

レ
ン
、
酸
化
エ
チ
レ
ン
、
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
、
窒
素
、

酸
素

を
製

造
す

る
各

誘
導

品
会

社
に

供
給

さ
れ

る
。

本
プ

ラ
ン

ト

の
年
間

生
産
能
力
、
エ
チ
レ
ン

30
0
千
ト
ン
／
年
、
プ
ロ
ピ
レ
ン

16
5
千
ト
ン
／
年
、
ブ
タ
ジ
エ
ン

52
千
ト
ン
／
年
、
ベ
ン
ゼ
ン

60

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
L

PG
タ
ン
ク
の

追
加
な
ど
が
あ
っ
た
も
の
の
、
ほ
ぼ
当
初
計
画
ど

お
り

に
プ

ラ
ン

ト
建

設
が

行
わ

れ
て

お
り

、
設

計
変

更
は

行
わ

れ

て
い
な
い
。
製
造
能
力
も
ほ
ぼ
当
初
計
画
ど
お
り

で
あ
る
。

 
完
成
時
の
年
間
生
産
能
力
は
、
エ
チ
レ
ン

30
0
千
ト
ン
／
年
、
プ

ロ
ピ
レ
ン

16
0
千
ト
ン
／
年
、
ブ
タ
ジ
エ
ン

45
千
ト
ン
／
年
、
ベ

ン
ゼ
ン

59
千
ト

ン
／
年
、
ト
ル
エ
ン

39
千
ト
ン
／
年
、
キ
シ
レ

ン
29

千
ト
ン
／

年
、
ア
セ
チ
レ
ン

5
千
ト
ン
／

年
で
あ
る
。

 
そ

の
後

、
受

注
が

順
調

で
あ

っ
た

こ
と

か
ら

、
内

部
留

保
及

び
借

入
に
よ
り
第

2
期
プ
ラ
ン
ト
が
建
設
さ
れ
た
。

ま
た
、
そ
の
後
同

プ
ラ

ン
ト

の
能

力
増

強
も

行
わ

れ
、

プ
ラ

ン
ト

全
体

の
生

産
能

力

 本
プ
ラ
ン
ト
は
、
ほ
ぼ
当
初
計
画
ど
お
り
に
建
設

さ
れ
て
お
り
、
大
き
な
変
更
は
な
い
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

千
ト
ン

／
年
、
ト
ル
エ
ン

38
千

ト
ン
／
年
、
キ
シ
レ
ン

27
千
ト

ン
／
年
で
あ
る
。

 

 

は
、
エ
チ
レ
ン

1,
03

6
千
ト
ン
／
年
、
プ
ロ
ピ
レ
ン

52
2
千
ト
ン

／

年
と
な
っ
た
。
第

2
期
プ
ラ
ン

ト
は

19
93

年
時

点
で
、
所
要
資
金

83
9
百
万
ド
ル
、
建
設
期
間

19
93
～

96
年
と
計
画
さ
れ
、
ほ
ぼ
計

画
ど
お
り
に
建
設
さ
れ
た
。

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

①
事
業

費
 

総
事
業

費
：

10
6,

80
0
百
万
円

 
総

事
業

費
に

は
設

備
費

、
プ

ラ
イ

ス
エ

ス
カ

レ
ー

シ
ョ

ン
、

操
業

前
の

労
務

費
、

訓
練

費
、

操
業

前
本

社
経

費
、

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ

費
用
、
操
業
前
土
地
賃
借
料
が
含
ま
れ
る
。

 
総
額

10
6,

80
0
百
万
円
を
、
資
本
金

20
,0

00
百
万
円
、
親
会
社
借

入
39

,8
00

百
万
円
、
機
器
延
払

44
,0

00
百
万
円
、
運
転
資
金
借
入

30
百

万
円
に
よ
り
賄
う
。

 
日
本
側
は
、
資
本
金
の

50
%
に
あ
た
る

10
,0

00
百
万
円
を
負
担
し
、

JI
C

A
は
そ
の
う

ち
30

%
（

3,
00

0
百
万
円
）
を
負
担
す
る
。

 
親

会
社

借
入

39
,8

00
百

万
円

に
つ

い
て

も
、

同
様

に
日

本
側

は

50
%
に
あ
た
る

19
,9

00
百
万
円
を
負
担
す
る
。
親
会
社
で
あ
る
日

本
側
投

資
会
社
は
こ
れ
を

JB
IC

か
ら
の
借
入
に
よ
り
賄
う
。

 

     ②
期
間

 
19

80
年

5
月
（

現
地
工
事
開
始
）
～

19
82

年
4
月
（
試
運
転
開
始
）

（
24

ヶ
月
）

 
な
お
、

詳
細
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

 
・
 
現

地
工
事
開
始
：

19
80

年
5
月

 
・
 
プ
ラ
ン
ト
完
成
：

19
82

年
3
月

 
・
 
試
運
転
開
始
：

19
82

年
4
月

 
・
 
本
格
操
業
開
始
：

19
82

年
7
月

 

 

①
事
業
費

 
総
事
業
費
：
約

11
1,

65
4
百
万
円

 
完
工
後
で
あ
る

19
84

年
12

月
末
時
点
の
貸
借
対
照
表
で
は
、
減

価
償

却
費

を
除

く
固

定
資

産
及

び
建

設
仮

勘
定

の
合

計
額

は
、

96
8,

46
8
千
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
ド
ル
（
約

11
1,

65
4
百

万
円
）
で
あ
る
。

そ
の
た
め
、
本
事
業
の
事
業
費
は
、
当
初
計
画
か
ら

4,
85

4
百
万
円

程
度

の
費

用
増

と
な

っ
て

い
る

（
建

中
金

利
に

つ
い

て
は

詳
細

な

情
報

が
な

い
が

、
建

設
仮

勘
定

に
含

ま
れ

て
い

る
も

の
と

思
わ

れ

る
）
。
費
用
増
と
な
っ
た
原
因
は
、
操
業
の
開
始

の
遅
れ
、
追
加
工

事
支
出
（

L
PG

タ
ン
ク
増
設
）
等
の
要
因
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

19
84

年
に
は
、
操
業
後
の
大
幅
な
赤
字
発
生
が
懸
念
さ
れ
た
こ
と

か
ら

、
日

本
・

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

双
方

の
株

主
に

よ
る

貸
付

が
出

資

に
切

り
替

え
ら

れ
る

こ
と

と
な

っ
た

。
こ

れ
に

よ
り

、
双

方
と

も

出
資
額
が

37
,9

00
百
万
円
と
な
り
、
当
初
計
画
か
ら
は
出
資
・
借

入
の

構
造

が
大

き
く

変
更

さ
れ

た
。

こ
れ

は
、

操
業

開
始

後
数

年

間
は

、
借

入
の

元
利

支
払

い
を

行
う

だ
け

の
事

業
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ

ロ
ー
が
得
ら
れ
な
い
と
の
予
想
に
基
づ
く
措
置
で
あ
る
。

 

 ②
期
間

 
19

80
年

7
月
（

現
地
工
事
開
始
）
～

19
83

年
11

月
（
操
業
準
備

開
始
）
（

41
ヶ
月
）

 
詳
細
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
以
下
の
と
お
り
。

 
・
 
現
地
工
事
開
始
：

19
80

年
7
月

 
・
 
プ
ラ
ン
ト
完
成
：

19
82

年
8
月

 
・
 
操
業
準
備
開
始
：

19
83

年
11

月
 

・
 
本
格
操
業
開
始
：

19
84

年
2
月

 
本

プ
ラ

ン
ト

の
操

業
開

始
の

遅
れ

は
、

生
産

さ
れ

た
エ

チ
レ

ン
等

の
販

売
先

で
あ

る
誘

導
品

会
社

の
進

出
が

遅
れ

た
こ

と
に

よ
る

も

の
で

あ
る

。
誘

導
品

会
社

の
設

立
は

、
需

要
低

迷
を

懸
念

し
て

資

本
参

加
予

定
だ

っ
た

企
業

が
撤

退
し

た
こ

と
な

ど
に

よ
り

、
当

初

予
定
よ
り
も
遅
れ
た
。

 

①
事
業
費

 
計
画
比
：

11
1.

6％
 

誘
導
品
会
社
の
計
画
が
遅
延
し
た
こ
と
に
よ
り
、

当
初
計
画
よ
り
も
、
操
業
が
遅
れ
る
と
と
も
に
、

事
業
費
も
増
加
し
た
。

 
ま
た
、
出
資
・
借
入
の
構
造
の
変
更
は
、
当
初
の

出
資
・
借
入
額
の
設
定
と
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
予

測
に

無
理

が
あ

っ
た

こ
と

に
よ

る
も

の
と

考
え

ら
れ
る
。

 

         ②
期
間

 
計
画
比
：

17
0.

8％
 

誘
導
品
会
社
の
計
画
が
遅
延
し
た
こ
と
に
よ
り
、

当
初
計
画
よ
り
も
、
操
業
が
遅
れ
た
。
操
業
を
行

う
た
め
に
は
、
誘
導
品
会
社
が
設
立
さ
れ
て
い
る

こ
と
が
必
須
条
件
で
あ
っ
た
た
め
、
本
プ
ラ
ン
ト

の
操

業
の

開
始

が
遅

れ
た

こ
と

は
や

む
を

え
な

か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

  

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
及
び
事
業

期
間
と
も
に
計
画
を
上
回
っ
た
た
め
、
効
率
性
は
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

中
程
度
で
あ
る
。

 

 
(1

)定
量
的
効
果

 
①
運
用

・
効
果
指
標

 
想
定
さ

れ
る
操
業
度
（
エ
チ
レ
ン
）
は
、

1
年
目

62
％
、

2
年
目

70
%
、

3
年
目

79
%
、

4
年
目

93
%
、

5
年
目

94
%
、

6
年
目
以
降

96
%
で
あ
る
。

 

 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標

 
19

85
年

2
月
ま
で
は
一
部
の
誘
導
品
会
社
の
立
ち
上
が
り
が
遅
れ

た
こ
と
も
あ
り
操
業
度
は

60
％
程
度
に
と
ど
ま
っ
た
も
の
の
、
そ

の
後

は
誘

導
品

会
社

の
引

き
取

り
も

順
調

で
あ

り
、

フ
ル

稼
働

に

近
い
操
業
を
実
現
し
た
。

20
08

年
時
点
で
は

95
％
の
操
業
度
を
達

成
し
て
お
り
、
計
画
通
り
の
操
業
と
な
っ
て
い
る
と
い
え
る
。

 

  当
初
想
定
ど
お
り
、
操
業
数
年
後
か
ら
高
い
稼
働

率
を
実
現
し
て
い
る
。

 

②
事
業

の
収
益
性

 
D

C
F
ベ
ー
ス
で
の
操
業
後

10
年
間
の
総
投
資
利
益
率
（

R
O

I）
、

お
よ

び
資

本
金

利
益

率
（

R
O

E
）

は
プ

ラ
ス

と
な

る
こ

と
を

想
定

し
て
い
る
。

 

 

②
事
業
の
収
益
性

 
操
業
後
は
、
誘
導
品
各
社
の
製
品
価
格
が
低
迷
し

た
こ
と
も
あ
り
、

赤
字
計
上
が
続
い
て
い
た
が
、
操
業

3
年
目
（

19
86

年
）
か
ら
黒

字
転
換
し
た
。
D

C
F
ベ
ー
ス
で
の
操
業
後

10
年
の

R
O

I及
び

R
O

E
は
、
想
定
よ
り
も
や
や
低
い
。

 

 D
C

F
ベ
ー
ス
で

の
R

O
Iお

よ
び

R
O

E
は
当
初
想

定
よ
り
も
や
や
低
い
も
の
の
、
操
業

3
年
目
か
ら

黒
字
し
、
相
応
の
収
益
を
上
げ
て
い
る
。

 
 

(2
)定

性
的
効
果
 

 
定
性
的

効
果
は
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。

 
(2

)定
性
的
効
果

 
定
性
的
効
果
は
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。

 

 定
性
的
効
果
は
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。

 

有
効
性
：

 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
り
概
ね
計
画
通

り
の
効
果
発
現
が
見
ら
れ
、
有
効
性
は
高
い
。

 

イ
ン
パ
ク
ト

 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）

 

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

）
 

東
南

ア
ジ

ア
市

場
に

優
先

的
に

供
給

し
、

こ
れ

ら
の

国
で

加
工

業

等
関

連
産

業
の

育
成

・
発

展
を

促
す

と
と

も
に

、
雇

用
の

増
大

、

生
活

レ
ベ

ル
の

向
上

を
も

た
ら

し
、

日
本

・
東

南
ア

ジ
ア

諸
国

間

の
経
済
協
力
に
も
寄
与
す
る
。

 

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
本

プ
ラ

ン
ト

の
完

成
後

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
政

府
の

主
導

も
あ

り
、

同
地
域
に

80
社

以
上
の
企
業
が
進
出
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
経
済
発

展
に

大
き

く
寄

与
し

て
き

た
と

言
わ

れ
て

い
る

。
石

油
や

ガ
ス

を

含
め
た
石
油
化
学
ク
ラ
ス
タ
ー
の
生
産
額
は

20
06

年
に
は

74
,7

00
百

万
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
ド

ル
と

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
の

製
造

セ
ク

タ
ー

の
生
産
額
の

33
％
に
達
し
た
。
石
油
化
学
ク
ラ

ス
タ
ー
に
よ
り
シ

ン
ガ
ポ
ー
ル
経
済
が
活
性
化
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。

 
ま

た
当

初
想

定
さ

れ
た

と
お

り
、

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

国
内

の
み

な
ら

ず
、

周
辺

各
国

を
中

心
に

供
給

さ
れ

て
お

り
、

周
辺

国
の

関
連

産

業
の
育
成
に
も
貢
献
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 本
事
業
は
、
石
油
化
学
ク
ラ
ス
タ
ー
形
成
の
先
駆

け
的
な
も
の
で
あ
り
、
そ
の
後
の
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

の
石

油
化

学
産

業
の

発
展

に
与

え
た

影
響

は
大

き
く
、
イ
ン
パ
ク
ト
が
多
大
で
あ
っ
た
と
考
え
ら

れ
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然

環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
公

害
防

止
設

備
は

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
の

関
係

法
規

に
準

じ
、

か
つ

日
本
の

経
験
を
元
に
設
置
さ
れ
る
。

 
水
質
関

係
 

工
場

内
排

水
は

、
各

工
場

内
で

一
次

処
理

を
行

い
、

こ
れ

を
セ

ン

タ
ー
会
社
に
て
最
終
的
処
理
を
行
い
、
放
出
さ
れ
る
。

 
フ
レ
ア
ス
タ
ッ
ク

 
石

油
化

学
工

場
は

緊
急

時
に

炭
化

水
素

を
放

出
す

る
た

め
、

こ
れ

を
処
理
す
る
た
め
の
フ
レ
ア
ス
タ
ッ
ク
を
設
置
す
る
。

 
廃
物
処
理

 
コ

ン
プ

レ
ッ

ク
ス

内
各

工
場

よ
り

発
生

す
る

廃
油

・
廃

物
・

活
性

汚
泥
等
を
処
理
す
る
た
め
の
焼
却
設
備
を
設
置
す
る
。

 

 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得

 
確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。

       ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
19

80
年

10
月

、
フ
レ
ア
ス
タ
ッ
ク
（
用
済
ガ
ス

の
燃
焼
塔
）
が
大

気
汚
染
を
起
こ
し
て
い
る
と
し
て
、
現
地
新
聞
が

報
道
し
て
い
る
。

し
か

し
、

フ
レ

ア
ス

タ
ッ

ク
自

体
が

安
全

対
策

装
置

と
し

て
位

置

づ
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
、
住
居
地
域
ま
で

5k
m

程
度
あ
り
釜
の
中

で
炊

く
グ

ラ
ン

ド
フ

レ
ア

形
式

に
す

る
必

要
が

な
い

（
ヨ

ー
ロ

ッ

パ
で
は

3k
m

以
内
で
あ
れ
ば
グ
ラ
ン
ド
フ
レ
ア
に
す
る
こ
と
が
義

務
付

け
ら

れ
て

い
る

）
こ

と
な

ど
の

説
明

が
行

わ
れ

て
お

り
、

そ

の
後
大
き
な
問
題
に
な
っ
て
い
な
い
。

 
自

然
環

境
へ

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
、

当
初

想
定

さ
れ

た
範

囲
内

で
あ

り
、

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

の
基

準
に

基
づ

き
十

分
な

対
処

が
な

さ
れ

た

も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得

 
入

手
資

料
に

は
特

に
住

民
移

転
に

関
す

る
記

載
は

な
い

も
の

の
、

当
初

小
村

落
が

存
在

し
て

い
た

と
の

記
載

が
あ

る
。

シ
ン

ガ
ポ

ー

ル
政

府
が

行
っ

た
同

様
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

政
府

が
住

民
に

対

し
て

代
替

住
居

を
提

供
し

た
こ

と
な

ど
が

記
載

さ
れ

て
お

り
、

本

事
業

で
影

響
を

受
け

た
住

民
も

同
様

に
住

居
の

提
供

を
受

け
、

移

転
し

た
も

の
と

思
わ

れ
る

が
、

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題

は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な
い
。

 

 ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
人

技
術

者
を

日
本

で
研

修
し

て
お

り
、

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル
へ
の
技
術
移
転
が
図
ら
れ
た
も
の
と
思
わ
れ

る
。

 
ま
た
、
操
業
開
始
後
の

19
83

年
当
時
、
中
核
会
社

A
か
ら
の
出

向

者
が

67
名
い
た

も
の
の
、
現
在
は
社
長
、
社
員

2
名
が
派
遣
さ
れ

て
い

る
の

み
で

あ
る

。
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
人

職
員

に
よ

る
操

業
が

実

現
さ
れ
て
お
り
、
十
分
に
技
術
移
転
が
行
わ
れ
た

こ
と
が
わ
か
る
。

 

 ①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
入
手
資
料
の
範
囲
で
は
、
左
記
新
聞
報
道
以
外
に

環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
に
関
す
る
記
録
は
な
く
、

少
な

く
と

も
環

境
面

で
の

住
民

等
か

ら
の

批
判

は
な
か
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 現
在
、
現
地
事
業
会
社
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に

C
O

2、
SO

x
排
出

量
な
ど
の
指
標
を
公
開
し
て
お

り
、
環
境
面
で
の
対
策
を
行
っ
て
い
る
こ
と
が
伺

え
る
。

 

   ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得

 
確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
報
告
さ

れ
て
い
な
い
。

 

       ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
日

本
で

研
修

し
た

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

人
技

術
者

を

中
心
と
し
た
運
営
体
制
が
構
築
さ
れ
て
お
り
、
技

術
移
転
が
相
応
に
図
ら
れ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 

持
続
性
：

 

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
19

77
年

8
月

、
本

事
業

の
実

施
の

た
め

、
日

本
側

投
資

会
社

が

50
％

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
政

府
が

47
.5
％

、
シ

ン
ガ
ポ

ー
ル

開
発

銀

行
が

2.
5％

そ
れ
ぞ
れ
出
資
し
、
現
地
事
業
会
社
が
設
立
さ
れ
た
。

中
核
会
社

A
は
、
同
社
か
ら
の
委
託
を
受
け
、
プ
ラ
ン
ト
建
設
に

関
す

る
プ

ロ
セ

ス
の

選
定

、
設

計
、

購
買

、
建

設
、

運
転

等
に

か

か
わ

る
技

術
援

助
を

行
い

、
本

事
業

実
施

を
全

面
的

に
バ

ッ
ク

ア

ッ
プ
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
ほ
か

、
中
核
会
社

A
は
、

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
20

10
年

6
月
時
点
で
、
現
地
事
業
会
社
の
株
式
は

50
%
を
日
本
側

投
資
会
社
、
残
り

50
%
を
外
国
企
業

B
と
外
国

企
業

C
の
合
弁

会

社
が
保
有
し
て
い
る
。

 
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
側

の
株

式
は

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
政

府
の

持
ち

株
会

社
が
保
有
し
た
後
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
政
府
が

19
85

年
以
降
進
め
て

き
た
政
府
出
資
企
業
の
民
営
化
政
策
に
よ
り
、
外
国
企
業

B
に
売

却
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
外
国
企
業

B
の
原
料
調
達
力
、
販
売
力
、

 日
本
側
の
出
資
割
合
は
当
初
計
画
通
り
で
あ
る
。

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

側
の

持
分

は
売

却
さ

れ
て

い
る

も
の
の
、
本
事
業
の
経
営
基
盤
強
化
が
図
ら
れ
て

お
り
、
安
定
的
な
経
営
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 
ま
た
中
核
企
業

A
も
、
日
本
側
投
資
会
社
を
通

じ
て
株
主
と
し
て
関
与
し
て
お
り
、
運
営
維
持
管

理
の
体
制
面
に
特
に
懸
念
は
な
い
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

日
本
側

投
資
会
社
の

JB
IC

か
ら

の
借
入

19
,9

00
百
万
円
を
保
証
す

る
。

 
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
政

府
は

、
同

社
に

対
し

て
役

員
を

派
遣

す
る

。
ま

た
、

本
プ

ラ
ン

ト
が

建
設

さ
れ

る
地

域
を

保
税

地
域

と
し

、
ナ

フ

サ
・

ガ
ス

オ
イ

ル
等

の
原

料
を

課
税

対
象

と
し

て
お

ら
ず

、
ま

た

本
プ

ラ
ン

ト
に

対
し

て
水

供
給

・
電

力
供

給
を

公
益

事
業

省

（
P

ub
li

c 
U

til
ity

 B
oa

rd
）
を
通
じ
て
行
う
な
ど
の
支
援
を
す
る
。

 

技
術

な
ど

が
本

事
業

の
経

営
基

盤
の

一
層

の
強

化
に

資
す

る
と

の

判
断
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
。

 
外
国
企
業

B
の

持
分
は
、

20
09

年
に
外
国
企
業

B
と
外
国
企
業

C
と

の
合

弁
会

社
に

譲
渡

さ
れ

た
。

同
合

弁
会

社
の

出
資

比
率

は
外

国
企
業

B
51

%
、
外
国
企
業

C
49

%
で
あ
る
。

 
本
プ
ラ
ン
ト
の
立
ち
上
げ
に
当
た
っ
て
は
、
中
核
会
社

A
に
専
任

部
門
が
立
ち
上
げ
ら
れ
、

70
名
程
度
が
在
籍
、
同
部
門
が
中
心
と

な
り
本
プ
ラ
ン
ト
立
ち
上
げ
を
行
っ
た
。
こ
の
ほ
か
、
中
核
会
社

A
は
、
他
社
に
対
し
て
誘
導
品
会
社
の
立
ち
上
げ
を
働
き
か
け
た
り
、

誘
導

品
会

社
に

資
本

参
加

し
た

り
す

る
な

ど
、

誘
導

品
会

社
ま

で

含
め
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
に
、
大
き
な
役
割
を
果
た
し
た
。

 
現

時
点

で
は

、
現

地
事

業
会

社
が

独
自

で
操

業
で

き
る

状
態

に
あ

り
、

ま
た

外
国

企
業

と
の

合
弁

企
業

に
な

っ
て

い
る

た
め

、
中

核

会
社
は
日
本
側
投
資
会
社
を
通
じ
株
主
と
し
て
関
与
し
て
い
る
。

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
現
地
事

業
会
社
の
社
員
は
約

50
0
名
で
あ
り

、
ス
タ
ー
ト
時
に
は

日
本
人
技
術
者

80
名
が
応
援
す
る
が
、
そ
の
後
徐
々
に
減
少
さ
せ

る
予
定
。

 
現
地
採
用
者
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
国
内
で
約

3
ヶ
月
の
一
般
導
入

教
育
を
受
け
る
。
上
級
社
員
は
、
そ
の
後
日
本
で
の
実
習
訓
練
（

3
～

6
ヶ

月
）
を
受
け
た
後
、
建
設
現
場
で
一
般
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
の
ト

レ
ー
ニ
ン
グ
に
あ
た
る
。

 
日

本
人

派
遣

社
員

は
、

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

業
務

、
建

設
監

督
業

務
、

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
準

備
・

指
導

に
あ

た
る

。
操

業
開

始
約

半

年
前

に
は

、
日

本
人

派
遣

社
員

数
を

増
員

し
、

現
地

社
員

の
運

転

指
導

を
行

う
。

現
地

社
員

が
運

転
技

術
を

ほ
ぼ

習
得

し
、

安
定

操

業
に
入
る

2
年

目
以
降
に
は
日
本
人
派
遣
者

を
半
減
さ
せ
る
。

 

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
当

初
計

画
さ

れ
て

い
た

と
お

り
、

一
般

導
入

研
修

の
ほ

か
、

日
本

で
の
実
習
訓
練
が
行
わ
れ
た
。
操
業
開
始
が
遅
れ

た
こ
と
も
あ
り
、

十
分

な
訓

練
期

間
が

確
保

で
き

、
操

業
開

始
時

に
は

技
術

的
に

問

題
の
な
い
水
準
に
あ
っ
た
。

 
操
業
開
始
後
の

19
83

年
当
時
、
中
核
会
社

A
ら

の
出
向
者
が

67
名
い
た
も
の
の
、
現
在
は

3
名

が
派
遣
さ
れ
て
い
る
の
み
で
あ
り

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

人
職

員
に

よ
る

操
業

が
実

現
さ

れ
て

い
る

。
現

在

は
、
日
本
で
の
研
修
は
行
わ
れ
て
お
ら
ず
、
ま
た
中
核
会
社

A
お

よ
び
外
国
企
業

B
・

C
と
も
技
術

指
導
に
は
関
与
し
て
い
な
い
。
現

地
事

業
会

社
で

独
自

に
実

地
研

修
が

行
わ

れ
て

い
る

と
思

わ
れ

る

も
の

の
、

詳
細

は
不

明
。

上
記

の
と

お
り

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

人
の

み

で
の

操
業

が
可

能
に

な
っ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

十
分

に
技

術
共

有

が
さ
れ
る
体
制
に
あ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

人
を

中
心

と
し

た
運

営
体

制
が

構
築
さ
れ
、
操
業
が
問
題
な
く
行
わ
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
技
術
水
準
を
保
つ
努
力
が
独
自
に
行
わ

れ
定
着
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
操
業
後

3
年
間
は
赤
字
計
上
を
予
定
し
て
い
る
も
の
の
、
操
業

4
年
目
に
は
黒
字
化
を
達
成
す
る
と
と
も
に
、

7
年
目
ま
で
に
は
累
積

損
失

の
解

消
を

図
る

方
向

。
ま

た
、

操
業

後
売

上
高

税
引

前
利

益

率
も
徐
々
に
増
加
さ
せ
る
。

 

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
現
地
事
業
会
社
は
、
操
業
開
始

3
年
目
に
は
黒
字
転
換
を
達
成
す

る
と
と
も
に
、

4
年
目
に
は
累
積
損
失
を
解
消
し

た
。

 
現
地
事
業
会
社
の
利
益
率
は
、
原
料
ナ
フ
サ
・

L
PG

の
価
格
や
、

エ
チ

レ
ン

・
プ

ロ
ピ

レ
ン

の
製

品
単

価
の

変
動

に
あ

わ
せ

て
大

き

く
変
動
す
る
。
操
業
開
始

5
年

目
に
は
、
税
引
前
利
益
率
は
大
き

く
プ
ラ
ス
な
っ
た
も
の
の
、

18
年
目
に
は
若
干
の
マ
イ
ナ
ス
と
な

る
ま

で
下

落
し

た
。

税
引

前
利

益
率

は
上

記
の

と
お

り
、

大
幅

に

変
動
す
る
も
の
の
、
操
業
後

5
年
目
か
ら

25
年

目
ま
で
の
平
均
で

み
た
場
合
、
ほ
ぼ
当
初
想
定
ど
お
り
の
水
準
で
あ
る
。

 

  現
地
事
業
会
社
の
財
務
諸
表
か
ら
は
、
変
動
は
あ

る
も
の
の
、
相
当
の
収
益
を
上
げ
ら
れ
る
状
態
に

あ
る
こ
と
、
自
己
資
本
・
流
動
資
産
も
厚
め
に
な

っ
て
お
り
、
安
全
性
の
観
点
か
ら
も
問
題
が
な
い

こ
と
が
わ
か
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

直
近

の
バ

ラ
ン

ス
シ

ー
ト

で
は

、
自

己
資

本
比

率
・

流
動

比
率

と

も
十
分
に
高
く
、
安
全
性
に
つ
い
て
は
問
題
な
い
。

 
【

参
考

】
日

本
側

投
資

会
社

の
財

務
情

報
（

資
産

、
負

債
、

剰
余

金
、
当
期
損
益
等
）
は

JI
C

A
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
上
の
決
算
公
告
に
お

い
て
公
開
し
て
い
る
。

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
維
持
管
理
は
、
体
制
、
技

術
、
財
務
状
況
と
も
に
問
題
な
く
、
本
事
業
に
よ

っ
て
発
現
し
た
効
果
の
持
続
性
は
高
い
。

 

受
取
配

当
は
、
操
業
第

7
年
度

か
ら
得
る
予
定
で
、
第

10
年
度
ま

で
の
受
取
配
当
累
計
は
投
資
資
本
に
対
し

89
.4

%
と
低
い
。
投
資
会

社
の
配
当
も
、
現
地
会
社
同
様
第

7
年
度
か
ら

開
始
を
予
定
し
て

い
る
が
、
第

10
年
度
ま
で
の
受
取
配
当
累
計
は

78
. 8

％
と
低
い
。

 

操
業
開
始

6
年
目
ま
で
は
配
当
金
が
支
払
わ
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、

7
年
目
で
あ
る

19
90

年
に
は
収
益
が
良
好
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
手

元
資

金
に

余
裕

が
発

生
し

、
大

規
模

な
設

備
投

資
の

計
画

も
な

か

っ
た

た
め

、
現

地
事

業
会

社
は

有
償

減
資

を
行

い
、

現
地

事
業

会

社
か

ら
の

回
収

資
金

を
減

資
と

し
て

日
本

側
投

資
会

社
も

有
償

減

資
を
行
っ
た
。

19
91

年
よ
り
配
当
が
開
始
さ
れ
た
も
の
の
、
操
業

10
年
目
ま
で
の
受
取
配
当
累
計
は
、
上
記
有
償
減
資
も
含
め
、
投

資
資
本
に
対
し
て

47
.7

%
と
な
っ
た
。

JI
C

A
と

し
て
の
本
出
資
に

関
す
る

IR
R
は

4.
87

%
で
あ
る
。

 

JI
C

A
の
操
業

10
年
目
ま
で
の
収
支
は
当
初
計
画

よ
り
も
低
い
。
た
だ
し
、
当
初
計
画
に
な
か
っ
た

第
二
期
工
事
（
拡
張
工
事
）
が
内
部
留
保
に
よ
り

行
わ
れ
た
こ
と
も
理
由
の

1
つ

で
あ
り
、
単
純
比

較
は
困
難
で
あ
る
。

 

 （
注
）
本
事
業
は
継
続
中
の
案
件
で
あ
る
が
、
便

宜
上
、

20
10

年
3
月
末
時
点
の
貸
借
対
照
表
計

上
額

で
保

有
株

式
を

売
却

し
た

と
の

仮
定

を
お

い
て

JI
C

A
収
支

を
算
出
し
て
い
る
。

 

JI
C

A
の
収
支
：

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
収
益
が
あ

る
。

 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：

 

【
項
目
別
評
価
】
 

①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
。
 

 特
記
事
項
：

 
①

10
年
後
の
受
取
配
当
は
出
資
額
の

78
. 8

％
と
回
収
率
が
低
く
、

投
資
回
収
ま
で
長
期
間
が
必
要
と
な
る
た
め
、

JI
C

A
に
よ
る
出
資

が
求
め
ら
れ
た
。

 
③

本
事

業
が

日
本

の
石

油
化

学
産

業
の

海
外

立
地

に
よ

る
長

期
的

基
盤

確
保

に
資

す
る

も
の

で
あ

る
と

考
え

ら
れ

、
ナ

シ
ョ

ナ
ル

プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
さ
れ
た
。

 
④

参
加

民
間

企
業

が
資

金
の

全
額

を
負

担
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

っ
た
こ
と
も

JI
C

A
が
出
資
す
る

こ
と
に
な
っ
た
。

 

【
項
目
別
評
価
】
 

①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
。
 

 特
記
事
項
：

 
①

19
84

年
に
は
、
操
業
後
の
大
幅
な
赤
字
発
生

が
懸
念
さ
れ
た
こ

と
か

ら
、

日
本

・
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
双

方
の

株
主

に
よ

る
貸

付
が

出

資
に
切
り
替
え
ら
れ
、

JI
C

A
も

増
資
に
応
じ
た
。
多
く
の
出
資
者

が
追
加
出
資
に
躊
躇
し
た
た
め
、
中
核
会
社

A
が
大
部
分
を
引
き

受
け
る
こ
と
に
な
っ
た
。

JI
C

A
も
出
資
比
率
は

下
げ
た
も
の
の
、

増
資
に
応
じ
て
お
り
、
中
核
会
社

A
の
出
資
負

担
が
あ
る
程
度
軽

減
さ

れ
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。
本

増
資

に
よ

り
、

現
地

事
業

会

社
が

生
産

コ
ス

ト
を

低
減

さ
せ

る
こ

と
が

可
能

に
な

っ
た

こ
と

、

外
販

ル
ー

ト
の

開
拓

が
可

能
に

な
っ

た
こ

と
な

ど
に

よ
り

、
プ

ラ

ン
ト
の
稼
働
率
が
向
上
し
た
。

 
④

当
初

、
出

資
回

収
率

が
低

い
こ

と
、

投
資

額
が

大
規

模
で

あ
る

       特
記
事
項
：

 
①

④
JI

C
A

の
出

資
が

行
わ

れ
た

こ
と

に
よ

り
、

民
間

企
業

複
数

社
か

ら
の

出
資

が
容

易
に

な
っ

て
お
り
、
呼
び
水
効
果
的
な
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ

ィ
が
発
現
し
て
い
る
と
い
え
る
。

 
19

84
年
の
増
資
の
際
も
、

JI
C

A
出
資
に
よ
り
中

核
会
社

A
の
負
担
が
や
や
緩
和
さ
れ
て
お
り
、

中
核

会
社

の
出

資
が

行
い

や
す

く
な

っ
た

も
の

と
思
わ
れ
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

こ
と

、
東

ア
ジ

ア
に

お
け

る
需

給
環

境
が

長
期

に
わ

た
り

供
給

過

剰
が

懸
念

さ
れ

た
こ

と
な

ど
か

ら
、

多
く

の
企

業
は

出
資

に
消

極

的
な
姿
勢
を
示
し
た
が
、

JI
C

A
か
ら
の
出
資
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら

最
終
的
に
は
予
定
し
て
い
た
額
の
出
資
が
行
わ
れ
た
。

 

 
 

以
上
よ
り
、
計
画
時
及
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が

支
援

す
る

こ
と

に
よ

る
ア

デ
ィ

シ
ョ

ナ

リ
テ
ィ
は
高
い
。

 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
・
 
本
事
業
で
取
り
扱
う
エ
チ
レ
ン
は
、
原
料
・
製

品
と
も
価
格
変
動
が
大
き
く
、
価
格
変
動
に
あ
わ
せ
て
収
益
が
大
幅
に
上
下
す
る
。
計
画
時
点
で
は
生
産
が
稼
動
に
の
る

4
年

目
に
利
益

計
上
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
た
も
の
の
、
価
格
動
向
に
よ
っ
て
は
大
幅
な
赤
字
を
計
上
し
続
け
る
可
能
性
も
高

く
、
収
益
面
で
の
課
題
を
抱
え
て
い
た
と
い
え
る
。
そ
の
た
め
、
価
格

の
変
動
に
よ
る
収
益
面
の
リ
ス
ク
を
避
け
る
た
め
、
変
動
の
影
響
を
受
け
な
い
安
定
的
な
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
だ
け
で
元
利
金
の
返
済
が
で
き
る
程
度
に
借
入
額
を
設
定
し
、
残
り
の
必

要
資
金
を
出
資
で
調
達
す
る
べ
き
で
あ
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
・
 
本

件
で
は
事
業
実
施
段
階
で
、
出
融
資
の
割
合
に
見
直
し
が
必
要
に
な
る
な
ど
、
案
件
計
画
段
階
で
の
適
正
な
資
金

調
達
枠
組
み
を
検
討
す
る
上
で
課
題
が
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
よ

っ
て
、
今
後
の
類
似
案
件
（
大
規
模
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
り
か
つ
収
支
予
測
が
不
透
明
で
あ
る
場
合
）
で
は
、
出

資
の
比
率
を
十
分
に
大
き
く
し
て
お
き
、
借
入
か
ら
出
資
へ
の
切

り

替
え
が
必
要
な
い
形
に
し
て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 
 

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）

 
特
に
な
し
。
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 参
考
資
料

①
：

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
資
金

ス
キ

ー
ム

：
19

77
年

時
点

 
 

 

 ※
単
位
：
億
円

 

 

出
資
者

 

 
  

現
地

 

事
業

 

会
社

 

   

シ
ン
ガ

ポ
ー
ル

側
 

出
資

 
10

0 
出

資
 

10
0 

 

JI
C

A
 

  

参
加
各
社

 

 

出
資

30
 

出
資

70
 

 

JB
IC

 

 

融
資

19
9

投
資

金
融

 
70

 

融
資

19
9

プ
ラ
ン
ト

 

供
給
業
者

 

延
払

44
0 

輸
出
金
融

44
0 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

開
発
銀
行

 

保
証

 

融
資

19
9

   

日
本
側

 

投
資

 

会
社
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 参
考
資
料

②
：

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
資
金

ス
キ

ー
ム

：
19

84
年

時
点

 
 

 

 ※
単
位
：
億
円

 

 

出
資
者

 

 
  

現
地

 

事
業

 

会
社

 

   

シ
ン
ガ

ポ
ー
ル

側
 

出
資

 
37

9 
出

資
 

37
9 

 

JI
C

A
 

  

参
加
各
社

 

 

出
資

75
.8

出
資

30
3.

2

 

JB
IC

 

 

投
資

金
融

 
 

プ
ラ
ン
ト

 

供
給
業
者

 

延
払

41
7 

輸
出
金
融

41
7 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

開
発
銀
行

 

保
証

 

   

日
本
側

 

投
資

 

会
社
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

10
）

 
外
部

評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 

五
十

里
 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 

武
谷

 
由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 

評
価

月
9

20
10

年
 6

月
 

国
名

：
 

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
 

案
件

名
：

 
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
に
お
け
る
石
油
化
学
製
品
製
造
合
弁
事
業
（
残
高
あ
り
出
資
案
件
）
 

出
資

承
諾

日
：

 
 

19
80

年
6
月

 
出

資
承
諾

額
：

 
25

,3
35

百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

81
年

 
出

資
実
行

額
：
 

25
,3

35
百
万
円

 

JI
C

A
の

出
資

先
：

 
日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
民
間
企
業

33
社
に
よ
る

出
資
）

 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
石
油
化
学
製
品
製
造
会
社
（
株
主
構
成
：
日
本
側
投
資
会
社
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
公
社
）

 

 

事
業

目
的

：
 

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
に
お
い
て
、
低
廉
な
石
油
随
伴
ガ
ス
を
原
料
に
、
石
油
化
学
製
品
（
エ
チ
レ
ン
、
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
、
低
密
度
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
）
を
生
産
す
る

こ
と
に
よ
り
、
同
国
の
当
該
製
品
の
安
定
的
な
供
給
体
制
の
構
築
を
図
り
、
も
っ
て
同
国

の
工
業
化
の
促
進
及
び
雇
用
創
出
、
日
本
・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
間
の
経
済

関

係
の
維
持
・
強
化
、
日
本
の
原
油
製
品
の
安
定
的
な
調
達
先
の
確
保
に
寄
与
す
る
。

 
  

項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
政
府
に
よ
り
実
施
さ
れ
て
い
た
第

2
次
経
済

開
発

5
ヵ
年
計

画
（

19
75

年
～

80
年
）
で

は
、
国
家
の
所
得

源
泉
の

多
様
化
と
工
業
化
、
さ
ら
に
は
こ
れ
ら
を
通
じ
た
国
民

の
能
力

開
発
を
目
標
と
し
て
い
た
。
特
に
、
同
国
の
炭
化
水
素

資
源
（

石
油
化
学
産
業
）
に
つ
い
て
は
、
国
内
市
場
が
狭
隘
で

あ
る
た

め
、
全
面
的
に
輸
出
産
業
と
し
て
推
進
す
る
こ
と
と
し

て
い
た

。
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
が
現
在
実
施
し
て
い
る
第

9
次

5
ヵ
年

計
画
（

20
10

年
～

20
14

年
）
に
お
い
て
、
内
外
か

ら
の
民
間

投
資

拡
大

を
通

じ
た

産
業

の
多

様
化

と
そ

れ
に

か
か

わ
る

人

材
の
育
成
が
重
点
目
標
の
一
つ
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て

い
る
。

 

 計
画
時
お
よ
び
実
績
時
に
お
い
て
、
本
事
業
は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
の
開
発
政
策
と
の
整
合
し
て
い
る
。

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
政
府
は
、
豊
富
な
石
油
収
入
を
そ
の
財
源
と

し
、

厖
大

な
予

算
を

組
ん

で
工

業
化

に
取

り
組

ん
で

い
た

。

19
75

年
3
月
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
は
工
業
開
発
計
画
を
発

表
し
た
。
こ
れ
ら
の
計
画
は
、
将
来
予
想
さ
れ
る
石
油
の
枯
渇
、

代
替

エ
ネ

ル
ギ

ー
出

現
に

よ
る

石
油

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

と
し

て

の
相
対
的
価
値
低
下
に
備
え
る
た
め
、
国
民
所
得
源
泉
を
多
様

化
し
、
国
民
の
能
力
開
発
を
指
向
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
本
事
業
は
、
世
界
最
大
の
原
油
輸
出
国
で
あ
る
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
に
お
い
て
未
利
用
の
石
油
随
伴
ガ
ス
を
有
効
利
用

し
て
、
大

規
模
な
石
油
化
学
製
品
を
製
造
し
、
ま
た
そ
の
遂
行
を
通
じ
て

日
本
の
技
術
及
び
経
営
ノ
ウ
ハ
ウ
が
移
転
さ
れ
た
。

 

   

 本
事

業
の

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
へ

の
工

業
化

及
び

経
済

開
発

効

果
は
極
め
て
高
い
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
計
画
時
及
び
実

績
時
に
お
い
て
、
本
事
業
は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
の
工
業
化

へ
の
開
発
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
と
い
え
る
。

 

妥
当
性
：
 

 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

19
75

年
3
月
、

日
本
と
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
間
で
、
工
業
、

石
油
、
石
油
化
学
等
の
経
済
開
発
分
野
で
の

日
本
・
サ
ウ
ジ
ア

ラ
ビ

ア
合

弁
事

業
の

実
施

を
通

じ
、

同
国

の
産

業
開

発
へ

の

日
・
サ
協
力
を
目
指
す
経
済
技
術
協
力
協
定
が
締
結
さ
れ
た
。

19
77

年
6
月

、
通
省
産
業
省
（
当
時
）
に
お
い
て
本
計
画
を
ナ

シ
ョ

ナ
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
し

て
推

進
す

る
旨

省
議

決
定

。

19
80

年
5
月

22
日
の
日
本
政
府
の
閣
議
了

解
に
て
、
同
社
に

対
す
る
海
外
投
融
資
ス
キ
ー
ム
に
よ
る
出
資
が
認
め
ら
れ
た
。

当
時
、
日
本
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ
確
保
の
観
点
か

ら
、
原
油
の
長
期
安
定
供
給
を
国
家
の
最
重
要
課
題
と
し
て
い

た
。
こ

の
た
め
、
本
事
業
実
施
の
た
め
に
設
立
さ
れ
た
日
本
側

投
資
会
社
に
日
本
政
府
が
出
資
し
、
サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
政
府
が

望
む

工
業

化
に

技
術

及
び

資
金

面
で

の
協

力
を

実
施

す
る

こ

と
で
、
同
国
政
府
が
、
日
本
側
投
資
会
社
を
通
じ
、
日
本
へ
の

石
油
供
給
を

15
年
間
実
施
す
る
こ
と
を
内

容
と
す
る
イ
ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

原
油

供
給

契
約

（
参

照
：

そ
の

他
「

コ
ラ

ム
等

」
）

を
締
結
す
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
た
。

 

本
事
業
の
当
時
の
計
画
は
、
日
本
の
政
策
に
合
致
し
て
い
た
も

の
と
い
え
る
。

 

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
本
事
業

は
、
所
謂
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
あ
り
、
①
相

手
国
政

府
が
当
該
事
業
の
実
施
を
強
く
望
ん
で
い
る
こ
と
、
②

相
手

国
と

の
関

係
緊

密
化

に
極

め
て

重
要

な
も

の
で

あ
る

こ

と
、
③
日
本
の
資
源
確
保
、
産
業
立
地
の
観
点
か
ら
必
要
と
認

め
ら
れ

る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
④
日
本
の
当
該
ま
た
は
関
連
産

業
の
大

半
の
支
持
・
協
力
が
得
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
⑤

①
～

④
の

要
件

を
満

た
し

た
上

で
閣

議
了

解
そ

の
他

の
関

係

省
庁
の

合
意
が
あ
る
こ
と
、
と
い
っ
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

基
準
に
合
致
し
て
い
る
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
評
価
時
点
に
お
い
て
、
本
事
業
は
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
。

 

 

 本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
出
資
の
基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出

資
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
開
発
政

策
、
開
発
ニ
ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、

投
融
資
ス
キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、

妥
当
性
は
高
い
。
 

効
率
性
：
 

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
以
下
の
プ
ラ
ン
ト
を
建
設

 
・
エ
チ
レ
ン
（
能
力
：

50
万
ト
ン
／
年
）

 
エ

チ
レ

ン
グ

リ
コ

ー
ル

及
び

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

生
産

の
た

め
の

投
入
原

料
と
な
る
エ
チ
レ
ン
の
製
造
プ
ラ
ン
ト
は
、
外
国
企
業

A
社
と

米
国
化

学
企
業
と
の
合
弁
会
社
、
外
国
企
業

B
社
の
事

業
と
し
て
、
外
国
企
業

B
社
敷
地

内
に
て
建
設
・
操
業
さ
れ
る
。

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
当

初
予

定
さ

れ
た

通
り

の
ス

ペ
ッ

ク
の

プ
ラ

ン
ト

が
建

設
さ

れ
た
。

 

 な
お
、
本
事
業
は
現
在
ま
で
第

4
期
ま
で
増
設
及
び

施
設
拡
張

を
重
ね
た
（
プ
ラ
ン
ト
の
詳
細
や
直
近
の
生
産
高
推
移
等
に
つ

い
て
は
参
考
資
料
⑤
を
参
照
）
。
 

 事
業
計
画
に
比
し
相
違
点
な
く
、
問
題
は
な
い
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

な
お
、
総
生
産
量
に
対
す
る
本
事
業
の
製
品
取
引
割
合
は

46
％

(現
地
事
業
会
社
の
出
資
割
合
と
同
率
。
年
間

23
万
ト
ン

)。
 

・
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル

(E
G

)（
能
力
：

30
万
ト
ン
／
年
）

 
E

G
プ

ラ
ン
ト

は
、
現

地
事

業
会
社
の

事
業

と
し
て
、

現
地
事

業
会
社
敷
地
内
に
て
建
設
及
び
操
業
さ
れ
る
。
な
お
、
総
生
産

量
に
対
す
る
本
事
業
の
製
品
取
引
割
合
は

50
％
（
現
地
事
業
会

社
の
出
資
割
合
と
同
率
。
年
間

15
万
ト
ン
）
。

 
・
低
密
度
ポ
リ
エ
チ
レ
ン

(P
E

)（
能
力
：

13
万
ト
ン
／
年
）

 
PE

プ
ラ

ン
ト

は
、

現
地

事
業

会
社

が
保

有
す

る
た

め
、

総
生

産
量
に
対
す
る
製
品
引
取
割
合
は

10
0％

。
 

（
共
有

プ
ラ
ン
ト
の
関
連
詳
細
は
、
参
考
資
料
②
を
参
照
）
 

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

①
事
業

費
 

1,
48

1
百
万
ド
ル

 

      ②
期
間
 

19
83

年
第

1
四

半
期
（
建
設
開
始
）
～

19
85

年
7
月

1
日
（
建

設
完
工
）
（
約

27
ヶ
月
）

 

 商
業
運
転
開
始
時
期
：

19
85

年
第

4
四
半
期
 

①
事
業
費
 

1,
00

0
百
万
ド
ル
未
満

 

     ②
期
間
 

PE
・

E
G
プ
ラ
ン
ト

 
19

83
年

3
月
（

建
設
開
始
）
～

19
85

年
3
月
（
建

設
完
工
）

(2
4

ヶ
月

) 

 エ
チ
レ
ン
プ
ラ
ン
ト

 
19

83
年

10
月
（

建
設
開
始
）
～

19
85

年
6
月
（
建

設
完
工
）

(2
0
ヶ
月

) 

 商
業
運
転
開
始
時
期

 
19

87
年

1
月

1
日
 

①
事
業
費
 

計
画
比

67
.5
％

 
当
初
の
採
用
方
式
（
コ
ス
ト
プ
ラ
ス
方
式
）
を
ラ
ン
プ
サ
ム
方

式
に
変
更
し
た
こ
と
で
、
建
設
総
資
金
額
が
当
初
の
見
積
も
り

を
約

20
％
下
回
る
こ
と
と
な
っ
た
こ
と
に
加
え
、
種
々
の
投
資

合
理
化
努
力
が
実
施
さ
れ
た
。

 
 ②
期
間
 

PE
・

E
G
プ
ラ
ン
ト
：
計
画
比

88
.9
％

 
エ
チ
レ
ン
プ
ラ
ン
ト
：
計
画
比

74
.1
％

 
建
設
予
定
地
の
整
備
状
況
や
現
地
の
天
候
等
を
考
慮
し
、
事
業

期
間
に
つ
い
て
は
、
時
間
的
余
裕
を
十
分
に
考
慮
し
た
上
で
計

画
し
て
い
た
が
、
工
事
が
順
調
に
進
捗
し
た
結
果
、
当
初
想
定

よ
り
も
短
い
期
間
で
の
完
成
が
可
能
と
な
っ
た
。

 

 な
お
、
商
業
運
転
の
開
始
時
期
は
、
当
初
は

19
85

年
第

4
四

半
期
を
予
定
し
て
い
た
が
、
プ
ラ
ン
ト
の
操
業
初
期
に
起
こ
る

種
々

の
ト

ラ
ブ

ル
解

決
や

一
部

機
器

の
交

換
な

ど
が

必
要

と

な
っ
た
結
果
、

19
87

年
1
月

1
日

ま
で
延
期
さ
れ
た
。
当
遅
延

は
安

全
な

プ
ラ

ン
ト

操
業

を
確

保
す

る
た

め
に

必
要

で
あ

っ

た
た
め
、
止
む
を
得
な
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
及
び
事
業
期
間
と
も
に

計
画
内
に
納
ま
り
、
効
率
性
は
高
い
。
 

有
効
性
：
 

 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標

 
1)

 生
産
量

(現
地
事
業
会
社
持
分
見
合
い

) 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標

 
1)

 生
産
量
（
現
地
事
業
会
社
持
分
見
合
い
）

 

 ①
運
用
・
効
果
指
標

 
1)

 生
産
量
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

                          

・
エ
チ
レ
ン
 

23
万
ト
ン
／
年

 
・
エ
チ

レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル

(E
G

)：
15

万
ト
ン
／
年

 
・
低
密
度
ポ
リ
エ
チ
レ
ン

(P
E

) 
13

万
ト
ン
／
年

 

                   2)
 日

本
側
投
資
会
社
引
取
量

 
日

本
側

投
資

会
社

の
エ

チ
レ

ン
グ

リ
コ

ー
ル

及
び

低
密

度
ポ

リ
エ
チ
レ
ン
の
引
取
量
（
対
生
産
能
力
割
合

）
を
以
下
の
通
り

予
定
。

 
1
年
目
：

 6
0％

、
2
年
目
：

70
％

 3
年
目
以
降
：

75
％

 

 

19
86

年
1
月
よ

り
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル

(E
G

)、
及
び
ポ
リ
エ

チ
レ
ン

(P
E

)の
本
格
的

製
品

出
荷
が
開

始
。

生
産
は

両
製
品
共

順
調
に
推
移
し
、

E
G

に
つ
い
て
は

86
年
か
ら
、

PE
に
つ
い

て
は

87
年
か

ら
、
当
初
計
画
の
年
間
生
産
能
力
を
上
回
る
も

の
と
な
っ
た
（
下
表
参
照
）
。

 
生
産
量
実
績
（
現
地
事
業
会
社
持
分
見
合
）（

単
位
：
万
ト
ン
）

86
87

88
89

90
 

91
92

E
G

 
16

.8
16

.1
19

.2
19

.3
22

.9
 

19
.9

22
.7

P
E

 
11

.9
15

.8
17

.6
17

.6
18

.4
 

20
.0

21
.0

＊
現

地
事

業
会

社
持

分
見

合
い

の
年

間
生

産
量

は
、

P
E

13
万

ト
ン
、

E
G

15
万
ト
ン
。

 
＊

93
年

9
月
に
は
第

2E
G
プ
ラ
ン
ト
が
、

94
年

1
月
に
は
第

2P
E
プ
ラ
ン
ト

が
操
業
を
開
始
し
た
た
め
、
操
業
開
始
年
の

86
年
か
ら

92
年
ま

で
の
実
績
を
掲
載
。

 

 な
お
、
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
及
び
ポ
リ
エ
チ
レ
ン

の
原
料
と

し
て

使
わ

れ
る

エ
チ

レ
ン

の
生

産
量

及
び

現
地

事
業

会
社

引

取
量
に
つ
い
て
は
詳
細
な
デ
ー
タ
は
な
い
も
の
の
、
最
終
製
品

で
あ

る
エ

チ
レ

ン
グ

リ
コ

ー
ル

及
び

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

の
生

産

量
が
十
分
に
確
保
で
き
て
い
る
こ
と
か
ら
、
投
入
原

料
と
し
て

の
エ
チ
レ
ン
は
十
分
に
供
給
さ
れ
て
い
た
と
予
測
さ
れ
る
。

 

 2)
 日

本
側
投
資
会
社
引
取
量

 
日
本
側
投
資
会
社
の
引
取
実
績
は
以
下
の
通
り
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
単
位
：
万
ト
ン
）

86
87

88
89

90
 

91
92

E
G

 
11

.0
10

.6
10

.7
8.

7
10

.7
 

9.
8

10
.1

P
E

 
7.

1
10

.1
8.

5
9.

2
9.

5 
8.

9
10

.2
（
対
生
産
能
力
割
合
）

 

E
G

 
74

%
71

%
71

%
58

%
72

%
 

65
%

67
%

PE
 

54
%

78
%

65
%

70
%

73
%

 
68

%
79

%

 日
本
側
投
資
会
社
の
引
取
量
は
、
日
本
側
投
資
会
社
と
外
国
企

業
A
社
間
で
合

意
し
て
い
た
も
の
の
、
実
際
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ

ビ
ア
側
か
ら
の
一
方
的
通
告
に
よ
り
決
定
さ
れ
て
い
た
。
日
本

側
は

需
要

に
見

合
う

製
品

量
の

出
荷

が
出

来
な

い
状

態
が

継

続
し
た
た
め
、
当
問
題
に
つ
い
て
再
三
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
側
に

申
し
入
れ
を
行
っ
た
結
果
、

19
96

年
の
現
地
事
業
会
社
理
事
会

エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
及
び
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
の
生
産
量
は
、
当

初
計
画
を
上
回
る
水
準
で
推
移
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
原
料
と

な
る
エ
チ
レ
ン
の
生
産
も
十
分
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

                   2)
 日

本
側
投
資
会
社
引
取
量

 
当

初
計

画
に

基
づ

き
建

設
さ

れ
た

第
1

期
プ

ラ
ン

ト
稼

動
期

（
86

年
～

92
年

）
、
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
及
び
ポ
リ
エ
チ
レ

ン
の
引
取
量
（
対
生
産
能
力
割
合
）
は
、
計
画
時
の
合
意
水
準

か
ら
大
き
な
齟
齬
は
な
か
っ
た
も
の
の
、
通
期
に
亘
っ
て
水
準

を
達
成
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。

 

 な
お
、
日
本
側
が
契
約
交
渉
に
成
功
し
た
結
果
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ

ビ
ア
と
の
双
務
的
契
約
が
締
結
さ
れ
、
現
在
は
、

3
度
に
亘
る

増
設
の
結
果
、
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
及
び
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
の

生
産
能
力
が
夫
々

6
倍
以
上
に
増
大
し
て
お
り
、
当
初
計
画
を

十
分
に
上
回
る
引
取
量
を
確
保
で
き
て
い
る
。
ま
た
、
現
状
の

契
約
に
基
づ
く
引
取
量
（
対
生
産
量
割
合
）
に
つ
い
て
も
、
契

約
通
り
、

E
G
、

PE
夫
々
概
ね

38
％
と
な
っ
て
お
り
、
契
約
が

遵
守
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

に
て
、
日
本
側
が
第

2
回
増
設

工
事
を
承
認
す
る
代

わ
り
に
、

日
本
側
引
取
量
を
以
下
の
通
り
確
保
す
る
こ
と
で
合
意
し
た
。

E
G
（
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
）
：
生
産
量
の

38
%

 
PE
（
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
）：

当
初

43
％
、
以
降
段
階
的
に
減
少
し
、

20
00

年
以
降

38
%
。

 
な
お
、
現
在
は

E
G

及
び

PE
と
も
に
当
合
意
に
基
づ
き
取
引

さ
れ
て
い
る
。
直
近

4
年
間
の

引
取
量
は
参
考
資
料

③
参
照
。

②
事
業

の
収
益
性
 

R
O

I 
7-

10
%
程
度

 
想
定

R
O

I
は
事
業
会
社
に
よ
る
条
件
を

JI
C

A
が

修
正
し
試
算

し
直
し
た
も
の
。
修
正
後
の
設
定
条
件
は
不

明
。
 

②
事
業
の
収
益
性
 

以
下
の
理
由
に
つ
き
、
計
算
は
困
難
で
あ
る
。

 
・

4
度
に
わ
た
る
増
設

 
・

R
O

I
の
具
体

的
な
算
出
根
拠
や
資
産
結
果
を
示
し
た
文
書
が

保
存
さ
れ
て
お
ら
ず
、
詳
細
前
提
が
確
認
で
き
な
い
た
め
。
 

②
事
業
の
収
益
性
 

現
地

事
業

会
社

は
安

価
な

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
の

天
然

資
源

を

利
用
し
た
強
い
価
格
競
争
力
を
背
景
に
、
国
際
市
場
で
高
い
マ

ー
ケ
ッ
ト
地
位
を
築
い
て
い
る
。
同
社
の
業
績
は
順
調
に
推
移

し
て
お
り
、
過
去
建
設
し
た
プ
ラ
ン
ト
に
係
る
債
務
に
つ
い
て

も
順
調
に
返
済
が
進
ん
で
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
も
、
 

収
益
性
は
十
分
に
確
保
で
き
る
水
準
と
推
定
さ
れ
る
。
 

(2
)定

性
的
効
果
 

 
①
石
油

化
学
工
業
の
育
成
と
供
給
体
制
の
確
立
 

本
事
業

の
実
施
を
通
じ
、
未
利
用
の
石
油
随
伴
ガ
ス
を
利
用
し

て
、
大
規
模
な
石
油
化
学
製
品
の
製
造
を
実

施
し
、
石
油
化
学

工
業
の

育
成
を
は
か
る
。
 

       ②
石
油

化
学
プ
ラ
ン
ト
操
業
に
係
る
技
術
移
転
 

サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
政
府
の
第

2
次

5
カ
年
計
画
で
掲
げ
ら
れ
た

サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
人
労
働
者
の
能
力
向
上
政
策
の
下
で
、
日
本

側
か
ら

の
技
術
支
援
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
経
営
手
法
及
び
技

術
面
等

に
お
い
て
相
応
の
技
術
移
転
を
目
指
す
。
 

(2
)定

性
的
効
果

 
①
石
油
化
学
工
業
の
育
成
と
供
給
体
制
の
確
立
 

本
事
業
の
成
功
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
石
油
化
学
工
業
の
育

成
に
寄
与
し
た
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
本
事
業
の
貢
献
に
よ

り
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
は
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
で
は
世
界
第
三
位
、

エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
で
は
世
界
最
大
の
供
給
国
と
な
っ
た
。

ま
た
、
本
事
業
に
よ
る
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
及
び
エ
チ
ル
グ
リ
コ
ー

ル
の
生
産
量
は
拡
大
し
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
製
品
の
一
定
割
合

は
日

本
側

投
資

会
社

側
が

引
き

受
け

る
旨

契
約

で
規

定
さ

れ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
安
定
的
な
供
給
体
制
が
確
保
で
き
て
い
る

と
考
え
ら
れ
る
。
 

 ②
石
油
化
学
プ
ラ
ン
ト
操
業
に
係
る
技
術
移
転
 

現
地
事
業
会
社
は
、
日
本
か
ら
の
技
術
移
転
の
目
的
か
ら
多
く

の
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
人
が
雇
用
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
事
業
立

ち
上
げ
当
初
に
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
・
日
本
両
国
に
て
現
地

の
職
員
が
日
本
の
技
術
者
等
か
ら
訓
練
を
受
け
て
い
る
。
 

 ①
石
油
化
学
工
業
の
育
成
と
供
給
体
制
の
確
立
 

石
油
化
学
工
業
の
育
成
及
び
供
給
体
制
の
確
立
と
も
に
、
当
初

想
定
し
た
効
果
を
あ
げ
て
い
る
。
 

        ②
石
油
化
学
プ
ラ
ン
ト
操
業
に
係
る
技
術
移
転
 

本
事
業
で
は
、
現
地
の
職
員
に
対
す
る
訓
練
等
を
実
施
し
た
こ

と
に
よ
り
、
当
初
想
定
し
た
技
術
移
転
の
成
果
を
出
し
て
い
る

と
考
え
ら
れ
る
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
り
概
ね
計
画
通
り
の
効
果
発

現
が
見
ら
れ
、
有
効
性
は
高
い
。
 

イ
ン
パ
ク
ト
：
 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）
 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

）
 

①
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
工
業
化
促
進
 

本
事
業
を
通
じ
、
未
利
用
の
石
油
随
伴
ガ
ス

を
利
用
し
て
、
大

規
模
な
石
油
化
学
製
品
製
造
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
サ
ウ
ジ
ア

ラ
ビ
ア
の
石
油
化
学
工
業
化
の
促
進
を
は
か
る
。
 

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
①
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
工
業
化
促
進
 

本
事
業
の
貢
献
に
よ
り
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
は
ポ
リ
エ
チ
レ
ン

で
は
世
界
第
三
位
、
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
の
最
大
の
供
給
国

と
な
っ
た
こ
と
か
ら
も
、
本
事
業
は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
石
油

化
学
工
業
の
促
進
に
寄
与
し
た
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 
 

①
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
工
業
化
促
進
 

本
事
業
実
施
を
通
じ
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
は
世
界
有
数
の
石
油

化
学
製
造
国
と
な
り
、
同
国
の
石
油
化
学
工
業
化
が
十
分
に
促

進
さ
れ
た
と
判
断
で
き
る
こ
と
か
ら
、
当
初
想
定
し
た
効
果
を

挙
げ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

 ②
雇
用

創
出
効
果
 

本
事
業

実
施
に
よ
り
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
の
重
点
政
策
で

あ
る
現

地
雇
用
の
拡
大
に
寄
与
す
る
。
 

   ③
日
本

・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
間
の
友
好
促
進
 

炭
化

水
素

資
源

を
全

面
的

に
海

外
か

ら
の

輸
入

に
依

存
し

て

い
る
わ

が
国
に
と
っ
て
、
原
油
の
埋
蔵
量
と
将
来
の
輸
出
能
力

に
お
い

て
、
他
と
比
較
し
圧
倒
的
優
位
に
あ
る
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
は

わ
が

国
の

将
来

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
確

保
の

観
点

か
ら

も

最
も
重

要
な
国
で
あ
る
。
ま
た
、
同
国
は
ア
ラ
ブ
圏
内
で
も
強

力
な
指

導
力
を
保
有
し
て
お
り
、
国
際
政
治
に
お
い
て
も
重
要

な
役
割

を
担
っ
て
い
る
。
か
か
る
立
場
に
あ
る
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
に
同

国
の
望
む
工
業
化
の
分
野
で
協
力
す
る
と
共
に
、
外
貨

獲
得
の

機
会
を
提
供
し
、
同
国
の
財
政
赤
字
削
減
に
寄
与
す
る

こ
と
で

、
そ
の
友
好
の
基
盤
を
樹
立
す
る
こ
と
は
わ
が
国
に
と

っ
て
極

め
て
重
要
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
。
 

 ④
日
本

の
原
油
製
品
の
安
定
的
な
調
達
先
の
確
保
 

本
事
業

実
施
に
よ
り
、
日
本
政
府
は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
の

石
油
化

学
産
業
の
育
成
に
協
力
、
両
国
の
友
好
基
盤
を
確
立
す

る
と
共

に
、
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
石
油
取
引
に

基
づ
き
、
サ
ウ
ジ

ア
ラ

ビ
ア

か
ら

日
本

へ
の

原
油

の
安

定
的

供
給

に
資

す
る

と

考
え
ら

れ
る
た
め
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
と
っ
て
も
極

め
て

重
要

で
あ

る
。
（

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
石

油
取

引
に

つ
い

て

は
、
「

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
」
参
照
）
 

 ②
雇
用
創
出
効
果
 

本
事
業
に
よ
り
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
人

10
96

名
（

20
08

年
）

が
雇
用
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
現
地
事
業
会
社
の

20
08

年
の

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
人
雇
用
比
率
は

95
.8

%
で
あ
る
。

 
  ③
日
本
・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
間
の
友
好
促
進
 

本
事
業
は
、
日
本
・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
間
の
経
済
及
び
技
術
協

力
推

進
の

た
め

ナ
シ

ョ
ナ

ル
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

進
め

ら

れ
、
日
サ
双
方
の
官
民
が
一
体
と
な
っ
て
サ
ウ
ジ
ア

ラ
ビ
ア
の

工
業
化
と
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
人
の
経
営
、
管
理
、
技
術
面
の
能

力
開
発
に
貢
献
し
た
。

 

       ④
日
本
の
原
油
製
品
の
安
定
的
な
調
達
先
の
確
保
 

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
石
油
取
引
に
つ
い
て
は
、
石
油
価

格
の
変
動

の
結
果
、

84
年
以
降
は
取
引
の
成
立
が
困
難
と
な
り
、

86
年

以
降
、
同
取
引
は
中
止
さ
れ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
本
事
業
を

は
じ

め
と

す
る

日
本

の
同

国
へ

の
石

油
化

学
産

業
支

援
事

業

実
施
を
通
じ
、
日
本
と
同
国
と
の
友
好
関
係
は
維
持
・
継
続
し

た
。
こ
の
結
果
、
日
本
の
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
か
ら
の
原
油
輸
入

は
順
調
に
推
移
、

20
01

年
以
降
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
は
日
本
の

原
油
の
最
大
の
輸
入
国
と
な
っ
て
い
る
。

 

 ②
雇
用
創
出
効
果
 

本
事
業
で
は
多
く
の
現
地
雇
用
が
う
ま
れ
、
雇
用
問
題
を
抱
え

る
サ

ウ
ジ

ア
ラ

ビ
ア

の
政

策
に

貢
献

す
る

事
業

と
し

て
の

評

価
も
高
い
こ
と
か
ら
、
当
初
想
定
し
た
効
果
を
十
分
に
あ
げ
て

い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 ③
日
本
・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
間
の
友
好
促
進
 

本
事
業
の
実
施
等
を
通
じ
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
は
現
在
世
界
有

数
の

石
油

化
学

製
品

生
産

国
に

な
っ

た
こ

と
、

本
事

業
を

通

じ
、
日
本
か
ら
の
技
術
移
転
が
行
わ
れ
た
こ
と
か
ら
も
、
本
事

業
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
工
業
化
に
貢
献
し
て
い
る
と
い
え

る
。
ま
た
、
同
国
の
石
油
化
学
製
品
が
日
本
に
安
定
的
に
輸
出

さ
れ
る
こ
と
で
、
日
本
側
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確

保
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
側
は
石
油
化
学
製
品
の
輸
出
に
よ
る
安

定
的
な
外
貨
獲
得
が
実
現
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
も
、
両
国
の

友
好

促
進

に
つ

い
て

は
当

初
想

定
さ

れ
た

効
果

を
十

分
に

挙

げ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

  ④
日
本
の
原
油
製
品
の
安
定
的
な
調
達
先
の
確
保
 

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
は
、
日
本
の
原
油
製
品
の
長
期
的
か
つ
安
定

的
な
調
達
先
と
な
っ
て
お
り
、
当
初
想
定
し
た
効
果
を
あ
げ
て

い
る
。
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然

環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

サ
イ
ト

は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
東
部
の
工
業
都
市
内
に
あ
り
、
サ

イ
ト
付

近
一
帯
は
工
業
団
地
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
環
境
面
で
の

問
題
は

な
し
と
さ
れ
た
。
な
お
、
環
境
保
全
基
準
は
王
立
委
員

会
が
定

め
る
規
則
に
準
拠
し
て
い
る
。
 

 ②
住
民

移
転
・
用
地
取
得
 

本
事
業

は
、
現
地
事
業
会
社
が
確
保
し
た
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
東

部
の
工

業
団
地
内
に
設
置
さ
れ
る
た
め
、
住
民
移
転
及
び
用
地

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

現
地
事
業
会
社
は
、
排
出
ガ
ス
及
び
排
水
の
連
続
検
査
を
行
う

と
共

に
、

大
気
中

の
硫

黄
酸

化
物

（
SO

x）
及

び
窒

素
酸

化
物

（
N

O
x）

を
含
む
環
境
の
連
続
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施
し
、
環

境
安
全
基
準
を
完
全
に
達
成
し
て
い
る
。
 

 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

   ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

取
得
に

係
る
問
題
は
な
い
。
 

 

③
そ
の

他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認
で

き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
想
定
さ
れ
て
い
な
い

  ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

  ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
19

81
年

5
月
、
エ
チ
レ
ン
及
び
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
プ
ラ
ン

ト
の
開
発
、
建
設
、
所
有
、
操
業
を
目
的
と

し
た
外
国
企
業

B
社
へ
の
出
資

(*
)と

、
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
プ
ラ
ン
ト
の
開
発
、
建
設
、

所
有
、
操
業
及
び
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
及
び
ポ
リ
エ
チ
レ
ン

の
販
売
を
目
的
に
、
外
国
企
業

A
社
（
現
地
政

府
出
資
公
社
）

と
日
本

側
投
資
会
社
が

50
％
ず
つ
出
資
し
、
現
地
事
業
会
社
が

設
立
さ

れ
た
。

 
(*

)外
国
企
業

B
社
は
、
外
国
企
業

A
社
と
米
国

化
学
企
業
の

合
弁
会
社
（
出
資
比
率
：

50
:5

0）
で
あ
る
。
現

地
事
業
会
社
は
、

エ
チ
レ
ン
及
び
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
製
造
設
備
に
関
し
、
外

国
企

業
B

社
と

の
間

で
共

同
投

資
及

び
生

産
に

関
す

る
契

約

を
締
結
、
こ
れ
に
基
づ
き
、
エ
チ
レ
ン
製
造
設
備
に
つ
い
て
は

外
国
企
業

B
社

が
、
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
製
造
設
備
に
つ
い

て
は

現
地

事
業

会
社

が
夫

々
建

設
及

び
運

転
を

分
担

す
る

こ

と
と
な
っ
た
。
（
参
照
：
参
考
資
料
②
）
 

現
地

事
業

会
社

発
足

時
の

組
織

は
、

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

以
下

、
9

部
門

体
制

（
総

務
・

調
達

、
財

務
、

PE
、

E
G
、

用
益

、
メ

ン

テ
ナ
ン
ス
、
製
造
、
安
全
、
広
報
）
で
あ
っ
た
。

 
現
地
事
業
会
社
発
足
当
初
の
合
弁
契
約
は
、
現
地
事
業
会
社
設

立
登
記
日
（

19
81

年
9
月

5
日
）
か
ら

25
年
間
（

20
06

年
9

月
5
日
迄
）
で

あ
っ
た
。
 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
現
地
事
業
会
社
に
対
す
る
外
国
企
業

A
社
、
日

本
側
投
資
会
社

の
出
資
割
合
へ
の
変
更
は
な
い
。

 
な
お
、

19
82

年
に
は
、
外
国
企
業

B
社
か
ら
米
国

化
学
企
業

が
撤
退
、
同
社
の
持
分
を
外
国
企
業

A
社
が
引
取

る
こ
と
に
な

っ
た
が
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
と
外
国
企
業

A
社
に
よ
り
、

外
国

企
業

B
社

と
現

地
事

業
会

社
の

共
同

投
資

及
び

生
産

に

係
る

外
国

企
業

B
社

側
の

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
を

全
面

的
に

保

証
し
た
こ
と
に
よ
り
、
エ
チ
レ
ン
及
び
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル

製
造
体
制
へ
の
影
響
を
与
え
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。

 
従
業
員
数
は
、
プ
ラ
ン
ト
操
業
開
始
年
の

19
85

年
は

48
7
名

（
う
ち
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
人
は

30
2
名
）
で

あ
っ

た
。
そ
の

後
、
増
設
に
伴
い
、

20
08

年
末
時
点
で
の
従
業
員
は

1,
14

4
名

（
同
、

1,
09

6
名
）
に
増
加
し
て
い
る
。

 
現
在
の
組
織
体
制
は
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
以
下
、
基
本
は

7
部
門

体
制
で
あ
る
。
な
お
、
プ
ラ
ン
ト
増
設
に
伴
い
、
特
別
部
局
が

設
立
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
操
業
期
間
中
に
外
国
企
業

A
社
関

連
企
業
の
調
達
の
共
通
化
に
よ
り
、
購
買
部
門
が
廃

止
さ
れ
た

以
外
は
、
組
織
体
制
は
基
本
的
に
は
変
更
さ
れ
て
い
な
い
（
参

照
：
参
考
資
料
⑥
）
。
 

合
弁

契
約

は
、

工
事

増
設

の
タ

イ
ミ

ン
グ

で
延

長
さ

れ
て

お

り
、
現
在
有
効
な
契
約
に
基
づ
け
ば
、
本
事
業
の
事
業
期
限
は

20
28

年
6
月
で

あ
る
。
 

 出
資
関
係
は
当
初
計
画
通
り
で
あ
り
、
安
定
的
な
経
営
が
行
わ

れ
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
。
 

な
お
、
エ
チ
レ
ン
及
び
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
に
つ
い
て
は
、

製
造

設
備

の
保

有
会

社
の

資
本

構
成

に
一

部
変

更
が

あ
っ

た

も
の
の
、
生
産
や
製
品
引
取
り
に
関
す
る
現
地
事
業
会
社
へ
の

実
質
的
な
影
響
は
な
か
っ
た
と
判
断
さ
れ
る
。
 

 

持
続
性
：
 

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
現
地
事
業
会
社
立
ち
上
げ
に
あ
た
り
、
本
邦
協
力
会
社

5
社
に

よ
っ
て
、
以
下
の
通
り
技
術
移
転
・
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
が
実
施
さ

れ
る
予
定
。

 
協
力
会
社

5
社

の
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
内
容
：

 
・

A
社
（
担
当

：
管
理
業
務
）

 
・

B
社
（
担
当

：
E

G
, P

E
,製

造
プ
ラ
ン
ト
及

び
用
役
）

 
・

C
社
（
担
当

：
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
及
び
安
全

環
境
）

 
・

D
社
（
担
当

：
保
守
・
維
持
管
理
）

 
・

E
社

（
担
当
：
製
品
の
貯
蔵
出
荷
）

 

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
19

82
年

4
月
に

発
効
し
た
外
国
企
業

A
社
と
日

本
側
投
資
会

社
間
の
「
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
に
係
る
基
本
協
定
」
に
基
づ
き
、

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
業
務
、
建
設
工
事
の
監
督
、
現
地
社
員
に

対
す
る
技
術
の
指
導
、
管
理
事
務
の
指
導
等
が
実
施
さ
れ
、
幹

事
会

社
6

社
に

よ
っ

て
、

各
社

が
そ

れ
ぞ

れ
担

当
す

る
部

門

（
E

G
、

PE
の
製
造
プ
ラ
ン
ト
部
門
、
用
益
部
門
、

製
品
の
貯

蔵
出
荷
部
門
、
保
守
部
門
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
部
門
及

び
安
全
環

境
部
門
、
管
理
部
門
）
別
に
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
が
実
施
さ
れ
た
。

日
本
人
要
員
は
、

19
85

年
の
ピ
ー
ク
時
で

16
6
名

派
遣
さ
れ
て

お
り
、
ま
た
、

19
83

年
3
月
か
ら

84
年
度
末
ま
で

、
現
地
オ

 運
営

維
持

管
理

の
技

術
に

つ
い

て
は

当
初

計
画

通
り

に
サ

ウ

ジ
ア
ラ
ビ
ア
人
へ
の
技
術
移
転
が
実
施
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
、

日
本

側
か

ら
の

技
術

移
転

も
継

続
的

に
実

施
さ

れ
て

い
る

こ

と
、
現
時
点
で
運
営
・
維
持
管
理
上
の
大
き
な
問
題
は
見
ら
れ

な
い
こ
と
か
ら
、
持
続
性
は
高
い
と
判
断
さ
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

日
本
人

要
員
派
遣
：
ピ
ー
ク
時
（

85
年

7
月
）
で

約
17

0
名
の

予
定
。

 
現
地
担
当
職
員
へ
の
研
修
：

19
82

年
3
月
か
ら

19
85

年
3
月

ま
で
、
約

18
0
名
を
日
本
に
受
入
予
定
。
 

ペ
レ
ー
タ
ー

12
5
名
、
作
業
指
揮
監
督
（
フ
ォ
ア
マ
ン
）

28
名

及
び
エ
ン
ジ
ニ
ア

24
名
の
計

17
7
名
を
日
本
で
研
修
・
訓
練

し
た
。
な
お
、
増
設
の
際
に
は
日
本
か
ら
技
術
者
が
派
遣
さ
れ

て
い
る
（
第

1
次
：

28
名
、
第

2
次
：

6
名
、
第

3
次
：

9
名
）
。

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
・
本
事
業
は
、
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
及
び
エ
チ
レ

ン
グ
リ
コ
ー
ル
の

国
際

市
況

価
格

が
事

業
採

算
性

に
大

き
な

影
響

を
及

ぼ
す

構

造
と
な

っ
て
い
る
。

 
・
現
地
事
業
会
社
は
、
借
入
必
要
時
に
は
主
に
現
地
政
府
公
的

ソ
フ
ト

ロ
ー
ン
を
利
用
す
る
こ
と
で
、
借
入
コ
ス
ト
を
下
げ
る

予
定
。

 
・
累
損

解
消
時
機
：
操
業
開
始
後

5～
9
年
を
予

定
 

・
製
品
引
取
販
売
計
画
：

 
日

本
側

投
資

会
社

と
外

国
企

業
A

社
の

エ
チ

レ
ン

グ
リ

コ
ー

ル
・
低

密
度
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
の
販
売
計
画
は
以
下
の
通
り
。

 
1
年
目
：
生
産
能
力
の

60
％
（
日
本
側
）
、

40
％
（

A
社
）

 
2
年
目
：
生
産
能
力
の

70
％
（
日
本
側
）
、

30
％

(A
社

) 
3
年
目

以
降
：
生
産
能
力
の

75
％

(日
本
側

)、
25
％

(A
社

) 
日
本
側
引
取
分
は
日
本
及
び
東
南
ア
ジ
ア
地
域
に
、
外
国
企
業

A
社
引
取
分
は

中
東
及
び
ア
フ
リ
カ
地
域
に
販
売
予
定
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
現

地
事

業
会

社
は

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
で

生
産

さ
れ

る
安

価
な

原
料
を
利
用
し
た
事
業
で
あ
り
、
強
い
価
格
競
争
力

を
持
っ
て

い
る
。
本
事
業
で
生
産
さ
れ
る

E
G
、

PE
は
外
国
企
業

A
社
の

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
子
会
社
や
、
日
本
側
投
資
会
社
に
よ
る
幅
広

い
販
売
網
を
利
用
し
て
販
売
さ
れ
て
い
る
。

 
現
地
事
業
会
社
の
経
営
は
極
め
て
安
定
的
で
あ
り
、
営
業
初
年

度
以
降
黒
字
を
維
持
し
て
い
る
。
同
社
は
、
石
油
川
下
産
業
の

発
展
を
期
待
す
る
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
の
意
向
を
踏
ま
え
、

利
益
配
当
を
抑
え
、
内
部
留
保
と
し
て
蓄
積
、
プ
ラ
ン
ト
拡
張

工
事
の
拡
大
投
資
を
実
施
し
て
い
る
。
な
お
、
日
本
側
投
資
会

社
・
外
国
企
業

A
社
は
、
第

1
期

以
降
の
プ
ラ
ン
ト

建
設
へ
の

追
加
投
資
は
実
施
し
て
い
な
い
。

 
製
品
引
取
販
売
契
約
は
、

19
98

年
12

月
、
以
下
の
通
り
改
訂

さ
れ
た
（
評
価
時
点
で
当
契
約
の
遵
守
を
確
認
済
み
）
。

 
日
本
側
投
資
会
社

: 
引
取
量
：
生
産
量
の

38
％

 
主
な
販
売
対
象
地
域
：
日
本
、
ア
ジ
ア
、
中
国
、
欧
州

 
外
国
企
業

A
社

: 
引
取
料
：
生
産
量
の

62
％

 
主
な
販
売
対
象
地
域
：
中
東
、
ア
フ
リ
カ
、
欧
米
、

中
国

 

 【
参
考
】
日
本
側
投
資
会
社
の
財
務
情
報
（
資
産
、
負
債
、
剰

余
金
、
当
期
損
益
等
）
は

JI
C

A
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
の
決
算
公

告
に
お
い
て
公
開
し
て
い
る
。

 

 現
地
事
業
会
社
は
、
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
・
低
密
度
ポ
リ
エ

チ
レ
ン
の
世
界
的
な
需
要
の
高
ま
り
を
背
景
に
、
拡
大
投
資
を

続
け
て
き
た
。
商
品
の
需
要
と
価
格
が
高
止
ま
り
す
る
中
、
生

産
能
力
の
増
強
を
受
け
、
現
地
事
業
会
社
は
極
め
て
安
定
し
た

収
益
を
維
持
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
持
続
性
は
高
い
と
判
断
さ

れ
る
。

 
日
本
側
投
資
会
社
の
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
・
低
密
度
ポ
リ
エ

チ
レ
ン
の
引
取
量
の
決
定
は
、
日
本
側
の
積
極
的
な
働
き
か
け

に
よ
り
実
現
し
た
も
の
で
あ
り
、
日
本
側
投
資
会
社
の
事
業
計

画
の

安
定

化
や

、
日

本
側

投
資

会
社

株
主

の
日

本
企

業
を

通

じ
、
日
本
を
含
む
ア
ジ
ア
市
場
へ
の
石
油
化
学
製
品
の
安
定
供

給
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。

 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
維
持
管
理
は
、
体
制
、
技
術
、
財
務
状

況
と
も
に
問
題
な
く
、
本
事
業
に
よ
っ
て
発
現
し
た
効
果
の
持

続
性
は
高
い
。
 

JI
C

A
の
収
支
：

 

日
本
側
投
資
者
に
と
っ
て
の

R
O

I:
 6

-1
1%

程
度

 
 

日
本
側
投
資
会
社
は
、
石
油
化
学
製
品
販
売
利
益
及

び
現
地
事

業
会
社
か
ら
の
受
取
利
息
・
配
当
金
に
よ
っ
て
費
用

を
賄
う
構

造
に
な
っ
て
い
る
。
同
社
は
第

10
期
（

19
88

年
：
現
地
事
業

会
社
操
業
第

2
期
）
か
ら
黒
字
転
換
し
、
同
年
、
累
積
損
失
も

解
消
し
た
。
そ
の
後
、
市
況
の
低
迷
と
プ
ラ
ン
ト
増
設
が
重
な

っ
た
た
め
、
現
地
事
業
会
社
か
ら
の
配
当
が
な
か
っ
た

93
年
・

94
年
以
外
は
毎
年
利
益
計
上
・
配
当
を
実
施
、
売
上
高
・
経

常

利
益
と
も
に
大
幅
な
プ
ラ
ス
を
記
録
し
続
け
て
お
り
、
株
主
へ

当
初
想
定
し
た
以
上
の
効
果
を
あ
げ
て
い
る
。

 

 （
注
）
本
事
業
は
継
続
中
の
案
件
で
あ
る
が
、
便
宜
上
、

20
10

年
3
月
末
時
点
の
貸
借
対
照
表
計
上
額
で
保
有
株
式
を
売
却
し

た
と
の
仮
定
を
お
い
て

JI
C

A
収

支
を
算
出
し
て
い
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

の
配
当
支
払
額
も
高
水
準
で
推
移
す
る
な
ど
、
同
社
の
業
績
は

順
調
に
推
移
し
て
お
り
、

R
O

I
も
大
幅
な
プ
ラ
ス
と
な
っ
た
。

(R
O

I
推
測
値
：

15
.3

4%
（
簡
易
な
純
資
産
法
に
基
づ
く
評
価
額

（
20

10
年

3
月

末
時
点
暫
定
）
を
利
用
）

 
な
お
、

20
04

年
以
降
、
中
核
企
業
グ
ル
ー
プ
は
、
当

社
の
経
営

に
よ
り
主
導
的
な
役
割
を
果
た
す
た
め
に
、
民
間
少
数
株
主
か

ら
日
本
側
投
資
会
社
株
の
買
取
を
進
め
た
。

20
07

年
7
月
、

JI
C

A
は
保
有
株
式
の
一
部
を
中
核
企
業

B
に
売
却
し
、

JI
C

A
と

中
核

企
業

グ
ル

ー
プ

の
保

有
持

分
は

、
夫

々
37

.1
0%

、

42
.0

7％
と

な
っ

た
（

参
照

：
参

考
資

料
④

）
。

な
お

、
当

取
引

終
了

後
も

ナ
シ

ョ
ナ

ル
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
性

格
は

変

更
し
な
い
旨
合
意
さ
れ
て
い
る
。
 

 ＜
参
考
＞

 

JI
C

A
 I

R
R

: 4
.1

6%
 

（
簡
易
な
純
資
産
法
に
基
づ
く
評
価
額
（

20
10

年
3
月
末
時
点

暫
定
）
で
、
保
有
株
式
を

20
09

年
度
に
売
却
し
た
と
想
定
）

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
収
益
が
あ

る
。

 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：
 

【
項
目
別
評
価
】

 
①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
本
邦
民
間
企
業
と
の
連
携

の
下
、
現
地
通
貨
建
て
の
長
期
リ
ス
ク
資
本
を
提
供
。

 
②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
日
サ
両
国
政
府
に
よ
り

成
立

さ
れ

る
G

G
ベ

ー
ス

の
事

業
で

あ
る

と
の

合
意

の
下

、

JI
C

A
が
関
与
す

る
こ
と
に
よ
り
事
業
の
安
定
に
貢
献
。

 
③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。

 
④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
。
上
記
参
照
。

 
⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
。
 

 特
記
事
項
：
 
 

①
②
④
本
事
業
は
、
プ
ラ
ン
ト
建
設
及
び
維
持
管
理
コ
ス
ト
や

人
件
費
等
の
固
定
費
が
大
き
く
、
民
間
企
業
の
負
担
能
力
を
超

え
た
多
額
の
投
下
資
本
が
必
要
で
あ
っ
た
。
加
え
て
、
事
業
収

入
の

鍵
と

な
る

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

及
び

エ
チ

ル
グ

リ
コ

ー
ル

の

価
格
動
向
が
不
透
明
で
あ
っ
た
故
の
事
業
リ
ス
ク
は
高
く
、
ま

た
、
中
東
戦
争
等
に
よ
り
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
や
中
東
地
域
の

地
政
学
的
リ
ス
ク
も
高
か
っ
た
た
め
、
民
間
企
業
の
み
で
の
実

施
は
困
難
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
中
、
本

投
融
ス
キ
ー
ム
を

活
用
す
る
こ
と
で
、
民
間
企
業
の
出
資
能
力
を
超
え
る
資
金
の

【
項
目
別
評
価
】
 

同
左
。
 

 特
記
事
項
：
 
 

②
本
事
業
は
順
調
に
推
移
し
て
い
た
が
、
製
品
の
引

取
量
決
定

に
つ
い
て
は
、
実
質
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
側
が
一
方
的

な
決
定
権

を
有
し
て
い
た
。
日
本
側
が
当
引
取
量
に
つ
い
て
先

方
側
と
建

設
的
な
交
渉
を
す
る
こ
と
が
出
来
た
の
は
、
本
事
業

が
ナ
シ
ョ

ナ
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
し

て
推

進
さ

れ
た

こ
と

と
日

本
側

の

投
資

会
社

に
日

本
政

府
の

公
的

資
金

で
あ

る
海

外
投

融
資

か

ら
出
資
さ
れ
て
い
た
か
ら
と
も
考
え
ら
れ
る
。
 

   特
記
事
項
：

  
①
②
④
事
業
実
施
に
あ
た
り
、
民
間
企
業
の
み
で
は
政
治
的
リ

ス
ク

や
地

政
学

的
リ

ス
ク

を
全

て
負

う
こ

と
が

で
き

な
か

っ

た
上
に
、
民
間
株
主
の
資
金
負
担
能
力
で
は
、
日
本
側
投
資
額

を
全
て
賄
う
こ
と
が
出
来
な
か
っ
た
。
本
事
業
が
実
現
し
た
の

は
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出
資
に
よ
り
、
リ
ス
ク
軽
減
と
不
足

資
金
の
供
給
が
行
わ
れ
た
た
め
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
事
業

運
営
に
あ
た
り
、
日
本
と
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
友
好
関
係
を
維

持
し
な
が
ら
、
株
主
と
し
て
サ
ウ
ジ
側
へ
の
交
渉
を
実
施
す
る

と
い
う
こ
と
が
出
来
た
の
は
、

JI
C

A
が
株
主
の
一

員
と
し
て
い

る
か
ら
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
80

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

量
的
保

管
が
実
現
し
、
本
事
業
の
事
業
化
が
確
保
さ
れ
た
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
計
画
時
及
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が
支

援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。
 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
・
石
油
随
伴
ガ
ス
の
市
場
価
格
の
動
向
に
左
右
さ
れ
る
事
業
で
あ
り
、
引
き
続
き
リ
ス
ク
許
容
度
の
高
い
中
長
期
資
金

が
必
要
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
海
外
投
融
資
を
通
じ
た

JI
C

A
の
継
続
的
関

与
が
必
要
。

 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
特
に
な
し
。

 

 

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
 

・
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
原
油
供
給
契

約
 

第
二
次
石
油
危
機
後
の

19
80

年
前
後
、
他
国
に
比
べ
相
対
的
に
割
安
に
原
油
を
販
売
し
て
い
た
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
は
、
工
業
化
を
中
心
と
す
る
経
済
開
発
の
た
め
に
、
大
型
事
業
へ

の
先
進
国
の
参
加
を
促
進
す
る
目
的
で
、
参
加
外
国
企
業
に
対
し
、
投
資
額
に
応
じ
、
一
定
量
の
原
油
ま
た
は

石
油
製
品
を
公
示
価
格
に
て

15
年
間
供
給
す
る
と
い
う
投
資
奨
励
策
（
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
原
油
取
引
）
の
実
施
を
発
表
し
た
。
そ
の
具
体
的
な
条
件
は
以
下
の
通
り
。

 
(1

) 
契
約
の
対
象
：
外
国
企
業

A
社
（
現
地
政
府
出
資
公
社
）
と
の
間
で
合
弁
事
業
契
約
を
結
ん
で
い
る
企
業
。

 
(2

) 
出
資
に
対
す
る
原
油
ま
た
は
製

品
価
格
量
：
石
油
化
学
事
業
＝

50
0b

/d
／
百
万
ド
ル
。

 
(3

) 
期
間
：

15
 年

 
(4

) 
引
取
方
法
：
供
給
開
始
初
年
度

は
、

(2
)の

引
取
数
量
の

20
%
、
次
年
度
以
降
各

20
%
増
量
し
て
、

5 
年
目
以
降

10
0%

引
き
取
り
。

 
本
事
業
は
、

82
年
か
ら
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
石
油
の
供
給
を
受
け
た
。
し
か
し
な
が
ら
、

84
年
頃

か
ら
原
油
市

場
が
急
変
、
買
手
市
場
と
な
り
、
石
油
価
格
が
大
幅
に
下
落
し
た
た
め
本
契

約
の
メ
リ
ッ
ト
が
な
く
な
り
、

86
年
に
は
日
本
側
投
資
会
社
は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
と
の
合
意
の
下
、
当
契
約
を
終
了
し
た
。

 

 ・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
研
修
所
（

H
ig

h 
In

st
it

ut
e 

fo
r 

P
la

st
ic

s 
F

ab
ri

ca
ti

on
：

H
IP

F
）
へ
の
支

援
 

サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ

ア
政
府

は
、
同

国
基
幹

産
業
の

石
油
産

業
の
川

下
産
業

で
あ
る

プ
ラ
ス

チ
ッ
ク

加
工
産

業
に
対

す
る
若

年
層
を

中
心
と

し
た
サ

ウ
ジ
ア

ラ
ビ
ア

人
雇
用
拡
大
と

い
う

同
国

重
要
施

策
の
推

進
の
た

め
に
、

現
地
事

業
会
社

と
日
本

側
投
資

会
社
に

対
し
、

日
本
の

プ
ラ
ス

チ
ッ
ク

加
工
産

業
の
技

術
教
育

・
訓
練

及
び
ノ

ウ
ハ
ウ

移
転
を

目
的
と
す
る
社

会
貢

献
を

求
め
た

。
そ
の

結
果
、

校
舎
建

設
と
運

営
資
金

の
一
部

を
現
地

事
業
会

社
、
日

本
人
・

ア
ジ
ア

人
専
門

家
の
派

遣
費
用

は
日
本

側
投
資

会
社
が

負
担
し

、
サ
ウ

ジ
ア
ラ
ビ
ア
・

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク
研
修
所
が
設
立
さ
れ
、

20
07

年
9
月
よ
り
普

通
課
程
（
定
員

60
0
名
）
が
、

09
年

9
月
か
ら
応

用
コ
ー

ス
（
定
員

25
名
）
が
開

講
し
た
。
な
お
、
当
事
業
に
対
し
、

JI
C

A
に
よ

り
、

運
営
支
援
の
た
め
の
専
門
家
派
遣
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
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参
考
資
料

①
：

事
業
資

金
ス

キ
ー
ム

 

JI
C

A

民
間

株
主

日
本

側
投

資
会

社

資
本

金
44

6億
円

（現
預

金
5億

円
＋

増
資

44
1億

円
）

19
8.

5 
   

  
億

円

出
資

（
45

％
）

24
2.

6
億

円

出
資

（
55

％
）

商
業

銀
行

現
地

事
業

会
社

資
本

金
11

40
百

万

リ
ア

ル

（
30

4百
万

ド

ル
相

当
）

融
資

75
百

万
ド

ル

現
地

政
府

公
的

ソ
フ

ト
ロ

ー
ン

外
国

企
業

A
社

（
現

地

政
府

出
資

公
社

）

57
2百

万
ド

ル

融
資

15
2百

万
ド

ル

出
資

15
2百

万
ド

ル
（
39

2.
4億

円
）

出
資

資 金 関 係 業 務 関 係

合
弁

契
約

外
国

企
業

B
社

操
業

経
営

要
員

の
派

遣
製

品
販

売
面

の
協

力
技

術
問

題
の

支
援

要
員

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

の
引

受

（
日

本
側

）

原
料

用
役

の
提

供
イ

ン
フ

ラ
提

供
経

営
管

理
面

の
協

力
資

金
提

供

（
サ

ウ
ジ

側
）

付
：
製

品
販

売
・
引

取
契

約
ｻ

ｰ
ﾋ
ﾞｽ

（要
員

派
遣

、
技

術
援

助
、

ﾄﾚ
ｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ引

受
）
契

約
原

料
・燃

料
・
ﾕ

ｰ
ﾃ
ｨﾘ

ﾃ
ｨ供

給
契

約
土

地
借

用
契

約
ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
ｽ

ﾄﾗ
ｸ
ﾁ
ｭ
ｱ

契
約

PI
Fﾛ

ｰ
ﾝ
・
商

業
銀

行
ﾛ
ｰ

ﾝ
借

入
契

約
外

国
企

業
B社

と
の

諸
取

決
め

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
オ

イ
ル

供
給

契
約

原
油

供
給
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参
考
資
料

②
：

共
有
プ

ラ
ン

ト
の
関

連
図

 

原 料 ガ ス

23
0

27
0

エ
チ

レ
ン

（
50

0）

15
0

エ
チ

レ
ン

グ
リ

コ
ー

ル
（
30

0）

15
0

13
0

低
密

度
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
（
13

0）

低
密

度
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
（
13

0）

エ
チ

レ
ン

グ
リ

コ
ー

ル
（
15

0）

エ
チ

レ
ン

グ
リ

コ
ー

ル
（
15

0）

エ
チ

レ
ン

（
17

0）

（
単

位
：
千

ト
ン

）

建
設

・操
業

責
任

者
：

外
国

企
業

B
社

*

建
設

・操
業

責
任

者
：

現
地

事
業

会
社

斜
線

部
分

：
現

地
事

業
会

社
持

分
見

合

（
現

地
事

業
会

社
引

取
、

外
国

企
業

A社
販

売
子

会
社

＋
日

本
側

投
資

会
社

が
販

売
）

*外
国

企
業

A社
10

0%
出

資
の

基
礎

化
学

品
メ

ー
カ

ー
。

エ
チ

レ
ン

、
EG

プ
ラ

ン
ト

は
現

地
事

業
会

社
と

外
国

企
業

B社
の

共
同

所
有

。
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
プ

ラ
ン

ト
は

現
地

事
業

会
社

の
単

独
保

有
。

（
現

地
事

業
会

社
引

取
、

外
国

企
業

A社
販

売
子

会
社

＋
日

本
側

投
資

会
社

が
販

売
）
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 参
考
資
料

③
：

エ
チ
レ

ン
グ

リ
コ
ー

ル
・

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

の
引

取
量

（
直

近
4
年

間
）

 
 P

E
, E

G
生

産
量

（
直

近
4
年

間
）

（
単

位
: 万

ト
ン

）

生
産

量
出

荷
量

S
P

D
C

引
取

量
　

生
産

量
　

出
荷

量
S

P
D

C
引

取
量

20
06

79
.8

80
.3

29
.3

82
.2

81
.1

31
.4

20
07

78
.0

82
.2

27
.2

72
.0

76
.5

26
.9

20
08

74
.6

70
.9

23
.6

82
.1

79
.8

29
.9

20
09

86
.3

83
.2

28
.6

10
6.

3
10

2.
1

36
.7

S
P

D
C

引
取

割
合

（
対

生
産

量
、

出
荷

量
）

　
　

　
　

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

(P
E
)

　
　

エ
チ

レ
ン

グ
リ

コ
ー

ル
(E

G
)

生
産

量
出

荷
量

　
生

産
量

　
出

荷
量

20
06

36
.7

%
36

.5
%

38
.2

%
38

.7
%

20
07

34
.9

%
33

.1
%

37
.4

%
35

.2
%

20
08

31
.6

%
33

.3
%

36
.4

%
37

.5
%

20
09

33
.1

%
34

.4
%

34
.5

%
35

.9
%

　
　

　
　

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

(P
E
)

　
　

エ
チ

レ
ン

グ
リ

コ
ー

ル
(E

G
)

 

  参
考
資
料

④
：

資
本
割

合
推

移
 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

発
足

時
（1

98
0
）

J
IC

A
株

買
取

前
(2

00
7
)

J
IC

A
株

買
取

後
（
20

0
7）

株
主

社
数

比
率

株
主

社
数

比
率

株
主

社
数

比
率

国
際

協
力

機
構

1
4
5
.0

0
国

際
協

力
機

構
1

44
.6

0
国

際
協

力
機

構
1

3
7
.1

0
中

核
企

業
グ

ル
ー

プ
1
3

2
6
.2

1
中

核
企

業
グ

ル
ー

プ
8

42
.3

3
中

核
企

業
グ

ル
ー

プ
8

4
9
.8

3
石

油
化

学
グ

ル
ー

プ
8

5
.2

0
石

油
化

学
グ

ル
ー

プ
4

2
.6

4
石

油
化

学
グ

ル
ー

プ
4

2
.6

4
石

油
精

製
グ

ル
ー

プ
1
7

1
0
.6

2
石

油
精

製
グ

ル
ー

プ
4

3
.2

7
石

油
精

製
グ

ル
ー

プ
4

3
.2

7
電

力
・
ガ

ス
グ

ル
ー

プ
11

6
.0

0
電

力
・
ガ

ス
グ

ル
ー

プ
1
1

6
.0

5
電

力
・
ガ

ス
グ

ル
ー

プ
1
1

6
.0

5
銀

行
4

3
.0

0
そ

の
他

7
1
.1

2
そ

の
他

7
1.

1
2

そ
の

他
13

3
.9

7
計

3
5

1
00

.0
0

計
3
5

10
0.

0
0

計
67

10
0
.0

0
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参
考
資
料

⑤
：

プ
ラ
ン

ト
詳

細
 

 所
有
設
備

詳
細

 

設
計

（
改

造
）
能

力
現

・
実

能
力

共
有

関
係

等

PE
LL

D
PE

13
0,

00
0T

/Y
(+

24
5,

00
0T

/Y
)

2P
E

同
上

同
上

同
上

3P
E

4
0
0
,0

0
0
T
/
Y

4
0
0
,0

0
0
T
/
Y

同
上

H
D

PE
4P

E
同

上
同

上
同

上

EG
1E

G
M

EG
 3

00
,0

00
T/

Y
M

EG
 4

50
,0

00
 T

/Y
現

地
事

業
会

社
持

分
 5

0%
2E

G
同

上
同

上
同

上

3E
G

M
EG

 4
50

,0
00

 T
/Y

同
上

同
上

4E
G

M
EG

 7
00

,0
00

 T
/Y

M
EG

 7
00

,0
00

 T
/Y

現
地

事
業

会
社

持
分

 1
0
0
%

エ
チ

レ
ン

エ
チ

レ
ン

 5
00

,0
00

T/
Y

外
国

企
業

B社
敷

地
内

+
 1

5
0
,0

0
0
T
/
Y
増

設
現

地
事

業
会

社
持

分
 4

6%
エ

チ
レ

ン
 5

00
,0

00
T/

Y
エ

チ
レ

ン
 8

00
,0

00
 T

/Y
外

国
企

業
B社

敷
地

内

+
 2

0
0
,0

0
0
T
/
Y
増

設
プ

ロ
ピ

レ
ン

 3
4
0
,0

0
0
 T

/
Y

現
地

事
業

会
社

持
分

（
E+

ﾌ
ﾟﾛ

ﾋ
ﾟﾚ

ﾝ
*0

.8
3)

*3
8%

エ
チ

レ
ン

 8
00

,0
00

T/
Y

エ
チ

レ
ン

 8
0
0,

0
0
0
 T

/
Y

外
国

企
業

B社
敷

地
内

プ
ロ

ピ
レ

ン
 1

6
0
,0

0
0
 T

/
Y

現
地

事
業

会
社

持
分

（
E+

ﾌ
ﾟﾛ

ﾋ
ﾟﾚ

ﾝ
*1

.0
0)

*3
7%

エ
チ

レ
ン

 1
,3

00
,0

00
T/

Y
エ

チ
レ

ン
 1

,3
0
0
,0

0
0
 T

/
Y

プ
ロ

ピ
レ

ン
 引

取
量

プ
ロ

ピ
レ

ン
 4

2
8
,0

0
0
 T

/
Y

（
E+

ﾌ
ﾟﾛ

ﾋ
ﾟﾚ

ﾝ
*1

.0
0)

*1
4.

3%

現
地

事
業

会
社

 1
00

%
1P

E

プ
ラ

ン
ト

エ
チ

レ
ン

 7
90

,0
00

 T
/Y

PK
-1

E

PK
-2

E

37
5,

00
0T

/Y

O
LF

N

PK
-3

E
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 プ
ラ
ン
ト

の
設

計
・
建

設
・

運
転
開

始
 

 

Ⅰ
期

1P
E・

1E
G

新
設

2P
E新

設
2E

G
新

設
1&

2 
PE

　
能

増
3E

G
新

設
3P

E・
4P

E新
設

4E
G

新
設

O
LF

N
新

設

契
約

時
期

19
81

年
6月

19
91

年
12

月
19

91
年

2月
19

98
年

3月
19

97
年

12
月

20
05

年
8月

20
05

年
8月

20
05

年
8月

（契
約

方
式

）
(ラ

ン
プ

サ
ム

方
式

)
(ラ

ン
プ

サ
ム

方
式

)
(ラ

ン
プ

サ
ム

方
式

)
(ラ

ン
プ

サ
ム

方
式

)
(ラ

ン
プ

サ
ム

方
式

)
（ラ

ン
プ

サ
ム

方
式

）
（ラ

ン
プ

サ
ム

方
式

）
（
コ

ス
ト

プ
ラ

ス
方

式
）

工
期

詳
細

設
計

開
始

19
81

年
6月

19
91

年
12

月
19

91
年

2月
19

98
年

5月
19

97
年

12
月

20
05

年
8月

20
05

年
8月

20
05

年
8月

工
事

着
工

19
83

年
3月

19
92

年
8月

19
91

年
9月

19
98

年
9月

19
98

年
8月

20
06

年
6月

20
06

年
5月

20
06

年
4月

完
成

・引
渡

し
19

85
年

3月
19

93
年

12
月

19
93

年
8月

20
00

年
7月

20
00

年
6月

20
09

年
9月

20
09

年
5月

20
09

年
10

月

試
運

転
開

始
1P

E 
19

85
年

7月
19

94
年

1月
19

93
年

9月
20

00
年

7月
20

00
年

7月
3P

E 
20

09
年

1
0
月

20
09

年
8月

20
09

年
12

月

   
1E

G
 1

98
5年

8月
4P

E 
20

09
年

 9
月

ピ
ー

ク
建

設
人

員
数

約
5
9
0
0
人

／
日

約
7
2
0
人

／
日

約
2
4
4
0
人

／
日

約
1
1
2
0
人

／
日

約
1
3
9
0
人

／
日

約
5
4
0
0
人

／
日

約
2
2
0
0
人

／
日

約
8
6
0
0
人

／
日

動
員

ピ
ー

ク
時

点
1
9
8
4
年

下
期

19
93

年
9月

19
93

年
3月

19
99

年
11

月
19

99
年

9月
20

08
年

1月
20

07
年

11
月

20
08

年
4月

営
業

運
転

開
始

19
87

年
1月

1日
1
9
9
5
年

1
月

1
日

1
9
9
5
年

1
月

1
日

20
00

年
7月

1日
20

01
年

6月
1日

20
10

年
4月

1日
20

10
年

4月
1日

20
10

年
4月

1日

Ⅱ
期

Ⅲ
期

Ⅳ
期

 

注
：
「

自
己
資

金
」

は
、
海

外
投
融

資
出
資

金
を
含

む
。

 

 所
要
資
金

及
び

資
金
調

達
方

法
 

Ⅰ
期

Ⅱ
期

Ⅲ
期

Ⅳ
期

1P
E 

+ 
1E

G
 +

 1
E

2P
E 

+ 
2E

G
 +

 2
E

1&
2 

PE
　

能
増

 +
 3

EG
 +

3E
3&

4 
PE

 +
 4

EG
 +

 O
LF

N

所
要

資
金

約
9
.9

億
U

S
D

約
9.

1億
U

SD
約

10
億

U
SD

約
4
4
億

U
S
D

(約
2,

18
0億

円
　

@
2
2
0
\
/
$
)

(約
1,

18
3億

円
　

@
13

0\
/
$)

(約
1,

20
0億

円
　

@
1
2
0
\
/
$
)

(約
4
,4

0
0
億

円
　

@
1
0
0
\
/
$
)

調
達

方
法

30
%

　
資

本
金

22
%

　
資

本
金

（
増

資
）

30
%

　
内

部
資

金
45

%
　

内
部

資
金

60
%

　
PI

Fロ
ー

ン
37

%
　

内
部

資
金

60
%

　
日

本
輸

銀
借

入
27

%
　

JB
IC

借
入

10
%

　
市

中
銀

行
借

入
41

%
　

市
中

銀
行

借
入

　
他

10
%

 　
市

中
銀

行
借

入
18

%
　

市
中

銀
行

借
入

11
%

　
PI

Fロ
ー

ン
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参
考
資
料

⑥
：

現
地
事

業
会

社
 

組
織
図

（
20

09
年

10
月

）
 

  
P

re
si

de
nt

E
xe

cu
tiv

e 
V

ic
e 

P
re

si
de

nt

In
du

st
ria

l S
ec

ur
ity

 D
ep

t

To
ta

l Q
ua

lit
y 

&
 A

ud
it 

D
ep

t

Fi
na

nc
ia

l S
er

vi
ce

s 
D

ep
t

P
la

nn
in

g 
D

ep
t

M
ai

nt
en

an
ce

 &
 

Te
ch

ni
ca

l S
up

po
rt 

D
iv

.

Pr
od

uc
t Q

ua
lit

y 
As

su
ra

nc
e 

D
ep

t

M
ai

nt
en

an
ce

 
Su

pp
or

t D
ep

t

E&
C

S 
M

ai
nt

en
an

ce
 D

ep
t.

M
ec

ha
ni

ca
l 

M
ai

nt
en

an
ce

 D
ep

t.

In
sp

ec
tio

n 
& 

Eq
ui

pm
en

ts
 

R
el

ia
bi

lit
y

O
le

fin
s 

&
 G

ly
co

l 
O

pe
ra

tio
n 

D
iv

.

O
le

fin
s 

O
pe

ra
tio

n 
D

ep
t

EG
 (1

,2
) 

O
pe

ra
tio

n 
D

ep
t

EG
 (3

,4
) 

O
pe

ra
tio

n 
D

ep
t

U
til

iti
es

 O
pe

ra
tio

n 
D

ep
t

P
ol

ye
th

yl
en

e 
O

pe
ra

tio
n 

D
iv

3r
d

E
xp

an
si

on
 

O
rg

an
iz

at
io

n 
–

P
ro

je
ct

 
M

an
ag

em
en

t T
ea

m
PE

 (1
,2

) O
pe

ra
tio

n 
D

ep
t

PE
 (3

,4
) O

pe
ra

tio
n 

D
ep

t

PP
S 

D
ep

t

Pr
oc

es
s 

En
gi

ne
er

in
g 

D
ep

t
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

11
）

 
外
部
評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
五

十
里

 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
武

谷
 

由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
評

価
月

：
20

10
年

6
月

 

国
名

：
 

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
 

案
件

名
：

 
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
に
お
け
る
メ
タ
ノ
ー
ル
製
造
合
弁
事
業
（
残
高
あ
り
出
資
案
件
）
 

出
資

承
諾

日
：

 
 

19
79

年
12

月
 

出
資

承
諾

額
：

 
2,

80
0
百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

79
年

 
出

資
実
行

額
：
 

2,
77

2
百
万
円

 

JI
C

A
の

出
資

先
 

日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
民
間
企
業

8
社
に
よ
る

出
資
）

 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
メ
タ
ノ
ー
ル
製
造
会
社
（
株
主
構
成
：
日
本
側
投
資
会
社
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
出
資
公
社
）
 

 

事
業

目
的

：
 

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
に
お
い
て
、
低
廉
な
天
然
ガ
ス
を
原
料
に
メ
タ
ノ
ー
ル
を
生
産
す
る
こ

と
に
よ
り
、
同
国
の
当
該
製
品
の
安
定
的
な
供
給
体
制
の
構
築
を
図
り
、
も

っ
て
同
国
の
工
業
化
の
促
進
及
び
国
内
の
雇
用
創
出
、
日
本
・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
間
の
経
済
・
友
好
関
係
の
維
持
・
強
化
、
日
本
の
原
油
製
品
の
安
定
的
な
調
達
先
の

確
保
に
寄
与
す
る
。
 

  

項
目
 

事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
政
府
に
よ
り
実
施
さ
れ
て
い
た
第

2
次
経
済

開
発

5
ヵ
年
計

画
（

19
75

年
～

80
年
）
で

は
、
国
家
の
所
得

源
泉
の

多
様
化
と
工
業
化
、
さ
ら
に
は
こ
れ
ら
を
通
じ
た
国
民

の
能
力

開
発
を
目
標
と
し
て
い
た
。
特
に
、
同
国
の
炭
化
水
素

資
源
（

石
油
化
学
産
業
）
に
つ
い
て
は
、
国
内
市
場
が
狭
隘
で

あ
る
た

め
、
全
面
的
に
輸
出
産
業
と
し
て
推
進
す
る
こ
と
と
し

て
い
た

。
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
が
現
在
実
施
し
て
い
る
第

9
次

5
ヵ
年

計
画
（

20
10

年
～

20
14

年
）
に
お
い
て
、
内
外
か

ら
の
民
間

投
資

拡
大

を
通

じ
た

産
業

の
多

様
化

と
そ

れ
に

か
か

わ
る

人

材
の
育
成
が
重
点
目
標
の
一
つ
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て

い
る
。

 

 

 計
画
時
お
よ
び
実
績
時
に
お
い
て
、
本
事
業
は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
の
開
発
政
策
と
の
整
合
し
て
い
る
。

 

妥
当
性
：
 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
19

75
年

3
月
、

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
は
工
業
開
発
計
画
と
、

そ
の
一
環
と
し
て
の
メ
タ
ノ
ー
ル
工
業
化
政
策
を
発
表
し
た
。

そ
の
内
容
は
、
炭
化
水
素
の
有
効
利
用
を
通
じ
て
国
民
所
得
源

泉
を
多
様
化
す
る
こ
と
、
将
来
予
想
さ
れ
る
石
油
の
枯
渇
或
い

は
代

替
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
出

現
に

よ
る

石
油

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

と

し
て
の
相
対
的
価
値
低
下
に
備
え
る
こ
と
、
国
民
の
能
力
開
発

を
行

う
こ

と
を

目
標

と
す

る
も

の
で

あ
っ

た
。

そ
の

た
め

に

は
、
そ
れ
に
寄
与
す
る
人
材
の
育
成
も
視
野
に
入
れ
て
い
た
と

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
本
事
業
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
に
お
い
て
産
出
さ
れ
る
低
廉
な

天
然

ガ
ス

を
有

効
利

用
し

て
メ

タ
ノ

ー
ル

を
製

造
す

る
も

の

で
あ
り
、
事
業
実
施
を
通
じ
て
日
本
の
技
術
及
び
経
営
ノ
ウ
ハ

ウ
が
移
転
さ
れ
る
取
組
が
実
施
さ
れ
た
。
本
事
業
は
サ
ウ
ジ
ア

ラ
ビ
ア
政
府
の
工
業
化
計
画
に
寄
与
し
た
と
考
え
ら
れ
、
よ
っ

て
、
本
事
業
の
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
へ
の
工
業
化
及
び
経
済
開
発

効
果
は
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 本
事

業
の

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
へ

の
工

業
化

及
び

経
済

開
発

効

果
は
極
め
て
高
い
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
計
画
時
及
び
実

績
時
に
お
い
て
、
本
事
業
は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
の
工
業
化

へ
の
開
発
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
と
い
え
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

考
え
ら

れ
る
。

 
(3

)日
本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
19

75
年

3
月
、

日
本
と
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
間
で
、
工
業
、

石
油
、
石
油
化
学
な
ど
の
経
済
開
発
分
野
で

の
日
・
サ
合
弁
事

業
の
実
施
を
通
じ
、
同
国
の
産
業
開
発
へ
の

日
本
・
サ
ウ
ジ
ア

ラ
ビ

ア
合

弁
事

業
の

実
施

を
通

じ
、

同
国

の
産

業
開

発
へ

の

日
・
サ
協
力
を
目
指
す
経
済
技
術
協
力
協
定
が
締
結
さ
れ
た
。

そ
の
後
、
民
間
メ
タ
ノ
ー
ル
企
業
の
意
向
を

反
映
し
、

77
年

8
月
に
は
通
商
産
業
省
産
業
局
（
当
時
）
が
当
事
業
を
業
界
一
致

案
件
と
し
て
当
事
業
を
推
進
す
る
こ
と
を
決

定
、

78
年

9
月
、

福
田
総
理
大
臣
（
当
時
）
の
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
訪
問
時
に
、
当

事
業
の
推
進
が
約
束
さ
れ
、
翌
年

12
月
に
は

、
当
事
業
が
ナ

シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
推
進
さ
れ

る
こ
と
に
つ
き
、

４
省
庁
の
了
解
を
得
た
。
そ
の
結
果
、
本
事

業
は

19
75

年
に

締
結
さ
れ
た
日
本
・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
経
済
技
術
協
力
協
定
の

第
1
号
案
件
と

な
っ
た
。

 

 当
時
、
日
本
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ
確
保
の
観
点
か

ら
、
原
油
の
長
期
安
定
供
給
を
国
家
の
最
重
要
課
題
と
し
て
い

た
。
こ

の
た
め
、
本
事
業
実
施
の
た
め
に
設
立
さ
れ
た
日
本
側

投
資
会
社
に
日
本
政
府
が
出
資
し
、
サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
政
府
が

望
む

工
業

化
に

技
術

及
び

資
金

面
で

の
協

力
を

実
施

す
る

こ

と
で
、
同
国
政
府
が
、
日
本
側
投
資
会
社
を
通
じ
、
日
本
へ
の

石
油
供
給
を

15
年
間
実
施
す
る
こ
と
を
内

容
と
す
る
イ
ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

原
油

供
給

契
約

（
参

照
：

そ
の

他
「

コ
ラ

ム
等

」
）

を
締
結
す
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
た
。

 

 
 本
事
業
の
当
時
の
計
画
は
、
日
本
の
政
策
に
合
致
し
て
い
た
も

の
と
い
え
る
。

 

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性
 

本
事
業

は
、
所
謂
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
あ
り
、
①
相

手
国
政

府
が
当
該
事
業
の
実
施
を
強
く
望
ん
で
い
る
こ
と
、
②

相
手

国
と

の
関

係
緊

密
化

に
極

め
て

重
要

な
も

の
で

あ
る

こ

と
、
③
日
本
の
資
源
確
保
、
産
業
立
地
の
観
点
か
ら
必
要
と
認

め
ら
れ

る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
④
日
本
の
当
該
ま
た
は
関
連
産

業
の
大

半
の
支
持
・
協
力
が
得
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
⑤

①
～

④
の

要
件

を
満

た
し

た
上

で
閣

議
了

解
そ

の
他

の
関

係

省
庁
の

合
意
が
あ
る
こ
と
、
と
い
っ
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

基
準
に
合
致
し
て
い
る
。
 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性
 

評
価
時
点
に
お
い
て
、
本
事
業
は
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
。
 

  

 本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
出
資
の
基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出

資
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
開
発
政

策
、
開
発
ニ
ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

投
融
資
ス
キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、

妥
当
性
は
高
い
。
 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
以
下
の

ス
ペ
ッ
ク
を
持
つ
メ
タ
ノ
ー
ル
プ
ラ
ン
ト
（

1
基
）
の

建
設
。

 
設
備
能
力
：

2,
00

0
ト
ン
／
日
（
年
産
約

60
万
ト
ン

）
 

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
以
下
の
ス
ペ
ッ
ク
を
持
つ
メ
タ
ノ
ー
ル
プ
ラ
ン
ト
（

1
基
）
が

建
設
さ
れ
た
。

 
設
備
能
力
：

2,
00

0
ト
ン
／
日
（
年
産
約

64
万
ト
ン

）
 

 な
お
、
現
在
は
、

5
度
の
増
設
を
経
て
、
年
産
約

47
0
万
ト
ン

の
生
産
能
力
を
保
有
。
メ
タ
ノ
ー
ル
の
単
一
工
場
と

し
て
は
世

界
最
大
の
生
産
能
力
と
な
っ
た
。

 

 当
初

事
業

計
画

以
上

の
生

産
能

力
を

持
つ

施
設

が
建

設
さ

れ

た
（
設
計
段
階
で
、
設
備
能
力
に
余
裕
を
持
た
せ
た
こ
と
で
、

年
間
生
産
能
力
が
当
初
計
画
に
比
べ
て

4
万
ト

ン
（

6.
7％

）
増

加
し
た
）
。

 

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

効
率
性
：
 

 

①
事
業
費

 
総
事
業
費
：

25
4
百
万
ド
ル

 

   ②
期
間

 
19

79
年
度
内
（
建
設
発
注
）
～

19
83

年
度
（
建
設
完
工
）

 

①
事
業
費

 
総
建
設
費
：

21
6
百
万
ド
ル

 

   ②
期
間

 
19

79
年

4
月
（

建
設
発
注
）
～

19
83

年
1
月
（
建

設
完
工
）（

46
ヶ
月
）

 

①
事
業
費

 
計
画
比
：

85
.0
％

 
各
種
合
理
化
に
よ
る
操
業
前
費
用
の
削
減
に
よ
り
、
事
業
費
は

当
初
計
画
の

85
％
に
収
ま
っ
て
い
る
。

 

 ②
期
間

 
当
初
計
画
か
ら
大
幅
な
変
更
及
び
遅
延
は
な
い
。

 
そ
の
理
由
と
し
て
、
建
設
工
法
と
し
て
モ
ジ
ュ
ー
ル
工
法
（
最

大
1
ブ
ロ
ッ
ク

15
40

t
の
モ
ジ
ュ
ー
ル
と
し
て
バ
ー
ジ
で
海
上

輸
送
し
て
現
地
で
つ
な
ぎ
完
成
さ
せ
る
工
法
）
が
採
用
さ
れ
た

た
め

、
プ

ラ
ン

ト
機

器
の

納
入

や
現

地
搬

入
及

び
据

付
工

事

は
、

F
/S

後
に

再
度
合
意
さ
れ
た
設
計
契
約
通
り

33
ヶ
月
間

（
19

80
年

4
月

～
19

83
年

1
月

）
で
完
了
し
た
こ
と
が
挙
げ

ら
れ
る
。

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
及
び
事
業
期
間
と
も
に

計
画
内
に
納
ま
り
、
効
率
性
は
高
い
。
 

有
効
性
：
 

 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標

 
1)
メ
タ

ノ
ー
ル
生
産
量

 
年
産
約

60
0
千

ト
ン

 

      

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標

 
1)
メ
タ
ノ
ー
ル
生
産
量

 
実
績
は
以
下
の
表
の
通
り
。

 
（
単
位
：
千
ト
ン
）

 

年
 

83
 

84
 

85
 

86
 

87
 

生
産
量

 
53

8.
2

66
1.

3
60

3.
4 

61
1.

3
66

3.
8

年
 

88
 

89
 

90
 

91
 

 

生
産
量

 
66

7.
0

73
1.

2
68

2.
8 

64
6.

2
 

注
：
プ
ラ
ン
ト
は
、

19
83

年
1
月
に
完
工
、
同
年

7
月
に
商
業

 ①
運
用
・
効
果
指
標

 
1)
メ
タ
ノ
ー
ル
生
産
量

 
当
初
事
業
計
画
を
上
回
る
生
産
実
績
を
挙
げ
て
い
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

    2)
日
本
側
引
取
量

 
生
産
数

量
の

50
％
を
日
本
側
が
引
き
取
る
予
定
。

 

生
産
を
開
始
し
た
。

 
な
お
、

19
92

年
に
第

2
プ
ラ
ン

ト
が
操
業
開
始
し
た
た
め
、
デ

ー
タ
は

19
91

年
ま
で
の
も
の
を
掲
載
。

 

 2)
日
本
側
引
取
量

 
第

1
プ
ラ
ン
ト

の
生
産
量
に
対
し
、
日
本
側
の
引
取
比
率
は
以

下
の
通
り
。

 
（
単
位
：
千
ト
ン
、

%
）

 

年
 

83
 

84
 

85
 

86
 

87
 

引
取
量

 
23

4.
2

28
0.

2
31

5.
1 

33
0.

6
27

8.
6

引
取
比
率

43
.5

42
.4

52
.2

 
54

.1
42

.0

年
 

88
 

89
 

90
 

91
 

 

引
取
量

 
34

4.
1

32
8.

1
32

8.
6 

29
7.

5
 

引
取
比
率

51
.6

44
.9

48
.1

 
46

.0
 

（
83

年
～

91
年
平
均
日
本
引
取
量

/率
：

30
4.

1
千
ト

ン
/4

7.
2%

）

    2)
日
本
側
引
取
量

 
該
当
期
間
の
日
本
側
引
取
比
率
は
平
均

47
.2

%
と
、
当
初
予
定

よ
り

も
僅

か
に

下
回

っ
た

も
の

の
、

平
均

取
引

量
は

30
.4

 万
ト
ン
と
、
当
初
予
定
の

30
万

ト
ン
を
上
回
り
、
当
初
計
画
を

達
成
し
て
い
る
。

 

 

②
事
業

の
収
益
性
 

設
定
な

し
。
 

  

②
事
業
の
収
益
性
 

以
下
の
理
由
に
つ
き
、
計
算
不
可
。

 
・
プ
ラ
ン
ト
増
設
（

20
10

年
現
在
、

5
基
が
操
業
）

 

 メ
タ
ノ
ー
ル
需
要
の
逼
迫
に
よ
り
、
価
格
が
高
騰
し
て
い
る
。

特
に

20
01

年
以
降
の
価
格
は
上
昇
基
調
に
あ
り
、

20
06

年
以

降
の
価
格
は
歴
史
的
高
値
を
記
録
し
た
。
そ
の
よ
う
な
中
、
メ

タ
ノ
ー
ル
の
順
調
な
供
給
拡
大
と
、
数
次
に
亘
る
拡
張
工
事
に

よ
る
生
産
増
強
体
制
の
構
築
を
通
じ
、
現
地
事
業
会
社
の
業
績

は
至
極
順
調
に
推
移
し
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
当
事
業
の

IR
R

は
非
常
に
高
レ
ベ
ル
に
あ
る
と
予
測
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
有
効

性
は
高
い
と
判
断
さ
れ
る
。

 

(2
)定

性
的
効
果
 
 

①
メ
タ

ノ
ー
ル
産
業
の
育
成
と
供
給
体
制
の
確
立
 

化
学

工
業

の
基

幹
原

料
で

あ
る

メ
タ

ノ
ー

ル
産

業
が

育
成

さ

れ
、
日
本
へ
の
安
定
的
な
供
給
体
制
が
確
立

さ
れ
る
。
こ
の
こ

と
で
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
極
め
て
重
要
な
課
題
で
あ

る
日
本

の
原
油
輸
入
の
効
率
的
使
用
に
も
繋
が
る
。
 

 

(2
)定

性
的
効
果
 

①
メ
タ
ノ
ー
ル
産
業
の
育
成
と
供
給
体
制
の
確
立
 

現
地
事
業
会
社
の
第

5
プ
ラ
ン

ト
が

20
08

年
に
稼
動
を
開
始

し
た
結
果
、
同
社
の
年
間
生
産
能
力
は

50
00

千
ト
ン
と
、
世

界
シ

ェ
ア

の
15

％
を

占
め

る
世

界
最

大
規

模
の

メ
タ

ノ
ー

ル

製
造
単
一
工
場
と
な
り
、
日
本
へ
も
、
そ
の
需
要
の

50
％
程
度

を
安

定
的

に
供

給
で

き
る

体
制

が
確

立
さ

れ
た

。
（

メ
タ

ノ
ー

ル
の
年
間
世
界
需
要
は

33
,0

00
～

35
,0

00
千
ト
ン
、
日
本
の
年

間
需
要
は

20
00

千
ト
ン
）
。

 

 ①
メ
タ
ノ
ー
ル
産
業
の
育
成
と
供
給
体
制
の
確
立
 

本
事
業
実
施
に
よ
り
、
世
界
最
大
規
模
の
メ
タ
ノ
ー
ル
製
造
構

造
が
順
調
に
稼
動
し
て
お
り
、
ま
た
日
本
に
も
安
定
的
な
供
給

体
制

が
確

立
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
産

業
育

成
と

供
給

体
制

共

に
、
当
初
想
定
さ
れ
た
以
上
の
効
果
を
あ
げ
て
い
る
。
 

  

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
り
概
ね
計
画
通
り
の
効
果
発

現
が
見
ら
れ
、
有
効
性
は
高
い
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

イ
ン
パ
ク
ト
 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）
 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

）
 

①
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
工
業
化
の
促
進
 

本
事
業
を
通
じ
、
低
廉
な
天
然
ガ
ス
を
利
用

し
て
、
大
規
模
な

メ
タ
ノ
ー
ル
製
造
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の

石
油
化
学
工
業
化
の
促
進
を
は
か
る
。
 

    ②
雇
用
創
出
効
果
 

本
事
業
に
よ
り
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
の
重
点
政
策
で
あ
る

現
地
雇
用
の
拡
大
に
寄
与
す
る
。
 

 ③
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
と
の
経
済
協
力
・
友
好
関
係
の
構
築
 

炭
化

水
素

資
源

を
全

面
的

に
海

外
か

ら
の

輸
入

に
依

存
し

て

い
る
わ
が
国
に
と
っ
て
、
原
油
の
埋
蔵
量
と
将
来
の
輸
出
能
力

に
お
い
て
、
他
と
比
較
し
圧
倒
的
優
位
に
あ
る
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
は

わ
が

国
の

将
来

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
確

保
の

観
点

か
ら

も

最
も
重
要
な
国
で
あ
る
。
ま
た
、
同
国
は
ア
ラ
ブ
圏
内
で
も
強

力
な
指
導
力
を
保
有
し
て
お
り
、
国
際
政
治
に
お
い
て
も
重
要

な
役
割
を
担
っ
て
い
る
。
か
か
る
立
場
に
あ
る
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
に
、
日
サ
経
済
協
力
の
第
一
号
案
件
で
あ
る
当
件
事
業
を
通

じ
、
同
国
の
望
む
工
業
化
の
分
野
で
協
力
す

る
と
共
に
、
外
貨

獲
得
の
機
会
を
提
供
し
、
同
国
の
財
政
赤
字
削
減
に
寄
与
す
る

こ
と
で
、
そ
の
友
好
の
基
盤
を
樹
立
す
る
こ
と
は
わ
が
国
に
と

っ
て
極
め
て
重
要
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
。
 

 ④
日
本
の
原
油
製
品
の
安
定
的
な
調
達
先
の
確
保
 

日
本

国
内

に
お

け
る

代
替

原
料

を
含

む
メ

タ
ノ

ー
ル

の
原

料

問
題
を
検
討
す
る
際
、
国
内
に
お
け
る
今
後
の
メ
タ
ノ
ー
ル
設

備
製
造
の
新
設
、
増
設
は
甚
だ
困
難
と
み
ら

れ
て
い
る
。
こ
の

た
め
、
本
事
業
は
、
日
本
の
メ
タ
ノ
ー
ル
業
界
が
一
致
し
、
メ

タ
ノ

ー
ル

業
界

の
産

ガ
ス

国
立

地
に

よ
る

構
造

改
善

の
推

進

と
、
安

定
的
な
調
達
先
の
確
保
を
目
指
す
こ
と
を
目
的
と
し
て

い
る
。
 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）
 

①
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
工
業
化
の
促
進
 

本
事
業
に
よ
り
建
設
さ
れ
た
メ
タ
ノ
ー
ル
製
造
施
設

は
、
増
設

を
重
ね
た
結
果
、
単
一
の
メ
タ
ノ
ー
ル
生
産
工
場
と
し
て
は
世

界
最
大
規
模
と
な
り
、

20
08

年
時
点
で
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の

メ
タ
ノ
ー
ル
輸
出
額
の

83
％
を
占
め
る
こ
と
と
な
っ
た
。
以
上

か
ら
、
本
事
業
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
石
油
化
学
工
業
の
促

進
に
寄
与
し
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 
 ②
雇
用
創
出
効
果
 

本
事
業
に
よ
り
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
人

54
2
名
（

20
09

年
）
が

雇
用
さ
れ
て
お
り
、
現
地
雇
用
の
拡
大
に
寄
与
し
て
い
る
。
 

 ③
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
と
の
経
済
協
力
・
友
好
関
係
の
構
築
 

メ
タ
ノ
ー
ル
の
順
調
な
輸
出
に
伴
い
、
外
貨
獲
得
に
貢
献
、
ま

た
現

地
事

業
会

社
の

業
績

が
非

常
に

好
調

に
推

移
し

た
こ

と

に
よ
り
、
事
業
拡
張
が
続
い
た
こ
と
で
、
現
地
事
業
会
社
か
ら

日
本

側
投

資
会

社
へ

の
長

期
的

及
び

安
定

的
な

製
品

の
供

給

が
実
施
さ
れ
る
と
同
時
に
、
配
当
も
安
定
的
に
実
施

さ
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
も
、
両
国
の
友
好
関
係
が
一
層
増
進
さ

れ
る
こ
と

に
な
っ
た
。
 

      ④
日
本
の
原
油
製
品
の
安
定
的
な
調
達
先
の
確
保
 

日
本
の
メ
タ
ノ
ー
ル
生
産
は
、
安
値
海
外
品
の
流
入
の
た
め
、

19
95

年
に
は
最
後
の
国
産
メ
ー
カ
ー
が
操
業
を
停
止
し
た
。
現

在
、
日
本
は
国
内
メ
タ
ノ
ー
ル
需
要
の

10
0％

を
輸
入
に
依
存
、

う
ち
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
か
ら
の
輸
入
量
は

50
％
を
超
え
て
い

る
（

20
05
～

20
09

年
度
の
過
去

3
年
間
平
均
：

55
％

）
こ
と

か

ら
も
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
は
日
本
の
メ
タ
ノ
ー
ル
の

安
定
的
な

調
達
先
と
な
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 ①
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
工
業
化
の
促
進
 

当
初
想
定
し
た
効
果
を
あ
げ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

      ②
雇
用
創
出
効
果
 

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
人

の
現

地
雇

用
拡

大
へ

の
寄

与
が

確
認

さ

れ
る
こ
と
か
ら
、
当
初
想
定
し
た
効
果
を
あ
げ
て
い
る
。
 

 ③
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
と
の
経
済
協
力
・
友
好
関
係
の
構
築
 

本
件
は
日
サ
経
済
協
力
の
第
一
号
案
件
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
本

事
業
の
成
功
を
通
じ
て
、
日
本
・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
間
の
経
済

協
力
・
友
好
関
係
の
基
盤
強
化
の
基
礎
が
構
築
さ
れ
る
一
助
と

な
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
当
初
想
定
し
た
効
果
を
あ
げ
て

い
る
。
 

        ④
日
本
の
原
油
製
品
の
安
定
的
な
調
達
先
の
確
保
 

本
事
業
実
施
に
よ
り
、
メ
タ
ノ
ー
ル
の
産
ガ
ス
国
立
地
が
実
現

し
た
。
ま
た
、
本
事
業
の
実
現
に
よ
り
、
日
本
が
サ
ウ
ジ
ア
ラ

ビ
ア

よ
り

安
定

的
に

メ
タ

ノ
ー

ル
を

調
達

し
て

い
る

こ
と

か

ら
も
、
当
初
想
定
し
た
効
果
を
あ
げ
て
い
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然

環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

サ
イ
ト

は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
東
部
の
工
業
都
市
内
に
あ
り
、
サ

イ
ト
付

近
一
帯
は
工
業
団
地
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
事
業
環
境
上

の
問
題

は
な
し
と
さ
れ
た
。

 
な
お
、
環
境
保
全
基
準
は
王
立
委
員
会
が
定
め
る
規
則
に
準
拠

し
て
い

る
。

 
 ②
住
民

移
転
・
用
地
取
得
 

現
地

事
業

会
社

は
サ

ウ
ジ

ア
ラ

ビ
ア

東
部

の
工

業
団

地
内

に

敷
地
を

確
保
し
て
お
り
、
本
事
業
は
同
敷
地
内
に
設
置
さ
れ
る

た
め
、
住
民
移
転
及
び
用
地
取
得
に
係
る
問
題
は
な
い
と
さ
れ

た
。
 

 

③
そ
の

他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

想
定

さ
れ

て
い

な

い
。
 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

現
地
事
業
会
社
は
、
上
記
の
環
境
安
全
基
準
を
完
全
に
達
成
し

て
い
る
。
ま
た
、

19
83

年
2
月
の

第
1
プ
ラ
ン
ト

操
業
開
始
以

降
、
確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
自
然
環
境
に
対
す
る
問
題
は

特
に
報
告
さ
れ
て
い
な
い
。
 

   ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

  ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

想
定

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

     ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

  ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
19

79
年

12
月
、
メ
タ
ノ
ー
ル
プ
ラ
ン
ト
の

開
発
、
建
設
、
所

有
、
操
業
及
び
販
売
の
た
め
に
、
外
国
企
業

A
社
（
現
地
政
府

公
社
）
と
日
本
側
投
資
会
社
が

50
％
ず
つ
出
資
し
、
サ
ウ
ジ
ア

ラ
ビ
ア
側
現
地
事
業
会
社
が
設
立
さ
れ
た
。

 
現
地
事
業
会
社
の
組
織
は
、
製
造
、
技
術
管

理
、
管
理
部
門
か

ら
構
成
さ
れ
る
。

 

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
外
国
企
業

A
社

、
日
本
側
投
資
会
社
の
現
地
事
業
会
社
へ
の
出

資
割
合
に
変
化
は
な
い
。

 
ま
た
、

19
83

年
7
月
、
現
地
事
業
会
社
に
よ
る
商
業
生
産
開
始

時
の
総
人
員
は

24
7
名
（
う
ち
中
核
企
業

A
社
派
遣
技
術
者

43
名
）
で
あ
っ

た
も
の
の
、
増
設
に
伴
い
、
従
業
員
数
も
増
大

し
て
い
る
。
（

20
09

年
末
時
点
の
総
従
業
員
は

57
6
名
で
、
う

ち
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
人
の
雇
用
は

54
2
名
。
）

 
組
織
体
制
に
つ
い
て
は
、
製
造
、
技
術
管
理
、
管
理
部
門
を
基

本
と
す
る
構
成
に
大
き
な
変
更
は
な
い
。

 

 出
資
関
係
は
当
初
計
画
通
り
で
あ
り
、
安
定
的
な
経
営
体
制
が

組
ま
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
営
維
持
管
理
の
体
制
に
懸
念
は

な
い
。

 

   

持
続
性
：
 

             

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
プ
ラ
ン
ト
設
営
に
あ
た
り
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
の
第

2
次

5
カ
年
計
画
で
掲
げ
ら
れ
た
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
人
労
働
者
の
能

力
向
上
政
策
の
下
で
、
本
邦
中
核
企
業

A
社
が
日

本
人
要
員
を

現
地
に
派
遣
し
、
経
営
指
導
及
び
運
転
指
導

を
実
施
す
る
こ
と

で
、
技
術
移
転
を
は
か
る
予
定
。

 

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
本
邦
中
核
企
業

A
社
は
第

1
期

プ
ラ
ン
ト
設
営
の
際

に
、
日
本

か
ら

50
名
以

上
の
運
転
要
員
を
派
遣
し
て
、
運
転

指
導
及
び

技
術
協
力
を
実
施
し
た
。

 
ま
た
、
同
社
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
人
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
教
育
の

た
め
に
、
同
社
に
述
べ

60
名

の
訓
練
生
を
受
け
入
れ
、
座
学

及
び
現
場
で
の

O
JT

ト
レ
ー
ニ

ン
グ
な
ど
を
実
施
し
た
。

 
な
お
、
現
地
事
業
会
社
が
保
有
す
る

5
基
の
プ

ラ
ン
ト
の
生
産

プ
ロ

セ
ス

は
全

て
同

一
の

日
本

企
業

の
技

術
が

採
用

さ
れ

て

い
る
。
ま
た
、
第

2
期
以
降
の

増
設
に
つ
い
て
も
、
順
次
日
本

よ
り
技
術
者
が
派
遣
さ
れ
る
と
共
に
、
現
地
に
設
置
し
た
シ
ュ

 プ
ラ
ン
ト
の
運
転
及
び
維
持
管
理
に
つ
き
、
操
業
当
初
か
ら
日

本
人
技
術
者
を
派
遣
し
て
き
た
こ
と
、
ま
た
、
同
一
の
日
本
企

業
製
の
プ
ラ
ン
ト
を
導
入
す
る
こ
と
で
、
操
業
当
時
に
移
転
さ

れ
た
技
術
を
継
承
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
こ
と
、
ま

た
、
現
地
で
も
常
時
技
術
訓
練
を
実
施
す
る
体
制
整
備
し
た
結

果
、
現
地
事
業
会
社
へ
の
運
営
維
持
管
理
の
自
立
化
が
相
当
程

度
達
成
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
維
持
管
理
技
術
に
つ
い
て
は

問
題
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

ミ
レ

ー
タ

ー
に

よ
り

常
時

技
術

訓
練

を
実

施
で

き
る

体
制

が

整
備
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
取
組
は
現
地
事
業
会
社
へ
の
技

術
移
転
や
運
営
維
持
管
理
の
自
立
化
に
貢
献
し
て
お
り
、
評
価

時
点
に
お
い
て
稼
動
中
の
プ
ラ
ン
ト
（

5
基
、
生
産
能

力
47

00
千
ト
ン
）
の
運
転
の
た
め
に
常
時
派
遣
さ
れ
て
い
る

日
本
人
の

経
営
・
技
術
指
導
要
員
は

2
名

の
み
と
な
っ
て
い
る
。

 

        

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
本
事
業
は
、
メ
タ
ノ
ー
ル
の
国
際
市
況
価
格
が
事
業
採
算
性
に

大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
構
造
と
な
っ
て
い
る
。

 
ま
た
、
固
定
費
（
建
設
費
及
び
労
務
費
）
の
比
率
が
極
め
て
高

い
た
め
、
操
業
率
の
高
率
維
持
、
ま
た
円
滑
な
販
売
（
特
に
量

的
販
路
の
確
保
）
が
重
要
と
な
る
。

 
本
事
業
は
、
固
定
費
（
投
下
資
本
及
び
人
件
費
）
の
高
さ
、
現

地
技
術
者
へ
の
技
術
移
転
に
時
間
を
要
す
る
た
め
、
初
期
に
稼

働
率
を
上
げ
る
こ
と
が
見
込
め
な
い
こ
と
等
に
よ
り
、
単
年
度

黒
字
転
換
は

4
年
目
、
累
積
損
失
解
消
は

5
年

目
、
配
当
開
始

は
4
年
目

(サ
ウ

ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
会
計
規
則
に
よ
り
、
累
積
損
失

が
存
在
し
て
も
配
当
は
可
能

)と
予
測
さ
れ
て
い
る
。

 
販
売
計
画
に
つ
い
て
は
、
年
間
生
産
量

60
万

ト
ン
の
う
ち
、

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
内
需
分

10
万

ト
ン
、
日
本
側
引
取

30
万
ト

ン
、
外
販
（
東
南

ア
ジ
ア
等
へ
の
販
売
）

20
万
ト
ン
と
計
画
さ

れ
て
い
る
。
な
お
、
日
本
側
引
取
量
に
つ
い
て
は
、
株
主

7
社

に
よ
り
引
取
ら
れ
る
予
定
に
な
っ
て
い
る
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
メ
タ
ノ
ー
ル
価
格
は
近
年
歴
史
的
高
値
を
記
録
す
る
な
ど
、
基

本
的
に
上
昇
基
調
に
あ
る
（
参
照
：
参
考
資
料
⑤
）
。
一
方
で
、

メ
タ
ノ
ー
ル
需
要
は
非
常
に
堅
調
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
現
地
事

業
会
社
は
プ
ラ
ン
ト
拡
張
を
進
め
、
増
産
体
制
を
確
立
し
て
い

る
。
こ
の
た
め
、
現
地
事
業
会
社
の
業
績
は
高
止
ま
り
し
て
お

り
、
経
営
も
非
常
に
安
定
的
で
あ
る
。

 
本
事
業
は
、
操
業

2
年
目
よ
り

生
産
能
力
を
超
え
る

生
産
量
を

達
成
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
た
め
、
操
業
初
年
度
（

83
年
）

以
降
黒
字
を
維
持
し
、
売
上
高
及
び
経
常
利
益
と
も

に
大
幅
な

プ
ラ
ス
を
記
録
し
て
い
る
。
配
当
は
、

2
年
目
（

84
年
）
に
開

始
さ
れ
、

19
87

年
と

20
00

年
以
外
の
全
て
の
期
間

に
お
い
て

分
配
実
績
が
あ
る
。

 
な
お
、
現
地
事
業
会
社
は
、
石
油
関
連
産
業
の
発
展
を
期
待
す

る
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
の
意
向
を
踏
ま
え
、
利
益

配
当
を
抑

え
、
内
部
留
保
と
し
て
蓄
積
、
プ
ラ
ン
ト
拡
張
工
事

に
備
え
て

い
る
。
そ
の
結
果
、
第

2
期
及
び

5
期
拡
張
工

事
は

自
己
資
金

で
ま
か
な
っ
た
。
な
お
、
第

3
期
及
び

4
期
拡

張
の

際
に
は
日

本
政
策
金
融
公
庫
（

JB
IC
）
融
資
を
利
用
し
て
い
る
。

 

 【
参
考
】
日
本
側
投
資
会
社
の
財
務
情
報
（
資
産
、
負
債
、
剰

余
金
、
当
期
損
益
等
）
は

JI
C

A
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
の
決
算
公

告
に
お
い
て
公
開
し
て
い
る
。

 

 現
地
事
業
会
社
は
、
メ
タ
ノ
ー
ル
の
世
界
的
な
需
要
の
高
ま
り

を
背
景
に
、
拡
大
投
資
を
続
け
て
お
り
、
商
品
の
需
要
と
価
格

が
高
止
ま
り
す
る
中
、
生
産
能
力
の
増
強
を
受
け
、
現
地
事
業

会
社
は
安
定
し
た
収
益
を
維
持
し
て
お
り
、
運
営
維
持
管
理
の

財
務
に
懸
念
は
な
い
。

 

  

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
維
持
管
理
は
、
体
制
、
技
術
、
財
務
状

況
と
も
に
問
題
な
く
、
本
事
業
に
よ
っ
て
発
現
し
た
効
果
の
持

続
性
は
高
い
。
 

JI
C

A
の
収
支
：

 

D
C

F
-R

O
E

 9
.4

%
 （

日
本
出
資
分
）

 

 

日
本
側
投
資
会
社
の
主
な
収
入
源
は
、
現
地
事
業
会
社
か
ら
の

配
当
収
入
、
日
本
の
製
品
取
引
民
間
企
業
か
ら
の
取
扱
手
数
料

で
あ
る
。
こ
の
う
ち
、
現
地
事
業
会
社
か
ら
の
配
当
金
受
入
額

が
顕
著
に
推
移
し
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
日
本
側
投
資
会
社
社

は
、

19
85

年
3
月
か
ら
配
当
を
実
施
、
以
降
、
メ
タ
ノ
ー
ル
市

況
の
悪
化
に
よ
り

19
87

年
と

20
00

年
に
無
配
と
な
っ
た
以
外

事
業
実
施
中
、
有
償
減
資
が
実
施
さ
れ
て
い
な
が
ら
、

JI
C

A
の

IR
R
が

11
％
を

超
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、
当
事
業
の
収
益
性
は

十
二
分
に
確
保
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 （
注
）
本
事
業
は
継
続
中
の
案
件
で
あ
る
が
、
便
宜
上
、

20
10

年
3
月
末
時
点
の
貸
借
対
照
表
計
上
額
で
保
有
株
式
を
売
却
し
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
79

年
）

 
事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

は
毎
年
配
当
を
実
施
し
て
お
り
、
特
に
近
年
、
メ
タ
ノ
ー
ル
の

国
際
価
格
の
高
騰
等
を
受
け
、
配
当
率
は
高
水
準
で
推
移
し
て

い
る
。

 
な
お
、

19
97

年
と

20
04

年
に
は

有
償
減
資
が
実
施
さ
れ
た
（
詳

細
は
「
そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
」
参
照
）
。

 

 ＜
参
考
＞

 
IR

R
: 

11
.4

0%
（

簡
易

な
純

資
産

法
に

基
づ

く
評

価
額

（
20

10
年

3
月
末
時
点

暫
定
）
で
、
保
有
株
式
を

20
09

年
度
に
売
却

し
た
と
想
定
）

 

た
と
の
仮
定
を
お
い
て

JI
C

A
収

支
を
算
出
し
て
い
る
。

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
収
益
が
あ

る
。
 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：
 

【
項
目
別
評
価
】
 

①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
本
邦
民
間
企
業
と
の
連
携

の
下
、
現
地
通
貨
建
て
の
長
期
リ
ス
ク
資
本
を
提
供
。
 

②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
日
サ
経
済
協
力
第
一
号

案
件
と
し
て
、

JI
C

A
の
関
与
に
よ

り
事
業
の

安
定
に
貢
献
。

 
③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
。
現
地
や
日
本
の
環
境
基
準

に
照
ら
し
合
わ
せ
て
審
査
。
 

 特
記
事
項
：
 
 

①
②
④
本
事
業
は
、
プ
ラ
ン
ト
建
設
及
び
維
持
管
理
コ
ス
ト
や

人
件
費
等
の
固
定
費
が
大
き
く
、
民
間
企
業
の
負
担
能
力
を
超

え
た
多
額
の
投
下
資
本
が
必
要
で
あ
っ
た
。
加
え
て
、
事
業
収

入
の

鍵
と

な
る

メ
タ

ノ
ー

ル
価

格
動

向
が

不
透

明
で

あ
っ

た

故
の
事
業
リ
ス
ク
が
高
く
、
ま
た
、
中
東
戦
争
等
に
よ
り
、
サ

ウ
ジ

ア
ラ

ビ
ア

や
中

東
地

域
の

地
政

学
的

リ
ス

ク
も

高
か

っ

た
た
め
、
民
間
企
業
の
み
で
の
実
施
は
困
難

で
あ
っ
た
。
こ
の

よ
う
な
な
か
、
本
海
外
投
資
ス
キ
ー
ム
の
活
用
に
よ
り
、
本
事

業
の
事
業
化
が
確
保
さ
れ
た
。
 

【
項
目
別
評
価
】
 

同
左
。
 

 特
記
事
項
：
 
 

④
本
投
資
が
民
間
企
業
の
出
資
の
呼
び
水
（

65
億
円
：
全
出
資

額
の

70
%
）
と
な
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
さ
ら
に
、
本
事
業
と

の
直
接
的
関
係
は
な
い
が
、

20
02

年
に
、
日
系
企
業
が

35
％

出
資
す
る
メ
タ
ノ
ー
ル
生
産
企
業
（
生
産
能
力

10
0
万
ト
ン
）

が
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
に
設
立
さ
れ
た
。
 

   特
記
事
項
：
 
 

①
④
事
業
実
施
に
あ
た
り
、
民
間
企
業
で
は
政
治
的
リ
ス
ク
・

地
政
学
的
リ
ス
ク
を
全
て
負
う
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
上
に
、

民
間
株
主
の
資
金
負
担
能
力
で
は
、
日
本
側
投
資
額
を
全
て
賄

う
こ
と
が
出
来
な
か
っ
た
。
こ
の
た
め
、
本
事
業
は
、
リ
ス
ク

軽
減

と
不

足
資

金
の

供
給

が
行

わ
れ

た
た

海
外

投
融

資
に

よ

る
投
資
な
く
し
て
実
現
で
き
な
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 
ま
た
、
日
系
企
業

20
02

年
に

実
施
し
た
新
た
な
メ
タ
ノ
ー
ル

投
資
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
が
指
向
す
る
工
業
化
・
外
国

か
ら
の
投
資
拡
大
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
本
事
業
の
成
功

が
牽
引
し
た
も
の
で
あ
る
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
計
画
時
及
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が
支

援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。
 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
・
メ
タ

ノ
ー
ル
価
格
の
動
向
に
左
右
さ
れ
る
事
業
で
あ
り
、
引
き
続
き
リ
ス
ク
許
容
度
の
高
い
中
長
期
資
金
が
必
要
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
海
外
投
融
資
を
通
じ
た

JI
C

A
の
継

続
的
関
与
が
必
要
。
 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
特
に
な
し
。
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そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
 

・
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
原
油
供
給
契
約
 

第
二
次
石
油
危
機
後
の

19
80

年
前
後

、
他
国
に
比
べ
相
対
的
に
割
安
に
原
油
を
販
売
し
て
い
た
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
は
、
工
業
化
を
中
心
と
す
る
経
済
開
発
の
た
め
に
、
大
型
事
業
へ
の

先
進
国
の
参
加
を
促
進
す
る
目
的
で
、
参
加
外
国
企
業
に
対
し
、
投
資
額
に
応
じ
、
一
定
量
の
原
油
ま
た
は
石
油

製
品
を
公
示
価
格
に
て

15
年
間
供
給
す
る
と
い
う
投
資
奨
励
策
（
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
原
油
取
引
）
の
実
施
を
発
表
し
た
。
そ
の
具
体
的
な
条
件
は
以
下
の
通
り
。

 
(1

) 
契
約
の
対
象
：

 外
国
企
業

A
社
（
現
地
政
府
公
社
）
と
の
間
で
合
弁
事
業
契
約
を
結
ん
で
い
る
企
業
。

 
(2

) 
出
資
に
対
す
る
原
油
ま
た
は
製
品
価
格
量
：
石
油
化
学
事
業
＝

50
0b

/d
／
百
万
ド
ル
。

 
(3

) 
期
間
：

15
 年

 
(4

) 
引
取
方
法
：
供
給
開
始
初
年
度
は
、

(2
)の

引
取
数
量
の

20
%
、
次
年
度
以
降
各

20
%
増
量
し
て
、

5 
年
目
以

降
10

0%
引
き
取
り
。

 
本
事
業
は
、

81
年
か
ら
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
オ
イ
ル
の
供
給
を
受
け
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
し
か
し
な
が
ら
、

84
年
頃
か
ら
原
油
市
場
が
急
変
、
買
手
市
場
と
な
り
、
石
油
価
格
が
大
幅
に
下

落
し
た
た
め
本
契
約
の
メ
リ
ッ
ト
が
な
く
な
り
、

86
年
に
は
現
地
事
業
会
社
は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
と
の
合
意
の
下
、
当
契
約
を
終
了
し
た
。

 

 ・
有
償
減
資

 
日
本
側
投
資
会
社
及
び
そ
の
株
主
は
、
余
裕
資
金
を
日
本
側
投
資
会
社
の
半
額
減
資
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
各
株
主
に
還
元
し
、
各
株
主
の
投
資
資
金
の
早
期
回
収
と
そ
の
有
効
活
用
を
は
か

り
た
い
と
い
う
意
向
の
も
と
、

19
97

年
・

20
04

年
に
有
償
減
資
を
実
施
し
た
。
為
替
の
関
係
で
、
日
本
側
投
資
会
社
か
ら
現
地
事
業
会
社
へ
の
払
込
投
資
額
の
円
評
価
が
切
り
下
が
る
中
、

日
本
側
投
資
会
社
の
過
剰
財
産
還
元
は
投
資
資
金
の
早
期
回
収
効
果
の
み
な
ら
ず
、
株
主
各
社
の
投
資
資
金
の
今
後
の
収
益
性
向
上
に
資
す
る
効
果
が
大
き
い
。
こ
の
こ
と
は
、
当
事
業
に
参

加
し
、
協
力
し
て
い
る
各
社
の
財
務
的
側
面
の
改
善
強
化
が
図
ら
れ
る
た
め
、
現
地
事
業
会
社
か
ら
の
製
品
引
取
り
に
長
期
的
・
安
定
性
が
一
層
増
進
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
日
本
・
サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
間
の
経
済
協
力
に
も
好
ま
し
い
影
響
を
与
え
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
現
地
事
業
会
社
の
利
益
処
分
に
あ
た
り
、
現
地
資
本
金
に
対
す
る
高
配
当
率
の
配
当
が
あ
る
場
合
に
お
い
て

も
、
現
在
の
円
高
の
状
況
下
で
は
、
日

本
側
投
資
会
社
の
資
本
金
に
対
す
る
円
貨
受
取
配
当
額
は
相
当
程
度
減
価
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
に
あ
り
、
配
当
率
に
乖
離
が
生
じ
て
い
る
た
め
、
両

者
の
配
当
率
の
均
衡
是
正
を
通
じ
、
日
本
・
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
間
の
合
弁
事
業
を
長
期
安
定
的
に
維
持
し
た
い
と
い
う
意
向
も
反
映
さ
せ
た
も
の
。

 

 ・
裾
野
産
業
の
育
成

 
日
本
側
投
資
会
社
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
よ
り
、

20
09

年
、
現
地
会
社
へ
の
原
料
確
保
と
引
き
換
え
に
、
腎

臓
病
患
者
支
援
救
済
基
金
・
技
術
職
業
訓
練
公
社
の
中
小
企
業
開
発
セ
ン

タ

ー
に
対
し
、
各

15
億
円
ず
つ
の
寄
付
を
要
請
さ
れ
た
。
後
者
へ
の
寄
付
は
、
裾
野
産
業
を
構
成
す
る
中
小
企
業
経
営
者
育
成
計
画
に
利
用
さ
れ
、
メ
タ
ノ
ー
ル
事
業
に
関
連
す
る
接
着
剤
、

塗
料
、
樹
脂
・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
加
工
等

の
中
小
企
業
設
立
を
促
進
し
、
サ
ウ
ジ
国
内
へ
の
販
路
の
確
保
を
行
う
こ
と
で
、
よ
り
国
内
付
加
価
値
の
高
い
メ
タ
ノ
ー
ル
誘
導
品
事
業
へ
の
展
開
の

フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
を
高
め
る
と
共
に
、
政
府
の
重
要
政
策
で
あ
る
サ
ウ
ダ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
を
推
進
し
、
雇
用
増
大
へ
の
貢
献
を
補
充
す
る
と
い
う
効
果
が
期
待
さ
れ
る
。
な
お
、
同
公
社
の

技
術
教
育
開
発
・
訓
練
セ
ン
タ
ー
の
機
械
、
電
気
、
建
設
分
野
に
は

JI
C

A
の
技

術
協
力
も
実
施
さ
れ
て
い
る
。
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  参
考
資
料

①
：

事
業
資

金
ス

キ
ー
ム

（
第

1
基

プ
ラ

ン
ト

建
設

時
、

19
79

年
）

 
 

JI
C

A

JB
IC

市
中

銀
行

中
核

企
業

A社
参

加
企

業
4社

日
本

側
投

資
会

社

出
資

株
主

金
融

現
地

事
業

会
社

（
外

国
企

業
A社

と
の

合
弁

）

74
.0

資
本

金
プ ロ ジ ェ ク ト 所 要 資 金

(3
7)

（
サ

ウ
ジ

）

15
5.

8
サ

ウ
ジ

公
的

ソ
フ

ト
ロ

ー
ン

25
4.

5
計

24
.7

商
業

銀
行

ロ
ー

ン

(3
7)

（
日

本
）

74
.0

資
本

金
プ ロ ジ ェ ク ト 所 要 資 金

(3
7)

（
サ

ウ
ジ

）

15
5.

8
サ

ウ
ジ

公
的

ソ
フ

ト
ロ

ー
ン

25
4.

5
計

24
.7

商
業

銀
行

ロ
ー

ン

(3
7)

（
日

本
）

出
資

28
億

円
（ 3

0％
）

65
億

円
（7

0％
）

資
本

金
93

億
円

出
資

外
国

企
業

A社

（
日

本
側

保
証

）

（
単

位
：
千

ド
ル

）

外
国

企
業

A
社

：

資
本

と
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
中

心
と

す
る

産
業

の
確

立
を

目
的

に
設

置
さ

れ
た

、
サ

ウ
ジ

ア
ラ

ビ
ア

政
府

公
社

。
天

然
炭

化
水

素
と

鉱
物

原
料

を
原

材
料

と
す

る
基

幹
産

業
な

ら
び

に
そ

の
周

辺
産

業
の

運
営

と
製

品
販

売
を

実
施

。

148



   参
考
資
料

②
：

契
約
概

要
図

（
20

10
年
時

点
）

 
    

外
国

企
業

A
社

日
本

側
投

資
会

社

Jo
in

t V
en

tu
re

 A
gr

ee
m

en
t（

合
弁

計
画

の
基

本
を

定
め

た
も

の
）

M
em

or
an

du
m

 o
f A

ss
oc

ia
tio

n 
Pu

rc
ha

se
 A

gr
ee

m
en

t

（
合

弁
契

約
の

内
容

の
う

ち
登

記
す

べ
き

事
項

を
定

め
た

も
の

）

国
際

協
力

機
構

国
内

参
加

企
業

7社

出
資

割
合

：3
0％

出
資

割
合

：2
3％

出
資

割
合

：
47

％

P
ur

ch
as

e 
Ag

re
em

en
t

（
製

品
の

購
入

取
り

引
き

に
関

す
る

契
約

）
S

er
vi

ce
 A

gr
ee

m
en

t

M
ar

ke
tin

g 
A

gr
ee

m
en

t
M

ar
ke

tin
g

Ag
re

em
en

t

（
製

品
の

販
売

に
関

す
る

契
約

）

中
核

企
業

A
社

日
系

プ
ラ

ン
ト

メ
ー

カ
ー

S
er

vi
ce

 A
gr

ee
m

en
t

（
ｻ

ｰ
ﾋ
ﾞｽ

供
与

に
関

す
る

契
約

）

M
et

ha
no

l P
ro

ce
ss

 
Li

ce
ns

e 
Ag

re
em

en
t

（
ﾒ
ﾀ
ﾉ
ｰ

ﾙ
ﾌ
ﾟﾛ

ｾ
ｽ

の
ﾗ
ｲ
ｾ

ﾝ
ｽ

契
約

）

C
on

st
ru

ct
io

n 
C

on
tra

ct

（
建

設
請

負
契

約
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

承
認

機
関

La
nd

 L
ea

se
 A

gr
ee

m
en

t

（
土

地
の

賃
貸

及
び

ﾕ
ｰ

ﾃ
ｨﾘ

ﾃ
ｨ等

の
供

給
契

約
）

現
地

政
府

金
融

機
関

天
然

鉱
物

資
源

統
括

庁

M
et

ha
no

l a
nd

 E
th

an
e

Su
pp

ly
 A

gr
ee

m
en

t
（
天

然
ガ

ス
供

給
の

計
画

）

Lo
an

 A
gr

ee
m

en
t

（
サ

ウ
ジ

国
家

資
金

の
ソ

フ
ト

ロ
ー

ン
契

約
）

現 地 事 業 会 社

日
本

側
投

資
会

社
出

資
者

協
定

書
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  参
考
資
料

③
：

プ
ラ
ン

ト
詳

細
 

第
1
プ

ラ
ン

ト
第

2プ
ラ

ン
ト

第
3プ

ラ
ン

ト
第

4プ
ラ

ン
ト

第
5
プ

ラ
ン

ト
装

置
能

力
64

万
ト

ン
／

年
64

万
ト

ン
／

年
85

万
ト

ン
／

年
85

万
ト

ン
／

年
17

0万
ト

ン
／

年

工
期

工
事

開
始

19
80

年
4月

19
89

年
9月

19
95

年
9月

19
97

年
6月

20
05

年
6月

工
事

完
成

19
83

年
1月

19
92

年
1月

19
99

年
6月

19
99

年
4月

20
08

年
5月

商
業

生
産

開
始

19
83

年
7月

19
92

年
6月

19
98

年
4月

19
98

年
10

月
20

08
年

11
月

資
金

調
達

自
己

資
金

自
己

資
金

自
己

資
金

自
己

資
金

自
己

資
金

PI
Fロ

ー
ン

(6
0%

)
国

際
協

力
銀

行
（
60

％
）

国
際

協
力

銀
行

（
7
0％

）
商

業
銀

行
借

入
(1

0
%
)

 

注
：
「

自
己
資

金
」

は
、
海

外
投
融

資
出
資

金
を
含

む
。

 

 参
考
資
料

④
：

日
本
側

投
資

会
社
の

資
本

金
推

移
と

日
本

側
投

資
会

社
/ 
現

地
事

業
会

社
の

出
資

割
合

 

（単
位

：百
万

円
）

払
込

資
本

金
資

本
金

総
額

JI
C

A
総

出
資

額
設

立
時

19
79

.1
1

1,
80

0
増

資
第

1 回
19

79
.1

2
1,

20
0

3,
00

0
90

0
第

2 回
19

80
.2

60
0

3,
60

0
1,

08
0

第
3 回

19
80

.4
2,

20
0

5,
80

0
1,

74
0

第
4 回

19
82

.4
2,

33
0

8,
13

0
2,

43
9

第
5 回

19
83

.1
1,

00
0

9,
13

0
2,

73
9

第
6 回

19
83

.1
11

0
9,

24
0

2,
77

2
有

償
減

資
半

額
19

97
.3

4,
62

0
4,

62
0

1,
38

6
半

額
20

04
.8

2,
31

0
2,

31
0

69
3
 

設
立

時
(1

9
7
9
年

）
2
0
0
9
年

現
在

日
本

側
投

資
会

社
日

本
側

投
資

会
社

資
本

金
：1

8億
円

（
授

権
資

本
：7

2億
円

）
資

本
金

：2
3
.1

億
円

 （
授

権
資

本
：3

0
.7

億
円

）
株

主
名

出
資

シ
ェ

ア
株

主
名

出
資

シ
ェ

ア
国

際
協

力
機

構
3
0%

国
際

協
力

機
構

30
%

中
核

企
業

A
社

5
0%

中
核

企
業

A
社

47
%

参
加

企
業

B
社

5
%

参
加

企
業

B
社

5
%

参
加

企
業

C
社

5
%

参
加

企
業

C
社

5
%

参
加

企
業

D
社

5
%

参
加

企
業

D
社

5
%

参
加

企
業

E
社

5
%

参
加

企
業

E
社

5
%

（合
計

6
社

）
10

0%
参

加
企

業
F
社

1
%

参
加

企
業

G
社

1%
（合

計
8社

）
10

0%
注

：
J
S
M

C
に

よ
り

自
己

株
式

1%
が

保
有

さ
れ

て
い

る
（上

記
リ

ス
ト

か
ら

は
除

外
）

現
地

事
業

会
社

現
地

事
業

会
社

資
本

金
：2

59
百

万
サ

ウ
ジ

・
レ

ア
ル

資
本

金
：1

億
レ

ア
ル

株
主

名
出

資
シ

ェ
ア

株
主

名
出

資
シ

ェ
ア

J
S
M

C
5
0
%

J
S

M
C

5
0
%

S
A

B
IC

5
0%

S
A

B
IC

50
%

合
計

10
0%

合
計

10
0%
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

12
）

 
外
部

評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

(株
式

会
社
 

日
本

経
済

研
究

所
) 

五
十

里
 
寛

(株
式

会
社
 

日
本

経
済

研
究

所
) 

武
谷

 
由
紀

(株
式

会
社
 

日
本

経
済

研
究

所
) 

評
価

月
：

20
10

年
6
月

 

国
名

：
 

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
 

案
件

名
：

 
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
に
お
け
る
肥
料
製
造
合
弁
事
業
（
残
高
あ
り
出
資
案
件
）
 

出
資

承
諾

日
：

 
 

19
90

年
5
月

 
出

資
承
諾

額
：

 
2,

33
0
百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

90
年

 
出

資
実
行

額
：
 

2,
33

0
百
万
円

 

JI
C

A
の

出
資

先
：

 
日
本
側
投
資
会
社
（
株
主
構
成
：

JI
C

A
、
そ
の

他
本
邦
民
間
企
業

2
社
）
 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
肥
料
製
造
会
社
（
株
主
構
成
：
日
本
側
投
資
会
社
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
政
府
、
公
社
、
デ
ン
マ
ー
ク
政
府
開
発
工
業
基
金
、
そ
の
他
外
国
企
業

2
社
）
 

 

事
業

目
的

：
 

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
に
お
い
て
天
然
ガ
ス
を
活
用
し
た
尿
素
（
年
産
約

60
万
ト
ン

）
、
ア
ン
モ
ニ
ア
（
年
産
約

50
万

ト
ン
）
製
造
の
肥
料
プ
ラ
ン
ト
を
建
設
・
運
営
す
る

こ
と
に
よ
り
、
輸
出
産
業
の
振
興
お
よ
び
国
内
民
間
企
業
の
育
成
を
図
り
、
も
っ
て
バ
ン
グ

ラ
デ
シ
ュ
の
経
済
発
展
（
産
業
高
度
化
及
び
外
貨
獲
得
）
、
日
本
・
バ
ン
グ

ラ
デ
シ
ュ
両
国
間
の
経
済
交
流
の
促
進
に
寄
与
す
る
。
 

  

項
目
 

事
業
計
画
（

19
90

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性
 

経
済
の

市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
重
視
し
た
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
「
第

3
次

5
ヵ
年
計
画
：

19
85
～

19
90

年
」
に
お

い
て
、
輸
入
代
替

工
業
化
か
ら
輸
出
志
向
工
業
化
へ
の
工
業
化
戦
略
の
転
換
が

う
た
わ
れ
た
。

 
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性
 

従
来
の
開
発
計
画
（

5
カ
年
計
画
）
に
代
わ
る
貧
困
削

減
戦
略

文
書
（

P
R

S
P
Ⅱ
）（

20
09

-2
01

1）
改
定
版
（

N
SA

P
R
Ⅱ
）
に
お

い
て
、

P
ro

-p
oo

r
経
済
成
長
の
た
め
の
マ
ク
ロ
経
済
環
境
整
備

を
掲
げ
て
お
り
、
そ
の
中
に
は
民
間
セ
ク
タ
ー
の
投

資
・
海
外

直
接
投
資
、
雇
用
、
技
術
、
貿
易
促
進
が
重
点
課
題
と
し
て
挙

げ
ら
れ
て
い
る
。
 
 

 事
業
計
画
時
お
よ
び
実
績
時
に
お
い
て
、
本
事
業
は
バ
ン
グ
ラ

デ
シ
ュ
の
開
発
政
策
と
整
合
し
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。
 

妥
当
性
：
 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性
 

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
は
農
業
生
産
が

G
D

P
の

50
％

を
占
め
、
輸

出
も
ジ
ュ
ー
ト
、
水
産
物
等
農
水
産
品
が
太
宗
を
占
め
る
構
造

と
な
っ
て
い
る
が
、
こ
こ
数
年
間
輸
出
額
は
輸
入
額
の

1/
3
程

度
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
年
間

15
億
ド
ル
以
上
の
貿
易
赤
字

を
計
上
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
同
国
の
豊
富
な
天
然
ガ
ス
資

源
を
利
用
し
て
新
た
な
輸
出
産
業
を
興
す
ニ
ー
ズ
が
存
在
し

た
。
 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性
 

農
業
に
代
わ
り
新
た
な
経
済
の
け
ん
引
力
と
な
る
べ
き
工
業

は
20

08
年
の
段

階
で

G
D

P
の

30
％
弱
で
あ
り
、
工

業
の
迅
速

な
成
長
を
確
保
す
る
こ
と
が
今
後
の
経
済
政
策
に
と
っ
て
依

然
と
し
て
重
要
で
あ
る
と
言
え
る
。
国
内
市
場
は
貧

困
に
よ
り

購
買
力
が
制
限
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
工
業
化
の

推
進
に
は

国
際
競
争
力
を
有
す
る
輸
出
産
品
の
開
発
育
成
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

 
現
在
は
ジ
ュ
ー
ト
に
代
わ
り
縫
製
品
（
衣
料
品
）
が
輸
出
の
太

宗
（
金
額
ベ
ー
ス
で
輸
出
全
体
の

76
％
程
度
）
を
占
め
て
い
る

が
、
今
後
は
縫
製
品
輸
出
を
代
替
・
補
完
す
る
よ
う
な
輸
出
産

業
の
多
角
化
ニ
ー
ズ
が
あ
り
、
か
つ
経
済
成
長
の
た

め
に
貴
重

 事
業
計
画
時
お
よ
び
実
績
時
に
お
い
て
、
本
事
業
は
現
地
資
源

で
あ
る
天
然
ガ
ス
を
有
効
に
活
用
す
る
と
い
う
開
発
ニ
ー
ズ

を
と
ら
え
、
か
つ
輸
出
産
業
育
成
を
行
っ
た
も
の
で
開
発
ニ
ー

ズ
と
の
整
合
性
が
あ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
90

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

な
国
内
産
の
天
然
資
源
で
あ
る
天
然
ガ
ス
の
有
効
活
用
が
不

可
欠
で
あ
る
。
 

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性
 

最
貧
国

の
ひ
と
つ
で
あ
る
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
に
と
っ
て
本
事

業
の
実

現
に
は
高
い
経
済
開
発
効
果
が
あ
り
、
か
つ
以
下
の
よ

う
に
相

手
国
政
府
か
ら
も
強
い
協
力
要
請
が
あ
っ
た
。
 

19
88

年
7
月
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
政
府
よ
り
日
本
大
使
館
経
由
で

JI
C

A
宛
協
力
要

請
、

19
89

年
4
月
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
首
相
よ

り
通
商
産
業
大
臣
を
通
じ
日
本
へ
の
協
力
要
請
、
同
年

7
月
バ

ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
政
府
よ
り
正
式
に

JI
C

A
宛

要
請

状
が
出
状
さ

れ
た
。

 

 
 本
事
業
は
最
貧
国
で
あ
る
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
に
と
っ
て
経
済

開
発
効
果
が
高
い
も
の
で
あ
り
、
日
本
の
政
策
と
整
合
性
が
あ

る
。
 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性
 

事
業
計

画
当
時
、
本
事
業
は
、
以
下
の
通
り

JI
C

A
の
出
融
資

条
件
を
満
た
し
て
い
る
。

 
①
事
業
出
資
者

 
1)
日
本
側
企
業

2
社
以
上
の
出
資
：
該
当

 
2)
日
本
側
以
外

1
社
以
上
の
出
資
：
該
当

 
3)
中
核
企
業
の
存
在
：
該
当

 
②
出
資

方
法

 
1)
日
本
側
投
資
会
社
経
由
の
間
接
方
式
：
該
当

 
2)

JI
C

A
出
資
比

率
は
日
本
側
投
資
会
社
の

50
%
以
下
：
該
当

 
3)

JI
C

A
出
資
比

率
は
現
地
会
社
出
資
総
額
の

25
%
以
下
：
該
当

4)
JI

C
A
出
資
額

は
50

億
円
以
下

：
該
当

 
③
相
手
国
政
府
の
要
請

 
1)
相
手
国
政
府
の
要
請
ま
た
は
歓
迎
の
意
志
表
示
：
該
当

 
④
事
業
内
容

 
1)
当
該

事
業

実
施
が
相

手
国

の
産
業
開

発
に

寄
与
し
、

そ
の
経

済
発
展
に
貢
献
：
該
当

 
2)
日
本

と
相

手
国
と
の

関
係

緊
密
化
に

と
っ

て
重
要
で

、
経
済

交
流
促
進
に
貢
献
し
、
ま
た
は
国
際
協
調
に

よ
る
国
際
交
流
の

促
進
に
寄
与
：
該
当

 
3)
出
資

対
象

外
事
業
（

国
際

紛
争
に
関

係
、

環
境
対
策

が
不
適

切
、
日
本
の
輸
出
振
興
が
目
的
と
の
国
際
的
批
判
を
受
け
る
可

能
性
が
あ
る
も
の
）
：
該
当
せ
ず

 
⑤
事
業
達
成
の
見
込
み
：
該
当

 

 本
事
業
は
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
唯
一
の
天
然
資
源
と
い
え
る
天

然
ガ
ス
を
有
効
利
用
し
、
ア
ン
モ
ニ
ア
と
尿
素
肥
料
を
生
産
、

全
量
を
輸
出
す
る
こ
と
に
よ
る
外
貨
獲
得
を
目
的
と
し
た
、
同

国
最
初
の
大
型
外
資
導
入
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
、
欧
州
の
政
府
系

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性
 

評
価
時
点
に
お
い
て
、
本
事
業
は

JI
C

A
の
出

融
資
条
件
を
満

た
し
て
い
る
。

 

 本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
出
資
の
基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
出

資
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
90

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

開
発
途

上
国
援
助
機
関
、
保
険
機
構
及
び
民
間
企
業
も
参
加
し

た
多
国

間
公
民
一
体
経
済
協
力
型
ジ
ョ
イ
ン
ト
ベ
ン
チ
ャ
ー

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
と
な
っ
て
お
り
、
円
借
款
で
は
な
く

JI
C

A
か

ら
の
長
期
安
定
的
な
資
金
が
求
め
ら
れ
て
い
た
。

 
 （
注
）
本
項
目
で
は
、

19
90

年
に
作
成
さ
れ
た
中
小
型
出
融
資

の
基
準
を
用
い
て
評
価
し
て
い
る
。

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
は
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
の
開
発
政

策
、
開
発
ニ
ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、

投
資
ス
キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、
妥

当
性
は
高
い
。
 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
 

肥
料
プ

ラ
ン
ト
：

 
尿
素

57
万

t/
年

 
ア
ン
モ
ニ
ア

49
.5
万

t/
年

 
の
生
産
能
力
を
有
す
る
肥
料
プ
ラ
ン
ト
。
 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
 

肥
料
プ
ラ
ン
ト
：

 
尿
素
生
産

57
万

t/
年

 
ア
ン
モ
ニ
ア
生
産

49
.5
万

t/
年
 

 肥
料
プ
ラ
ン
ト
の
生
産
能
力
は
事
業
計
画
を

10
0％

達
成
し
て

い
る
。

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト
 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト
 

 

①
事
業

費
 

43
7.

5
百
万
ド
ル
（
設
備
、
イ
ン
フ
ラ
、
運
転
資
金
を
含
む
）

       ②
期
間

 
19

90
年

5
月

(工
事
着
工

)～
19

93
年

7
月

(完
成

)(
39

ケ
月

) 
  

①
事
業
費

 
59

0.
2
百
万
ド
ル

 
       ②
期
間

 
19

90
年

12
月

(工
事
着
工

)～
19

94
年

11
月

(完
成

)(
48

ケ
月

)
19

94
年

12
月
生

産
開
始

 
そ
の
後
機
器
調
整
、
ガ
ス
漏
れ
発
見
、
断
続
的
な
シ
ャ
ッ
ト
ダ

ウ
ン
が
あ
り
、

19
95

年
6
月
か
ら

本
格
生
産
開
始

 

①
事
業
費

 
計
画
比

13
5％

 
90

年
12

月
に
政
変
が
あ
り
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
政
府
か
ら
の

L
/G

(信
用
保
証
状

)発
出
が
大
幅
に
遅
れ
、
工
事
代
金
の
支
払
が

予
定
通

り
な

さ
れ
な
い

こ
と

か
ら
工
事

が
中

断
し
た

(1
99

1
年

10
月
～

19
92

年
9
月

)。
 

そ
の
た
め
機
器
の
キ
ャ
ン
セ
ル
や
工
事
再
開
の
た
め
に
経
費

が
掛
か
り
、
当
初
計
画
よ
り
事
業
費
が
増
加
し
た
。

 
 ②
期
間

 
計
画
比

12
3%

 
前
述
の
工
事
中
断
に
よ
り
遅
延
し
た
。

 
 

効
率
性
：
 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
／
事
業
期
間
に
つ
い
て

は
計
画
を
上
回
っ
て
い
る
も
の
の
、
政
変
に
よ
る

L
/G

発
出
が

遅
れ
た
こ
と
に
よ
る
工
事
中
断
期
間
分
の
遅
延
で
あ
る
こ
と

か
ら
計
画
の
変
更
は
や
む
を
得
な
い
と
考
え
ら
れ
、
効
率
性
は

高
い
。
 

有
効
性
：
 

 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標

 
1)
肥
料

の
生
産
：

 
尿
素
生
産
約

57
万

t/
年

 
ア
ン
モ

ニ
ア
生
産

49
.5
万

t/
年

 
 

(1
)定

量
的
効
果

 
①
運
用
・
効
果
指
標

 
1)
肥
料
の
生
産
：

 
20

07
年

7
月
期

 
尿
素

66
.1
万

t、
ア
ン
モ
ニ
ア

53
.6
万

t 
20

09
年

7
月
期

 
尿
素

71
.1
万

t、
ア
ン
モ
ニ
ア

51
.7
万

t 
 

  1)
肥
料
の
生
産
：

 
プ
ラ
ン
ト
の
生
産
能
力
改
善
に
よ
り
尿
素
、
ア
ン
モ
ニ
ア
と
も

に
当
初
計
画
よ
り
生
産
量
は
増
加
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
ガ
ス

不
足
は
近
年
も
続
い
て
お
り
、
た
び
た
び
ガ
ス
供
給
が
制
限
さ
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
90

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

  2)
外
貨
収
入
：

 
恒
常
的

な
入
超
に
よ
る
貿
易
収
支
の
赤
字
に
悩
む
バ
ン
グ
ラ

デ
シ
ュ

に
と
っ
て
、
本
事
業
は
操
業

15
年
で
約

15
億
ド
ル
の

外
貨
獲
得
を
可
能
と
す
る
も
の
で
あ
る
（
年
平
均
約
１
億
ド
ル

規
模
）
。
現
在
の
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
の
年
間

輸
出
額
は
約

10
億
ド
ル
程
度
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
本
事
業
に
よ
る
輸
出
額
は
全

体
の
約

10
％
に
相
当
す
る
も
の
で
あ
る
、
単

に
国
内
産
業
振
興

の
み
な

ら
ず
同
国
の
貿
易
収
支
改
善
に
も
寄
与
し
う
る
も
の

で
あ
る

。
 

  2)
外
貨
収
入
：

 
近
年
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
国
内
の
肥
料
需
要
が
増
大
す

る
一
方
、

電
力
へ
の
ガ
ス
優
先
配
分
等
の
た
め
ガ
ス
供
給
量
は

低
下
傾

向
に
あ
り
、
当
社
以
外
の
国
営
肥
料
工
場
で
は
操
業
が
一
時
停

止
さ
れ
た
。
そ
の
た
め
、
輸
入
に
比
べ
て
安
価
で
あ
る
尿
素
の

多
く

(2
00

7
年

7
月
期

55
.1

%
、

20
09

年
7
月

期
64

％
)を

国
内

分
と
し
て
売
却
し
て
い
る
。

 
な
お
、
国
内
売
却
分
を
除
い
て

20
07

年
7
月
期
の

外
貨
収
入

を
試
算
し
た
と
こ
ろ
、
約

1
億
ド
ル
を
超
え
て
お
り
、
同
期
の

化
学
製
品
輸
出
額
の

58
.6

%
を
占
め
る
結
果
と
な
っ
た
。

 

れ
て
い
る
。

 
 2)
外
貨
収
入
：

 
近
年
で
は
国
内
需
要
に
対
応
す
る
た
め
、
国
内
で
の
売
却
も
行

わ
れ
て
い
る
が
、
計
画
時
の
年
平
均
額
を
上
回
る
外
貨
収
入
を

獲
得
し
て
い
る
。

 

②
事
業

の
収
益
性

 
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
ラ
イ
フ
を

15
年

と
し
た
時

の
内
部
収
益
率

（
D

C
F

 R
O

I）
は
税
引
き
後
で

8.
6％

と
試
算
さ
れ
る
。

 

②
事
業
の
収
益
性

 
現
地
事
業
会
社
は

20
01

年
か
ら

継
続
的
に
黒
字

(1
99

5
年
、

19
97

年
も
黒
字

)、
日
本
側
投
資
会
社
は

20
07

年
か

ら
配
当
を

実
施
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

IR
R
は
プ
ラ
ス
と
試
算
さ
れ
た
。

 

②
事
業
の
収
益
性

 
計
画
も
実
績
も
プ
ラ
ス
で
あ
っ
た
。

 
 

(2
)定

性
的
効
果
 

 
特
に
な

し
。

 
(2

)定
性
的
効
果

 
特
に
な
し
。

 
 特
に
な
し
。

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
り
概
ね
計
画
通
り
の
効
果
発

現
が
見
ら
れ
、
有
効
性
は
高
い
。
 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト

(想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

) 
①
産
業

高
度
化
及
び
外
貨
獲
得

 
国
際
協

調
に
よ
る
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
初
の
外
貨
導
入
案
件
で

あ
り
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
唯
一
の
資
源
で
あ
る
天
然
ガ
ス
を
利

用
し
た

製
品
の
輸
出
に
よ
り
同
国
の
経
済
発
展
（
産
業
高
度
化

及
び
外

貨
獲
得
）
に
貢
献
す
る
。

 
  ②
雇
用

：
 

操
業
後

は
常
時
約

80
0
名
の
バ

ン
グ
ラ
デ
シ

ュ
人
の
雇
用
創

出
。
関
連
産
業
の
雇
用
機
会
の
増
大
を
考
慮
す
れ
ば
相
当
な
波

及
効
果
が
期
待
で
き
る
。

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト

(想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

) 
①
産
業
高
度
化
及
び
外
貨
獲
得

 
本
事
業
は
、

60
0
名
を
超
え
る
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
人
に

よ
る
輸

出
製
品
の
製
造
を
可
能
と
し
、
か
つ
年
間

1
億

ド
ル

を
超
え
る

外
貨
収
入
を
得
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
な
っ
た
。

 
   ②
雇
用
：

 
20

07
年

7
月

末
60

8
名
（
う
ち
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
人

60
5
名
）

20
09

年
7
月

末
61

9
名
（
う
ち
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
人

61
7
名
）

 

 ①
産
業
高
度
化
及
び
外
貨
獲
得

 
国
際
協
調
に
よ
る
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
初
の
外
資
導
入
案
件
で

あ
り
、
外
貨
の
獲
得
、
工
業
的
技
術
水
準
の
向
上
、
雇
用
の
増

大
等
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
の
繁
栄
に
寄
与
す
る
と
こ
ろ
は
大
き

く
、
日
本
・
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
両
国
の
友
好
関
係
の
一
層
の
促

進
が
図
ら
れ
た
。

 
 ②
雇
用
：

 
事
業
計
画
の
見
込
み
に
沿
っ
た
雇
用
創
出
効
果
が
あ
っ
た
。
な

お
、
事
業
計
画
と
の
乖
離
に
つ
い
て
は
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
な
ど

の
要
員
を
外
注
し
て
い
る
た
め
で
あ
る
。

 

イ
ン
パ
ク
ト
 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）

 

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
の
「
環
境
汚
染
規
制
法
」
に
基
づ
く
環
境
基

準
に
適
合
し
て
い
る
。

 
  ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得

 
政
府
用
地

(住
民
の
い
な
い
沼
地

)を
取
得
予
定
。

 
  

(2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
日
本
国
内
の
環
境
基
準
や
米
国
環
境
保
護
局
（

E
PA

）
発
行
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
照
ら
し
て
も
問
題
は
認
め
ら
れ
な
い
と
報

告
さ
れ
て
い
る
。

 
 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得

 
確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な

い
。
 

 

 ①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な

い
。
 

  ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得

 
確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な

い
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
90

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

③
そ
の

他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
確
認
で

き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
想
定
さ
れ
て
い
な

い
。

 

③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な

い
。

 

③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
報
告
さ
れ
て
い
な

い
。

 
(1

)運
営
維
持
管
理
の
体
制

 
ア
ン
モ

ニ
ア
と
尿
素
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
世
界
的
水
準
に
あ

る
外
国

企
業

C
社
、
外
国
企
業

D
社
の
経
営

参
加
お
よ
び
日
本

側
中
核

企
業
に
よ
り
、
現
地
民
間
会
社
へ
事

業
・
経
営
ノ
ウ
ハ

ウ
が
移

転
さ
れ
た
。

 
  

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
20

09
年

7
月
の

取
締
役
会
に
お
い
て
、

C
E

O
に
バ
ン

グ
ラ
デ

シ
ュ
人
が
選
任
さ
れ
、

C
F

O
は

欧
州
人
、

C
T

O
（

C
hi

ef
 

T
ec

hn
ic

al
 O

ff
ic

er
）
は
日
本
人
の
ト
ロ
イ
カ
体
制
と
し
、
コ
ー

ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
強
化
し
て
い
る
。

 
日
本
側
投
資
会
社
、
外
国
企
業

C
社
側
の
コ
ミ

ッ
ト

は
続
い
て

お
り
、
上
記

C
T

O
は
本
邦
中
核

企
業

A
社
出
身

。
 

 現
地
に
て
安
定
的
な
経
営
が
維
持
さ
れ
て
い
る
。

 
 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
バ
ン
グ

ラ
デ
シ
ュ
へ
の
技
術
、
経
営
ノ
ウ
ハ
ウ
移
転
：

 
ア
ン
モ

ニ
ア
と
尿
素
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
世
界
的
水
準
に
あ

る
外
国

企
業

C
社
、
外
国
企
業

D
社
が
現
地

人
従
業
員
を
直
接

指
導
し

、
プ
ラ
ン
ト
の
長
期
的
な
操
業
を
担
当
す
る
こ
と
に
よ

っ
て
、
肥
料
プ
ラ
ン
ト
の
建
設
、
保
守
、
運
転
技
術
の
移
転
が

こ
れ
ま

で
以
上
に
促
進
さ
れ
る
。

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
同
事
業
に
か
か
る
技
術
を
同
国
従
業
員
に
移
転
済
み
で
あ
り
、

プ
ラ
ン
ト
の
操
業
は
ほ
ぼ
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
人
だ
け
で
安
定

的
に
操
業
し
て
い
る
。

 
 役
職
員
数

 
19

98
年

7
月

末
64

0
名
（
う
ち
外
国
人

5
名
）

 
19

99
年

7
月

末
60

8
名
（
う
ち
外
国
人

5
名
）

 
20

00
年

7
月

末
59

8
名
（
う
ち
外
国
人

5
名
）

 
20

01
年

7
月

末
58

8
名
（
う
ち
外
国
人

4
名
）

 
20

02
年

7
月

末
58

6
名
（
う
ち
外
国
人

2
名
）

 
20

03
年

7
月

末
60

5
名
（
う
ち
外
国
人

2
名
）

 
20

05
年

7
月

末
61

0
名
（
う
ち
外
国
人

2
名
）

 
20

07
年

7
月

末
60

8
名
（
う
ち
外
国
人

3
名
）

 
20

09
年

7
月

期
61

9
名
（
う
ち
外
国
人

2
名
）

 

 安
定
的
な
技
術
水
準
が
維
持
さ
れ
て
い
る
。

 
 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
製
品
を

全
量
輸
出
し
て
外
貨
獲
得
を
図
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で

あ
る
こ

と
か
ら
、
製
品
の
国
際
市
況
価
格
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

採
算
性

に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
構
造
と
な
っ
て
い
る
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
近
年
売
上
高
・
経
常
利
益
共
に
増
加
傾
向
に
あ
る
。

20
03

年
7

月
期
に
累
損
が
解
消
、
高
い
自
己
資
本
比
率
を
維
持
し
て
い

る
。

 
 【
参
考
】
日
本
側
投
資
会
社
の
財
務
情
報

(資
産
、
負
債
、
剰
余

金
、
当
期
損
益
等

)は
JI

C
A
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
上
の
決
算
公
告
に

お
い
て
公
開
し
て
い
る
。

 

 近
時
で
は
黒
字
計
上
が
続
い
て
お
り
財
務
的
に
も
安
定
し
て

い
る
。

 
 

持
続
性
：
 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
維
持
管
理
は
、
体
制
、
技
術
、
財
務
状

況
と
も
に
問
題
な
く
、
本
事
業
に
よ
っ
て
発
現
し
た
効
果
の
持

続
性
は
高
い
。
 

JI
C

A
の
収
支
：

 

日
本
側
投
資
会
社
は
会
社
設
立
後

10
年
目
か
ら

現
地
事
業
会

社
よ
り
配
当
受
取
開
始
の
計
画
と
な
っ
て
い

る
。

 
現
地
か
ら
配
当
送
金
が
予
定
さ
れ
る

19
99

年
に

黒
字
化
す
る

と
同
時
に
一
挙
に
累
損
を
解
消
し
、
翌
年
か

ら
株
主
へ
の
配
当

が
可
能
な
予
想
。

 
収
入
源
が
配
当
収
入
の
み
で
あ
り
、
会
社
設

立
か
ら
現
地
か
ら

配
当
は

20
07

年
度
よ
り
開
始
さ
れ
た
。

 
 20

10
年

3
月
末

時
点
で
全
株
式
を
売
却
し
た
場
合
（
簡
易
な
純

資
産
法
に
基
づ
く
評
価
額
で
売
却
し
た
と
想
定
）
の

JI
C

A
の

IR
R
は

5.
07

％
と
試
算
さ
れ
る
。

 
 

20
07

年
度
よ
り
配
当
が
開
始
さ
れ
、

20
09

年
度
の
配
当
で
元

本
相
当
の
回
収
が
で
き
て
お
り
、

JI
C

A
収
支
に
プ

ラ
ス
と
な
っ

て
い
る
。

 
 （
注
）
本
事
業
は
継
続
中
の
案
件
で
あ
る
が
、
便
宜
上
、

20
10

年
3
月
末
時
点
の
貸
借
対
照
表
計
上
額
で
保
有
株
式
を
売
却
し
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
90

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

の
配
当

金
送
金
が
あ
る
ま
で
の

9
年
間
は
必

要
な
経
費
を
借
入

金
で
賄

う
構
造
。
会
社
設
立
後

11
年
目
（

20
00

年
）
に
は
約

13
億
円
の
配
当
が
可
能
（

JI
C

A
受
取
分
は
そ
の

50
％
）
と
見

込
ま
れ
る
。

 

 
た
と
の
仮
定
を
お
い
て

JI
C

A
収

支
を
算
出
し
て
い
る
。

 
 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
収
益
が
あ

る
。
 

【
項
目

別
評
価
】
 

①
財
務

的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
他
ド
ナ
ー
と
の
連
携
の
下
、

革
新
的

な
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
を
用
い
て
現
地

通
貨
建

て
の
資
本
を
提
供
。

 
②
非
財

務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
現
地
政
府
高
官
と
の
パ

イ
プ
を

持
ち
、
事
業
の
安
定
に
貢
献
。

 
③
開
発

効
果
の
向
上
：
該
当
。

 
④
民
間

資
金
の
動
員
：
該
当
。
上
記
参
照
。

 
⑤
環
境

社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
。
現
地
や
日
本
の
環
境
基
準

お
よ
び

E
PA

に
照
ら
し
合
わ
せ
て
審
査
。

 
 特
記
事
項
：

 
④

JI
C

A
が
本
事

業
に
出
資
参
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
参
加
民
間

企
業
の
リ
ス
ク
補
完
等
を
行
い
、
参
加
民
間

企
業
の
投
資
に
対

す
る
触
媒
機
能
を
果
た
さ
な
け
れ
ば
、
民
間

投
資
は
実
現
し
え

ず
、
事
業
の
実
施
は
困
難
と
な
る
。

 
①
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
は
世
界
の
発
展
途
上
国
の
中
で
も
最
貧

国
に
位
置
付
け
ら
れ
て
お
り
、
民
間
が
単
独

で
投
資
す
る
に
は

経
済
的
な
リ
ス
ク
が
高
く
、
か
つ
バ
ン
グ
ラ

デ
シ
ュ
政
府
も
現

地
日
本
大
使
館
を
通
じ
て
日
本
政
府
の
参
加
を
要
請
し
て
き

て
い
る
こ
と
か
ら
、
②
事
業
の
安
定
性
お
よ

び
経
済
協
力
的
意

義
等
の
観
点
か
ら
出
資
を
行
っ
て
い
る
。
 

【
項
目
別
評
価
】
 

①
～
⑤
：
該
当
。

 
 特
記
事
項
：

 
①
③
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
政
府
を
は
じ
め
と
し
、
日
本
・
イ
ギ
リ

ス
・
デ
ン
マ
ー
ク
・
イ
タ
リ
ア
の
政
府
系
金
融
機
関
及
び
民
間

企
業
も
参
加
す
る
官
民
協
調
に
よ
る
国
際
協
調
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
。
幅
広
く
出
資
を
得
た
上
、
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
形
式
の
制
度
金
融
及
び
民
間
銀
行
団
融
資

を
組
み
合
わ
せ
た
画
期
的
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
り
、
制
度
金

融
、
民
間
銀
行
団
融
資
及
び
民
間
保
証
に
対
し
て
は
日
米
英
伊

の
政
府
機
関
か
ら
の
投
資
保
険
・
貿
易
保
険
を
付
保
し
て
い

る
。

 
②
ま
た
、

19
96

年
9
月

-1
99

8.
年

5
月
に
は
国

内
ガ
ス
不
足
を

理
由
に
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
側
が
現
地
事
業
会
社
へ
の
ガ
ス
供

給
量
を
削
減
し
、
こ
れ
に
よ
り
現
地
事
業
会
社
は
減
産
を
強
い

ら
れ
、
さ
ら
に

19
98

年
5
月
に
は

、
ガ
ス
供
給
を
停
止
さ
れ

た
た
め
、

6
月
下
旬
ま
で
プ
ラ
ン
ト
の
稼
動
停
止
を
余
儀
な
く

さ
れ
た
。

19
98

年
6
月
に
在
バ

ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
日
本
大
使
館
の

支
援
を
受
け
交
渉
を
続
け
、
旧

JB
IC

ダ
ッ
カ
首

席
名
に
て
工

業
次
官
宛
レ
タ
ー
を
手
交
、

19
98

年
7
月
現
地
事

業
会
社
へ
の

ガ
ス
全
量
供
給
が
再
開
さ
れ
た
。
 

   特
記
事
項
：

 
①
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
は
カ
ン
ト
リ
ー
リ
ス
ク
も
高
く
（
日
本
公

社
債

研
究

所
及

び
国

際
金

融
情

報
セ

ン
タ

ー
の

格
付

け
で

も

最
高
に
リ
ス
ク
の
高
い
「

E
」
に

格
付
け
さ
れ
て
い
る
）
。
②
バ

ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
に
と
っ
て
日
本
は
最
大
の
援
助
国
、
そ
の
援
助

機
関
で
あ
る

JI
C

A
が
本
事
業
に
参
加
す
る
こ
と
は
相
手
国
政

府
の

本
事

業
実

施
に

関
連

す
る

重
大

な
政

策
変

更
等

の
リ

ス

ク
の
抑
止
、
軽
減
、
回
避
の
影
響
力
に
大
き
な
意
味
が
あ
り
、

リ
ス
ク
軽
減
を
図
る
こ
と
に
寄
与
し
た
。

 
④
ま
た
、

JI
C

A
出
資
が
な
け
れ
ば
国
内
事
業
者
が
リ
ス
ク
マ
ネ

ー
で

あ
る

日
本

側
出

資
金

を
単

独
で

投
資

す
る

の
は

難
し

い

状
況
に
あ
っ
た
。

 
②
更
に
、
民
間
企
業
の
み
で
は
対
応
が
困
難
な
相
手
国
政
府
と

の
交
渉
に
お
い
て
も

JI
C

A
の
役

割
は
大
き
か
っ
た
。
 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：
 

 
以
上
よ
り
、
計
画
時
お
よ
び
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が

支
援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。
 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
特
に
な
し
。
 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
(1

)現
地
資
源
の
活
用

 
本
事
業
で
は
対
象
国
の
未
利
用
資
源
を
活
用
す
る
こ
と
で
産
業
育
成
を
図
り
、
経
済
発
展
に
寄
与
し
た
も
の
で
あ
る
。
今
後
、
同
様
の
当
該
国
に
あ
る
未
利
用
資
源
活
用
型
の
事
業
へ
の
出
資
を
決

定
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
同
資
源
活
用
の
事

業
の
商
業
性
及
び
当
該
国
の
経
済
発
展
へ
の
貢
献
可
能
性
を
判
断
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
（
本
事
業
に
つ
い
て
は
、
同
国
の
未
利
用
資
源
の
有
効

活
用
が
プ
ラ
ス
に
働
い
た
事
例
。
）

 
 (2

)原
料
の
安
定
供
給
確
保

 
原
料
の
供
給
に
あ
た
っ
て
は
相
手
国
政
府
か
ら
の
確
約
お
よ
び
安
定
供
給
の
確
保
の
た
め
、
政
府
関
係
機
関
と
し
て

JI
C

A
が
相

手
国
政
府
へ
事
前
・
実
行
中
の
対
話
の
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
予
め
確
保

す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
 

 

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
 

特
に
な
し
。
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  参
考
資
料
①
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
金
ス
キ
ー
ム

 

 19
95

年
(事

業
費
確
定

)時
点

 

 

（
単
位

：
百

万
ド
ル

）

5
.5

2
.0

出
資

1
2
5

J
IC
A
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
1
8
.2

3
9
.5

本
邦

中
核

企
業
A
社

・
・
・
・
・
1
0
.6

本
邦

中
核

企
業
B
社

・
・
・
・
・
1
0
.6

総
所

要
資

金
5
9
0

5
.5

融
資

4
6
5

1
8
.9

5
3
.6

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
政

府
（
B
C
IC
）

外
国

企
業

C
社

日
本
側

投
資

会
社

イ
ギ
リ
ス
海

外
援

助
機

関

デ
ン
マ
ー
ク
開

発
途

上
国

工
業
化

基
金

融
資

外
国

企
業

D
社
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 参
考
資
料
②
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
出
資
・
借
入
構
成

 

 20
09

年
時
点

 

   
出
資
　
4
6
.4
%

民
間
株
主

出
資

出
資

出
資
　
各
2
6
.8
%

3
1
.2
8
%

融
資

融
資

資
本

金
：
5
,0
2
3
.9
百

万
円

融
資

出
資

計
2
5
.2
1
%

出
資

4
3
.5
1
%

資
本
金
：
4
,6
0
8
百
万
タ
カ

現
地

事
業

会
社

本
邦

中
核

企
業

B
社

外
国
企

業

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

政
府
（
B
C
IC
）

J
B
IC

日
本

側
投
資

会
社

J
IC
A

本
邦

中
核

企
業

A
社
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

13
）

 
外
部

評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
五

十
里

 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
武

谷
 

由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
評

価
月

9
20

10
年

6
月

 

国
名

：
 

開
発
途
上
国
全
般

 

案
件

名
：

 
国
際
連
合
大
学
私
費
留
学
生
育
英
資
金
貸
与
事
業
（
残
高
あ
り
出
資
案
件
）

 

出
資

承
諾

日
：

  
20

03
年

3
月

 
出

資
承
諾

額
：

 
48

6
百
万
円

 

出
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
20

03
年

 
出

資
実
行

額
：

 
15

1
百
万
円

 

JI
C

A
の

出
資

先
：

 
国
際
連
合
大
学
（
出
資
構
成
：

JI
C

A
）

 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

N
/A

 

 

事
業

目
的

：
 

本
事
業
は
、

国
連
大
学
へ
の

出
資
を
行
い
、

開
発
途
上
国
か

ら
日
本
へ
留
学

す
る
私
費
留
学

生
に
対
し
、
国

連
大
学
に
よ
る

入
学
・
進
学
時

等
に
必
要
な
資

金
の
一

部
貸
付
を
行

う
こ
と
に
よ
り

、
多
額
の
資
金

負
担
を
在
学
期

間
で
標
準
化
す

る
こ
と
で
留
学

初
年
度
の
経
済

負
担
を
軽
減
し

、
日
本
に
お
け

る
学
業
の
遂
行

を
よ
り

容
易
に
す
る
こ
と
を
図
り
、
も
っ
て
、
開
発
途
上
国
の
人
材
育
成
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ
る
。

 
  

項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(1
) 
開
発
政
策
と
の
整
合
性

 
国

際
連

合
大

学
（

国
連

大
学

）
は

、
人

類
の

平
和

と
発

展
と

い
う

国
連

の
目

的
に

学
術

面
で

寄
与

す
る

国
際

的
学

術
機

関
で

あ
り

、

国
連

と
そ

の
加

盟
国

及
び

国
民

が
関

心
を

寄
せ

る
緊

急
か

つ
地

球

規
模

の
問

題
解

決
に

学
術

研
究

と
能

力
育

成
を

も
っ

て
寄

与
す

る

こ
と

を
使

命
と

し
て

い
る

。
国

連
大

学
は

、
開

発
途

上
国

の
能

力

育
成

を
支

援
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
本

事
業

を
実

施
し

て
い

る
。

 

(1
) 
開
発
政
策
と
の
整
合
性

 
評

価
時

点
で

も
、

左
記

に
変

更
は

な
く

、
国

連
大

学
は

地
球

規
模

の
問

題
解

決
に

学
術

研
究

と
能

力
育

成
を

も
っ

て
寄

与
す

る
こ

と

を
使
命
と
し
て
い
る
。

 

 

 左
記

の
と

お
り

、
本

事
業

の
目

的
は

国
連

大
学

の
使

命
と
整
合
性
が
あ
る
。

 

妥
当
性
：

 

(2
) 
開
発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
20

01
年

5
月
時

点
の
私
費
留
学
生
は
約

68
,0

00
人
で
あ
り
、
留
学

生
全
体
の
約

87
%
を
占
め
る
。
私
費
留
学
生
は
、

19
98

年
以
降

急

増
し
て
お
り
、

20
01

年
ま
で
の

3
年
間
で
、
約

65
%
の
伸
び
を
示

し
て
い
る
。

 
日

本
政

府
は

、
学

習
奨

励
費

の
給

付
等

に
よ

り
私

費
留

学
生

に
対

(2
) 
開
発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
20

09
年
現
在
で
、
留
学
生
数
は

13
2,

72
0
人
で
あ
り
、

20
06

年
に

は
減
少
が
あ
っ
た
も
の
の
、
留
学
生
数
は
増
加
傾
向
に
あ
る
。

20
09

年
に
は
留
学
生
数
は
、
前
年
比

7.
2%

増
加
し
て
い
る
。
私
費
留
学

生
も

11
9,

31
7
人

と
、
留
学
生
の
大
部
分
を
占
め
、
同
様
に
増
加
傾

向
に
あ
る

1 。
 

 左
記

の
と

お
り

、
私

費
留

学
生

を
は

じ
め

と
す

る
留

学
生

人
数

は
増

加
傾

向
に

あ
り

、
か

つ
給

付
型

奨
学

金
は

利
用

者
が

限
定

さ
れ

る
た

め
、

貸
与

型
の

ス
キ

ー
ム

で
あ

る
本

事
業

に
対

す
る

潜
在

的
ニ

ー
ズ

は
引

き
続
き
存
在
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
1 出

所
：
独
立
法
人
 
日
本
学
生
支
援
機
構
 
平
成

21
年
度
外
国

人
留
学
生
在
籍
状
況
調
査
結
果
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項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

し
て

一
定

の
支

援
を

行
っ

て
き

て
い

る
が

、
既

存
の

私
費

留
学

生

支
援

は
若

干
の

拡
充

傾
向

を
示

す
に

留
ま

り
、

急
増

す
る

私
費

留

学
生

数
に

追
い

つ
い

て
い

な
い

上
、

日
本

へ
の

留
学

の
障

害
と

な

っ
て

い
る

初
期

費
用

等
の

問
題

に
つ

い
て

も
、

必
ず

し
も

十
分

に

は
対
応

さ
れ
て
い
な
い
。

 

 

給
付

型
奨

学
金

で
は

選
考

基
準

や
方

法
が

明
確

で
あ

る
必

要
性

か

ら
、

成
績

が
選

考
基

準
と

さ
れ

、
受

給
で

き
る

学
生

数
が

限
ら

れ

る
。

成
績

が
中

位
以

下
の

留
学

生
へ

の
支

援
が

行
き

届
い

て
い

な

い
た

め
、

貸
与

型
奨

学
金

の
制

度
は

大
学

側
に

と
っ

て
も

学
生

に

と
っ
て
も
経
済
的
支
援
の
１
つ
の
選
択
肢
と
な
り

得
る
。

 

 

(3
) 
日
本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
日
本
政

府
は
、

21
世
紀
初
頭
ま
で
に

10
万
人
の
留
学
生
受
入
を

目
指
す
「
留
学
生
受
入

10
万
人
計
画
」
を

19
83

年
に
策
定
し
、

以
降

渡
日

前
・

留
学

中
・

離
日

後
ま

で
を

含
む

体
系

的
に

留
学

生

受
入
政
策
を
実
施
し
て
き
た
。
同
計
画
を
踏

ま
え
、
日
本
政
府
は
、

21
世
紀
の
留
学
生
政
策
基
本
方
針
（

19
99

年
度
策
定
）
の
中
で
、

日
本
へ
の
留
学
生
の
約

9
割
が
ア
ジ
ア
諸
国
で
あ
り
、
経
済
的
に

余
裕

の
な

い
も

の
が

多
い

と
の

認
識

の
下

、
今

後
、

私
費

留
学

生

に
対

す
る

学
習

奨
励

費
や

地
方

公
共

団
体

等
に

よ
る

奨
学

金
の

支

給
、

留
学

生
宿

舎
の

整
備

な
ど

を
通

じ
、

留
学

生
の

支
援

を
進

め

て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
し
て
い
る
。

 
「
政
府
開
発
援
助
大
綱
」
で
は
、「

国
造
り
の
基
本
と
な
る
人
造
り

分
野
で
の
支
援
を
重
視
す
る
」
旨
が
謳
わ
れ
て
お
り
、「

政
府
開
発

援
助
に
関
す
る
中
期
政
策
」
に
お
い
て
も
、「

近
年
の
留
学
生
の
ニ

ー
ズ

の
多

様
化

に
対

応
す

る
た

め
、

留
学

生
に

対
す

る
大

学
教

育

の
質

的
充

実
、

留
学

制
度

の
充

実
改

善
や

留
学

生
へ

の
支

援
の

充

実
を

重
視

す
る

」
と

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

本
事

業
は

日
本

の

経
済
協
力
政
策
と
整
合
的
で
あ
り
、
妥
当
性
を
有
し
て
い
た
。

 

 

 
 貸

与
事

業
に

よ
り

留
学

生
が

初
期

費
用

を
平

準
化

で

き
る

よ
う

に
な

る
こ

と
は

、
留

学
生

が
安

心
し

て
勉

学
に

専
念

で
き

る
環

境
を

整
備

す
る

こ
と

に
つ

な
が

る
た
め
、
本
事
業
は
「
留
学
生

30
万
人
計
画
」
と
も

整
合
的
で
あ
り
、
ま
た

20
09

年
か

ら
は
本
事
業
も
同

計
画

の
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

と
し

て
み

な
さ

れ
て

い

る
。

 
ま

た
、

本
事

業
は

留
学

生
受

入
を

促
進

す
る

も
の

で

あ
る
た
め
、

20
03

年
制
定
の
「
政

府
開
発
援
助
大
綱
」

及
び

20
05

年
制

定
の
「
政
府
開
発
援
助
に
関
す
る
中

期
政

策
」

の
人

づ
く

り
支

援
の

方
向

性
と

も
一

致
し

て
い
る
。

 

(4
) 
投
融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
事
業
計

画
当
時
、
本
事
業
は
、
以
下
の
通
り

JI
C

A
の

出
融
資
条
件

を
概
ね
満
た
し
て
い
る
。

 
①
事
業
出
資
者

 
1)
日
本
側
企
業

2
社
以
上
の
出
資
：
該
当
せ
ず

 
2)
日
本
側
以
外

1
社
以
上
の
出
資
：
該
当
せ
ず

 
3)
中
核
企
業
の
存
在
：
該
当
せ
ず

 
②
出
資

方
法

 
1)
日
本
側
投
資
会
社
経
由
の
間
接
方
式
：
該
当
せ
ず

 
2)

JI
C

A
出
資
比

率
は
日
本
側
投
資
会
社
の

50
%
以
下
：
該
当
せ
ず

3)
JI

C
A
出
資
比

率
は
現
地
会
社
出
資
総
額
の

25
%
以
下
：
該
当
せ

ず
 

(4
) 
投
融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
評
価
時
点
に
お
い
て
、
本
事
業
は
、
本
案
件
は
以
下
の
通
り

JI
C

A
の
出
融
資
条
件
を
概
ね
満
た
し
て
い
る
。

 
①
事
業
出
資
者
（
参
考
資
料
①
参
照
）

 
1)
日
本
側
企
業

2
社
以
上
の
出
資
：
該
当
せ
ず

 
2)
日
本
側
以
外

1
社
以
上
の
出
資
：
該
当
せ
ず

 
3)
中
核
企
業
の
存
在
：
該
当
せ
ず

 
②
出
資
方
法
（
参
考
資
料
①
参
照
）

 
1)

 日
本
側
投
資
会
社
経
由
の
間
接
方
式
：
該
当
せ
ず

 
2)

JI
C

A
出
資
比

率
は
日
本
側
投
資
会
社
の

50
%
以
下
：
該
当
せ
ず

3)
JI

C
A
出
資
比

率
は
現
地
会
社
出
資
総
額
の

25
%
以
下
：
該
当
せ

ず
 

 本
事

業
は

、
計

画
時

及
び

実
績

時
に

お
い

て
、

海
外

投
融

資
に

よ
る

出
資

の
基

準
を

満
た

し
て

お
り

、
海

外
投

融
資

に
よ

る
出

資
は

妥
当

で
あ

っ
た

と
考

え
ら

れ
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

4)
JI

C
A
出
資
額

は
50

億
円
以
下

：
該
当

 
③
相
手
国
政
府
の
要
請

 
1)
相
手
国
政
府
の
要
請
ま
た
は
歓
迎
の
意
志
表
示
：
該
当
せ
ず

 
④
事
業
内
容

 
1)
当

該
事

業
実

施
が

相
手

国
の

産
業

開
発

に
寄

与
し

、
そ

の
経

済

発
展
に
貢
献
：
該
当

 
2)
日

本
と

相
手

国
と

の
関

係
緊

密
化

に
と

っ
て

重
要

で
、

経
済

交

流
促

進
に

貢
献

し
、

ま
た

は
国

際
協

調
に

よ
る

国
際

交
流

の
促

進

に
寄
与
：
該
当

 
3)
出
資
対
象
外
事
業
（
国
際
紛
争
に
関
係
、
環
境
対
策
が
不
適
切
、

日
本

の
輸

出
振

興
が

目
的

と
の

国
際

的
批

判
を

受
け

る
可

能
性

が

あ
る
も
の
）
：
該
当
せ
ず

 
⑤
事
業
達
成
の
見
込
み
：
該
当

 
本
事
業
は
、

JI
C

A
か
ら
国
連
大

学
の
信
託
基
金
へ
出
資
、
国
連
大

学
か

ら
協

力
大

学
へ

貸
付

、
協

力
大

学
か

ら
学

生
へ

貸
付

、
と

い

う
3
ス
テ
ッ
プ
の
ス
キ
ー
ム
で
あ
り
、
国
連
大
学
は
、
借
入
を
行

う
こ

と
が

で
き

な
い

た
め

、
円

借
款

よ
り

も
出

資
が

妥
当

で
あ

っ

た
。

 
（
注
）
本
項
目
で
は
、

19
90

年
に
作
成
さ
れ
た
中
小
型
出
融
資
の

基
準

を
用

い
て

評
価

し
て

い
る

が
、

本
事

業
は

フ
ァ

ン
ド

事
業

で

あ
る
た
め
上
記
基
準
は
参
考
と
し
て
扱
わ
れ
る
。

 

 

4)
JI

C
A
出
資
額

は
50

億
円
以
下

：
該
当

 
③
相
手
国
政
府
の
要
請

 
1)
相
手
国
政
府
の
要
請
ま
た
は
歓
迎
の
意
志
表
示
：
該
当
せ
ず

 
④
事
業
内
容

 
1)
当

該
事

業
実

施
が

相
手

国
の

産
業

開
発

に
寄

与
し

、
そ

の
経

済

発
展
に
貢
献
：
該
当

 
2)
日

本
と

相
手

国
と

の
関

係
緊

密
化

に
と

っ
て

重
要

で
、

経
済

交

流
促

進
に

貢
献

し
、

ま
た

は
国

際
協

調
に

よ
る

国
際

交
流

の
促

進

に
寄
与
：
該
当

 
3)
出
資
対
象
外
事
業
（
国
際
紛
争
に
関
係
、
環
境
対
策
が
不
適
切
、

日
本

の
輸

出
振

興
が

目
的

と
の

国
際

的
批

判
を

受
け

る
可

能
性

が

あ
る
も
の
）
：
該
当
せ
ず

 
⑤
事
業
達
成
の
見
込
み
：
該
当

 

 
以

上
よ

り
、

本
事

業
の

実
施

は
、

国
連

大
学

の
開

発

政
策

、
開

発
ニ

ー
ズ

、
日

本
の

政
策

と
合

致
し

て
お

り
、

投
融

資
ス

キ
ー

ム
の

活
用

の
意

義
も

十
分

認
め

ら
れ
る
た
め
、
妥
当
性
は
高
い
。

 

効
率
性
：

 
(1

)ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

 
本

事
業

に
参

加
す

る
協

力
大

学
は

、
留

学
生

に
対

し
て

資
金

の
貸

与
を

行
う

。
20

05
年

10
月

ま
で

に
育

英
資

金
貸

与
を

留
学

生

1,
50

0
人
に
対
し
て
行
う
。
貸
付
上
限
額
は

40
万
円

で
あ
る
た
め
、

最
大
で

60
0
百

万
円
の
貸
付
を
行
う
。

 
20

03
年
時
点
で
協
力
大
学
と
な
る
こ
と
を
希
望
し
て
い
る
大
学
７

校
で
約

1,
00

0
人
の
貸
付
対
象
学
生
が
確
保
さ
れ
る
見
込
み
。
残

り
50

0
人
に
つ
い
て
も
、
す
で
に
参
加
を
前
向
き
に
検
討
し
て
い

る
大
学
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
今
後
確
保
さ
れ

る
と
見
込
ま
れ
る
。

  

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
20

10
年

3
月
時
点
ま
で
で
、
国
内
の
大
学
・
短
期
大
学

41
校
が

協
力
大
学
と
し
て
本
事
業
に
参
加
し
て
お
り
、
累
計
約

25
2
百
万

円
が

貸
与

さ
れ

て
い

る
。

貸
付

累
計

額
は

、
当

初
想

定
さ

れ
た

貸

付
最
大
額
の

42
%
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

 
協
力
大
学

41
校

を
通
じ
て
、

20
10

年
3
月
ま
で

に
1,

03
8
人
の
留

学
生
が
利
用
し
て
お
り
、
利
用
留
学
生
数
は
当
初
想
定
の

69
％
に

と
ど
ま
っ
て
い
る
。

 

  

 貸
付

金
額

は
当

初
想

定
し

て
い

た
貸

付
最

大
額

を
大

幅
に

下
回

っ
て

お
り

、
当

初
想

定
さ

れ
た

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト
は
達
成
さ
れ
て
い
な
い
。

 

 本
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
知

名
度

が
低

く
申

し
込

み
が

増
加

し
な

か
っ

た
こ

と
も

理
由

と
考

え
ら

れ
る

が
、

給
付

型
と

比
較

し
て

貸
与

型
ス

キ
ー

ム
に

関
心

が
薄

い
協

力
大
学
が
多
か
っ
た
こ
と
も
理
由
の

1
つ
で
あ

る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

①
事
業

費
：

2,
05

2
百
万
円

 
信
託
基
金
は
、

JI
C

A
出
資
金
勘
定

と
政
府
拠

出
金
勘
定
の

2
つ
の

サ
ブ

・
ア

カ
ウ

ン
ト

か
ら

構
成

さ
れ

る
。

協
力

大
学

と
の

間
の

貸

付
・
返
済
は

JI
C

A
出
資
金
勘
定

か
ら
の
み
行

わ
れ
、
信
託
基
金
の

運
営
経
費
は
政
府
拠
出
金
勘
定
か
ら
の
み
支
出
さ
れ
る
。

 
総
事
業
費
規
模
は

2,
05

2
百
万
円
で
あ
り
、
う
ち

JI
C

A
出
資
金
が

48
6
百
万
円
、
政
府
拠
出
金
が

1,
56

6
百
万
円
で
あ
る
。

 

 JI
C

A
出
資
金
勘

定
：

48
6
百
万
円

 
JI

C
A

出
資
金
勘

定
に
関
す
る

JI
C

A
の
出
資
比
率
は

10
0%

で
あ

る
。

JI
C

A
出
資

金
勘
定
に
貸
倒
損
失
が
発
生

し
た
場
合
に
は
、
補

て
ん
費

用
が
日
本
政
府
か
ら
別
途
拠
出
さ
れ
る
。

 

 政
府
拠

出
金
勘
定
：

1,
56

6
百
万
円

 
信

託
基

金
の

存
続

期
間

中
は

、
政

府
か

ら
毎

年
度

拠
出

が
な

さ
れ

る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、

20
01

年
度
に
は

25
4
百
万
円
が
、

20
02

年
度
に
は

12
9
百
万
円
が
拠
出
さ
れ
た
。

 

 

①
事
業
費
：

1,
21

5
百
万
円

 
JI

C
A
出
資
金
勘

定
：

15
1
百
万
円

 
20

10
年

2
月
末

時
点
で
、

JI
C

A
に
よ
る
出
資
総
額

は
、

15
1
百
万

円
で
あ
り
、
当
初
想
定
し
て
い
た

48
6
百
万
円
の

31
%
程
度
で
あ

る
。
こ
れ
は
、
利
用
人
数
は
当
初
想
定
し
て
い
た

1,
50

0
人
に
比

べ
、

1,
03

7
人
と
少
な
い
こ
と
が
原
因
の
１
つ
で
あ
る
。
ま
た
、
当

初
3
年
間
の
実
施
を
予
定
し
て
い
た
期
間
が

9
年
間
ま
で
延
長
さ

れ
、
か
つ

20
08

年
7
月
に
出
資

金
が
リ
ボ
ル
ビ
ン
グ
フ
ァ
ン
ド
化

さ
れ

、
協

力
大

学
か

ら
の

返
済

が
再

度
協

力
大

学
へ

の
貸

付
に

ま

わ
さ

れ
る

こ
と

に
な

っ
た

た
め

、
追

加
出

資
が

不
要

と
な

っ
た

こ

と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

 

 政
府
拠
出
金
勘
定
：

1,
06

4
百
万
円

 
政
府
に
よ
る
本
事
業
へ
の
予
算
配
分
実
績
は
、
以
下
の
と
お
り
。

 
予
算
配
分
額

 

20
01

年
 

25
4
百
万
円

20
02

年
 

12
9
百
万
円

20
03

年
 

68
百
万
円

20
04

年
 

16
1
百
万
円

20
05

年
 

10
8
百
万
円

20
06

年
 

57
百
万
円

20
07

年
 

65
百
万
円

20
08

年
 

86
百
万
円

20
09

年
 

78
百
万
円

20
10

年
 

58
百
万
円

合
計

 
1,

06
4
百
万
円

 政
府

出
資

金
勘

定
は

、
国

連
大

学
留

学
生

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

運

営
及

び
協

力
大

学
へ

の
事

務
委

託
手

数
料

な
ど

に
使

わ
れ

る
も

の

で
あ
る
。

20
10

年
度
ま
で
の
拠
出
金
合
計
は
、
当
初
計
画
の

70
%

と
な

っ
て

い
る

。
当

初
想

定
よ

り
も

下
回

っ
て

い
る

の
は

、
学

生

へ
の

貸
付

が
当

初
想

定
よ

り
も

小
さ

か
っ

た
こ

と
、

委
託

手
数

料

の
見

直
し

が
あ

っ
た

こ
と

、
コ

ス
ト

削
減

が
行

わ
れ

た
こ

と
に

よ

る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 

①
事
業
費

 
計
画
比
：

31
％

 
JI

C
A
出
資
に
よ
る
事
業
費
は
当
初
計
画

31
%
程
度
で

あ
る

が
、

上
記

の
と

お
り

貸
付

金
累

計
額

は
当

初
想

定
し
て
い
た
貸
付
最
大
額
の

42
%
で
あ
り
、
効
率
的

に
出
資
金
が
運
用
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

②
期
間

 
20

03
年

4
月
（

第
一
回
出
資
実
行
）

 
～

20
06

年
3
月

（
出
資
契
約
終
了
）
（

36
ケ
月
）

 
・
 

20
03

年
4
月
 

第
一
回
出
資
実
行
予
定

 
・
 

20
05

年
10

月
 最

終
出
資
実
行
予
定

 
・
 

20
06

年
3
月
 

出
資
契
約
終
了

 
・
 

20
09

年
1
月

  
協
力
大
学
か
ら
の
返
済
完
了

 
・
 
返
済
完
了
以
降
に
、
信
託
基
金
を
解
散

 

②
期
間

 
20

03
年

4
月
（

第
一
回
出
資
実
行
）

 
～

20
12

年
3
月

（
出
資
実
行
期
限
）
（

10
8
カ

月
）

 
・
 

20
03

年
4
月
 

第
一
回
出
資
実
行

 
・
 

20
06

年
3
月
 

出
資
実
行
期
限

2
年
間
の
延

長
 

お
よ
び
各
種
ス
キ
ー
ム
の
変
更

 
・
 

20
08

年
3
月
 

出
資
実
行
期
限
の

2
年
間
の
延

長
 

・
 

20
10

年
3
月
 

出
資
実
行
期
限
の

2
年
間
の

延
長

 
・
 

20
12

年
3
月
 

出
資
実
行
期
限

 
・
 
返
済
が
完
了
し
た
の
ち
、
信
託
基
金
が
解
散
さ
れ
る
が
、

20
10

年
6
月
現
在
解
散
時
期
は
不
明
。

 

 

②
期
間

 
当

初
3

年
と

想
定

さ
れ

て
い

た
パ

イ
ロ

ッ
ト

期
間

は
、
合
計

9
年
（
計
画
比

30
0.

0%
）
と
大
幅
に
増
加

し
た
。

 

 

 
以

上
よ

り
、

本
フ

ァ
ン

ド
の

事
業

費
は

計
画

内
に

収

ま
っ

た
も

の
の

、
計

画
さ

れ
た

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

が
出

て
お

ら
ず

、
か

つ
事

業
期

間
が

大
幅

に
計

画
を

上
回

っ
た
た
め
、
効
率
性
は
低
い
。

 

(1
)個

別
企
業
の
投
資
実
績

 
案

件
審

査
資

料
か

ら
は

投
資

先
企

業
の

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
に

つ
い

て
具

体
的

な
数

値
で

の
想

定
に

つ
い

て
の

明
示

的
な

記
述

は
見

当

た
ら

な
い

が
、

協
力

大
学

が
留

学
生

個
人

へ
課

す
手

数
料

は
、

貸

付
金
額

の
2%

を
超
え
な
い
水
準
で
、
各
協
力
大
学
の
裁
量
に
よ
る

決
定
さ
れ
る
と
し
て
い
る
。

 

  

(1
)個

別
企
業
の
投
資
実
績

 
協
力
大
学
の
裁
量
に
よ
り
、
留
学
生
か
ら
貸
付
金
額
の

2%
を
超
え

な
い

水
準

で
手

数
料

を
徴

収
で

き
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
た

が
、

実

際
に

は
留

学
生

個
人

か
ら

手
数

料
を

課
し

た
協

力
大

学
は

な
く

、

協
力

大
学

に
収

益
は

発
生

し
て

い
な

い
。

貸
倒

が
一

部
発

生
し

て

お
り

、
損

失
が

発
生

し
た

も
の

と
思

わ
れ

る
が

、
大

学
で

の
損

失

額
は
不
明
。

 

  

 協
力

大
学

は
、

収
益

を
あ

げ
て

い
な

い
が

、
当

初
か

ら
留

学
生

か
ら

の
手

数
料

で
収

益
を

あ
げ

る
こ

と
を

想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

 

 

有
効
性
：

 

(2
)フ

ァ
ン
ド
の
収
益
性
 

国
連
大
学
は
、
協
力
大
学
か
ら
貸
付
金
額
の

2%
相
当
（
返
済
期
間

を
4
年
と
し
て

年
利
換
算

1%
程
度
）
を
、
貸
付
時
に
受
け
取
る
。

他
事

例
で

の
学

校
法

人
向

け
融

資
に

か
か

わ
る

総
貸

付
残

高
に

占

め
る
リ

ス
ク
管
理
債
権
比
率
は
約

1.
81

%
（

20
01

年
度
）
で
あ
り
、

本
事

業
に

お
け

る
大

学
の

貸
倒

率
は

最
大

で
も

同
数

値
程

度
に

収

ま
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 
本

事
業

に
お

け
る

貸
倒

損
失

は
、

上
記

の
と

お
り

最
大

で
も

貸
付

残
高

の
1.

81
%
に

収
ま

る
と

見
込

ま
れ

、
協

力
大

学
か

ら
の

手
数

料
収
入
で
カ
バ
ー
す
る
こ
と
が
可
能
。

 
仮
に
、
実
際
の
貸
倒
損
失
が
手
数
料
収
入
を
上
回
っ
た
場
合
で
も
、

手
数

料
収

入
を

上
回

る
部

分
に

つ
い

て
は

、
日

本
政

府
が

必
要

な

予
算

措
置

を
講

じ
、

政
府

拠
出

金
勘

定
か

ら
の

資
金

の
振

り
替

え

(2
)フ

ァ
ン
ド
の
収
益
性
 

当
初
想
定
ど
お
り
で
あ
り
、
協
力
大
学
は
、
借
入
金
額
の

2%
相
当

額
を
借
入
時
に
国
連
大
学
に
支
払
っ
て
い
る
。

 
信
託
基
金
か
ら
は
、

20
10

年
3
月
ま
で
に

41
大
学
に
対
し
て
累

計
25

2.
1
百
万
円
の
貸
出
を
行
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
ま
で
の
と
こ

ろ
返

済
不

能
と

な
っ

た
債

権
、

も
し

く
は

返
済

が
危

ぶ
ま

れ
て

い

る
債
権
は
な
い
。

 
信
託
基
金
は
、
貸
付
額
の

2%
（

4
年
間
で
返
済
す

る
と
し
て
年
間

1%
程
度
の
利
率
）
の
手
数
料
を
収
益
と
し
て
得
て

お
り
、
こ
れ
ま

で
の
収
益
合
計
は

5.
1
百
万
円
で
あ
る
。
収
益
と

JI
C

A
出
資

金

15
1.

4
百
万
円
を
あ
わ
せ
、

20
10

年
3
月
時
点
の

JI
C

A
出
資
金
勘

定
の
残
高
は

15
6.

5
百
万
円
で
あ
る
。
な
お
、

20
10

年
3
月
時
点

で
、
貸
付
残
高
が

75
.7
百
万
円
、
現
金
で
の
持
分
が

80
.8
百
万
円

 国
連

大
学

が
管

理
す

る
JI

C
A

信
託

基
金

の
資

金
は

毀
損

し
て

お
ら

ず
、

ま
た

返
済

が
危

ぶ
ま

れ
て

い
る

協
力

大
学

向
け

債
権

も
な

い
こ

と
か

ら
、

当
初

想
定

さ
れ

て
い

た
と

お
り

投
下

資
金

は
回

収
で

き
る

見
込

み
で
あ
る
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

が
行
わ

れ
る
た
め
、
投
下
出
資
金
は
回
収
で

き
る
見
込
み
で
あ
る
。

と
な
っ
て
い
る
。

 

 
以

上
よ

り
、

フ
ァ

ン
ド

の
実

績
に

問
題

は
な

く
、

本

フ
ァ
ン
ド
は
有
効
に
活
用
さ
れ
て
い
る
。

 

イ
ン
パ
ク
ト

 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）

 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

）
 

本
事
業
で
期
待
さ
れ
て
い
た
イ
ン
パ
ク
ト
は
以
下
の
と
お
り
。

 
①

入
学

・
進

学
時

等
に

必
要

な
資

金
の

一
部

貸
付

を
通

じ
て

、
多

額
の

資
金

負
担

を
在

学
期

間
で

平
準

化
す

る
こ

と
に

よ
る

留
学

生

の
経
済
的
負
担
軽
減
へ
の
貢
献
。

 
②

経
済

的
事

由
に

よ
る

私
費

留
学

生
の

ド
ロ

ッ
プ

ア
ウ

ト
率

（
退

学
率
）
の
低
下
。

 
③
パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業
と
し
て
の
情
報
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄
積

 

               (2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
確
認
で
き
る
資
料
か
ら
は
、
問
題
は
特
に
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）

 
①
留
学
生
の
経
済
的
負
担
軽
減

 
20

07
年
に
行
わ
れ
た
本
事
業
を
利
用
し
た
留
学
生
を
対
象
と
し
た

ア
ン

ケ
ー

ト
で

は
、

良
か

っ
た

点
と

し
て

「
勉

強
に

集
中

す
る

こ

と
が

で
き

た
」
（

32
.1

%
）
、
「

無
理
な

ア
ル

バ
イ

ト
を

せ
ず

に
す

ん

だ
」
（

27
.1

%
）
、
「
生
活

に
余

裕
が
で
き

た
」
（

20
.7

%
）
と

い
う
回

答
が

あ
げ

ら
れ

て
お

り
、

留
学

生
の

経
済

的
負

担
軽

減
へ

の
貢

献

が
あ
っ
た
こ
と
が
わ
か
る
。

 
あ

る
協

力
大

学
か

ら
提

供
さ

れ
た

資
料

で
は

、
本

事
業

利
用

学
生

の
成
績
平
均
値
は

3.
6
と
、
日
本
人
学
生
（

3.
1）

お
よ
び
私
費
留

学
生
全
般
（

3.
5）

を
上
回
る
傾
向
が
見
ら
れ
る

2 。
 

②
留
学
生
の
ド
ロ
ッ
プ
ア
ウ
ト
率
低
下

 
20

07
年
時
点
で
、
本
事
業
を
利
用
し
た
留
学
生
の
う
ち
、
退
学
・

除
籍

者
数

は
、

0.
6%

で
あ

る
。

総
務

省
調

査
で

は
、

留
学

生
の

退

学
・
除
籍
者
率
は

6.
0%

で
あ
り
、
本
事
業
利
用
留
学
生
の
退
学
者

は
非
常
に
低
い
。

 
③
情
報
ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄
積

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

事
業

と
し

て
の

情
報

・
ノ

ウ
ハ

ウ
の

蓄
積

も
、

20
10

年
3
月
ま
で
で

1,
03

8
名
の
私
費
留
学
生
に
対
し
て
の
資
金
貸
与

を
通

じ
て

、
進

め
ら

れ
て

い
る

。
当

初
想

定
よ

り
も

利
用

人
数

は

少
な

い
も

の
の

、
グ

ッ
ド

プ
ラ

ク
テ

ィ
ス

が
抽

出
さ

れ
る

な
ど

、

情
報
は
蓄
積
さ
れ
つ
つ
あ
る
。

 

 (2
)そ

の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
長

期
的

に
発

現
す

る
で

あ
ろ

う
イ

ン
パ

ク
ト

に
つ

い
て

は
、

本
事

業
が

依
然

パ
イ

ロ
ッ

ト
実

施
段

階
に

あ
り

、
か

つ
利

用
者

の
追

跡

調
査
も
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
確
認
が
困
難
で
あ
る
。

 

 左
記

の
と

お
り

、
本

事
業

で
期

待
さ

れ
て

い
た

、
①

留
学

生
の

経
済

的
負

担
軽

減
へ

の
貢

献
、

②
私

費
留

学
生

の
ド

ロ
ッ

プ
ア

ウ
ト

率
軽

減
、

③
情

報
・

ノ
ウ

ハ
ウ

の
蓄

積
に

つ
い

て
は

、
達

成
さ

れ
つ

つ
あ

る
も

の
と
思
わ
れ
る
。

 

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
2  出

所
：

20
07

年
 
国
際
連
合
大
学
私
費
留
学
生

育
成
資
金
貸
与
事
業
に
係
る
委
託
調
査
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項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

(1
)投

資
先
企
業

 
①
投
資

先
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
状
況

 
国
連
大

学
は
、
毎
年

6
月
に
協
力
大
学
か
ら

前
年
度
の
財
務
諸
表

を
入

手
し

、
既

存
の

協
力

大
学

の
財

務
状

況
を

定
期

的
に

モ
ニ

タ

リ
ン
グ
す
る
。

 
国

連
大

学
は

、
各

大
学

で
の

延
滞

状
況

な
ど

を
毎

月
取

り
ま

と
め

て
お

り
、

延
滞

が
大

き
く

な
っ

た
場

合
、

個
別

に
協

力
大

学
と

協

議
し
、
対
応
方
法
を
検
討
す
る
。

 

 

(1
)投

資
先
企
業

 
①
投
資
先
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
状
況

 
当
初
計
画
さ
れ
て
い
た
と
お
り
、
国
連
大
学
は
、
毎
年

6
月
に
協

力
大

学
か

ら
前

年
度

の
財

務
諸

表
を

入
手

し
、

既
存

の
協

力
大

学

の
財
務
状
況
を
定
期
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し
て
い
る
。

 
国

連
大

学
は

、
各

大
学

で
の

延
滞

状
況

な
ど

を
毎

月
取

り
ま

と
め

て
お

り
、

延
滞

が
大

き
く

な
っ

た
場

合
、

個
別

に
協

力
大

学
と

協

議
し
、
対
応
方
法
を
検
討
し
て
い
る
。

 

 投
資

先
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

実
施

状
況

は
、

評
価

時
点

で
も
ほ
ぼ
当
初
計
画
ど
お
り
で
あ
り
、
問
題
な
い
。

 

 

持
続
性
：

 

 

(2
)実

施
機
関

 
①
運
営
の
体
制

 
本

事
業

で
は

、
国

連
大

学
が

フ
ァ

ン
ド

マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

と
し

て
協

力
大

学
と

の
貸

付
契

約
の

締
結

、
貸

付
金

の
回

収
等

、
信

託
基

金

の
運
営
に
責
任
を
負
う
。

 
本

事
業

の
実

施
に

あ
た

り
、

国
連

大
学

内
に

信
託

基
金

の
日

常
の

運
営

を
担

う
特

別
ユ

ニ
ッ

ト
（

留
学

生
支

援
局

）
お

よ
び

重
要

事

項
に

つ
き

審
議

し
、

国
連

大
学

学
長

に
報

告
、

助
言

を
行

う
諮

問

委
員
会
が
設
け
ら
れ
る
。

 
留

学
生

支
援

局
は

、
局

長
の

ほ
か

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

担
当

官
、

財
務

担
当
官
、
資
金
管
理
担
当
官
を
各

1
名
、
財
務
担
当
事
務
員

1
名

の
計

5
名
を
主
要
ス
タ
ッ
フ
と
す
る
。
ア
シ

ス
タ
ン
ト
と
し
て
嘱

託
職
員
を

4
名
採
用
し
、
広
報
、
募
集
、
審
査
、
債
権
管
理
等
の

業
務

を
行

う
。

留
学

生
支

援
局

の
人

員
体

制
に

つ
い

て
は

、
事

業

実
施

状
況

を
踏

ま
え

、
必

要
に

応
じ

て
見

直
し

を
検

討
す

る
こ

と

に
し
て
い
る
。

 
本

事
業

実
施

に
あ

た
っ

て
は

、
各

協
力

大
学

が
借

入
需

要
の

積
み

あ
げ

を
行

い
、

国
連

大
学

か
ら

の
借

入
を

も
と

に
学

生
に

貸
付

を

行
う

。
ま

た
、

協
力

大
学

は
留

学
生

の
債

務
返

済
状

況
モ

ニ
タ

リ

ン
グ
及
び
生
活
支
援
を
実
施
す
る
。

 

 

(2
)実

施
機
関

 
①
運
営
の
体
制

 
本

事
業

で
は

、
引

き
続

き
国

連
大

学
が

フ
ァ

ン
ド

マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

と
し

て
、

信
託

基
金

の
運

営
を

行
っ

て
い

る
。

国
連

大
学

で
は

、

留
学

生
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

3
が

本
事

業
の

日
常

運
営

を
行

っ
て

い

る
。

留
学

生
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
は

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

担
当

官
、

財

務
担
当
官
、
資
金
管
理
担
当
官
各

1
名
と
、
事
務
官
（
プ
ロ
グ
ラ

ム
ア
ソ
シ
エ
イ
ト
）

2
名
が
在
籍
し
て
い
る
ほ
か
、

IT
専
門
ス
タ

ッ
フ

（
ジ

ュ
ニ

ア
・

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

・
エ

ン
ジ

ニ
ア

）
1

名
が

本

事
業
に
関
す
る

IT
シ
ス
テ
ム
で
あ
る

FA
PS

の
運

営
・
維
持
管
理

を
担
当
し
て
い
る
。

 
ま
た
、
当
初
計
画
さ
れ
て
い
た
と
お
り
、
協
力
大
学

41
校
が
学

生

へ
の
貸
付
、
債
務
状
況
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

 ①
運
営
の
体
制

 
実

施
機

関
の

運
営

体
制

に
つ

い
て

は
、

評
価

時
点

で

も
ほ

ぼ
当

初
計

画
ど

お
り

と
な

っ
て

お
り

、
問

題
な

い
。

 

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
3  当

初
、
運
営
の
担
当
部
門
は
留
学
生
支
援
局
と
い
う
名
称
に
さ
れ
る
予
定
だ
っ
た
が
、
最
終
的
に
留
学
生
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
さ
れ
た
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

②
技
術

面
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
諮
問
委

員
会
が
、
国
連
大
学
学
長
に
対
す
る

私
的
諮
問
機
関
と
し
、

国
連

大
学

留
学

生
支

援
局

が
事

務
局

を
務

め
る

。
同

委
員

会
は

、

国
連

大
学

学
長
の

委
嘱

に
基

づ
き

、
JI

C
A
、

外
務

省
、

国
連

大
学

か
ら

参
加

す
る

委
員

に
よ

り
構

成
さ

れ
、

協
力

大
学

選
定

時
の

事

業
実

施
に

係
る

重
要

事
項

に
つ

き
、

定
期

的
に

審
議

し
、

そ
の

結

果
を
基
に
国
連
大
学
学
長
に
報
告
・
助
言
を
行
う
。

 

 

②
技
術
面
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
諮
問
会
議
は
、

4
ヶ
月
に

1
回
程

度
不
定
期
に
開
催
さ
れ
て
お
り
、

事
業

の
進

捗
報

告
、

新
規

協
力

大
学

の
参

加
是

非
の

議
論

が
行

わ

れ
て

い
る

。
諮
問

委
員

会
に

は
、

外
務

省
、

JI
C

A
、

国
連

大
学

の

プ
ロ

グ
ラ

ム
担

当
官

お
よ

び
学

長
室

長
が

メ
ン

バ
ー

と
し

て
参

加

し
て
い
る
。

 
こ

の
ほ

か
、

非
公

式
の

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
が

不
定

期
に

開
催

さ
れ
て
お
り
、
実
務
レ
ベ
ル
の
各
種
協
議
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 

 

②
技
術
面
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
技

術
面

の
チ

ェ
ッ

ク
体

制
に

つ
い

て
は

、
評

価
時

点

で
も

ほ
ぼ

当
初

計
画

ど
お

り
と

な
っ

て
お

り
、

問
題

な
い
。

 

 

③
審
査

お
よ
び
収
益
面
で
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
財

務
状

態
お

よ
び

教
育

機
関

と
し

て
の

健
全

性
に

問
題

の
あ

る
大

学
が

協
力

大
学

と
し

て
参

加
す

る
こ

と
の

な
い

よ
う

、
国

連
大

学

は
協

力
大

学
候

補
の

与
信

審
査

を
行

い
、

そ
の

審
査

結
果

を
踏

ま

え
、

JI
C

A
と
国

連
大
学
で
協
力
大
学
候
補
リ
ス
ト
を
作
成
し
、
当

該
候

補
リ

ス
ト

を
諮

問
委

員
会

に
提

出
す

る
こ

と
に

な
る

。
提

出

さ
れ

た
協

力
大

学
候

補
リ

ス
ト

は
諮

問
委

員
会

で
審

議
さ

れ
、

同

委
員

会
で

承
認

さ
れ

た
協

力
大

学
候

補
の

中
か

ら
、

最
終

的
に

国

連
大
学

長
が
協
力
大
学
を
決
定
す
る
手
続
き
と
な
る
。

 
協

力
大

学
は

、
学

生
数

・
金

額
な

ど
を

記
載

し
た

借
入

依
頼

を
国

連
大

学
に

対
し

て
行

い
、

国
連

大
学

は
依

頼
さ

れ
た

金
額

全
額

を

協
力

大
学

向
け

送
金

す
る

。
協

力
大

学
に

対
し

て
の

貸
付

を
行

う

か
ど

う
か

の
判

断
は

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

参
加

可
否

の
み

で
行

い
、

貸

付
実
施

時
に
は
行
わ
な
い
。

 

 

③
審
査
お
よ
び
収
益
面
で
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
財

務
状

態
お

よ
び

教
育

機
関

と
し

て
の

健
全

性
に

問
題

の
あ

る
大

学
が

協
力

大
学

と
し

て
参

加
す

る
こ

と
の

な
い

よ
う

、
国

連
大

学

は
協

力
大

学
候

補
の

与
信

審
査

を
行

っ
て

い
る

。
当

初
計

画
さ

れ

た
と

お
り

、
新

規
大

学
か

ら
の

参
加

申
し

込
み

が
あ

っ
た

場
合

に

は
、

財
務

情
報

で
安

全
性

を
確

認
す

る
ほ

か
、

成
長

性
な

ど
の

諸

項
目
で
定
性
評
価
を
行
う
。

 
JI

C
A
と
国
連
大

学
は
協
力
大
学
候
補
リ
ス
ト
を
作

成
し
、
当
該
候

補
リ

ス
ト

を
諮

問
委

員
会

に
提

出
し

て
い

る
。

審
査

結
果

は
諮

問

委
員

会
に

よ
っ

て
審

議
さ

れ
た

の
ち

、
国

連
大

学
学

長
に

よ
り

決

定
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 
国

連
大

学
か

ら
協

力
大

学
へ

の
貸

付
は

当
初

計
画

想
定

ど
お

り
、

協
力
大
学
か
ら
の
申
請
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
て
い

る
。

 

 各
協

力
大

学
へ

の
貸

付
、

留
学

生
向

け
の

貸
付

の
状

況
は

財
務

担

当
官
が

1
ヶ
月

ご
と
に
ま
と
め
、
諮
問
委
員
会
及
び

JI
C

A
に
対
し

て
報
告
さ
れ
て
い
る
。

 
特
に

3
ヶ
月
以
上
の
延
滞
債
権
が
増
加
し
な
い
よ
う
に
モ
ニ
タ
リ

ン
グ

が
行

わ
れ

て
お

り
、

延
滞

債
権

が
増

加
す

る
と

、
財

務
担

当

官
が
協
力
大
学
と
個
別
に
対
処
方
法
を
協
議
し
て
い
る
。

 

 

③
審
査
お
よ
び
収
益
面
で
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

 
審

査
お

よ
び

収
益

面
で

の
チ

ェ
ッ

ク
体

制
に

つ
い

て

は
、

評
価

時
点

で
も

ほ
ぼ

当
初

計
画

ど
お

り
と

な
っ

て
お
り
、
問
題
な
い
。

 
協

力
大

学
向

け
の

貸
付

が
回

収
不

能
に

な
っ

た
事

例

は
な

く
、

協
力

大
学

向
け

の
融

資
条

件
、

審
査

手
続

き
は
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
。

 

 

④
実
施

機
関
の
収
益
・
財
務

 
国

連
大

学
の

活
動

は
、

各
国

政
府

や
公

的
機

関
、

国
際

機
関

、
企

業
、

財
団

な
ど

か
ら

の
任

意
の

拠
出

金
（

寄
付

）
に

よ
っ

て
ま

か

な
わ

れ
て

い
る

。
年

間
事

業
費

は
国

連
大

学
基

金
の

運
用

益
が

基

本
財
源

で
あ
り
、

20
01

年
度
年
間
予
算
は
約

38
百
万
ド
ル
。

 

 

④
実
施
機
関
の
収
益
・
財
務

 
国

連
大

学
の

年
間

事
業

費
は

引
き

続
き

国
連

大
学

基
金

の
運

用
益

が
基
本
財
源
で
あ
り
、

20
09

年
度
年
間
予
算
は
約

51
百
万
ド
ル

で
あ
る
。

 

  

④
実
施
機
関
の
収
益
・
財
務

 
実

施
機

関
の

収
益

・
財

務
に

つ
い

て
は

、
評

価
時

点

で
も

ほ
ぼ

当
初

計
画

ど
お

り
と

な
っ

て
お

り
、

問
題

な
い
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

⑤
運
営

状
況

 
貸
倒
に

対
す
る
対
処

 
本

事
業

で
は

、
借

入
学

生
の

貸
倒

を
抑

制
し

、
か

つ
借

入
学

生
が

返
済

に
窮

し
な

い
た

め
に

、
無

理
の

な
い

返
済

計
画

を
作

成
で

き

る
借

入
学

生
の

み
を

対
象

と
す

る
と

と
も

に
、

1)
国

連
大

学
の

指

導
・
監
理
に
基
づ
く
各
協
力
大
学
の
債
権
回
収
・
管
理
体
制
構
築
、

2)
借
入
学
生
に
対
す
る
各
協
力
大
学
に
よ
る
生
活
支
援
、

3)
借
入
学

生
の

返
済

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
向

上
の

た
め

の
モ

ラ
ル

ア
ッ

プ
策

を

実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

 
ま

た
モ

ラ
ル

ハ
ザ

ー
ド

対
策

と
し

て
、

協
力

大
学

は
、

延
滞

を
生

じ
さ

せ
て

い
る

学
生

に
対

し
て

単
位

・
卒

業
証

書
取

得
へ

の
制

限

等
を

課
す

こ
と

が
で

き
る

こ
と

に
な

っ
て

い
る

。
こ

れ
ら

の
対

策

を
講

じ
る

こ
と

に
よ

り
、

本
事

業
に

お
け

る
留

学
生

の
貸

倒
率

は

一
定
の
水
準
に
抑
え
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 

⑤
運
営
状
況

 
貸
倒
に
対
す
る
対
処

 
学
生
か
ら
協
力
大
学
の
返
済
に
つ
い
て
は
、

20
07

年
ま
で
に
留
学

生
の
貸
倒
が

33
名
発
生
し
て
お
り
、
ま
た

20
06

年
に
は

3
ヶ
月

を
超
え
る
延
滞
率
も

15
%
に
近
づ
く
な
ど
、
留
学
生
か
ら
の
返
済

に
問

題
が

発
生

し
て

い
た

。
協

力
大

学
で

の
選

考
時

の
甘

さ
、

延

滞
・

貸
倒

が
発

生
し

た
場

合
の

協
力

大
学

で
の

初
期

対
応

、
留

学

生
担

当
課

の
人

員
不

足
な

ど
が

一
部

の
大

学
で

あ
っ

た
こ

と
が

指

摘
さ
れ
て
い
る

4 。
協
力
大
学
で
発
生
し
て
い
る
問
題
が
必
ず
し
も

国
連

大
学

に
報

告
・

共
有

さ
れ

ず
、

国
連

大
学

も
問

題
の

把
握

を

す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。

 
た

だ
し

、
多

く
の

大
学

で
は

大
き

な
問

題
は

発
生

し
て

お
ら

ず
、

日
ご

ろ
か

ら
留

学
生

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

図
る

こ
と

で
、

貸
倒

・
延

滞
を

事
前

に
防

止
し

て
い

る
ケ

ー
ス

も
多

く
見

ら

れ
る
。

 

 

⑤
運
営
状
況

 
貸

倒
に

対
す

る
対

処
に

つ
い

て
は

、
一

時
的

に
延

滞

率
が

当
初

計
画

よ
り

も
高

く
な

る
な

ど
、

問
題

が
発

生
し
て
い
た
。

 

 
以

上
よ

り
、

フ
ァ

ン
ド

の
運

営
状

況
に

軽
度

な
問

題

が
あ

り
、

本
フ

ァ
ン

ド
に

よ
っ

て
発

現
し

た
効

果
の

持
続
性
は
中
程
度
で
あ
る
。

 

本
事
業

の
JI

C
A
出
資
に
関
す
る

IR
R
は

0.
42

%
で
あ
っ
た
と
推
測

さ
れ
る

5 。
 

 

十
分
な
情
報
が
な
く

IR
R
は
再

計
算
で
き
な
い
が
、
当
初
想
定
ど

お
り
大
学
向
け
の
貸
付
は
毀
損
し
て
お
ら
ず
、

2%
の
手
数
料
を
徴

収
し

て
い

る
が

、
当

初
想

定
よ

り
も

期
間

が
延

び
て

い
る

こ
と

よ

り
、
本
事
業
の

IR
R
は
当
初
想
定

よ
り
も
若
干
小

さ
く
な
る
も
の

と
思
わ
れ
る
。

 

 

JI
C

A
出
資
に
関

す
る

IR
R
は
、
事
前
お
よ
び
評
価
時

点
で
ほ
ぼ
同
水
準
で
あ
る
が
、

0.
5%

と
非
常
に
低
い
。

 

 （
注

）
本

事
業

は
継

続
中

の
案

件
で

あ
る

が
、

便
宜

上
、
純
資
産
法
を
用
い
た

20
10

年
3
月
末
時
点
の
貸

借
対

照
表

計
上

額
で

保
有

株
式

を
売

却
し

た
と

の
仮

定
を
お
い
て

JI
C

A
収
支
を
算
出

し
て
い
る
。

 

 

JI
C

A
の
収
支
：

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
収
益
が
あ

る
。

 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：

 

【
項
目
別
評
価
】

 
①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
せ
ず
。
 

⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
せ
ず
。
 

【
項
目
別
評
価
】

 
①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
 

③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
せ
ず
。
 

⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
せ
ず
。
 

左
記

の
と

お
り

、
本

事
業

に
よ

り
私

費
留

学
生

が
貸

与
を

受
け

ら
れ

て
お

り
、

ア
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
が

あ
っ
た
と
い
え
る
。

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
4  出

所
：

20
07

年
 
国
際
連
合
大
学
私
費
留
学
生

育
成
資
金
貸
与
事
業
に
係
る
委
託
調
査

 
5  2

00
3
年

3
月
役

員
会
調
書
添
付
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
表
よ
り
算
出
。
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項
目

 
事
業
計
画
（

20
03

年
）

 
事
業
実
績

 
評
価
結
果

 

 特
記
事

項
：

 
①

収
益

性
の

低
い

本
件

事
業

に
対

し
て

、
出

資
に

応
じ

た
。

本
事

業
は

、
配

当
等

に
よ

る
収

益
が

期
待

で
き

な
い

中
、

複
数

年
度

に

わ
た

り
一

定
額
の

拠
出

金
が

必
要

と
い

う
事

業
の

性
質

上
、

JI
C

A
投
融
資

以
外
で
の
対
応
は
想
定
で
き
な
い
。

 
②

既
存

の
大

学
と

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

活
用

し
、

新
規

協
力

大
学

拡
充
に

貢
献
。

 

 特
記
事
項
：

 
①
左
記
の
と
お
り
、
民
間
事
業
者
な
ど
の
参
入
が
で
き
な
い
な
か
、

JI
C

A
投
融
資
に

よ
る
出
資
に
よ
り
、
私
費
留
学
生
へ
の
資
金
貸
与

が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。

 

 

 
以

上
よ

り
、

計
画

時
及

び
実

績
と

も
に

本
事

業
を

JI
C

A
が

支
援

す
る

こ
と

に
よ

る
ア

デ
ィ

シ
ョ

ナ
リ

テ
ィ
は
高
い
。

 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
本
事
業
で
は
、
当
初
計
画
よ
り
も
大
幅
に
貸
付
金
額
が
下
回
っ
た
こ
と
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
期
間
も
合
計

6
年
間
延

長
さ
れ
た
こ
と
、
利
用
学
生
数
も
予
想
を
下
回
っ
た
こ
と
な
ど
よ
り
、
効
率
性
・

有
効
性
の
観
点
で
課
題
が
あ
っ
た
。
よ
っ
て
、
国
連
大
学
は
、
本
ス
キ
ー
ム
を
よ
り
周
知
し
た
り
、
協
力
大
学
で
の
実
施
体
制
を
支
援
す
る
な
ど
し
て
、
協
力
大
学
数
を
増
加
さ
せ
る
と
と
も
に
、

利
用
留
学
生
を
増
加
さ
せ
る
べ
き
。

 

 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
本
事
業
で
は
、
特
に
貸
与
型
奨
学
金
事
業
に
お
い
て
協
力
大
学
よ
り
高
い
関
心
が
示
さ
れ
な
い
と
と
も
に
、
当
初
想
定
よ
り
も
大
幅
に
貸
付
金
額
・
利
用
学
生
数
が
下
回
り
、
か
つ
事
業
費
が
相

対
的
に
大
き
く
な
っ
た
。
今
後
、
類
似
事
業
へ
の
出
資
を
検
討
す
る
場
合
に
は
、
利
用
者
数
な
ど
の
需
要
予
測
結
果
及

び
協
力
大
学
な
ど
事
業
に
対
す
る
関
心
度
を
十
分
に
確
認
し
た
上
で
、
そ

れ
に

あ
っ

た
事
業

計
画

に
な

っ
て

い
る

か
に

つ
い

て
十

分
に

確
認

す
る

必
要

が
あ

る
。
（

需
要

が
過

大
に

見
積

も
ら

れ
た

場
合

、
経

費
も

同
様

に
大

き
く

見
積

も
ら

れ
て

し
ま

い
、

結
果

と
し

て

持
続
性
に
影
響
が
出
る
可
能
性
が
あ
る
。
）

 

 

 

そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）

 
特
に
な
し
。
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 参
考
資
料

 ①
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
金
ス
キ
ー
ム

 

 

 

国
連
大
学

 

信
託

基
金

 

JI
C

A
 

JI
C

A
出
資
金

 

勘
定

 

政
府
拠
出
金

 

勘
定

 
貸

倒
補

填

協
力
大
学

 

留
学
生

 

日
本
政
府

 

諮
問
委
員
会

 
出 資 実 行 

出 資 金 返 還

貸 付 

貸 付 返 済 

貸 付 

貸 付 返 済 

出 資 契 約 

拠
出
金
（
経
費
負
担
）

協 力 大 学 契 約 留 学 生 契 約 

経 費 負 担 

書
簡
の
交
換
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 参
考
資
料

 ②
：
協
力
大
学
リ
ス
ト

 

 

出
所
：
国
際
連
合
大
学
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
 
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
f
a
p
.
h
q
.
u
n
u
.
e
d
u
/
u
/
c
o
o
p
u
n
i
.
h
t
m
l
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案
件

別
事
後
評

価
：

海
外
投

融
資

事
業
 

評
価

結
果
票

（
1-

14
）

 
外
部
評
価
者

：
片

桐
 

寿
幸

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
五

十
里

 
寛

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
武

谷
 

由
紀

（
株

式
会

社
 

日
本

経
済

研
究

所
）

 
評

価
月

:
20

10
年

 6
月

 

国
名

：
 

ベ
ト
ナ
ム
 

案
件

名
：

 
ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
工
業
団
地
建
設
運
営
事
業
（
残
高
あ
り
融
資
案
件
：

20
10

年
8
月
完
済

）
 

融
資

承
諾

日
：

 
 

19
99

年
8
月

 
融

資
承
諾

額
：

 
87

8
百
万
円

 

融
資

実
行

年
（
初

回
）
：

 
19

99
年

 
融

資
実
行

額
：
 

87
8
百
万
円

 

JI
C

A
の

融
資

先
：

 
本
邦
企
業
 

現
地

の
事

業
会
社

：
 

現
地
工
業
団
地
運
営
会
社
（
株
主
構
成
：
本
邦
企
業
お
よ
び
外
国
企
業
）
 

 

事
業

目
的

：
 

ベ
ト
ナ
ム
国
に
て
工
業
団
地
を
造
成
す
る
こ
と
で
、
主
と
し
て
日
系
企
業
を
誘
致
、
分
譲

す
る
と
と
も
に
、
工
業
用
地
の
維
持
、
進
出
企
業
に
対
す
る
ソ
フ
ト
面
で

の

サ
ポ
ー
ト
（
工
場
操
業
に
関
し
て
必
要
な
許
認
可
取
得
手
続
の
代
行
、
物
流
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
）
を
図
り
、
も
っ
て
ベ
ト
ナ
ム
の
工
業
化
、
輸
出
産
業
の
発
展
、
外
国

投
資
誘
致
に
寄
与
す
る
。
 

  

項
目
 

事
業
計
画
（

19
99

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
19

96
年
に
開
催
さ
れ
た
ベ
ト
ナ
ム
共
産
党
第

8
回
大
会
に
お
い

て
、
経
済
競
争
力
の
強
化
、
及
び

20
20

年
ま

で
に
工
業
国
入

り
を

目
指

す
工

業
化

と
近

代
化

を
二

大
戦

略
と

す
る

政
治

報

告
と
、
第

6
次

5
ヵ
年
計
画
（

19
96

年
～

20
00

年
）
が
採
択

さ
れ
た
。
後
者
の
具
体
的
な
内
容
は
、

20
00

年
ま
で
の

5
年
間

で
一
人
当
た
り
実
質

G
D

P
を

19
90

年
の

2
倍
に
引
上
げ
る
所

得
倍
増
を
具
体
的
目
標
と
し
、
引
き
続
き
ド

イ
モ
イ
政
策
を
推

進
す

る
と

と
も

に
、
「

経
済

シ
ス

テ
ム

の
改

革
」

及
び

「
生

産

力
の
再
構
築
」
の

2
つ
の
側
面

よ
り
競
争
的
市
場
原
理
に
基
づ

い
た

経
済

効
率

を
各

分
野

に
お

い
て

追
求

す
る

こ
と

と
し

て

い
る
。

 

(1
)開

発
政
策
と
の
整
合
性

 
20

01
年
に
策
定
さ
れ
た
社
会
経
済
開
発
戦
略
（

20
01

年
～

20
10

年
）
に
お
い
て
、
ベ
ト
ナ
ム
は
、

20
20

年
を
目
途
に

先
進
工
業

国
と
な
る
た
め
の
基
礎
を
築
き
、
社
会
主
義
路
線
に

沿
っ
た
工

業
化
・
近
代
化
を
加
速
す
る
こ
と
を
指
向
し
て
い
る
。

 
ま
た
、

20
06

年
に
採
択
さ
れ
た
経
済
社
会
開
発

5
ヵ
年
計
画

（
20

06
年
～

20
10

年
）
に
お
い
て
、

20
20

年
迄
に
先
進
国
入

り
す
る
た
め
に
、
農
業
・
農
村
地
域
の
工
業
化
促
進
、
輸
出
産

業
や
労
働
集
約
型
産
業
の
支
援
、
輸
出
産
業
の
発
展

、
外
国
投

資
の
誘
致
の
実
施
が
目
標
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

 

 本
事
業
は
、
ベ
ト
ナ
ム
、
特
に
工
業
団
地
設
立
予
定
の
該
当
地

域
の
工
業
開
発
と
都
市
開
発
、
輸
出
産
業
の
発
展
、
外
国
投
資

誘
致

に
資

す
る

も
の

で
あ

り
、

事
前

･
事

後
と

も
に

、
ベ

ト
ナ

ム
の
開
発
政
策
と
整
合
性
が
高
い
。

 

妥
当
性
：
 

 

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
ベ
ト
ナ
ム
政
府
は
、
国
内
の
均
衡
あ
る
発
展

の
た
め
に
、
既
に

雑
貨

等
を

中
心

と
し

た
外

資
企

業
進

出
が

見
ら

れ
た

他
地

域

に
対
し
、
該
当
地
域
に
は
重
工
業
、
電
子
産
業
を
立
地
さ
せ
る

よ
う
行
政
指
導
を
実
施
し
て
い
た
。
本
事
業
は
、
該
当
地
域
へ

の
JI

C
A

開
発

調
査
（
工
業
開
発
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
調
査

(2
)開

発
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

 
20

07
年
に
は
、
建
設
省
に
よ
り
策
定
さ
れ
た
該
当
地
域
の
首
都

圏
開
発
計
画
に
て
、
該
当
地
域
近
郊
の
計
画
的
な
総
合
開
発
方

針
が
発
表
さ
れ
た
。

 

 ア
ジ
ア
通
貨
危
機
後
、
ベ
ト
ナ
ム
へ
の

FD
I
は
順

調
に
増
加
し

 本
事

業
は

該
当

地
域

に
お

け
る

外
国

企
業

の
工

業
団

地
需

要

に
時
宜
を
得
た
形
で
応
え
た
と
考
え
ら
れ
、
よ
っ
て
、
本
事
業

の
ベ
ト
ナ
ム
へ
の
工
業
化
・
経
済
開
発
効
果
は
極
め
て
高
い
と

考
え

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、

事
前

･
事

後
と

も
に

、
ベ

ト
ナ

ム
政

府
の

該
当

地
域

の
工

業
化

へ
の

開
発

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
99

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

（
19

94
年

7
月

～
95

年
11

月
）
）
の
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
の
１

つ
で
あ
っ
た
工
業
団
地

F
/S

の
結
果
を
受
け
、
ベ
ト
ナ
ム
政
府

が
作
成
し
た
工
業
開
発
計
画
に
よ
り
、
本
工
業
団
地
を
該
当
地

域
の

工
業

開
発

計
画

の
中

核
事

業
と

し
て

最
優

先
に

開
発

す

る
工
業
団
地
と
し
て
決
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。

 

 96
年
に
は
、
該
当
市
の
人
民
委
員
会
に
よ
り

、
急
速
な
経
済
成

長
に
伴
い
、
住
居
地
域
と
工
業
地
域
の
混
在
、
過
密
、
交
通
渋

滞
な

ど
急

成
長

の
弊

害
が

顕
在

化
し

つ
つ

あ
る

該
当

地
域

の

現
状
に
対
処
す
る
た
め
、
都
市
開
発
計
画
が
策
定
さ
れ
た
。
当

計
画
に
よ
り
、
計
画
的
な
総
合
開
発
方
針
が

示
さ
れ
、
そ
の
一

環
と
し
て
該
当
地
域
周
辺
約

90
0h

a
を
対
象

に
、
中
核
事
業
と

な
る
本
工
業
団
地
の
他
、
住
居
地
域
・
物
流
セ
ン
タ
ー
・
商
業

地
域
等
の
総
合
地
域
開
発
の
実
施
が
決
定
さ
れ
た
。

 

 計
画
当
時
、

JI
C

A
に
よ
り
、
該

当
地
域
の
工
業
団
地
需
要
は
、

20
0h

a
と
予
測
さ
れ
た
。
な
お
、
該
当
地
域
に
は
、
日
系
企
業

が
要

求
す

る
水

準
の

イ
ン

フ
ラ

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
工

業

団
地
は
他
に
な
い
た
め
、
該
当
需
要
は
当
団
地
に
て
す
べ
て
吸

収
す
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
た
。

 
ま
た
、

98
年

11
～

12
月
に
か
け
て

JE
T

R
O
が
実

施
し
た
ア
ジ

ア
9
カ
国
の
日

系
企
業
に
対
す
る
ア
ン
ケ
ー

ト
に
お
い
て
、
在

ベ
ト
ナ
ム
の

72
.6
％
の
企
業
が

20
01

年
ま
で
に
回
復
傾
向
に

向
か

い
、

58
.2
％

の
ベ

ト
ナ

ム
進

出
企

業
が

中
長

期
的

に
事

業

規
模
の
拡
大
を
考
え
て
い
る
と
回
答
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
ベ

ト
ナ

ム
へ

の
中

長
期

的
な

投
資

動
向

は
拡

大
基

調
に

あ
っ

た

と
考
え
ら
れ
る
。
従
っ
て
、

20
02

年
以
降
、
当
工
業
団
地
へ
の

入
居
が
進
む
と
考
え
る
の
は
、
妥
当
と
思
料
さ
れ
る
。

 

て
い
る
。
ま
た
、

20
01

年
以
降
、
該
当
地
域
に
立
地
す
る
日
系

企
業
数
も
着
実
に
伸
張
し
て
い
る
。

 

 対
ベ
ト
ナ
ム

FD
I
の
推
移
（
認
可
ベ
ー
ス
）

 

 
99

 
00

 
01

 
02

 
03

 
04

投
資
額

62
80

16
4

10
2 

10
0

22
4

件
数

 
14

26
40

48
 

53
61

 
05

 
06

 
07

 
08

 
09

 

投
資
額

43
7

10
56

96
5

76
53

 
13

8
 

件
数

 
10

7
14

6
15

4
14

7 
77

 

単
位
：
投
資
額
（
百
万
ド
ル
）
、
件
数
（
件
）

 
出
所
：

JE
T

R
O

 
注
：

20
08

年
は
日
系
企
業
に
よ
り
実
施
さ
れ
た
大
型
投
資
事
業

（
製
油
・
石
油
化
学
プ
ラ
ン
ト
設
立
）
認
可
に
よ
り
、

FD
I
認

可
額
が
大
幅
に
膨
ら
ん
だ
。
な
お
、

20
09

年
は

、
金
融
危
機
に

よ
る
世
界
的
な
景
気
後
退
局
面
に
あ
り
、
目
立
っ
た

大
型
案
件

の
認
可
が
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、

FD
I
認
可
額
が

落
ち
込
ん
だ
。

 北
部
・
南
部
・
中
部
の
日
系
企
業
数
（
日
本
商
工
会
会
員
数
）

 
 

00
 

01
 

02
 

03
 

04
 

05
 

ハ
ノ
イ

11
5

10
9

12
3

13
2 

14
5

16
6

ﾎ
ｰ
ﾁ
ﾐ
ﾝ
 

21
2

23
1

24
2

25
4 

26
4

27
5

ダ
ナ
ン

- 
- 

- 
- 

- 
- 

計
 

32
7

34
0

36
5

38
6 

40
9

44
1

 
 

06
 

07
 

08
 

09
 

10
 

 

ハ
ノ
イ

19
9

24
6

29
5

35
3 

37
4

 

ﾎ
ｰ
ﾁ
ﾐ
ﾝ
 

31
1

35
8

37
6

41
6 

43
6

 

ダ
ナ
ン

- 
- 

35
41

 
44

 

計
 

51
0

60
4

70
6

81
0 

85
4

 

注
：

20
09

年
ま

で
の
企
業
数
は
、
各
年

4
月
時
点

で
の
デ
ー
タ
。

20
10

年
は
、

1
月
現
在
の
デ
ー
タ
。

 
出
所
：

JE
T

R
O

 

る
と
い
え
る
。

 

  

(3
)日

本
の
政
策
と
の
整
合
性

 
日
本
政

府
は
、

19
94

年
に
国
別
援
助
方
針
（

19
94
～

99
）
を

発

表
し
、
ベ
ト
ナ
ム
へ
の
援
助
の
重
点
方
針
の

一
つ
と
し
て
、
輸

 
 事

前
･
事

後
と

も
に

、
日

本
の

政
策

と
の

整
合

性
が

あ
る

と
判

断
さ
れ
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
99

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

出
指

向
型

経
済

成
長

の
た

め
の

外
国

投
資

導
入

に
資

す
る

イ

ン
フ
ラ

整
備
を
掲
げ
た
。

 
ま
た
、

19
99

年
3
月
に
は
、

19
97

年
（
ア

ジ
ア
危
機
）
以
降

大
幅
に

減
少
し
た
対
越
投
資
回
復
を
目
指
し
、
日
本
企
業
の
権

利
保
護

と
投
資
・
操
業
環
境
整
備
関
連
法
規

整
備
を
目
的
と
す

る
、
日

越
投
資
協
定
に
関
す
る
協
議
が
開
始
さ
れ
た
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
本
事
業

は
経
済
協
力
性
が
高
い
こ
と
、
ま
た
、
借
入
人
は
民
間

企
業
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
円
借
款
ス
キ
ー
ム
は
該
当
し
な
い
こ

と
、
工
業
団
地
の
分
譲
収
入
に
よ
る
返
済
資

金
の
確
保
が
予
想

で
き
る

こ
と
か
ら
、

JI
C

A
海
外

投
融
資
の
う
ち
、
融
資
ス
キ
ー

ム
が
利

用
さ
れ
る
こ
と
は
妥
当
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 （
注
）
本
項
目
で
は
、

19
90

年
に
作
成
さ
れ
た
中
小
型
出
融
資

の
基
準
を
参
考
に
し
て
い
る
。

 

(4
)投

融
資
ス
キ
ー
ム
の
妥
当
性

 
評
価
時
点
に
お
い
て
、
本
事
業
は
、

JI
C

A
の
出
融

資
条
件
を
概

ね
満
た
し
て
い
る
。

 

 

 本
事
業
は
、
計
画
時
及
び
実
績
時
に
お
い
て
、
海
外
投
融
資
に

よ
る
融
資
の
基
準
を
満
た
し
て
お
り
、
海
外
投
融
資
に
よ
る
融

資
は
妥
当
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
は
、
ベ
ト
ナ
ム
の
開
発
政
策
、
開

発
ニ
ー
ズ
、
日
本
の
政
策
と
十
分
に
合
致
し
て
お
り
、
投
融
資

ス
キ
ー
ム
の
活
用
の
意
義
も
十
分
認
め
ら
れ
る
た
め
、
妥
当
性

は
高
い
。
 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
第

1
期

販
売
計
画
の
対
象
用
地

12
1.

2h
a
の

う
ち
、
工
業
用
地

86
.6

ha
（
販
売
価
格
：

73
米
ド
ル
／
㎡
）
。

 

(1
)ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
詳
細
デ
ー
タ
な
し
。

 
 詳
細
情
報
は
な
い
も
の
の
、
特
段
問
題
は
報
告
さ
れ
て
い
な
い

こ
と
か
ら
、
当
初
計
画
か
ら
大
幅
な
乖
離
は
な
か
っ
た
と
想
定

さ
れ
る
。

 

(2
)イ

ン
プ
ッ
ト

 
(2

)イ
ン
プ
ッ
ト

 
 

効
率
性
：
 

 

①
事
業
費
：

52
,8

67
千
ド
ル

 

 ②
期
間
：

19
98

年
6
月

(工
事
着

工
)～

20
00

年
5
月
（
工
事
完

了
）
（

24
ヶ
月
）

 

①
事
業
費
：
詳
細
デ
ー
タ
な
し

 

 ②
期
間
：

19
98

年
6
月
（
工
事
着
工
）
～

20
00

 年
6
月
（
工

事
完
了
）
（

25
ヶ
月
）

 
 
計
画
比
：

10
4.

1％
 

 

①
事
業
費

 
事
業
費
に
つ
い
て
は
詳
細
な
デ
ー
タ
は
な
い
も
の
の
、
デ
ィ
ス

バ
ー
ス
金
額
の
変
更
要
請
等
が
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
当
初
想

定
と
大
き
な
乖
離
が
な
か
っ
た
と
想
定
さ
れ
る
。

 

 ②
期
間

 
工
事
期
間
に
つ
い
て
は
、
予
定
よ
り
も

1
ヶ
月

（
4％

）
の
遅

延
が
あ
っ
た
も
の
の
、
事
業
実
施
へ
の
影
響
は
軽
微
で
あ
っ
た

と
判
断
さ
れ
る
。
（
計
画
遅
延
に
関
す
る
詳
細
デ
ー
タ
な
し
）

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
は
全
体
の
事
業
費
及
び
事
業
期
間
と
も
に

ほ
ぼ
計
画
通
り
と
想
定
さ
れ
る
た
め
、
効
率
性
は
高
い
。
 

有
効
性
：
 

 

(
1
)
定
量
的
効
果
 

①
運
用
・
効
果
指
標
 

1)
分
譲

面
積

 

(
1
)
定
量
的
効
果
 

①
運
用
・
効
果
指
標
 

1
)
分
譲
面
積
 
 

 ①
運
用
・
効
果
指
標
 

1)
分
譲
面
積
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
99

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

本
件
融

資
対
象
の
第

1
期
造
成
地
区
に
つ
き

、
20

09
年
ま
で
に
、

以
下
の
通
り
、
工
場
団
地
分
譲
地
を
完
売
す
る
。

 
（
単
位
：

ha
）

 

20
02

20
03

20
04

 
20

05
 

 

5
5

10
 

10
 

20
06

20
07

20
08

 
20

09
 

To
ta

l

12
15

15
 

15
 

87

 2)
入
居
企
業

 
入
居
企

業
に
関
す
る
想
定
は
以
下
の
通
り
。
な
お
、
入
居
企
業

数
の
具

体
的
な
数
値
目
標
は
設
定
さ
れ
て
い
な
い
。

 
・
想
定

業
種
：
電
器
・
電
子
メ
ー
カ
ー
お
よ
び
そ
の
部
品
メ
ー

カ
ー
、

二
輪
・
四
輪
の
部
品
メ
ー
カ
ー

 
・
想
定

販
売
規
模
：

1
工
場
あ
た
り

1h
a
以

上
 

第
1
期
造
成
地

区
に
つ
い
て
は
、

20
07

年
に
完
売
（
販
売
実
績

に
関

す
る

詳
細

デ
ー

タ
な

し
）
。

分
譲

地
は

、
当

初
想

定
よ

り

も
2
年
早
く
完

売
し
た
。

 
      2)
入
居
企
業

 
入
居
企
業
数
：

86
社
（
工
場
立
地

67
社
、
テ
ク
ノ
セ
ン
タ
ー

へ
の
進
出
企
業

19
社
。
う
ち
日
系
企
業

82
社
）
。

 
第

1
期
造
成
地

区
の
入
居
企
業
は
、
電
器
・
電
子
メ
ー
カ
ー
お

よ
び
そ
の
部
品
メ
ー
カ
ー
、
二
輪
・
四
輪
車
用
部
品
メ
ー
カ
ー

が
主
で
あ
り
、
ま
た
、
金
型
工
場
や
消
費
財
メ
ー
カ

ー
な
ど
も

立
地
し
て
い
る
。
 

＜
要
因
分
析
＞

 
本
工
業
団
地
の
入
居
実
績
は
、

20
00

年
は

2
社
で

あ
っ
た
が
、

20
01

年
に

は
タ

ー
ゲ

ッ
ト

業
種

の
著

名
な

日
系

企
業

が
当

団

地
に
進
出
し
た
結
果
、
当
団
地
の
価
値
が
高
ま
り
、
関
連
部
品

メ
ー
カ
ー
進
出
に
よ
る
区
画
販
売
が
促
進
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、

同
年
は

6
社
、

20
02

年
に
は

13
社
の
入
居
が
決
ま
り
、
そ
の

後
も

世
界

的
な

経
済

の
好

調
に

よ
る

ベ
ト

ナ
ム

投
資

の
増

加

に
よ
り
、
早
期
完
売
が
実
現
し
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 2)
入
居
企
業

 
当
初
想
定
業
種
を
中
心
と
し
、
想
定
ど
お
り
、
日
系
企
業
を
中

心
と
し
た
企
業
進
出
が
達
成
さ
れ
た
。
 

②
 
事

業
の
収
益
性
：

5.
41

％
 

前
提
条

件
：

20
02

年
分
譲
開
始
、

8
年
間
で

完
売
 

②
 
事
業
の
収
益
性
 

現
地
事
業
会
社
の
通
期
の
財
務
諸
表
が
揃
っ
て
い
な
い
た
め
、

計
算
不
能
。
 

②
 
事
業
の
収
益
性
 

詳
細
デ
ー
タ
が
な
い
た
め
計
算
は
不
可
能
で
あ
る
が
、
土
地
分

譲
が
当
初
予
定
よ
り
も
早
期
に
完
売
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
想

定
IR

R
(5

.4
1%

)よ
り
も
高
い
数
値
と
な
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
 

(2
)定

性
的
効
果
 
 

確
認
で

き
る
資
料
か
ら
は
、
特
に
想
定
は
さ
れ
て
い
な
い
。
 

(2
)定

性
的
効
果
 

特
記
事
項
な
し
。
 

 特
記
事
項
な
し
。
 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
の
実
施
に
よ
り
概
ね
計
画
通
り
の
効
果
発

現
が
見
ら
れ
、
有
効
性
は
高
い
。
 

イ
ン
パ
ク
ト
 

（
有

効
性

の
評

価
に
含
む
）
 

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト

）
 

①
ベ
ト
ナ
ム
の
工
業
化
 

本
工
業
団
地
の
企
業
立
地
が
進
む
こ
と
で
、
ベ
ト
ナ
ム
の
工
業

セ
ク
タ
ー
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
が
高
ま
り
、
ま
た
、
技
術
移
転
等

を
通
じ
、
工
業
化
が
進
む
。
 

   ②
輸
出
産
業
の
発
展
 

本
件
融
資
は
、
直
接
的
に
は
日
越
合
弁
の
工
業
団
地
を
支
援
す

る
も
の
で
あ
る
が
、
日
系
企
業
を
中
心
と
し
た
輸
出
志
向
型
の

工
場
誘
致
が
多
数
見
込
ま
れ
て
い
る
こ
と
よ
り
、
日
本
を
中
心

と
す
る
輸
出
産
業
の
発
展
効
果
が
見
込
ま
れ
る
と
共
に
、
外
貨

獲
得
へ
の
貢
献
が
期
待
さ
れ
る
。
（
本
邦
出
資
会
社

A
社
・
現

(1
)イ

ン
パ
ク
ト
（
想
定
さ
れ
た
イ
ン
パ
ク
ト
）
 

①
ベ
ト
ナ
ム
の
工
業
化
 

本
事
業
の
取
組
を
き
っ
か
け
に
、

20
00

年
以
降
の
該
当
地
周
辺

へ
の
日
系
企
業
等
の
進
出
が
増
加
し
た
。
ま
た
、
当
団
地
に
立

地
し

た
ア

ン
カ

ー
企

業
に

対
す

る
部

品
供

給
を

行
う

日
系

企

業
が
、
当
団
地
あ
る
い
は
近
接
団
地
に
入
居
す
る
等
、
産
業
集

積
も
確
認
さ
れ
る
。
 

 ②
輸
出
産
業
の
発
展
 

当
工

業
団

地
の

日
系

企
業

を
中

心
と

し
た

輸
出

志
向

型
の

工

場
に
対
す
る
分
譲
が
順
調
に
進
展
し
た
こ
と
で
、
輸

出
産
業
の

発
展
に
寄
与
し
た
（
入
居
企
業
（
工
場
）

67
社
の
う
ち
、
輸
出

企
業
は

58
社
）
。
な
お
、

20
09

年
度
の
本
工
業
団
地
の
輸
出
総

額
は
、
ベ
ト
ナ
ム
の
輸
出
総
額
の

3.
3%

と
な
る

19
億
米
ド
ル

 ①
ベ
ト
ナ
ム
の
工
業
化
 

当
初
計
画
通
り
、
ベ
ト
ナ
ム
の
工
業
化
に
寄
与
し
た
。
 

     ②
輸
出
産
業
の
発
展
 

当
初
計
画
通
り
、
輸
出
産
業
の
発
展
に
寄
与
し
た
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
99

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

地
企
業

B
社
が

19
96

年
に
実
施
し
た

F
/S

に
お

い
て
は
、
当

工
業
団
地
の
直
接
投
資
総
額
は

20
億
米
ド
ル
と
想
定
）

 
 ③
外
国
投
資
誘
致
 

本
工

業
団

地
の

入
居

企
業

は
主

に
日

本
企

業
を

中
心

と
す

る

外
資
企
業
を
想
定
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
ベ

ト
ナ
ム
へ
の
外
国

投
資
誘
致
が
実
現
さ
れ
る
。
 

            ④
雇
用
創
出
 

入
居

企
業

の
操

業
が

始
ま

る
と

同
時

に
大

き
な

雇
用

創
出

効

果
が
見
込
ま
れ
る
（
新
規
雇
用
者
数
は

1
万
人

強
と
想
定
）
。

  ⑤
該
当
地
域
の
地
域
開
発
 

該
当

地
方

政
府

は
本

工
業

団
地

を
中

核
と

す
る

新
都

市
計

画

に
お
い
て
、
産
業
廃
棄
物
処
理
事
業
、
物
流
セ
ン
タ
ー
事
業
（
ド

ラ
イ

ポ
ー

ト
）
、

住
宅

開
発

事
業

（
主

と
し

て
工

業
団

地
に

入

居
す

る
工

場
の

労
働

者
用

）
、

病
院

建
設

事
業

、
職

業
教

育
セ

ン
タ
ー
建
設
事
業
等
の
実
施
を
計
画
し
て
い

る
。
 

で
あ
っ
た
。

 
  ③
外
国
投
資
誘
致
 

近
年
日
系
製
造
業
か
ら
「
チ
ャ
イ
ナ
プ
ラ
ス
ワ
ン
」
の
投
資
先

と
し
て
、
ま
た
、
当
該
地
域
と
中
国
南
部
を
結
ぶ
国
道

1
号
線

の
改
良
工
事
完
成
に
伴
い
、
中
国
南
部
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
改
善

し
た
こ
と
で
、
ベ
ト
ナ
ム
内
で
も
、
特
に
当
該
地
域
は
、
中
国

華
南
地
域
へ
の
製
造
拠
点
と
し
て
脚
光
を
浴
び
て
い
る
。

20
00

年
以
降
、
当
該
地
域
の

FD
I
受
入

額
は
増
加
傾
向
を
示
し
て
い

る
が
、
本
工
業
団
地
以
外
で
国
際
レ
ベ
ル
の
ハ
ー
ド
の
イ
ン
フ

ラ
と
、
進
出
企
業
の
設
立
と
操
業
を
支
援
す
る
ソ
フ
ト
の
イ
ン

フ
ラ

を
兼

ね
備

え
た

工
業

団
地

が
十

分
に

供
給

さ
れ

て
い

な

い
た

め
、

特
に

本
団

地
へ

の
日

系
企

業
の

立
地

が
進

ん
で

い

る
。

 
ま
た
本
事
業
が
呼
び
水
と
な
り
、
該
当
地
域
に
お
い

て
、
日
本

や
米
国
・
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
等
か
ら
の
資
本
を
活
用
し

、
高
規
格

イ
ン
フ
ラ
を
備
え
た
工
業
団
地
の
造
成
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

 ④
雇
用
創
出
 

20
09

年
5
月
現

在
、
本
工
業
団
地
の
入
居
企
業
に
勤

務
す
る
総

従
業
員
は

4.
6
万
人
と
な
っ
て
い
る
。
 

  ⑤
該
当
地
域
の
地
域
開
発
 

円
借

款
に

よ
る

該
当

地
区

へ
の

イ
ン

フ
ラ

整
備

事
業

の
実

施

や
、
新
都
市
計
画
の
進
展
が
見
ら
れ
る
。
ま
た
工
業
団
地
設
立

に
よ
る
外
資
企
業
設
立
、
そ
れ
に
伴
う
人
口
流
入
が

も
た
ら
し

た
新
た
な
経
済
機
会
に
よ
り
、
周
辺
住
民
の
所
得
向

上
に
寄
与

し
て
い
る
。
 

   ③
外
国
投
資
誘
致
 

当
初
計
画
通
り
、
本
工
業
団
地
へ
の
外
国
投
資
誘
致
に
寄
与
す

る
と
い
う
直
接
的
な
効
果
と
共
に
、
周
辺
地
域
の
外
資
等
に
よ

る
新
規
工
業
団
地
の
開
発
と
、
新
規
団
地
へ
の
外
国
企
業
入
居

と
い
っ
た
波
及
効
果
も
生
み
出
し
た
。
 

           ④
雇
用
創
出
 

当
初
計
画
に
比
べ
、
大
幅
に
上
回
る
雇
用
創
出
効
果
を
生
み
出

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
周
辺
地
域
の
経
済
効
果
の
創
出
の
み
な

ら
ず
、
社
会
の
安
定
に
も
大
き
く
寄
与
し
た
と
い
え
る
。
 

 ⑤
該
当
地
域
の
地
域
開
発
 

当
初
計
画
通
り
、
該
当
地
域
の
総
合
開
発
に
寄
与
し
た
。
 

(2
) 
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然

環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

工
業

団
地

建
設

事
業

の
環

境
影

響
評

価
（

E
IA

）
は

本
邦

企
業

A
社
が
実
施
、

97
年

5
月
に
科

学
技
術
環
境
省
（

M
O

S
T

E
）

に
承
認
さ
れ
た
。

 
な
お
、
関
連
イ
ン
フ
ラ
整
備
事
業
（
円
借
款

事
業
）
に
つ
い
て

も
、

JI
C

A
が
工

業
団
地
建
設
事
業
を
含
め
た
形
で

96
年

11
月
に
環
境
審
査
を
実
施
し
、

99
年

4
月
に

E
IA

の
承
認
を
受

(2
) 
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

M
O

S
T

E
と
工

業
団
地
管
理
局
が
推
進
す
る
環
境
規
制
に
対
応

し
て
い
る
。
な
お
、
ベ
ト
ナ
ム
の
工
業
団
地
と
し
て

は
初
め
て

国
際
基
準

IS
O

14
00

1（
環
境

IS
O
）
を
取
得
し
た
。

 
   

 ①
自
然
環
境
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

当
初
計
画
通
り
環
境
規
制
に
対
応
し
て
い
る
上
に
、

IS
O

14
00

1
を

取
得

す
る

な
ど

、
環

境
対

策
に

積
極

的
に

取
り

組
ん

で
い

る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
99

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

け
た
。

 
工
業
団

地
に
入
居
す
る
個
別
企
業
は
、
企
業

毎
に

E
IA

の
承
認

を
取
得
す
る
必
要
が
あ
る
。
工
業
団
地
会
社

は
売
買
契
約
書
の

中
で
、
ベ
ト
ナ
ム
の
環
境
基
準
を
遵
守
す
る

こ
と
を
入
居
企
業

に
合
意
さ
せ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

 
工
業
団
地
内
の
産
業
廃
棄
物
に
つ
い
て
は
、
入
居
企
業
が
各
工

場
地
内
に
操
業
開
始
ま
で
に
保
管
場
所
を
完
成
さ
せ
る
。
そ
の

後
、
当
該
市
の
事
業
と
し
て
建
設
予
定
の
産
廃
処
理
地
へ
移
送

し
て
処
理
す
る
予
定
で
あ
る
。

 
 ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

本
事
業
地
は
、
国
有
地
で
あ
る
。
水
田
で
あ
り

居
住
者
も
な
く
、

特
段
問
題
は
な
い
。
 

 ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

想
定

さ
れ

て
い

な

い
。
 

          ②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 ③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

          

②
住
民
移
転
・
用
地
取
得
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

 

③
そ
の
他
正
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
 

確
認

で
き

る
資

料
か

ら
は

、
問

題
は

特
に

報
告

さ
れ

て
い

な

い
。
 

持
続
性
：
 

 

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制
 

現
地
事
業
会
社
は
本
邦
出
資
会
社

A
社

が
58

%
、
ベ
ト
ナ
ム
建

設
省
傘
下
の
国
営
企
業
で
あ
る
外
国
企
業

B
社
が

42
%
出
資
し

て
設
立
さ
れ
た
合
弁
事
業
で
あ
る
（
参
照
：
参
考
資
料
②
）
。

 現
地
事
業
会
社
が
ベ
ト
ナ
ム
国
内
の
ベ
ト
ナ
ム
・
外
資
企
業
へ

の
営
業
、
本
邦
出
資
会
社

A
社

が
海
外
営
業

を
担
当
す
る
。
ま

た
、
ベ
ト
ナ
ム
側
か
ら
は
、
外
国
企
業

B
社
の

株
主
で
あ
る
ベ

ト
ナ

ム
政

府
や

該
当

の
市

人
民

委
員

会
に

よ
る

販
売

サ
ポ

ー

ト
が
実
施
さ
れ
る
予
定
。
 

 ま
た
、
工
業
団
地
内
に
は
入
居
企
業
が
必
要
と
す
る
一
切
の
許

認
可
権
限
を
持
つ
工
業
団
地
管
理
委
員
会
を
設
置
、
現
地
事
業

会
社

が
入

居
企

業
の

投
資

ラ
イ

セ
ン

ス
・

輸
出

入
関

連
手

続

き
、
そ
の
他
許
認
可
取
得
手
続
き
を
一
括
代
行
す
る
ワ
ン
・
ス

ト
ッ
プ
・
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
。

 
同
時
に
、
工
業
団
地
内
に
物
流
会
社
の
拠
点
を
設
立
し
、
効
率

的
な
原
材
料
、
製
品
の
輸
送
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
。

 

 運
営
管
理
体
制
は
、
役
員

3
名
を
含
む
日
本
側

4
名
（
本
邦
出

資
会
社

A
社
か

ら
派
遣
）
並
び
に
役
員

2
名
を
含

む
ベ
ト
ナ
ム

(1
)運

営
維
持
管
理
の
体
制

 
現
地
事
業
会
社
に
対
す
る
本
邦
出
資
会
社

A
社

、
外

国
企
業

B
社
の
出
資
割
合
へ
の
変
更
は
な
い
。

 
  現

地
事

業
会

社
と

本
邦

出
資

会
社

の
事

業
分

担
に

つ
い

て
は

予
定
通
り
に
実
施
さ
れ
た
。
特
に
、
ベ
ト
ナ
ム
政
府
は
該
当
市

で
の
工
業
開
発
を
促
進
す
る
た
め
、
外
資
（
特
に
大

企
業
）
に

対
し
、
該
当
地
域
へ
の
投
資
を
積
極
的
に
指
導
し
た

。
ま
た
、

本
事
業
推
進
に
あ
た
り
、
該
当
市
政
府
が
日
本
主
導
の
開
発
を

支
援
し
、
当
工
業
団
地
内
で
ワ
ン
・
ス
ト
ッ
プ
・
サ

ー
ビ
ス
の

提
供
を
可
能
と
し
た
こ
と
で
、
日
本
企
業
を
中
心
と
す
る
外
国

企
業

に
と

っ
て

、
非

常
に

煩
雑

な
各

種
許

認
可

手
続

が
簡

素

化
・
迅
速
化
さ
れ
た
。
 

 運
営
管
理
体
制
は
、
経
営
陣
の
構
成
を
含
め
、
設
立
当
初
と
変

更
な
し
。
 

 

 当
初
計
画
の
枠
組
に
て
運
営
が
維
持
さ
れ
て
お
り
、
持
続
性
の

あ
る
体
制
と
判
断
さ
れ
る
。
 

 ＜
要
因
分
析
＞
 

出
資
関
係
は
当
初
計
画
通
り
で
あ
り
、
安
定
的
な
経
営
が
行
わ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
本
事
業
実
施
に
あ
た
り
、
ベ
ト
ナ
ム
中
央

政
府
・
該
当
市
政
府
か
ら
運
営
面
で
の
継
続
的
な
政
策
支
援
を

受
け
て
い
る
こ
と
も
確
認
で
き
る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
99

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

側
29
～

55
名

（
幹
部
職
員
は
、
現
地
パ
ー
ト
ナ
ー
及
び
当
該

市
人
民
委
員
会
よ
り
派
遣
）
で
実
施
予
定
。
部
局
は
総
務
担
当

部
(C

or
po

ra
te

 D
iv

is
io

n)
、
立
地
企
業
担
当
部

(T
en

an
t R

el
at

io
n 

D
iv

is
io

n)
の

2
部

体
制
。

 

 経
営
陣
の
構
成
は
、
社
長
（
本
邦
出
資
会
社

A
社
派
遣
）
、
副

社
長
（
外
国
企
業

B
社
）
及
び

そ
の
他
取
締
役

3
名
（
う
ち

2
名
は
本
邦
出
資
会
社

A
社
派
遣
、

1
名
は
外
国
企
業

B
社
派
遣
）

と
な
っ
て
お
り
、
本
邦
出
資
企
業

A
社
が
マ
ジ
ョ

リ
テ
ィ
ー
を

取
り
経

営
責
任
を
有
す
る
。
 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
本
工
業

団
地
に
関
し
て
、
工
業
団
地
の
建
設
・
運
営
の
ノ
ウ
ハ

ウ
が
ベ

ト
ナ
ム
側
に
移
転
さ
れ
る
。
具
体
的
に
は
、
工
場
団
地

内
に
保

守
点
検
会
社
を
設
立
し
、
団
地
内
の
各
種
イ
ン
フ
ラ
施

設
の

O
/M

を
行

う
と
と
も
に
、
入
居
企
業
の
工
場
建
屋
、
配
電
、

空
調
、
通
信
設
備
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
等
の
ト

ラ
ブ
ル
に
対
応
す

る
。

 

(2
)運

営
維
持
管
理
の
技
術

 
本
事
業
実
施
を
通
じ
、
工
業
団
地
運
営
に
関
し
、
日
本
側
投
資

会
社
に
よ
る
教
育
が
適
切
に
実
施
さ
れ
た
こ
と
、
ま

た
、
保
守

点
検
会
社
も
適
切
に
管
理
さ
れ
た
こ
と
よ
り
、
工
業
団
地
の
建

設
・
経
営
ノ
ウ
ハ
ウ
が
ベ
ト
ナ
ム
側
に
移
転
さ
れ
た
。

 

 当
初

想
定

さ
れ

た
と

お
り

建
設

・
経

営
ノ

ウ
ハ

ウ
が

移
転

さ

れ
、
運
営
維
持
管
理
と
し
て
の
技
術
的
問
題
は
特
段
な
い
と
判

断
さ
れ
る
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
工
業
用

地
の
分
譲
収
入
、
サ
ー
ビ
ス
収
入
（
管
理
料
）
を
主
な

収
入
と

し
、
借
入
金
の
元
利
返
済
、
本
邦
出
資
企
業

A
社
へ
の

販
売
委
託
手
数
料
、

O
/M

費
用

が
主
な
支
出

項
目
で
あ
る
。
単

年
度
黒
字
化
は

20
06

年
（
事
業
開
始
後

10
年
目
）

で
あ
り
、

累
積
赤
字
解
消
は

20
09

年
（
事
業
開
始
後

13
年

目
）
と
見
込

ま
れ
る
。

 

(3
)運

営
維
持
管
理
の
財
務

 
詳
細
デ
ー
タ
な
し
。

 
 詳
細
デ
ー
タ
は
な
い
が
、
土
地
分
譲
が
当
初
予
定
よ
り
も
早
期

に
完
売
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
単
年
度
黒
字
化
、
累
積
赤
字
の

解
消
等
に
つ
い
て
は
、
当
初
想
定
よ
り
も
早
い
段
階
で
実
現
さ

れ
た
と
推
測
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
持
続
性
が
あ
る
と
推
測
さ
れ

る
。

 

 

 

 
以
上
よ
り
、
本
事
業
の
維
持
管
理
は
、
体
制
、
技
術
、
財
務
状

況
と
も
に
問
題
な
く
、
本
事
業
に
よ
っ
て
発
現
し
た
効
果
の
持

続
性
は
高
い
。
 

JI
C

A
の
収
支
：

 

IR
R
：

1.
92

%
 

貸
付
条
件

 
金
利
：

2%
 

融
資
期
間
：

11
年
（
元
本
金
利
据
置
期
間

3
年

を
含
む
）

 
償
還
方
法
：

8
回
年
賦
元
本
不
均
等
返
済

 

想
定

IR
R
：

1.
90

%
 

*最
終
支
払
日
（

20
10

 年
8
月
）
に
予
定
通
り
返
済

が
行
わ
れ

た
場
合
の
数
値
。

 

 20
03

年
、
元
本
支
払
開
始
直
前
に
、
差
入
担
保
（
有
価
証
券
）

の
市
場
価
格
の
下
落
に
よ
る
担
保
割
れ
に
よ
り
、
一
部
期
限
前

弁
済
が
実
施
さ
れ
た
も
の
の
、
新
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
基
づ
く
本

邦
出

資
企

業
A

社
か

ら
の

返
済

は
期

日
通

り
順

調
に

行
わ

れ

て
い
る
。

 

返
済
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
変
更
が
あ
っ
た
も
の
の
、
新
ス
ケ
ジ
ュ

ー
ル

に
基

づ
く

本
邦

出
資

企
業

A
社

か
ら

の
返

済
は

期
日

通

り
順
調
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
返
済
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

変
更
に
よ
る

IR
R
の
乖
離
も
微

少
な
こ
と
か
ら
、
当
初
計
画
か

ら
大
き
く
逸
脱
し
て
い
な
い
と
判
断
さ
れ
る
。

 

 
 

以
上
よ
り
、
本
事
業
に
よ
り

JI
C

A
は
収
益
が
あ

る
。
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項
目
 

事
業
計
画
（

19
99

年
）
 

事
業
実
績
 

評
価
結
果
 

ｱ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾘ
ﾃ
ｨ
：
 

【
項
目
別
評
価
】
 

①
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
民
間
の
み
で
は
実
施
困
難

な
事
業
へ
長
期
か
つ
大
型
の
融
資
を
提
供
。
 

②
非
財
務
的
リ
ス
ク
軽
減
策
：
該
当
。
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
段

階
か

ら
ベ

ト
ナ

ム
政

府
と

の
協

議
を

進
め

て
お

り
太

い
パ

イ

プ
ラ
イ
ン
を
持
っ
て
い
た
。
 

③
開
発
効
果
の
向
上
：
該
当
。
 

④
民
間
資
金
の
動
員
：
該
当
。
 

⑤
環
境
社
会
配
慮
の
担
保
：
該
当
。

JI
C

A
が
環

境
審
査
を
実
施
。

 特
記
事
項
：
 

①
②
工
業
団
地
開
発
は
収
益
性
が
不
確
定
で
、
リ
ス
ク
の
高
い

事
業
で
あ
る
。
加
え
て
、
計
画
当
時
、
ベ
ト
ナ
ム
の
国
内
政
治
・

社
会
情
勢
は
安
定
し
て
い
る
と
は
い
え
、
本
邦
企
業
に
と
っ
て

は
ベ
ト
ナ
ム
の
カ
ン
ト
リ
ー
リ
ス
ク
は
依
然
と
し
て
高
く
、
ま

た
、

19
97

年
に
発
生
し
た
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
に
よ
る
ア
ジ
ア
の

景
気
低
迷
、
日
本
の
景
気
不
振
に
よ
り
対
越
投
資
が
落
ち
込
ん

で
い

た
こ

と
か

ら
、

ベ
ト

ナ
ム

へ
の

投
資

リ
ス

ク
も

高
か

っ

た
。
こ
の
よ
う
に
収
益
性
お
よ
び
投
資
リ
ス
ク
の
双
方
か
ら
、

民
間

資
金

の
み

で
は

事
業

実
施

は
困

難
で

あ
っ

た
と

こ
ろ

、

JI
C

A
投
融
資
ス

キ
ー
ム
を
活
用
す
る
こ
と
で

、
民
間
企
業
の
出

資
能
力
を
超
え
る
資
金
の
量
的
補
完
が
実
現
し
、
本
事
業
の
事

業
化
が
確
保
さ
れ
た
。
 

【
項
目
別
評
価
】
 

同
左
。
 

 特
記
事
項
：
 

①
②
③
本
事
業
は
、
日
本
政
府
関
係
者
（
日
本
政
府

・
JI

C
A
）

が
地

域
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

作
成

や
円

借
款

に
よ

る
周

辺
イ

ン

フ
ラ
整
備
事
業
を
実
施
し
た
上
で
、
日
本
側
関
係
者
（
デ
ベ
ロ

ッ
パ
ー
（
本
邦
出
資
企
業

A
社
）
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
）
と
ベ

ト
ナ

ム
政

府
間

で
計

画
段

階
か

ら
十

分
な

調
整

を
は

か
っ

た

上
で
実
施
さ
れ
た
事
業
で
あ
り
、

JI
C

A
マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン
に
よ

り
提
案
さ
れ
、

JI
C

A
投
融
資
ス
キ

ー
ム
で
実
現
し
た
唯
一
の
案

件
で

あ
る

。
本

件
の

経
済

協
力

性
を

鑑
み

、
本

事
業

に
JI

C
A

融
資
が
実
施
さ
れ
た
こ
と
が
、
本
事
業
の
確
実
な
実

現
を
可
能

に
し
た
。
 

   特
記
事
項
：
 

①
②
③
本
件
の
事
業
実
施
に
あ
た
り
、
本
邦
企
業

A
社
の
み
で

は
該
当
ポ
リ
テ
ィ
カ
ル
リ
ス
ク
・
地
政
学
的
リ
ス
ク
を
全
て
負

う
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
上
に
、
関
係
政
府
機
関
か
ら
の
政
策

支
援
の
取
り
付
け
に
困
難
を
き
た
し
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 
本
件
の
事
業
化
は

JI
C

A
の
資

金
支
援
な
く
し
て
は
不
可
能
で

あ
り
、
ま
た
、

JI
C

A
出
資
が
あ
っ

た
か
ら
こ
そ
、
日
本
側
関
係

者
・
ベ
ト
ナ
ム
政
府
関
係
機
関
と
の
円
滑
な
調
整
が
実
現
し
た

と
考
え
ら
れ
る
。

 
 

 
 

以
上
よ
り
、
計
画
時
点
、
実
績
と
も
に
本
事
業
を

JI
C

A
が
支

援
す
る
こ
と
に
よ
る
ア
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
は
高
い
。
 

JI
C

A
へ
の
提
言

 
特
に
な
し
 

JI
C

A
へ
の
教
訓

 
・
中
核
企
業
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
 

本
事
業
で
は
、
当
事
者
で
あ
る
本
邦
企
業

A
社

が
事
業
運
営
に
強
い
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
を
示
し
、
ま
た
、

A
社
が

株
主
間
で
意
思
決
定
を
ス
ム
ー
ズ
に
行
え
る
組
織
体
制
を
整
え
た
こ
と
が
本
事
業

の
円
滑
な
推
進
に
役
立
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
今
後
、
案
件
の
円
滑
な
推
進
の
た
め
に
は
中
核
企
業
の
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
基
づ
く
体
制
と
な
っ
て
い
る
か
に
つ
い
て
十
分
に
確
認
す
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。
 

 ・
案
件
監
理
 

今
後
は
、
投
融
資
案
件
に
つ
き
、

JI
C

A
の
貸
付

先
が
必
ず
し
も
現
地
事
業
実
施
を
目
的
と
し
た
投
資
会
社
で
な
い
場
合
、
貸
付
先
の
営
業
報
告
書
に
加
え
、
現
地
の
事
業
実
施
の
運
営
状
況
に
関
す

る
情
報
を
定
期
的
に
収
集
し
、
管
理
す
る
体
制
の
構
築
が
重
要
で
あ
る
。
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そ
の
他
（
コ
ラ
ム
等
）
 

・
 
本
事
業
は
、
デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー

、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
、
サ
ブ
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
が
全
て
日
本
企
業
で
構
成
さ
れ
た
、
ベ
ト
ナ
ム
で
は
初
め
て
の
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
 

・
 
本
事
業
に
よ
り
、
海
外
投
融
資
と
他

JI
C

A
ツ
ー

ル
の
連
携
が
図
ら
れ
た
。
具
体
的
に
は
、
当
該
地
区
の

JI
C

A
マ

ス
タ
ー
プ
ラ
ン
（
地
区
工
業
開
発

M
/P
）
の
中

核
事
業
と
し
て

位

置
づ
け

ら
れ
た

本
事
業

へ
の

、
関
連
イ

ン
フ
ラ

（
電
力

、
ア
ク

セ
ス
道

路
、
上

下
水
処

理
施
設

、
港
湾

拡
張
等

）
整
備

の
た
め

に
、
円

借
款
が

供
与
さ

れ
た
。

こ
う
し
た

連
携

に
よ

り
、
海

外
投
融

資
に
よ

る
融

資
を
活
用

し
た
本

事
業
の

実
現
性

及
び
付

加
価
値

が
高
ま

っ
た
。

同
時
に

、
通
産

省
産
業

構
審
で

も
提
言

さ
れ
て

い
る
民

活
イ
ン

フ
ラ
支
援

策
と

し
て

の
本
体
へ
の
海
外
投
融
資
支
援
と
関
連
イ
ン
フ
ラ
へ
の
円
借
款
支
援
（
当
該
市
イ
ン
フ
ラ
整
備
計
画
（
当
該
地
区
公
的
支
援
）
）
と
い
う
方
針
を
実
現
す
る
も
の
で
あ
り
、
円
借
款
と

海
外
投
融
資
の
有
機
的
連
携
の
一
例
に
な
る
も
の
で
あ
る
。

 
・
 
ベ
ト
ナ

ム
の
経

済
自
由

化
促
進

・
投
資

環
境
整

備
を
目

的
と
し

、
日
本

政
府
や

、
本
件

工
業
団

地
に
進

出
す
る

日
系
企

業
等
か

ら
構
成

さ
れ
る

日
本
商

工
会
議

所
に
よ
り

、
経

済
自

由
化
促
進
・
投
資
環
境
整
備
を
目
的
と
し
た
「
日
越
共
同
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」
を
立
ち
上
げ
、
ベ
ト
ナ
ム
政
府
側
へ
改
善
要
求
事
項
を
提
出
し
て
い
る
。
そ
の
う
ち
の
一
部
は
、

20
04

年
よ
り
、
日
本
政
府
が
協
調
融
資
を
実
施
し
て
い
る
世
界
銀
行
が
中
心
と
な
っ
て
推
進
す
る
貧
困
削
減
支
援
ク
レ
ジ
ッ
ト
（

P
ov

er
ty

 R
ed

uc
ti

on
 S

up
po

rt
 C

re
di

t:
 P

R
S

C
）
の
政
策
パ

ッ
ケ
ー
ジ
に
組
み
込
ま
れ
て
い
る
。
以
上
よ
り
、
本
件
工
業
団
地
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
じ
、
ベ
ト
ナ
ム
政
府
の
構
造
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の

P
R

S
C

の
枠
組
に

お
い
て
、
特
に
投

資
環
境
改
善
に
お
け
る
構
造
改
革
の
推
進
に
繋
が
っ
た
と
い
う
評
価
も
で
き
よ
う
。
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 参
考
資
料

①
：

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
資
金

ス
キ

ー
ム

 

(単
位

：
U
S
$
1
,0
0
0
)

(単
位

：
U
S
$
1
,0
0
0
)

調
達

金
額

使
途

金
額

資
本

金
（
本

邦
出

資
企

業
A
社

は
9
,7
83
千

ド
ル

1
6
,8
6
7

土
地

（
土

地
使

用
料

、
土
地

造
成

費
用

等
）

1
3
,8
4
8

　
　
　
　
　
外

国
企

業
B
社

現
物

出
資

分
は

7
,0
8
4
千

ド
ル

）
建

物
2
,2
5
5

借
入

金
（
日

系
A
銀

行
現

地
支

店
、
日
系

B
銀

行
現

地
支

店
）

3
6
,0
0
0

設
備

1
3
,5
2
5

計
5
2
,8
6
7

創
業

費
（
建

中
金

利
、
土
地

補
償

料
等

）
1
7
,2
2
0

運
転

資
金

（
一

般
販

管
費
）

6
,0
1
9

計
5
2
,8
6
7

 

参
考
資
料

②
：

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
出
融

資
構

成
 

                  

JI
C

A

本
邦
出

資
会
社

Ａ
社

日
系

A
銀
行

現
地
支

店
（
短
期

）
及

び
日
系

B
銀
行

現
地
支

店
（
長
期

）

現
地
事
業

会
社

外
国

企
業

B
社

該
当
市

人
民

委
員
会

関 連 イ ン フ ラ

営
業
支

援
土

地
に
よ
る
現

物
出
資

7.
1百

万
ド
ル

（
42

％
）

出
資 9.
8百

万
ド
ル

（
58

％
）

円
借
款

融
資

海
外
投

融
資

保
証

融
資

87
8百

万
円
（
6.

9百
万

ド
ル
相
当
）

融
資

（
36

百
万
ド
ル
）
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 参
考
資
料

③
：

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
借
入

構
成

 
              

本
邦
出
資

会
社

A
社

日
系

A
銀

行

現
地

支
店
（
短
期

）

現
地

事
業

会
社

長
期

借
入

（
36

百
万
ド
ル
）

日
系

B
銀

行

現
地

支
店
（
長
期

）

連
帯

保
証

短
期
借

入
*

（
3.

9百
万
ド
ル
）

金
利
：
S

IB
O

R
＋

0.
2%

*長
期

借
入

実
現
の

際
に

返
済

期
間
：
10

年
金

利
：
LI

B
O

R
＋

0.
5%
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